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 研究テーマ １．過去の大災害で指摘されながら未解決な防災力の向上対策 

課題 No. 内容 研究担当者 

課題 1-1 超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策 京都大学大学院 田村正行 教授 

目的：災害発生直後に、被害状況の全容を迅速に把握し、救援活動に役立てる方法を検討する。 

課題 1-2 巨大津波に対する港湾施設の防災対策 港湾空港技研 栗山善昭 研究主監 

目的：巨大津波に対する港湾施設及びその背後地等の防災対策を検討する。 

課題 1-3 巨大津波による火災対策 増田達男 教授 

目的：巨大津波により流出した大型貯蔵タンクによる大都市の火災を防止する対策を検討する。 

課題 1-4 長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策 髙畠秀雄 教授 

目的：長周期地震動に対する高層ビルの横揺れを防止する方法を検討する。 

課題 1-5 巨大地震による市街地の液状化対策 東京工業大学大学院 田村修次 准教授 

目的：巨大地震により発生する市街地の液状化を防止、復旧する方法を検討する。 

課題 1-6 巨大地震・巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策 山岸邦彰 准教授 

目的：巨大地震・巨大津波による災害発生以後の事業継続を迅速に行う為の方法を検討する。 

課題 1-7 巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策 後藤正美 教授 

目的：巨大地震による既存木造住宅の耐震化を促進する対策を検討する。 

課題 1-8 巨大津波による大型石油タンクの防災対策 西村督 教授 

目的：海岸近くに設置される大型液体貯蔵タンク等が巨大津波に対して被災しない方法を検討する。 

課題 1-9 超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策 土田義郎 教授 

目的：巨大災害発生時に緊急避難が妥当に行われる伝達方法を検討する。 

課題 1-10 超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上

対策 

木村定雄 教授 

目的：地域防災計画における行政と住民の合意形成を図り、減災、除災する仕組みを検討する。 

 

 研究テーマ ２．超巨大災害により新たに提起した防災力の向上対策 

課題 No. 内容 研究担当者 

課題 2-1 巨大津波に対する地下街及び地下鉄の防災対策 京都大学大学院 牧紀男 教授 

目的：地域の過去の巨大災害を反映した、地震・津波に対する都市の防災力の向上法を検討する。 

課題 2-2 巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策 京都大学大学院 竹脇出 教授 

目的：地盤が液状化した構造物が巨大津波を受ける際の耐震性評価法と耐震向上法を検討する。 

課題 2-3 巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の

維持管理対策 

宮里心一 教授 

目的：巨大地震・巨大津波が作用した社会資本施設の劣化対策を検討する。 

課題 2-4 救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策 川村國夫 教授 

目的：日本海側から被災地の太平洋側への救援・支援時に使用する幹線道路の防災対策を検討する。 

課題 2-5 超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電・節電

対策 

垂水弘夫 教授 

目的：巨大災害時における電力確保を自然エネルギーを用いて創電・節電する方法を検討する。 

課題 2-6 超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策 円井基史 准教授 

目的：被災住民が避難所で長期滞在する際の生活環境を環境工学的に改善する方法を検討する。 
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 課題 1-1 

超巨大災害発生直後における被害状況の

迅速な把握対策 
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課題 1-1 研究課題 超巨大災害発生直後における被害状況の迅速な把握対策 

 

京都大学 教授 

 田村正行 

 

衛星リモートセンシング 光学センサ 合成開口レーダー 

津波被害 液状化 地盤変動 

 

1. 研究目的 
大規模災害の発生時には、広域の被害状況を迅速に把

握し、避難・救援を効果的に支援するために、航空機や

衛星等に搭載したセンサを用いて撮影したリモートセン

シング画像がしばしば用いられる。リモートセンシング

用センサの種類は、可視光および赤外光を用いる光学セ

ンサと、マイクロ波を用いるレーダーに大別される。前

者は画像判読が容易であるため、災害被害の状況把握に

広く用いられてきた。一方、後者は光学センサに比べて

画像判読が難しいが、マイクロ波は雲を透過するので悪

天候あるいは夜間のために光学センサが使えない場合に

は代替の観測手段として利用できる。さらに、レーダー

の位相情報は、地表面の変化に鋭敏であるので、建物の

傾き、地盤の変形、小規模浸水など、光学センサでは検

出が難しい現象でも検出できる可能性がある。 

本研究では、大規模災害の発生時に、航空機や人工衛

星に搭載されたセンサを用いて被害状況の全容を把握し、

観測結果を地理情報システムに組み入れることにより、

救援・復興活動に効果的に役立てるための方法を提案す

る。前段落で述べた二種類のセンサのうち、光学センサ

は観測技術としてはほぼ確立しているので、主としてレ

ーダーによる被害観測に重点を置いて研究を進めた。具

体的な研究テーマは以下のとおりである。 

(1) 衛星搭載レーダーによる液状化の検出方法の開発 1)
 

(2) 衛星搭載レーダーによる津波被害の検出方法の開発
2)

 

(3) 衛星搭載レーダーと電子基準点データを組み合わせ

て地盤変動を高精度に検出する方法の開発 3)
 

 

2. 解決法 
(1) 衛星搭載レーダーによる液状化の検出方法の開発 

(a) レーダー画像間の相関 

衛星搭載レーダーは、図 1 のように地表面を繰り返し

観測しており、レーダーは自ら観測パルスを発信する能

動的なセンサなので季節や観測時刻によらず同一の観測

条件で繰り返し地表面の画像を取得することができる。 

いま、図 2 のように地震を挟む 2 時期の画像間で相関

をとると、液状化等によって地盤変動や建物損壊などの

被害を受けた地点では相関が低下する（図 3 右）。一方、

地震前の 2 時期の画像間の相関には変化が無い（図 3 左）。 

 

図 1. 衛星搭載レーダーによる地球観測． 

 

 

図 2. 災害前と災害時のレーダー画像相関． 

 

 

図 3. 千葉県浦安市における地震前 2 時期の相関係数画

像（左）と、地震を挟む 2 時期の相関係数画像（右） 

 

 

図 4. 地震前相関と地震時相関の差画像．赤の部分が差

の大きい地点を表す． 

 

したがって、地震前の 2 時期相関係数画像（ρpre）から地

震を挟む 2 時期相関係数画像（ρco）を差し引き、 
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図 5. 浦安市における地震前の相関係数差のヒストグラム

と累積ヒストグラム． 

 

pre co pre co      (1) 

その差の大きい地点を抽出することにより、地表の変化

を検出することができる（図 4）。千葉県浦安市のように

地震による直接の建物被害が液状化に比べて軽微であっ

た地域では、地表の変化はほぼ液状化によると考えられ

る。 

(b) 被害領域検出のための閾値の決定 

被害範囲を抽出するためには、相関係数の差に対して

閾値を設定し、被害ピクセルと無被害ピクセルを判別す

ることが必要である。通常、閾値の決定は、現地調査な

どの結果に基づき各クラス（例えば被害有と被害無）か

ら代表サンプルを取ることにより行われる。しかし災害

直後は現地調査データは利用できないのが普通である。

また、被害の形態や程度は場所ごとに異なるため一様な

被害母集団を仮定することは困難である。そこで、本研

究では地震前の 2 枚の相関係数画像の差を用いて閾値を

決定することにした。 

対象を都市部とし、レーダー観測の前後に豪雨や降雪

が無ければ、地震前の短期間（相関をとる 2 時期画像の

観測間隔）で地表面は変化しないと見なすことができる。

したがって、地震前の相関係数画像から、無被害の場合

の母集団における相関係数差の統計値を推定することが

できる。図 5 は、都市部における地震前の相関係数差の

ヒストグラムと累積ヒストグラムである。この累積ヒス

トグラムに基づいて、特定の有意水準になるように相関

係数差の閾値を定め、一定の誤検出率のもとで被害ピク

セルを抽出する。具体的には、有意水準を 1%とし閾値

0.30 を得た。 

(2) 衛星搭載レーダーによる津波被害の検出方法の開発 

(a) 被害領域検出のための閾値 

基本的には、前項で述べた液状化の検出と同じ方法で

地表面の変化として津波被害を検出した。宮城県石巻市

の津波被害に関して、地震前の 2 時期の相関係数画像と

   

図 6. 宮城県石巻市における地震前 2 時期の相関係数画像

（左）と地震を挟む 2 時期の相関係数画像（右）． 
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図 7. 石巻市の都市部における相関係数差のヒストグラム

と累積ヒストグラム． 

 

地震を挟む 2 時期の相関係数画像を図 6 に示す。図 7 は

被害領域検出の閾値を決定するために用いた、地震前の 2

枚の相関係数画像の差のヒストグラムと累積ヒストグラ

ムである。この累積ヒストグラムから、有意水準を 5%と

して閾値 0.16 を得た。 

(b) 被害領域の検出精度の数値的検討 

レーダー画像のピクセル値が平均値ゼロの複素ガウス

分布に従うと仮定すると、画像間相関係数ρの確立密度

関数は次のように表される 4)。 
2 2 2 2 2

2 1( | ) 2( 1)(1 ) (1 ) ( , ;1; )L Lp V L V F L L V        (2) 

ここで、L はルック数、V は相関係数の真値、2F1 は超幾

何関数である。上式より、2 枚の相関係数画像の差 Δρ に

対する確率密度関数は次式で与えられる。 

0 1

1

0 1

1

0 1
0

( | , )

( | ) ( | ) , 0

( | ) ( | ) , 0

p V V

p V p V d

p V p V d









    

    


  


 
  






   (3) 

式(3)を用いて、一定の誤検出率のもとでの被災領域の

検出率を計算した。図 8 に、相関係数の真値が変化しな

かった場合（災害前 V0=V1=0.6）と変化した場合（災害前

V0=0.6, 災害時 V1=0.0）について、相関係数差の確率密度

関数を示す。ルック数は 16 とした。この場合、5%の誤検

出率を許容すると被災領域検出の閾値は 0.26 となり、
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図 8. 地震前の 2 枚の相関係数画像（V0=V1=0.6）の差に対

する確率密度関数（黒）と、地震前（V0=0.6）と地震時

（V1=0.0）の相関係数画像の差に対する確率密度関数

（赤）． 
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図 9. 被害領域の検出精度と相関係数初期値の関係． 

 

地震前－地震時の確立密度関数（赤色）においてこの閾

値以上の部分の積分値が検出率を表す。 

このような計算を災害前の相関係数真値が V0=0.2～0.8

の場合について行い、ルック数 L=8, 16, 32 をパラメータ

として検出率をプロットしたのが図 9 である。ただし、

誤検出率：5％、災害後の相関係数真値：0 とした。図か

ら、V0 が低い場合には検出率も低いが、V0 が高くなるに

つれて検出率も増加することが分かる。また、ルック数

を多くした方が同じ V0 の値であっても高い検出率を見込

める。とくに、V0が 0.6 程度（都市部の平均的な値）の場

合、ルック数を 16 以上とすれば、80％以上の検出率が見

込めることがわかる。 

(3) 衛星搭載レーダーと電子基準点データを組み合わせ

て地盤変動を高精度に検出する方法の開発 

(a) 2 時期レーダー画像の干渉位相 

2 時期のレーダー画像を U1, U2 とするとその干渉画像は

次の様に表される。 
*

1 2 exp( )U U A    (4) た 

ここで、「*」は複素共役、A は絶対値、 は位相を表す。

干渉画像の位相には、2 時期の間の地盤変動を表す成分が

含まれており、その他の成分と合わせて以下のように表

される。 

defo topo atm ion orb                 (5) 

ここで、
defo は地盤変動項、

topo は地形項、 atm は大気

遅延項、 ion は電離層遅延項、 orb は衛星軌道誤差項、  は

それ以外の雑音成分である。 

本研究テーマでは、レーダー画像内と周辺の電子基準

点データを用いてレーダー干渉位相から地盤変動項
defo

以外の項を除去することにより、地盤変動を cm 以下の精

度で求めることができることを示す。 

(b) 処理フロー 

図 10 にレーダー画像（ALOS PALSAR）と電子基準デ

ータ（GEONET）の処理フローを示す。以下、このフロ

ー図に則ってデータ処理の手順を説明する。 

［ステップ A］2 時期のレーダー画像（Master と Slave）

を干渉させ、ディジタル標高データ（SRTM-3）を用いて

地形項
topo を除去する。 

［ステップ B］GEONET の RINEX データを用いて電子

基準点の位置における大気遅延 atm を計算する。 

［ステップ C］
topo を除去後の位相 から大気遅延 atm

を除去すると残差は
topo atm defo ion orb            と

なる。 

［ステップ D］電子基準点の位置におけるステップ C

の結果
defo ion orb      の値を求める。 

［ステップ E］電子基準点データを用いて、電子基準点

の位置における地盤変動値をもとめる。 

［ステップ F］前段で求めた電子基準点位置における地

盤変動値（真値と仮定）をステップ D で求めた

d e f o i o n o r b      から差し引くと、残差は電子基準点位

置における ion orb    となる。 

［ステップ G］電離層遅延 ion と衛星軌道誤差 orb は 1

次平面で近似できると仮定し、近似平面を求める。 

［ステップ H＆I］前段で得られた近似平面から画像全

体の ion orb  を計算する。 

［ステップ J］ステップ C で求めた
defo ion orb     

から前段で求めた ion orb  を差っ引くことにより、画像全
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体の地盤変動値
defo を得る。 

 

3. 方法の検証 
(1) 衛星搭載レーダーによる液状化の検出方法の開発 

(a) 対象地域とデータ 

対象地域の浦安市は東日本大震災時に液状化により大

きな被害を受けた（図 11）。液状化の検出に用いたレーダ

ー画像（ALOS-PALSAR）は地震前 4 シーン、地震後 1 シ

ーンであり、これらから地震前 2 枚、地震時（地震を挟

む期間）1 枚の相関係数画像を作成した（表 1）。図 12 に

レーダー画像の撮影範囲を示す。 

(b) 浦安市における液状化の検出結果 

検誤検出率 1%のもとで検出した浦安市の液状化地点を

図 13（左）に赤色で示す。図 13（右）は精度検証のため

に用いた国土交通省関東地方整備局と地盤工学会による

現地調査結果 5)であり、赤色が液状化、青色が非液状化地

点を示す。両図の比較からレーダー画像による液状化の

検出結果は現地調査結果と良く一致しており、提案方法

の有効性が検証された。 

(2) 衛星搭載レーダーによる津波被害の検出方法の開発 

(a) 対象地域とデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 11. 浦安市の液状化被害． 

 

表 1. レーダー相関係数画像の仕様． 

Master Slave

2010/2/16 2010/4/3 945

2011/1/4 2011/2/19 1845

地震時 2011/2/19 2011/4/6 396

観測日 垂直基線長
(m)

相関係数画像

地震前

 

 

 対象地域の石巻市は東日本大震災の発生時に地震と津 

波により大きな被害を受けた（図 14）。図 15（左）の青

い四角形は市の主要部、黒い四角形はレーダー画像の撮

影範囲であり、図 15（右）は、市の主要部における被害

程度を、現地調査に基づいて赤（流失・全壊）、青（半

図 10. レーダー画像と電子基準点データの組み合わせによる高精度地盤変動検出フロー． 
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図 12. レーダー画像の撮影範囲． 

 

 

図 13. 誤検出率 1％のもとで検出した浦安市の液状化地点

（左、赤色の部分）と国土交通省関東地方整備局及び地

盤工学会による現地調査結果（右、赤：液状化、青：非

液状化）． 

 

壊）、緑（部分損壊）に区分した地図である 6)。 

 用いたレーダー画像（ALOS-PALSAR）は地震前 4 枚、

地震後 1 枚であり、これらから地震前 2 枚、地震時 1 枚

の相関係数画像を作成した（表 2）。レーダー画像を 7

（レンジ）×3（アジマス）の窓で平均化し、さらに相関

係数の計算には 3×3 の窓を適用した。観測間隔の差によ

る相関係数低下の違いを避けるために、観測間隔は 3 枚

とも 138 日とした。また垂直基線の長さに大きな差は無

いので、観測角の差による相関係数低下はほぼ等しいと

見なすことができる。 

(b) 石巻市における津波被害の検出結果 

図 16（左）は、地震前（観測日：2010/7/5 と 2010/11/20）

と地震時の相関係数差に、上記の閾値を適用することに

より抽出した被害範囲を示す（黒色）。図 16（右）は、こ

の抽出結果に被害地図を重ね両者を比較したものである。

図 17 には、現地調査による 4 種類の被害クラス別に、被

害ピクセルの分布（塗りつぶし）と被害の抽出率（斜線）

を示す。 

図 17 より、被害ピクセルの半数以上（54%）は流出・

全壊クラスに含まれており、被害抽出率も流出・全壊ク 

  

図 14. 石巻市における津波被害． 

 

  

図 15. （左）対象地域とレーダー画像（ALOS-PALSAR）

の撮影範囲．（右）復興支援アーカイブによる被害程度の

分類．赤：流出・全壊、青：半壊、緑：部分損壊． 

 

表 2. レーダー相関係数画像の仕様． 

Image1 Image2
2010/5/20 2010/10/5 1059 138
2010/7/5 2010/11/20 1093 138

地震時 2010/11/20 2011/4/7 1208 138

垂直基線
(m)

相関係数
画像

観測日 時間間隔
(day)

地震前

 

 

図 16. 検出された石巻市の津波被災地点（左、黒色）、お

よび被害現地調査図と被害地点の重ね合わせ（右）． 
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図 17. 被害ピクセルの分布（塗りつぶし）と被害の抽出

率（斜線）． 
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図 18. レーダー画像（ALOS-PALSAR）の撮影範囲と電子

基準点および三角点の位置． 

 

 

図 19. レーダー干渉画像． 

 

ラスは高い（70%）ので、5%の有意水準の場合、抽出範

囲は被害の大きい流出・全壊クラスに概ね対応している

ことが分かる。ただし、半壊、部分損壊、無被害とされ

た範囲にも被害ピクセルは分布している。この抽出結果

には 5%の確率で誤判別の可能性はあるものの、被害地図

は全ての地点を訪れて作成されたわけではないので、現

地調査で半壊、部分損壊、無被害と判定された地域でも

場所によっては大きな被害を受けた可能性がある。 

(3) 衛星搭載レーダーと電子基準点データを組み合わせ

て地盤変動を高精度に検出する方法の開発 

(a) 対象地域とデータ  

対象地域は関東地方を選んだ。図 18 にレーダー画像の 

撮影範囲と使用した電子基準点および三角点の位置を示

す。レーダー画像の観測日は 2011 年 2 月 19 日と 2011 年

4 月 6 日であった。 

(b) 関東地方における地盤変動 

図 19 に干渉位相を示す。図 18 の電子基準点データと図

 

図 20. 電子基準点データとレーダー干渉位相から求めら

れた地盤変動（単位：m）． 

 

 

図 21. 本提案手法により求めた地盤変動と検証用電子基

準点データとの比較． 

 

 

図 22. 検証用電子基準点データと比較した場合の誤差．

赤棒：電子基準点による補正無し、青棒：本提案手法． 
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19 の干渉位相を用いて、図 10 のデータ処理を行った結果、

得られた地盤変動項
defo を図 20 に示す。 

図 21 に、得られた地盤変動量を検証用の電子基準点デ

ータと比較した結果を示す。図中の青点が本提案手法の

結果、緑点は電子基準点データによる補正を行わなかっ

た場合の結果である。本提案手法の結果は、電子基準点

データによる補正を行わなかった場合に比べて、誤差が

格段に減少しており、検証用電子基準点データと良く一

致していることが分かる。図 22 には、検証用電子基準点

データと比較した場合の誤差を示す。青棒は本提案手法

の誤差、赤棒は電子基準点データを用いなかった場合の 

誤差である。本提案手法の場合、誤差は cm 程度あるいは

それ以下であることが分かる。 

 

4. 実効性のある提言 
大規模災害発生時における被害状況の把握には、光学

センサに加えてレーダーの利用が有効である。その利点

は次のとおり。 

・ 全天候型で夜間観測も可能 

・ 光学センサでは検出の難しい液状化や地盤変動など

をレーダー位相情報を利用することにより検出できる 

大規模災害に迅速に退場するには、現行の衛星の観測

頻度では不十分であり（例えば 2014 年に JAXA により打

ち上げられた ALOS-2 の場合、回帰日数は 14 日）、観測頻

度を上げるために次のような観測態勢の整備が急務であ

る。 

・ 民間衛星や航空機も含めた観測態勢の整備 

・ 情報衛星（光学 2 機、レーダー2 機）のデータを緊

急の場合には公開 
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課題 1-2 巨大津波に対する港湾施設の防災対策 
（国研）港湾空港技術研究所 研究主監 

 栗山善昭 

 

津波 港湾施設 地形変化 

数値シミュレーション 防波堤  

 

1. 研究目的 
港湾は，日本の経済を支える物流の中心であるととも

に，重化学工業をはじめとする産業活動の場であり，さ

らに，災害時においては緊急物資輸送の拠点となる．し

たがって，港湾区域の防災対策の強化は，非常に重要な

課題である． 

2011 年 3 月 11 日の 2011 年東北地方太平洋沖地震で

は，大きいところで高さ 15m を超える津波が沿岸部に

来襲し，それにより甚大な人的・物的被害が発生すると

ともに，港湾区域においても防波堤をはじめ多くの施設

が被害を受けた（例えば，高橋ら 1)）． 

南海トラフ巨大津波では，高さ 30m 以上の津波，あ

るいは，5 分で陸地に到達する高さ 10m の津波の発生

が予想されている 2)．そのような津波の影響を受ける地

域には，国際コンテナ戦略港湾である阪神港（神戸港・

大阪港）や国際バルク戦略港湾である名古屋港，水島

港・福山港，徳山下松港・宇部港など日本の経済活動の

中枢を担う数多くの港湾が位置している．したがって，

これらの港湾及びその背後地における津波被害を少しで

も軽減することは，地域のみならず日本全体にとっても

大きな課題と言える． 

そこで，本研究では，2011 年東北地方太平洋沖地震

津波による港湾区域での被害の実態を防波堤，洗掘・堆

積，コンテナ・船舶などを対象として調査するとともに，

防波堤については被災のメカニズムを検討した．さらに，

防波堤，洗掘・堆積，漂流物を中心に港湾区域の津波対

策を検討し，南海トラフ巨大津波に対する提言をまとめ

た． 

 

2. 解決法 
(1) 防波堤の津波対策 

防波堤の変位を制御する方法の一つとして，ケーソン

の港内側のマウンドをケーソンの高さの 1/3 程度にまで

嵩上げする腹付工がある（図 1）3)．本工法により，堤

体の滑動抵抗力が増大すること，ならびに，洗掘に対し

ては防波堤が倒壊するマウンド断面形状よりも上方の石

材が増えることにより防波堤倒壊までの時間が増大する

ことが実験的に確認されている 4)． 

 港内側の洗掘対策としては被覆ブロック等の被覆工を

基礎マウンドや腹付工の表面に設置する方法があり 3)，

さらにブロックを連結することにより被覆工の安定性を 

 

 

 

 

 

 

図 1. 腹付工イメージ図 3)
 

 

高める方法もある 5)． 

 防波堤背後のマウンドの洗掘対策としては，上部工の

形状を工夫する方法もある．ケーソンの港外側をパラペ

ットなどによって高くすると，防波堤を越流した流れの

水平速度が大きくなり，その結果，防波堤背後で水面に

対してより浅い角度（水面に対してより水平な角度）で

突入し，そのようにして突入した流れは，より遠方でマ

ウンドに到達することが実験的に確認されている 6)．上

記の流れによって洗掘が生じたとしても，洗掘位置がケ

ーソンから離れているために，パラペットなしの場合

（上部工が水平な場合）よりも防波堤の安定性が高くな

ることが期待できる．なお，防波堤を越流した流れが背

後水面への打ち込む時の位置，角度，流速の推定方法は，

佐藤ら 6)，宮田ら 7) などによって提案されている． 

 上部工の工夫は，洗掘対策以外としても防波堤の安定

に寄与することが期待できる．ケーソンの港内側端の上

部が静水面よりも下にあり，上部工の港内側が 1:2 より

も緩い勾配で港内側が低い場合，防波堤が転倒しにくく

なることが中村ら 8)
 の数値計算結果によって示されて

いる． 

 

(2) 港内の洗掘・堆積対策 

航路啓開の際に障害となり得る津波による航路内の土

砂の堆積に対しては，構造物で対策を講ずるよりは，数

値シミュレーションで津波による堆積量を推定し，浚渫

方法などをあらかじめ検討し準備しておく方が現実的と

考える． 

ただし，そのためには，津波による港内の地形変化を

精度良く推定するモデルを構築する必要がある．そこで，

Kuriyama ら 9) は，津波による地形変化を予測するため

に開発されたモデルを大洗港に適用し，その精度を検証

した．その詳細は，3 章で記述する． 
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(3) 漂流物対策 

浸水深が比較的小さい領域では，杭とワイヤーロープ

とを組み合わせた津波漂流物対策施設が効果を発揮する．

津波漂流物対策施設に関しては，設計のガイドラインが

東日本大震災前に発行されており 10)，東日本大震災後

も，対策施設の効果のより詳細な検討が行われている

（例えば，宇野・有川 11），楳田ら 12)，森・山本 13)）．た

だし，漂流物を捕捉するための構造物が破壊された場合

には，それ自身が漂流物となり被害を助長することにな

る．したがって，漂流物捕捉構造物は，それ自身が漂流

物とならない工夫が必要である． 

津波来襲時に漂流物となり得る船舶の津波対応手順と

して国土交通省近畿運輸局 14) は以下を示している：ま

ずは，港外への移動を検討し，それが不可能な場合は係

留強化による対応を検討し，それも不可能な場合には総

員が退避する． 

 

(4) 港湾区域における避難 

港湾区域は，防護ラインの外側（海側）に位置してい

る領域が広く，また，避難に適した高台が近くにないこ

とが多いため，津波の被害を受けやすい区域であると言

える．しかしながら，港湾区域では多くの就労者，利用

者，来訪者が存在しており，その避難が大きな課題とな

っている．これに対し，国土交通省港湾局 15)
 は，港湾

の津波避難対策に関するガイドラインにおいて，港湾区

域における避難対象地域の設定と避難困難地域の抽出，

避難対象者数の把握，避難場所・施設・経路の設定など

による避難対策の策定方法を示すとともに，策定された

避難対策の周知を求めている．なお，港湾における津波

避難施設の設計に際しては，国土交通省港湾局のガイド

ライン 16)
 が参考となる． 

 

3. 方法の検証 
 本章では，まず，解決法検討の基となった 2011 年東

北地方太平洋沖地震津波による港湾区域での被害及びそ

のメカニズムの検討結果を述べるとともに，港内の洗

掘・埋没対策検討で用いる津波による港内地形変化推定

数値シミュレーションモデルの概要を示す． 

 

(1) 2011 年東北地方太平洋沖地震津波による港湾区域

での被害 

1) 防波堤の被害の実態とそのメカニズム 

（a）被害の実態 

主要な港湾における防波堤の被害の実態は以下の通り

である． 

青森県八戸港（図 2）では，高さ 7～8m の津波によ

って，八太郎北防波堤（延長約 3500km）の 1450m にお

いてケーソンが港内側に移動，転倒した 1), 17)．また，中

央第 1 防波堤，第 2 防波堤においては，東端部のケーソ

ンが移動した． 

岩手県釜石港（図 3）では，高さ 12～13m の津波に

よって，湾口の北防波堤（延長 990m）と南防波堤（延

長 670m）の多くのケーソンが移動した 1), 17) - 19)．北堤で

は歯抜け状態でケーソンが港内側に移動しており，44

函のうち，18 函が移動，19 函が傾斜した．一方，南堤

では，開口部側の半分は移動していないものの陸側の半

分は港内側に移動しており，21 函のうち，10 函が移動，

2 函が傾斜した． 

岩手県大船渡港（図 4）では，釜石港同様に湾口に防

波堤が建設されていたけれども，高さ 10～11m の津波

によって，そのほとんどのケーソンが港内側に倒壊した
20)． 

宮城県女川港（図 5）においても，高さ 18m の津波

によって，湾口の北防波堤（延長 340m）と南防波堤

（延長 325m）のほとんどが倒壊した 21), 22)．ただし，前

述の二つの湾口防波堤のケーソンは港内側に移動したの

に対して，女川港では港外側に移動した． 

 

 

 

図 2. 八戸港の防波堤位置と浸水範囲 1)
 

 

 

 

図 3. 釜石港の防波堤位置 1)
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図 4. 大船渡港の防波堤位置と津波痕跡高さ 1)
 

 

 

 

図 5. 女川港の防波堤位置と津波痕跡高さ 1)
 

 

福島県相馬港（図 6）では，高さ 10～12m の津波に

よって，沖防波堤（延長約 2700m）のほとんどにおい

てケーソンが滑動し，港内側に傾斜あるいはマウンドか

ら転落した 1)． 

 

（b）被災のメカニズム 

防波堤の破壊は，滑動，転倒，支持力破壊によって生

ずる．釜石港の湾口防波堤は，押し波時におけるケーソ

ン前後での水圧差によって滑動した可能性が高い．有川

ら 18), 19) は，縮尺 1/20，1/60 の模型実験を行い，津波が

防波堤を越流する際，防波堤の港外側では水圧が静水圧

よりも若干増加するのに対して，港内側では水圧が数%

～10%低下することを明らかにした．一方，宮田ら 7)
 

は，縮尺 1/25 の同様の模型実験を行い，港外側の水圧

は静水圧とほぼ同程度であること，港内側の水圧は，防

波堤前後での水位差が大きく背後水位が低い場合には，

静水圧より 20%以上低下すること，を示している．有

川らの結果と宮田らの結果に定量的な違いはあるものの，

いず 

 

 

図 6. 相馬港の防波堤位置と津波痕跡高さ 1)
 

 

れも，水圧が防波堤の港内側で静水圧より低下しており，

釜石港では，港内外で静水圧を仮定した場合では滑動の

安全率が 1 を越えるにもかかわらず，実際には安全率が

1 以下となることにより防波堤が倒壊したと考えられる． 

上記のように釜石港では防波堤前後の水圧差が湾口防

波堤の滑動を引き起こしたのに対して，八戸港では防波

堤の港内側のマウンドの洗掘が防波堤の支持力破壊ある

いは転倒を引き起こしたと考えられる．有川ら 4), 23)
 は，

縮尺 1/25 の模型実験を行い，実験で得られた波圧から

は計算上，安定と考えられる防波堤が，洗掘の発生によ

って倒壊することを示した． 

前述の釜石港の湾口防波堤や八戸港の防波堤では押し

波時に防波堤のケーソンが移動したのに対して，女川港

の湾口防波堤では引き波時にケーソンが港外側に移動し

た．八木ら 21)
 の数値計算によると，押し波時には水位

差が 4m，流速が 3m/s 以上であったのに対して，引き波

時には水位差が 10m（構造物が未被災とした場合），流

速が 2m/s であり，ケーソンの滑動及び転倒は引き波時

の水位差が 5m の時に発生した．これは，ビデオ記録の

結果とも一致している． 

上記の検討が主として波力に注目したものであるのに

対して，マウンド内の浸透流に注目した検討も行われて

いる．浸透流は，マウンドの拘束圧と剛性・強度を低下

させるとともに，法尻方向への外力を生じさせることに

もなる 24)．高橋ら 25)
 は，遠心載荷装置を用いた実験に

よって，浸透流がある場合には，無い場合に比べてケー

ソンが支持力破壊によって移動しやすくなることを示す

とともに，その現象が，浸透流で生じた揚圧力によって

ケーソンからマウンドへの軸加重が減少し，よってマウ

ンドの拘束力が低下し支持力が低下するためと推察した．

第1埠頭石炭サイロ10.36m

第2埠頭県営第2上屋 10.09m

原釜尾浜海岸奥 11.80m (R)
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南 防 波

堤 

北 防 波
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堤 
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また，有限要素法解析により，水位差が 10m の場合に

は，浸透力によって水平支持力が 17%低下することを

示した．このことは，ケーソン破壊の原因や対策を考え

る場合には，波力のみならず浸透流も考慮に入れなけれ

ばいけないことを示している． 

 

2) 港内の洗掘・堆積 

津波が港内に進入すると，防波堤などの構造物によっ

て流れが複雑に変化し，流れの集中や渦などが生ずる．

これらの作用によって，砂浜に建設された港では，防波

堤沿いや防波堤先端での洗掘や航路・泊地における堆積

などの地形変化が生ずる．構造物周辺の洗掘は構造物の

安定に悪影響を与え，一方，堆積は航路啓開の際の障害

となる．そこで，本節では，八戸港，茨城県日立港，茨

城県大洗港に注目し，2011 年東北地方太平洋沖地震津

波によって生じた航路・泊地の地形変化を検討する． 

八戸港においては，図 7 に示す開口部あるいは防波堤

などの構造物の端部で大きな洗掘が発生した．洗掘の悪

影響は防波堤を含む近傍の構造物にはほとんど現れなか

ったものの，一部の岸壁で洗掘の影響と考えられる被害

が生じた． 

本洗掘の原因としては，開口部などの狭窄部における

流れの集中，ならびに，構造物周辺での渦の発生が考え

られる．数値シミュレーション結果によると，１波目よ

りも２波目の流速が大きく，２波目の押し波時から引き

波時にかけての開口部及び港内で非常に大きな流速（数

m/s）が発生しており，八戸港における洗掘は，この時

の流速場の影響を大きく受けた可能性が高い． 

日立港の港内においては，東防波堤に沿って洗掘が生

じており，特に南防波堤延長線上で洗掘が大きく，その

大きさは約 7m であった（図 8）．また，南防波堤先端

から東防波堤にかけての開口部では侵食のみが生じてい

た．堆積は開口部よりも港内よりで生じており，堆積厚

さは 1m 未満であった． 

日立港における地形変化は，藤井ら 26)
 の移動床模型

実験の結果と良く一致している．藤井らの実験結果を基

にすると，日立港における東防波堤沿いの洗掘は引き波

の際の防波堤に沿う流れによるもの，港内の堆積は押し

波時に形成された渦の中心に浮遊砂が堆積して生じたも

のと考えられる．東防波堤に沿った洗掘が南防波堤の延

長線上で最大となった原因としては，最大洗掘が生じた

領域近傍で押し波時の流れが開口部における縮流などの

影響を受けて発達していることが考えられる． 

大洗港では，南防波堤近傍及び西防砂堤近傍において

大きいところで約 6m の洗掘が生じた（図 9）．一方，

防波堤と防砂堤の間の航路及びそれより陸側の泊地では

2m 以上の堆積が生じた．航路を中心とした領域での侵

食量，堆積量は，それぞれ約 95 万 m
3，約 40 万 m

3であ

った． 

 

 

図 7. 八戸港における洗掘の発生位置（破線の丸印）お 

よび洗掘深の概略値（発生位置横の数字） 

 

 

 

図 8. 日立港における地形変化の模式図（黒っぽい色が

洗掘領域，白っぽい色が堆積領域を示す．背景地図等

データは，国土地理院の電子国土 Web システムから

配信されたものである．） 

 

日立港では開口部で洗掘のみが生じていたのに対して，

大洗港では開口部で堆積が生じた．その原因の一つとし

て，開口幅の違いが考えられる．日立港における開口幅

が約 280m であるのに対して，大洗港では約 430m であ

った．開口幅が広いことにより，防波堤沿いの洗掘や防

波堤先端の洗掘が連続しなかったことが考えられる．あ

るいは，開口部における地形変化の違いは港外における

渦などの流れの違いによるものかもしれない． 

以上の 3 港湾の港内の地形変化をふまえると，津波に

よって，港内では，主防波堤沿いおよび防波堤先端では

洗掘が発生し，港内の中心では堆積が発生する可能性が

高いと言えそうである．  
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図 9. 大洗港における地形変化の模式図（黒っぽい色が

洗掘領域，白っぽい色が堆積領域を示す．背景地図等

データは，国土地理院の電子国土 Web システムから

配信されたものである．） 

 

3) コンテナ・船舶 

港湾区域及びその周辺における特徴的な被害として，

コンテナや船舶の漂流及びそれら漂流物による被害があ

る． 

太平洋に面する港湾では 8 港において計 3000 個のコ

ンテナの港湾区域外へ流出した 27)．仙台・塩釜港では

保管されていた 4300 個のコンテナのうち 1700 個が（図

10），八戸港では 1200 個のうち 700 個が，茨城県鹿島港

では 800 個のうち 460 個のコンテナが流出した．

Kumagai
27)によると，コンテナの流出率は浸水深と相関

が高かった． 

 

 

 

図 10. 仙台・塩釜港高砂埠頭におけるコンテナ散乱の

様子（2011 年 3 月 17 日撮影）1)
 

 

船舶に関しては，喫水が浸水深よりも浅い船舶は陸上

部に乗り上がり，喫水が深い船舶は岸壁に衝突していた

ことが観察された 28)．宮城県石巻港や相馬港，福島県

小名浜港では，20,000～100,000t の船が，各港において

1 隻ないし 2 隻，係船索の切断等による漂流，座礁など

によって被害が生じていたことが確認されており，小型

船に至っては 2,800 隻が被害を受けた 29)．鹿島港では，

7 隻の大型船を含む約 10 隻の船舶が漂流していたとの

報告もある 30)． 

流出したコンテナや陸上部に打ち上げられた船舶は，

タンクローリーや一般車などの車両などとともに，建物

に衝突し，被害を増大させた（例えば，図 11）． 

 

 

 

図 11. 仙台・塩釜港雷神埠頭背後の建物の被害の様子 

（2011 年 3 月 17 日撮影）1)
 

 

一方，東北地方に比べて浸水深の小さかった北海道十

勝港やえりも港では（浸水深は 1.2m 程度），津波によ

り流出した漁船や漁具が津波漂流対策施設（鋼管杭のみ

の施設と鋼管杭とワイヤーロープとの組み合わせた施設）

によって捕捉された 31)． 

 

4) 荷役施設 

宮城県仙台塩釜港では，津波による浸水によってガン

トリークレーンの電源設備に損傷が生ずるとともに，津

波によって漂流したコンテナなどによって脚部の装備品

が損傷した 32), 33)．石巻港では，津波によって 3 機のニ

ューマチックアンローダーのうちの 2 機が海中へ流出し

た 32)． 

 

(2) 津波による港内地形変化推定数値シミュレーショ

ンモデル －2011 年東北地方太平洋沖地震津波によっ

て引き起こされた茨城県大洗港における港内地形変化の

推定－ 

1) 港内地形変化（実測値） 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の震源から 285km 離れ

ている大洗港では（図 12），約 5m の高さの津波が来襲
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Breakwater
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Groin
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2 m 4 m
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した．地震の 7 ヶ月前の 2010 年 8 月および地震の 10 日

後の 2011 年 3 月 20～22 日に深浅測量結果を基にすると，

南防波堤先端，南防波堤に沿った港内側，西突堤先端で

洗掘が発生している（図 13）．一方，港内の中心部およ

び港口（南防波堤先端と西突堤先端の間）では堆積が生

じている．解析領域における侵食量，堆積量は，それぞ

れ 1,060,000m
3 および 320,000m

3 である．なお，大洗港

における地震による地盤沈下量は 0.202m であり，前述

の土量計算で考慮されている． 

 

 
 

図 12. 大洗港の位置 

 

 
 

図 13. 港内地形変化（実測値） 

 

2) 港内地形変化数値シミュレーション 

 本シミュレーションでは，Kuriyama ら 34)と同様に，

底質輸送・地形変化計算のサブモデルを付加した高潮津

波シミュレーター（Storm surge and Tsunami simulator in 

Oceans and Coastal areas，STOC）35), 36)
 の単層静圧モデ

ルを用いる．本モデルは，大洗港よりも 55km 南の波崎

海岸における 2011 年の 5m の津波による地形変化を再

現したことが Kuriyama ら 34)
 によって示されている． 

 地形変化の計算は以下の 2 つのステップで実施する．

最初のステップでは，波源から大洗港までの津波伝搬計

算を行う．津波水位としては，沖合の水位観測データか

ら逆解析で求めた Takagawa・Tomita
37)

 の結果を用いた．

計算格子は，ネスティングした 7 領域において，それぞ

れ，2592m，864m，288m，96m，48m，12m，4m とし

た．計算時間は地震発生から 3 時間，時間間隔は 0.1s

である．粒径は 0.2mm とした． 

 次のステップでは，ネスティングした最後の領域の地

形変化を底質輸送・地形変化計算のサブモデルを用いて

計算する．ただし，Kuriyama ら 34)
 では，two-way と呼

ばれる方法，すなわち，各時間ステップで地形変化を計

算し，その値を次のステップの津波伝搬計算に反映させ

る方法を採用しているのに対して，本計算では，one-

way（初期地形を用いて計算時間終了までの津波伝搬計

算を行い，その後，水位，流速の計算結果を用いて地形

変化を計算する手法）を採用している． 

 地形変化は，浮遊する底質量，沈降する底質量，流入

する掃流砂量，流出する掃流砂量の差から求める（式

(1)）． 
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ここで，zbは地盤高さ，t は時間，is the time,  は空隙

率，ws は底質の沈降速度，Cb は底面における浮遊砂濃

度，P はピックアップ量である．変数 x，y は，それぞ

れ，南北，東西方向を示しており，北向き，東向きを正

とする．変数 Qb,v，Qb,a はそれぞれ，流速 u による掃流

砂量（式(2)），加速度 a による掃流砂量（式(3)）を示す． 

 

 cos,sin 3
1,,

3
1,, ucQucQ yvbxvb                 (2) 

     cos,sin 2,,2,, cryabcrxab aacQaacQ      (3) 

 

ここで， は y 方向（東向き）に対して反時計回りを

正とする流れの向き， acr は移動限界加速度（0.2 m/s
2

と仮定）である．パラメーターc1，c2 は Kuriyama
37) 同

様に，それぞれ，2.78×10
-4

 (s
2
/m)，9.84×10

-4
 (m s)とした． 

ピックアップ量 P は Nielsen の式 38)
 を基に，以下の

ように仮定した． 

 

sgduwcP crs /,)( 2
*

5.1
3               (4) 

 

ここで， はシールズ数，cr は限界シールズ数（= 

0.05），u*は摩擦速度，s は底質の水中比重，g は重力加

速度，d は粒径である．パラメーターc3 は Kuriyama
37)

 

同様，0.0035 とした． 

摩擦速度は，流速の鉛直分布として対数則の仮定した

以下の式から求めた． 

 

 
u

zzhh

zh
u

ss

s 





1)/ln(
*                (5) 

 

Fig.2
Measured bathymetry
change.

侵食 

侵食 

堆積 

堆積 
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ここで，h は水深，zs は粗度高さ（0.0033m と仮定）， 

はカルマン定数（= 0.4）である． 

底面における浮遊砂濃度は，浮遊砂濃度の鉛直分布と

して指数関数を仮定し，以下の式から求めた． 

 

huc

h
w

Chw
C s

s

s
s

s
b *0,

))exp(1(










          (6) 

 

ここで， C は断面平均の浮遊砂濃度，s は拡散係数，

c0 は定数（0.2）である．断面平均の浮遊砂濃度は，以

下の移流式から求めた． 

 

bsCwP
y

huC

x

huC

t

C














 )cos()sin( 
        (7) 

 

（３）計算結果と考察 

・水位，流速 

 Station 1（位置は図 14 参照）の水位変動からは，沖

側境界において計算期間中に 2 つの津波が来襲したこと

がうかがえる（図 15）．ただし，港内では，4 つの水位

の極大値が存在している．津波高さの計算値は 4m であ

り，それは実測の津波高さ（5m）よりも 1m ほど低い． 

流速を見ると，南防波堤先端（Station 2）において流

速が最大 8m/s に達している（図 16）．また，水位が上

昇している時，下降している時には，それぞれ，反時計

回り，時計回りの渦が港内で形成されている（図 17）． 

 

 
 

図 14. 計算結果出力地点の位置

 

 

 
 

図 15. Station 1～3 における水位（上段），流速（中段）および流向（下段） 

 

South Breakwater 

West 

Groin 

Offshore 

Breakwater 
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図 16. Station 4～6 における水位（上段），流速（中段）および流向（下段） 

 

 
 

図 17. 押し波時（左側），引き波時（右側）の流速ベクトル 
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図 18. 港内地形変化（推定値） 

 

 
 

図 19. 港内の領域分け 

 

 
 

図 20. 各領域の地形変化量の実測値（横軸）と推定値 

（縦軸）との比較 

 

・地形変化 

 モデルは，現地で観測された南防波堤先端の侵食と港

口での堆積を再現している（図 18）．また，港内の堆積

も再現しているけれども，計算の方が実測比べるとより

広い領域の堆積となっている． 

 以上のように，モデルは津波による大洗港内の地形変

化を定積的には良く再現しているけれども，定量的には

再現できていない．図 19 に示す 7 つの領域の土量変化

の実測値と推定値とを比較したところ，両者の相関は非

常に高かったけれども（r = 0.96），推定値は実測値の

1/7 程度であった（図 20）． 

 この原因の一つとしては，推定の津波高さの低さがあ

げられる．現地では，津波高さが約 5m と考えられるの

に対して，計算ではそれより 1m 低い 4m であった． 

 もう一つの原因としては，計算時間の短さが考えられ

る．波崎海岸では，最初の 2 波でほとんどの断面変化が

生じていたことから 34)，大洗港の計算でも，最初の 2

波が計算できるように，計算時間を地震発生から 3 時間

とした．しかしながら，水位変動や流速変動は計算時間

の終了近くでも小さくなっておらず，また，地形変化も

収まっていない．このことが，地形変化量の推定値が過

小となった原因であると考える． 

 現在，津波の初期水位の変更ならびに計算時間の延長

を行っており，良好な再現性を得ている．今後，結果を

とりまとめて，国際ジャーナル等に発表する予定である． 

 

4. 実効性のある提言 
・防波堤の変位は，ケーソンの港内側のマウンドをケー

ソンの高さの 1/3 程度にまで嵩上げする腹付工などで制

御する． 

・津波による航路内の土砂の堆積に対しては，本研究で

開発した数値シミュレーションモデル等で津波による堆

積量を推定し，浚渫方法などをあらかじめ検討し準備し

ておく． 

2 章で述べたように，それぞれの被害に対する対応方

策は，ある程度明らかになっている．しかしながら，限

られた予算の中，東日本大震災からの復興も果たしつつ，

南海トラフ巨大津波に備えるのは非常に困難であると言

える．各関係機関で連携を図りつつ，対策の効果が最大

限発揮されるよう，対策の優先順位の適切な設定が強く

求められると考える． 

 なお，本稿では，各施設の津波に対する防災・減殺方

策について述べてきたけれども，港湾区域及びその背後

地の経済活動，市民活動を維持と早期復旧を図るために

は 港 湾 に お け る 事 業 継 続 計 画 （ BCP ， Business 

Continuity Plan）の策定が必要であることを最後に付記

したい． 
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課題 1-3 巨大津波による火災対策 
金沢工業大学 教授 

 増田達男 

 

津波火災 巨大津波 火災対策 

瓦礫 重油 予測手法 

 

1. 研究目的 
東日本大震災で発生した火災の約半数は津波火災だっ

た。本研究では気仙沼湾とその沿岸地域の津波火災に対

する調査および実験から、予測手法を構築するとともに、

南海トラフの巨大津波が想定される高知市を事例として、

実効性ある津波火災対策を考究する。 

 

2. 解決法 
 

2-1. 気仙沼市における津波火災の経緯 

はじめに 

東日本大震災では、気仙沼市で見られたように、津波

をきっかけとして発生した火災が原因となって内陸で延

焼が広がった。今後、恐れられている南海トラフ地震に

おいては、さらに巨大な津波が予測されている。巨大津

波に伴う大規模火災の検討は、最も緊急を要する課題の

ひとつである。 

本研究は、コンピュータによる市街地火災シミュレー

ションプログラムを用いて大規模火災を予測する研究の

一環として行っている。巨大津波による大規模火災のメ

カニズムを知ることにより、シミュレーションによって

今後の危険を予測するための手法の開発に役立てたいと

考えている。 

ここでは、研究の開始にあたって、最も津波火災の被 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

害が深刻であった気仙沼市について、その経緯の把握を

試みている。資料としては、平成 24 年 8 月 29 日～平成

24 年 8 月 31 日と平成 24 年 10 月 21 日～平成 24 年 10 月

23 日に現地の気仙沼市を訪れた際の聞き取り等の調査結

果を中心に、日本火災学会の調査報告書１）、一般公開され

ている記録や動画等を用いている。 

 

2-1-1. 宮城県気仙沼合同庁舎の聞き取り調査 

以下は、伊藤亮二氏らの証言である（2012.10.22 14:00

～15:00）。 

６ｍの津波警報があり、県合同庁舎へは、約 200 人が

避難してきた。4 階の大会議室へ避難者を誘導した。携帯

電話では 10ｍの津波だというので、身構えた。地震後 30

分ぐらいに津波が押し寄せた。津波が来る前に、海の底

が見えた。大きな津波の白波が湾の入口に見えた。大津

波は海が盛り上がって水位が上がり、周囲の鉄塔もタン

クも流された。水位は、県合同庁舎の２階と３階の踊り

場まできた。海面から 10ｍ以上はあった。油タンクが油

を撒き散らしながら流れてくるのを目撃していた。油の

臭いがあったので、煙草やストーブを着けると揮発した

ガスに引火するのでは、と恐れ、煙草を禁止し、ストー

ブも着けなかった。薄暗くなり始めた頃、大島の方の海

上で火災が発生し、それが県合同庁舎の方へ流されてき

た。幸い海岸に高さ 1ｍぐらいの防潮堤があったので、そ

こで火は止まった。公民館が火に巻かれているのが見え

た。30 トンの船が黒こげになるのも見た。津波の満ち引

きに応じて火の着いた海面が左右に動いていた。対岸で

は線状の海上火災が漂着し船舶火災も漂着して、林野が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県合同庁舎 

超冷建物 

石油タンク 

図１ 朝日町付近の配置図（国土地理院 1：10,000） 

（石油タンクの位置情報は気仙沼消防本部提供） 

浸水深 

図２ 宮城県気仙沼合同庁舎の浸水深 
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延焼している状態を見ることができた。夜はぼんぼんと

何かの破裂音が聞こえた。空気が震える衝撃波が窓ガラ

スにも伝わってきた。 

翌朝、海上はくすぶっていた。県合同庁舎の周りはへ

どろが貯まっており、水深は道路の上ぐらいで、たいし

た高さではなかった。周囲を見ると瓦礫は皆流されてい

た。木造の建物はほとんど津波で流されていた。 

 

2-1-2. 気仙沼中央公民館の聞き取り調査 

以下は、吉田英夫氏の証言である（2012.10.22 10:00～

10:20）。 

第一波は 15:30 頃で、4.7m（２階天井まで）に達した。

2 階の窓から外を見て、津波のしぶきを目視して当初は 2

階の屋上へ避難した。その後、３階の調理室へ移った。

油の臭いはしていた。夜には水深 2m 程度になった。

17:40 頃に湾の入口で火の手が線上に見えた。18:00 には

公民館の近くに来て外壁を焦がした。瓦礫の中に大きな

家も流れて燃えていた。 

以上が「気仙沼中央公民館」における目撃情報である。 

吉田氏が 3 月 13 日 10 時に撮影した中央公民館周辺の

写真によれば、瓦礫の散乱状態が認められた。 

 

2-1-3. 「ケアハウスみなみ」の聞き取り調査 

以下は、施設長後藤久美氏の証言である（2012.10.21 

16:00～17:30）。 

3.11 当日、津波が来るとの放送があったので、入居高

齢者を 3 階に避難させた。津波の浸水は 2 階と 3 階の間

の踊り場まで来た。2 階の水深は立った状態で胸のあたり

（約 120 ㎝）まで来た。その際は重油等の石油の浮遊は

無かった。周辺の木造家屋はことごとく流されて、まと

もに建っているものは無かった。流された建物がケアハ

ウスに漂着していた。火の手は 3 箇所から上がった。火

災発生箇所は図 4 の①・②・③である。職員は見ていな

かったが、入居者の証言を合わせた情報である。①は大

型船の近くであり、③は歩道橋の手前である。①・②の

火災は線路方向（西側）と北方向へ延焼した。③の火災

は東方向と南方向へ延焼し、ケアハウスへも近づいて来

た。ただし、ケアハウスの北側に建っている郵政宿舎の

建物に遮られてケアハウスには達しなかった。夜になっ

ても水は引かなかった。 

後日発見したことだが、１階の厨房に流されてきた車

両が２台入り込んで焼けていた。車両からの発火と思わ

れる。ＲＣ造のため、この車両火災は建物に広がらなか

った。大量の瓦礫が鹿折川の方角からケアハウスへ流れ

てきた。 

翌朝も周囲に水はあったが、瓦礫が堆積していて水深

はよくわからなかった。ケアハウスの周囲に瓦礫が堆積

し内側からドアを開けることができなかった。午後にな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

って、34 号線側から延焼し、ケアハウスの南側の薬王堂

が焼け、発泡スチロール工場の発泡スチロールに引火し

て漂った。それが、ケアハウスの２階東側に漂着してい

た瓦礫に燃え移って３階の壁を炙り、北側の外壁へも一

部回り込んだ。屋内まで火災は入り込まなかったが、３

階室内の天井照明器具のプラスチックが放射熱で溶ける

ほどだった。 

ケアハウス 

郵政宿舎 

薬王堂 ① 

② 

③ 

図４ 「ケアハウスみなみ」の聞き取り調査結果 

図３ 気仙沼市鹿折地区の現況（2012.10.22 撮影） 

（国土地理院 1:10,000） 

図５ 焼けた薬王堂の建物（鹿折地区） 
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16 時頃に東京消防庁の救助隊が到着した。周辺道路は

瓦礫で通行不可能だった。救助隊が瓦礫の上に畳を敷い

てくれたので、はだしの状態で被災区域より脱出した。 

以上が「ケアハウスみなみ」の後藤氏から聞き取るこ

とができた津波火災の経緯である。 

気仙沼消防本部の覚知情報では、15:40 に鹿折地区で３

箇所から火災が発生している２）。動画においても 3 箇所の

火炎から煙が立ち昇っている状態をみることができる３）。 

津波の当初は水面に石油類がまだ広がっていなかった

ようである。しかしその後に延焼している。木造家屋は

流出して瓦礫化しているので、その状態での延焼は、油

面が形成されたことを示唆していよう。なお、鹿折地区

にも石油タンクは漂着している２）。 

 

2-1-4. 気仙沼消防署の聞き取り調査 

以下は伊藤大志氏・白川清樹氏の証言である 

（2012.10.22、15:30～16:30）。 

伊藤さんは日没７時過ぎに署に帰ったところ、鹿折へ

行ける出動部隊が居なかったので、鹿折に出向くことに

なった。19:39 出動。19:56 到着。バイパスを経由して鹿

折の北側に着いた。眼下に火の海が広がっていた。全体

が燃えている、というような印象だった。歩道橋の上ま

で瓦礫が盛り上がって堆積していたので、海からこちら

まですべて燃えているものだ、と思っていた。来る前に

湾の中が火の海になっているのを目撃していた。離れた

位置の小学校の水槽とプールからホースを引いた。放水

開始は 20:24 であった。鹿折より北は建物がよく残ってい

たので、消火によって火をくい止めた。無風状態だった

ので、火より津波に気を使った。数回津波を退避した。

津波は潮が引けば必ず上げて来る。「今度はいっぱいひい

たぞー」と声をかける。その間に火がぶり返した。主に

燃えたのは木材の瓦礫だった。発砲スチロールはどの浸

水範囲でも見られた。ボンベが火を噴いているのも見た。

夜通しの爆発音は車のガソリンとタイヤの破裂音だった。

車の延焼は多く、火力が強かった。 

 

2-1-5. 公開情報による知見 

鹿折地区の北側に広がる市街地に住む漁労長の前田勝

夫さん(72)は、「自宅３階の窓から見える一筋の白煙に気

づいた。数分前に襲った津波で、壊れた家や車が２階の

高さまで押し寄せた」４）と証言している。 

鹿折の西みなと町で、火の手が上がる瞬間を見た自治会

長の熊谷民夫さん(62)は、津波直後の 11 日午後 4 時ごろ、

数カ所のがれきから火が出たという。「何であそこがあん

なに激しく燃えるのか、と思うような場所だった。後で

見たら、津波で流された車 6～7 台が、住居とともに焼け

焦げていた」５）という。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鹿折住民の村上忠男さん(75)は、「押し流された建物が

集まり、3 階ほどの高さに盛り上がった場所に火が移り、

一気に燃え上がった」６）という。 

夕方になって内湾に海上火災が広がり、それが回流し

ている状態を見ることができる７）。 

19 時 24 分気仙沼内湾の大浦・小々汐沿岸地区で火災

が発生している１）。 

大浦の住民小野寺氏へのヒアリング(2012.08.30, 8:35)で

図８ 郵政宿舎北面の焦げ痕 

図７ 郵政宿舎北側の焼けた倉庫 

図６ 郵政宿舎の南面（鹿折地区） 
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は、この地域の第 1 波は油面形成前であって、高台の自

宅が冠水したが油の汚れは無かったという。のちの津波

（第 2 波？）によって油面の漂流物火災が押し寄せたと

証言している。 

「第一波によって（火災の前に）小々汐地区の家はす

でに破壊されていた」との漁師の証言がある８）。 

現在でも浸水地区では木造家屋等のコンクリート基礎

が一帯に残されている。津波が引く際に住宅の基礎や破

壊を免れた建物等に瓦礫が引っかかったことが想像され

る。 

 

考察とまとめ 

既知の事実確認と新たに得られた知見をまとめると、 

① 仮説として、津波を免れた市街地の木造家屋群に海

上の油面・瓦礫火災が燃え移って拡大したと考えていた。 

しかし、実際は津波によってことごとく木造家屋は押

し流されて瓦礫化していた。この瓦礫から火災が発生し、

後に油面が形成された海上火災に助長されて延焼が拡大

したものと思われる。 

ただし、鹿折では歩道橋の北側から夜を徹しての必死

の消火活動によって延焼がくい止められた事実がある。

したがって、前述の仮説のように、瓦礫火災から市街地

火災に拡大する恐れは十分にあった。 

② 朝日町では単体の建物火災が発生した程度であった。

１）県合同庁舎職員からも「瓦礫の堆積は少なかった」

という証言が得られている。 

公民館周辺の写真に見られたように弁天町付近では確

かに瓦礫の堆積が確認される。しかし、鹿折地区ほどの

大量の瓦礫の堆積ではない。 

鹿折地区では歩道橋の高さを超える程の大量の瓦礫が

堆積して最も広域にわたって延焼した。 

以上のように、気仙沼市における津波火災を概観する

ならば、瓦礫の量と火災の規模が相関していることが認

められる。 

③ 第１波の先端では、大浦およびケアハウスにおいて

証言が得られたように、油はまだ水面に浮いていなかっ

た。 

15:30 における朝日町の「超冷建物」の火災１）は第１

波の襲来から時間があまり経過していない。したがって、

冠水面に油が広がっていたか、あるいは否であったかに

ついては、微妙なところである。 

朝日町には、屋外タンクの大部分が配置されていた点

から、いち早く油面が形成されたのかもしれない。一方、

超冷建物以外に火災が広がらなかった点においては、油

面が形成されていなかったのかもしれない。付近は工場

地帯で木造家屋が少なかったとも考えられるので、瓦礫

の量が少なかった、と思われる。写真情報でも瓦礫の堆

積がほとんど認められなかった１）。 

前述したように、県合同庁舎付近では瓦礫の堆積が少

なかった。 

④ 15:40 の鹿折地区の火災発生２）は、はたして油面の

形成と関わっていたのだろうか。前述のように、ケアハ

ウスのヒアリングによれば、第１波により２階まで冠水

した当初は、水面に油は浮いていなかった。しかしなが

ら、朝日町の「超冷建物」の火災からは 10 分時間が経過

しているので、15:40 時点では、冠水面に油が広がってい

た可能性もある。その後、延焼が広がり、夜には一面火

の海になったわけであり、さすがにその状態では油面と

瓦礫の混合状態であったことが推察される。 

⑤ 公開された動画では、内湾の海上に帯状に連なった

海上火災が映されている。県合同庁舎の４階からは、対

岸の大浦・小々汐地区に海上火災が漂着して林野火災が

発生している状況がよく見えた、という。これに対応し

て 、 小 々 汐 の 浦島 小 学校 の 尾 形 光 三 郎氏 の 証言

（2012.10.23）では、19 時頃に海上の瓦礫火災が漂着して

林野火災が誘発されたことを確認することができた。 

⑥ 鹿折では、３箇所の火災発生が消防本部において覚

知されている。公開動画においても、夕暮れ時に３箇所

の火炎と立ち昇る煙が映されている。ケアハウスのヒア

リングにおいては、この３箇所の地点が具体的に位置づ

けられた。 

⑦ 気仙沼市において多様で広域の津波火災が発生した

主要因を上げるとするならば、限られた湾内に瓦礫を伴

った油面が広がった点。これによる海上火災が、回流

（海流）および風向によって海上火災が広がりつつ移動

した点。市街地は瓦礫が堆積した冠水状態であった点等

を上げることができよう。 

 

2-2. 気仙沼湾とその沿岸地域の津波火災に関する瓦礫

流動実験 

 

はじめに 

東北地方太平洋沖地震では、気仙沼湾とその沿岸地域

において大規模な津波火災が発生した。昨年度に引き続

き、金沢工業大学地域防災環境科学研究所の造波水槽

（15m×5 m×1 m）を用いて津波の流況および瓦礫の動態

実験を行った【図 9】。ここでは、水槽内に気仙沼湾とそ

の周辺地域の縮尺地形を作成し津波火災に関連した一連

の現象を再現している。造波装置による人工津波の波高

は孤立波で最大 82mm が限界である。したがって、垂直

方向の縮尺は 1/100 とした（大震災時の波高は 8ｍ以上で

あった。地形の範囲は海上火災の発生点（梶ケ浦沖）と

鹿折の延焼市街地を含めるため水平方向 1/300 の歪縮尺と

した。図 10 がその範囲である。地震後の地形データを用

いている。 

これまではビデオカメラで撮影した動画によって流況
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の把握を試みた。トレーサーとして直径 4mm のポリプロ

ピレン球を用いたが、流況を正確に把握するには不充分

だった。瓦礫はトレーサーに合わせて 4mm 角の木片を用

いたが、同様に動態の把握は困難だった。ここでは、一

眼レフカメラの動画撮影機能を用いて直上から撮影し、

PC 上での自動トラッキング解析手法を適用した。この手

法は、縮尺瓦礫等の動きをＲＧＢの色彩別に自動的に認

識し、かつ自動的に追跡することで、時々刻々の瓦礫分

布状況やその移動過程を定量化することができる。木片

が 4mm 角では小さすぎて自動トラッキング解析ではとら

えにくい点と、具体的な形状で実験するため、新たに瓦

礫模型（30mm×2 mm×2 mm）、木造家屋模型（60mm×

45mm×45mm）、ＲＣ建築模型（90mm×60mm×60mm）

を地形縮尺に合わせて作成し使用した。木造家屋が津波

で流された跡にはコンクリートの布基礎だけが残留して

抵抗となるので、これに見立てた枡目間隔 10cm のネット

を選定して縮尺地形の地上部に張りつけた【図 11】。なお、

ネットは枡目のより細かいもの（2.5 cm）も試みたが、人

工津波の運動エネルギーに対して抵抗が強すぎて、水槽

の南北半ばで人工津波は著しく減衰したので不採用とし

た【図 12】。 

 

2-2-1. 自動トラッキング解析による実験結果 

 縮尺地形では、最初に朝日埠頭に人工津波が遡上する。 

津波数値計算でも同様の遡上が確認された【図 13】。実

際には埠頭の石油タンク基地に 23 基が設置されていたが、

大部分の 22 基が流されており、この時点でいち早く流出

したことになる【図 14】注１）。この石油タンク基地の先に

ある宮城県合同庁舎において、「石油タンクが油をまき散

らしながら流れてきた」という目撃証言が得られている注

２）。石油タンク重油の流出量は 7,530kl と報告されている
注１）。なお、鹿折地区の「ケアハウスみなみ」と「大浦」

地区の居住者からは、第一波の際に「海面に重油は浮い

ていなかった」、との証言を得ているので、油面の拡散に

は時間の経過が必要だったと思われる注３）。トラッキング

解析結果では、朝日埠頭から北方向の市街地へと瓦礫模

型および木造家屋模型を悉く押し流している【図 15･16】。

この木造家屋模型がすべて流された状態は、くり返しに

なるが、大量の石油タンクが流された事実に符合すると

いえよう。瓦礫模型は人工津波の最先端で浮き上がるた

め、残留基礎（ネット）にかかる瓦礫は少なく、かつ塊

状に集まりつつ流れていく。 

続いて、弁天町等の西岸市街地にあたる縮尺地形のト

ラッキング解析結果では、人工津波の最先端に同様に瓦

礫模型が集まって流される【図 17･18】。なお、湾へ流れ

落ちる西岸市街地の瓦礫はほとんど見られない。ただし、

縮尺地形西端の反射波防止溝に瓦礫模型の大部分が流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

落ちる。実際には西岸市街地の奥部へと瓦礫を運んで行

くことを意味している。津波数値計算でも沿岸平野部の

西岸市街地全域に津波の遡上が確認できる【図 19】。敷衍

すれば、反射波防止溝がなければ、瓦礫模型は引き波に

よって陸上に堆積するとともに一部は途中に残留し、残

りは湾内に引き込まれて漂流することになる。木造家屋

は完全には浮いていないため、残留基礎に引っかかって、

多くは市街地で停止している。 

  また、人工津波の先端に模型瓦礫が集まりつつ流れる

過程で、この塊が次第に北西へと傾斜して進むことにな 

図 9 造波水槽 

図 10 対象範囲 

（国土地理院 1:10,000） 
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る。水深が大きい湾内の方が波の伝播が早く，一方で水

深が小さい陸域の遡上部分では波の伝播は遅くなる。模

型瓦礫があることで残留基礎（ネット）の抵抗を受けや 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すく，陸域でより速度が抑えられている可能性もある。 

 さらに北へ続く市街地には東西にわたって柏崎の山稜

が立ちはだかり、人工津波がこの斜面に乗り上げて停止

する【図 20･21】。その後ただちに引き波となり、この人

工津波の到達線上に瓦礫模型が堆積する。堆積を免れた

瓦礫模型は一部を陸上部へ残しつつ湾内に引き込まれて

漂流する。 

湾の北側に位置する鹿折地区は、実際には対象地域の

中で最も広域にわたって延焼した市街地である。人工津

朝日埠頭 

Ｎ 

湾 海岸線 

反射波防止溝 

湾 N
 

図 11 残留した布基

礎 

図 13 津波数値計算 

図 12 枡目 2.5㎝のネット 

N
 

木造家屋 

湾 

朝日埠頭 

津波 

N
 

瓦礫 

木造家屋 

木造家屋 

軌跡 

湾 

朝日埠頭 

県合同庁舎 

石油タンク 

図 14 石油タンク配置図 

（国土地理院 1:10,000） 

 

図 15 トラッキング解析結果 1-1 

図 16 トラッキング解析結果 1-2 
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波の勢いは減衰しており、瓦礫は市街地奥へと流されて

堆積する【図 22】。しかし、引き波が弱いため、残りの瓦

礫模型はすべて陸上に留まり、湾へ引き込まれる瓦礫模

型はない。 

 

要約 

造波水槽実験結果に、公開情報・現地聞き取り調査結

果・津波数値計算結果を参考とすることにより、以下の

ように津波火災の経緯を要約することができる。造波水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

槽による人工津波は、当該地区でまず朝日埠頭に遡上す

る。すなわち実際の震災時で津波の第一波が遡上した際

に 23 基の石油タンクのうちほとんどすべての 22 基が倒

壊して流されたことになる。現地の聞き取りでは「第一

波には重油は浮遊していなかった」との証言を２ケ所で

得ている。したがって、その後海上に重油等が広がるに

はやや時間の経過が必要であっただろうが、比較的早い

段階で油面が広がったと推察される。実験では、人工津 
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塊状瓦礫 
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湾 

図 17 トラッキング解析結果 2-1 

図 18 トラッキング解析結果 2-2 

図 19 津波数値計算 

図 20 トラッキング解析結果 3-1 

図 21 トラッキング解析結果 3-2 

漂流 

図 22 トラッキング解析結果 4 
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波は、市街地の瓦礫を浮遊させ押し流していく。その際

に、津波の先端で瓦礫が集塊しつつ進んでいく。その結

果、津波の到達線上で大量の瓦礫が堆積することになる。

その後、実験では、引き波によって瓦礫の一部は市街地

に残留するが、湾へ引き込まれる瓦礫も認められる。こ

の漂流瓦礫が震災当日においてはやがて重油と混合して

海上火災を発生させたことになる。火災は海面で広がり、

冠水や第二波以降によって市街地へ押し寄せ、陸上に堆

積した瓦礫に引火して火災を助長したことになる。 

 

まとめ 

 本実験では造波装置を備えた大型水槽を用いているが、

いくつかの制約条件がある。第一に、造波の規模、すな

わち人工津波のエネルギーに限界がある。広範囲の地形

を対象とするため、縮尺にも大きな制約がある。このよ

うな制約条件下において、実験装置の性能を最大限に引

き出すように配慮した。 

その結果、基本的な流動現象をすべて再現し、かつ公

開情報・聞き取り調査結果・津波数値計算とも照合する

ことができたことになる。 

とくに、津波火災の主要因である木質系瓦礫の流動現

象をつぶさにとらえることができた。すなわち、人工津

波が遡上すると、その最先端で瓦礫が浮んで進行する。

人工津波はさらに先へ進むため、新たな瓦礫が次々に浮

遊することになり、瓦礫は集塊をなして、かつ拡大する。

陸上での人工津波の到達線で運動エネルギーが一旦ゼロ

になるため停止し、塊状の瓦礫を置き去りにすることに

なる。大震災時においても、津波の到達線上で大量の瓦

礫が堆積した理由をここで確認することができた。 

ついで、人工津波は引き波となり、残りの瓦礫の一部

を陸上へ留めるとともに、海上へ引き込んで漂流させる。 

 以上のように、津波の流況とともに瓦礫の流動・堆

積・残留・漂流という一連の過程をとらえることができ

た。 

 

2-3. 残留建築を配置した瓦礫流動実験 

 

はじめに 

 東日本大震災における気仙沼湾沿岸地域では、鉄筋コ

ンクリート造建築など津波に耐えて残留した建物が存在

した。 

 したがって、ここでは、実際の状況に極力近づけるた

め、残留建築の縮尺模型を配置して、改めて瓦礫の流動

実験を行った。 

 

2-3-1. 実験結果と計測結果 

 その結果、遡上した津波は残留建築の影響を受けて進

行方向を変え、かつ減衰して瓦礫の堆積を変化させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面水槽実験の津波を起こした際の台車の移動距離（ス

トローク）を至急教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 瓦礫の堆積状況を被災当時の航空写真と比較すると、

よく合致することが確認された。 

 瓦礫の堆積率等を測定すると、残留建築の無い場合は、

津波の到達線上に 24.3％（217 個）が集塊して堆積し、引

き波によって陸上に広がって残留する瓦礫率が 48.8％

（435 個）、海に引き込まれて海上に浮遊漂流する瓦礫率

が 26.9％（240 個）となった。 

 これに対し、残留建築を配置した場合には、津波の到

達線上に 15.7％（119 個）が堆積し、引き波によって陸上

に広がり残留する瓦礫率が 63.1％（478 個）、海に引き込

まれて海上に浮遊漂流する瓦礫率が 21.1％（160 個）とな

った。結果として、海に引き込まれて漂流する瓦礫率は

と津波の到達線上に堆積する割合が減少し、陸上に広が

って残留する瓦礫の割合が増加した。 

 すなわち、残留建築の影響により、陸上での瓦礫はよ

り拡散して堆積したことになる。 

図 23 残留建築模型の配置範囲 

図 24 水槽実験範囲 

平面水槽実験範囲 

残留建築配置範囲 

柏崎地区 

鹿折地区 
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まとめ 

 残留建築の縮尺模型を配置することにより、より実際

の状況に近い実験結果を得ることができた。 

 

2-4. 断面水槽による瓦礫の堆積実験 

 

はじめに 

 断面水槽（13ｍ×1ｍ×50cm）に 1/100 の地形断面を設

置して瓦礫の流動および堆積実験を行った。 

 対象範囲は気仙沼湾沿岸の鹿折地区である。同地区は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気仙沼市における津波火災の中で、最も延焼範囲が広か

った地区である。平野部であるため、地形断面の傾斜は

海岸から 132ｍの距離で僅かに 2.44ｍである。 

 造波水槽（平面水槽）では、実験装置の限界により、

人工津波の波力が減衰して、充分に瓦礫の流動・堆積状

況を確認することができなかった。したがって、改めて

断面水槽を使用して定量的に測定することとした。 

 なお、縮尺地形模型は合板を使用し、地形断面の形状

に応じて傾斜を近似させた。実験断面の距離と高さを表

１に示す。人工津波は、2m40cm のストロークで押出した

波高 10cm の台形断面波である。 

 あらかじめ縮尺地形上に瓦礫に見立てた木片（30mm×

2mm×2mm のマホガニー材）を均等に配置し、津波の遡

位置 海岸からの距離（ｍｍ） 長さ(mm) 高さ(mm) 1回目 2回目 3回目 ４回目 5回目

① 0-1000 1000 0-50 0 0 0 0 0
② 1000-1300 300 50-103 0 0 0 0 0
③ 1300－1450 150 103 0 0 0 0 0
④ 1450－3400 1950 101 0 0 0 0 0
⑤ 3400－3950 550 107 0 1 0 0 0
⑥ 3950－5750 1800 100 1 4 1 3 3

⑦ 5750－6150 400 100-108 1 5 1 1 0
⑧ 6150－6750 600 108-101 7 3 7 8 7
⑨ 6750－7000 250 101 8 2 7 4 5
⑩ 7000－7400 400 103 9 23 9 10 3

  ⑪　 7400－9600 2200 111 128 53 90 107 126
  ⑫　 9600－11700 1100 111-120 134 80 42 12 6

がれき(個数）

図 25 瓦礫の残留状況（柏崎地区） 

図 26 被災後の航空写真（柏崎地区） 

図 27 設置前の縮尺断面地形 

図 28 縮尺地形を設置した断面水槽 

表 1 断面水槽の実験結果 
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上および引き波後の堆積数を測定した。 

 

2-4-1. 実験結果と測定結果 

 実験回数は５回である。１回目の実験で縮尺地形の数

ケ所で浮き上がりが生じたので、水槽壁に固定する措置

を講じた。 

 表１に示すように、２回目から５回目までの測定結果

によれば、位置⑪および位置⑫の瓦礫堆積数は 120 本程

度とほぼ均等である。ただし、位置⑫の堆積数が２回目

以降、80 個、40 個、12 個、6 個と減少している。実験の

再現性の点で問題がある。 

 撮影動画で確認したところ、海岸付近の地形模型に浮

き上がりが生じていることが明らかとなった。地形斜面

板の補強が不充分であった。実験回数を重ねるごとに、

この海岸地形の浮き上がりが大となり、実験結果に差異

が現れたものと判断される。この欠陥は、津波の波力に

影響を与えているが、瓦礫の堆積位置からは外れている。

津波の遡上浸水位置は実際の浸水範囲に合致しているの

で、再現性は別として、実験への根本的な影響は回避さ

れている。 

 したがって、２回目の実験結果が最も信頼できること

になる。これによれば、津波の到達点である⑫の位置で

80 個、ついで⑪の位置で 53 個、⑩の位置で 22 個と次第

に少なくなる。この３つの位置で堆積瓦礫数の 91.8％を

占めることになる。 

 平面水槽の実験結果とは大きく異なり、陸上での堆積

が津波の到達点とその近辺に集中し、海上への引き込み

瓦礫は皆無であった。地形模型と断面水槽の壁の間に設

けた 14mm の反射波防止溝に流れ落ちてしまう瓦礫が多

かったことが原因しているものとみなされる。 

 

まとめ 

 津波の到達点とその近い位置で大量の瓦礫が堆積する

ことが確認された。一方で堆積が津波の到達点付近に集

中して陸上に分散せず、海上にも引き込まれなかった点

に疑問を残している。 

 反射波防止溝の影響、地形模型の補強など、今後の課

題が明らかとなった。 

 

2-5. 津波被災時の海上瓦礫の燃焼性状に関する実験的

検討 

 

はじめに 

2011 年に発生した東日本大震災では、気仙沼湾におい

て大規模な火災が発生し、沿岸地域に多大な危険と被害

をもたらした。その原因の一つとして油タンクが津波に

より破損し、大量の重油等が海上に流出したことが指摘

されている注４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本稿では、海上に流出した瓦礫及び油の燃焼性状を明

らかにすることを目的として、瓦礫に見立てた木材クリ

ブの燃焼実験を行った結果について報告する。 

 

2-5-1. 実験条件・計測内容 

(1) 実験条件 

実験は建築研究所火災風洞実験棟（茨城県つくば市）

に長さ 4.0m、幅 1.0m、深さ 0.5m の鋼板製水槽を長辺が

風洞の送風方向に沿うように設置して実施した（送風方

向は北から南であり、以下では方位で方向を記述する）。

変化させるパラメータは、クリブ設置方法と設定風速で

あり、表 2 に示す 10 通りの実験ケースを設定した。 

表 2 実験ケース及び実施日時 

図 29 熱電対の設置位置(①～⑰は熱電対番号) (水上条件) 

図 30 実験の様子（南から北方向に撮影） 
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・陸上条件は水槽上端に合わせてケイ酸カルシウム板で

蓋をしてその上にクリブを設置した。 

・水上条件は水槽に水を張り静かにクリブを浮かべた。 

・油膜条件は水槽に水を張った上に A 重油 8.9L にて約 

3mm 注５）の油膜を作成してクリブを静かに浮かべた。 

・浸油条件は油膜条件と同様にクリブを静かに浮かべた

後一旦油膜下にクリブを押し沈めて表面に水及び油が付

着した状態とした。 

クリブは長さ 75cm×幅 11.5cm×高さ 3cm の木材を 20

本用いて 5 段のクリブを作成した注６）。使用した釘は 56 

本（140g）で釘を含むクリブの重量は約 20kg である。 

実験においては図 29 のように、このクリブ 3 個を南北

に直列に並べ、実験水槽北端から 1.0m、東西中央に配置

した。なお、クリブを設置した状態での水面又は油面位

置（陸上条件を除く）は、水槽上端から約 4.4cm 下方に

なるように設定した。ただし、水上 0 条件では水面はや

や低く水槽上端から約 5.1cm 下方であった。 

点火は北クリブと中央クリブの境界に、上から 2 段目

の木材の間 3 カ所に市販の助燃剤 70g を設置し、強制着

火した（図 29）。 

 

(2) 計測内容 

・火炎温度：クリブ上端から 0.1m の高さに、17 本のシ

ース熱電対（シース径 3.2mm、JIS1 級）を配置して計測

した（図 30）。 

・重量減少：実験水槽下部に設置したロードセル（東京

測器 CLP-20KNB（20kN×4 台））により計測した。 

・熱流束：水槽の北、南、西側に各１本の熱流束計 

（Hukseflux CHF-SBG03）を設置して計測した。 

・風速：風洞内水槽北端から 9m 北側に風速計（プリー

ド PGWS-100）を設置し風洞内風速を計測した。 

・各ケースの計測時間：目視によりクリブの南端への延

焼の到達を確認するまで行うことを原則とした。ただし、

水上条件では点火後助燃剤が燃え尽きた後は火炎を形成

せずに燻焼状態となり延焼の進行が見られなかったため、

水 0 では 40 分、水 5 では 60 分で計測を打ち切った。 

 

2-5-2. 実験結果 

(1) 延焼速度 

図 31 は、各熱電対の計測値が 200℃を超えた時刻を表

している。無風条件では点火位置直上である⑬の温度は

点火直後に 200℃を超えている。⑬を中心に風下方向、風

上方向で対称的にほぼ直線状のグラフとなっており、一

定の速度で延焼が進行していることを示している。ただ

し、浸油 0 条件では南北の延焼速度に 3 倍程度の違いが

見られ、クリブへの油の付着が均一でなかった可能性な

どが考えられる。 

有風条件では、⑬よりも風下側の⑫や⑪の温度の方が

先に 200℃を超えている。表 3 は、各熱電対が 200℃を超

えた時刻から南北方向の延焼速度を求めたものである。

陸上条件と油膜条件を比較すると、陸上条件の方が早い

延焼速度を示す。浸油条件では、陸上条件に近い延焼速

度となった。水上条件では延焼は見られなかった。 

 

(2) 重量減少 

図 32 は重量減少を示している。陸上条件の重量減少が

早いことがわかる。浸油条件では 40%程度（クリブの比

重 0.4 として）が水面下（油面下）にあるため初期には

燃焼しないが、延焼速度が速いため陸上条件に比較的近

い量減少速度を示している。水上条件では延焼がほとん

ど発生せず重量減少は微少であり、油膜条件では延焼速

表 3 延焼速度 

図 31 各熱電対が 200℃を超えた時刻（点火時点を 0:00） 

図 32 重量減少 
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度が遅いため重量減少も遅い。 

 

(3) 油の急激な燃焼 

油膜・浸油条件では油面に急速に火炎が広がり猛烈な 

燃焼が確認された。この現象は多くの場合延焼がクリ

ブの南北端に達して水平方向に噴出した火炎により油面

が広く熱せられることで発生した。このとき周囲で計測

された熱流束はそれ以前の 10 倍以上に急上昇した。 

 

まとめ 

海上に流出した瓦礫の燃焼が陸上の瓦礫の燃焼とどの

ように異なるか、さらに、油の流出によって燃焼がどの

ように促進されるのかについて火災実験を実施し条件の

違いによる延焼速度及び重量減少速度の違いを明らかに

した。また、実験時には油膜の急激な燃焼が発生し、油

流出時の瓦礫火災の危険性の増大を確認した。 

実験により津波被災時の海上瓦礫の火災性状に関する

基礎的情報が得られた。今後実験結果の精査を行い、津

波火災の危険性把握を進めることが課題である。 

 

3. 方法の検証 
 

3-1. 津波火災の予測手法 
 

津波火災の予測手法としては、津波数値計算から木造

家屋が破壊される範囲を抽出し、地理情報システムによ

り瓦礫量を算出した。前述の瓦礫流動実験結果から瓦礫

の堆積分布を導いた。これによって「瓦礫火災シミュレ

ーションプログラム」（図 34）により瓦礫火災を予測する

とともに、津波を免れた市街地への延焼を「市街地火災

シミュレーションプログラム」によって予測することが

可能となった。海上火災については、津波数値計算によ

る引き波と海上での瓦礫の流動状態に、前述の海上火災

実験結果から得られた風速ごとの延焼速度を重ねること

により延焼状態を予測することが可能となった。 

 

3-2. 南海トラフ津波火災の予測 
 

津波数値計算によれば、高知市の浦戸湾では３ｍ未満

の津波高となる。ハザードマップでは２ｍ～３ｍと推定

されている。 

発生する瓦礫量は 337 千トン、海上への流出瓦礫は 178

千トン、陸上における堆積瓦礫量は 159 千トンと推測さ

れる。 

石油基地のデータによれば、最大石油備蓄量 50,000kl

となり、流出油面厚は 10ｍｍと予測される。 

瓦礫火災シミュレーションプログラムおよび市街地火

災シミュレーションプログラムを活用して津波火災を予 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測することが可能となった。 

 
4. 実効性のある提言 
 

(1) 大型石油タンクからの重油の流出による津波火災が

最も懸念されるところである。すでに石油コンビナート

においては、防波堤・防潮堤・防止堤・防油堤・オイル

フェンス・液状化対策・浮き蓋のスロッシング対策・フ

図 34 瓦礫火災シミュレーション 

図 33 GISによる瓦礫発生量の算出 
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レキシブルチューブの採用・緊急自動遮断・漏えい検知

装置・非常用電源の高所配置・大容量泡放水砲等の対策

が講じられている。津波浸水深 3ｍ以上が予測され対策が

遅れている地域においては今後重点的に対策を進める必

要がある。 

現時点で未対策であるのは、船舶・貨物の漂流物の衝

突による大型石油タンクの損壊である。これについては、

津波を受け流して減衰させる樹林帯のような人工柵を大

型石油タンクの周囲に設けて漂流物から護る対策を提案

する。 

また、防油堤内に瓦礫が流入すると流出油の規定容量

が確保できなくなるため、これも前期の人工柵により食

い止めることができる。 

(2) 万一、大型石油タンクから重油が海上へ流出した場

合の対策も講じる必要がある。重油だけでは燃えないた

め木質系の瓦礫を海上へ流出させないことが大切である。

これにも前述の人工柵が有効である。 

(3) 海上に重油が流出し、かつ木質系瓦礫と混合した場

合には、発火させないことが重要である。漂流するガス

ボンベからの発火が記録されているが、自動遮断装置に

よって防ぐことができる。問題は漂流車両のガソリンと

電気系統による発火である。リチウムイオンバッテリー

は海水で電気火花が発生しないことが報告されている。

オルターネータが海水につかると水素が発生し危険であ

る。銅端子が海水につかると１時間程度で緑青をふき漏

電する。以上、自動車メーカーによる電気系統の対策が

必要である。 

(4) 海上火災においては、初期消火が有効である。自動

監視カメラ等の設置によって、いち早く火災を発見する

必要がある。広い海上においても煙が立ち上るので発見

は可能である。消防艇が活動するためにも、できるだけ

瓦礫を海上に漂流させないことも大切である。 

なお、消防艇の耐火性能を確保する必要がある。 

(5) 海上では遠距離での消火が有効である。大型の消火

弾を遠投する技術等の開発が望まれる。 

(6) 陸上においても冠水状態で津波火災が発生する。と

りわけ、津波の到達線上に大量の瓦礫が堆積する。この

場合は集中的な消火活動が効率的である。 

(7) 消防車両の耐火性能を確保する必要がある。瓦礫の

上でも走行できるキャタピラー付の消防車両を配備する

必要がある。 

(8) 避難ビルの周囲に瓦礫が堆積した場合、車両からの

発火で危険に陥る可能性がある。周囲に瓦礫を近づけな

い防護柵の設置が有効である。 

 

注 

1)石油タンクの配置および重油の流出量に関しては「気仙

沼消防本部：危険物屋外タンク（100kl 以上）の状況，平 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成 23 年 6 月 8 日」を参照した。 

2)「宮城県気仙沼合同庁舎」伊藤亮二氏（調査日時 

2012.10.22 14:00）へ聞き取り調査を行った。 

3)大浦地区居住者の小野寺氏（調査日時 2012.08.308:35)お

可燃物量

棟数 平均階数
平均１階
床面積

(㎡)

固定可燃物重量
(kg)

木質系建物 18717 2 67.1 263,741,247

耐火・準耐火建築物 倒壊しないと考える

用途
番号

区画用途区分 積載可燃物量[kg/m2] 棟数 平均階数
平均１階
床面積

(㎡)

積載
可燃物量
(kg)

1 業務施設 22.3 0
2 商業施設 19.6 2301 2 79.9 7,206,916
3 宿泊施設 10.9 0
4 娯楽施設 19.6 0
5 遊戯施設 19.6 0
6 商業系用途複合施設 19.6 0
7 住宅 27.5 11515 2 52.6 33,312,895
8 共同住宅 27.5 0
9 店舗併用住宅 27.5 0
10 店舗併用共同住宅 27.5 0
11 作業所併用共同住宅 27.5 0
12 官公庁施設 22.3 0
13 文教厚生施設(A) 16.8 0
14 文教厚生施設(B) 16.8 0
15 運輸倉庫施設 64.8 0
16 重工業施設 35 0
17 軽工業施設 35 0
18 サービス工業施設 35 4901 2 95.5 32,763,185
19 家内工業施設 35 0

合計 73,282,996

発生瓦礫量 337千t
流出瓦礫量 178千t
残留瓦礫量 159千t

図 35 高知市の津波浸水範囲 

表 4 瓦礫の堆積量・流出量 
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よび「ケアハウスみなみ」施設長後藤久美氏（調査日時

2012.10.21 16:00）へ聞き取り調査を行った。 

4)気仙沼市湾沿岸の石油基地における屋外タンクから

11,000 kL 程の重油等が流出した 1)。油層厚 3mm は、気 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仙沼湾（内湾）及びその周囲の浸水範囲の面積約 7km2 

のおよそ 1/2 に均一に拡がった場合に相当する。 

5) 含水率 10.9%、同一条件で作成したクリブの発熱量 

を酸素消費法により計測した結果 15.88MJ/kg であった。 

6) 延焼速度算定においては、点火位置近辺は助燃剤の燃

焼の影響が大きく、また、クリブ南北端は他と条件が異

なることから、無風条件では⑰、⑬及び⑤以下は用いな

いこととし、有風条件では火炎の傾きを考慮して風速

2.5m/s では 1 つ風下側となる⑰、⑯、⑫及び④以下、風

速 5m/s では 2 つ風下側となる⑮以上、⑪及び③以下をそ

れぞれ除外した。 
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課題 1-4 長周期地震動による超高層ビルの横揺れ対策 
金沢工業大学 教授 

 髙畠秀雄 

 

長周期地震動 簡易耐震診断・耐震補強 既存超高層ビル 

横揺れ対策 動的設計法 オイルダンパー 

1. 研究目的 
遠隔地の海溝で発生した巨大地震は大都市の殆んどが

立地する堆積平野を伝播する際、特定の長周期帯の揺れ

が増幅し長周期成分が卓越した地震動を形成する。この

地震動は減衰が少なく、継続時間が長い。 

超高層ビルは柔らかでしなやかな構造であり固有周期

が長い。この長い固有周期は短周期の地震動に対して有

利であるが、長周期成分が多く含まれる地震動に対して

は共振現象を呈して、長時間に亘って大きな横揺れが発

生する。この大きな横揺れは、最初は中間層等がくねく

ねする 2 次モードで振動し、入力地震動が終わる頃から

超高層ビル全体が大きな１次モードで振動する。長時間

に亘る大きな横揺れは超高層ビルに大きな損傷を発生さ

せると共に、超高層ビルを利用している居住者や滞在者

に大きな不安を与えることから、大きな横揺れを抑止す

る効果的な方法が要望されている。本研究課題はこの問

題を解決する方法を提言する。 

 

2. 解決法 
① 既存（新設を含む）超高層ビルの長周期地震動による

耐震性能を評価する簡易耐震診断法の提示。 

既存超高層ビルの動的設計法では長周期地震動に対す

る検討が不足している場合が多い。長周期地震動に対し

て既存超高層ビルの耐震性能が、当該建物の設計クライ

テリアを満足しているかを検討する必要がある。この作

業は当該超高層ビルを新規に設計する事と同じ作業とな

り、時間と費用が膨大となる。当該ビルの所有者は長周

期地震動に対して当該ビルが安全かどうかを低コストで

短時間に知りたい。この要望に対して、既存超高層ビル

の長周期地震動に対する耐震性能の評価を簡易であるが

高精度に実施出来る「簡易耐震診断法」を提示する。 

長周期地震動による既存超高層ビルの耐震性能の評価

法を極めて簡易に診断するには、等価 1 質点系による応

答スペクトル法が便利であるが、耐震診断としては厳密

性を欠き、また、耐震性能の不足がどの部分で発生して

いるかの情報量が不足である。 

 

② 長周期地震動の横揺れ対策法の提示 

長周期地震動により発生する大きな横揺れ対策として

オイルダンパーを設置する方法を提案する。 

 

③ 内付オイルダンパーによる横揺れ対策 

 既存及び新設の超高層ビルに内付オイルダンパーを設

置する際のオイルダンパーの有効な減衰係数を適切に推

定する必要がある。減衰係数を大きくすると応答変位は

小さくなるが、層剪断力や転倒モーメントは大きくなる。

オイルダンパーの適切な減衰係数を種々の地震動による

応答結果から推定する。 

 

④ 外付オイルダンパーによる横揺れ対策 

既存超高層ビルでは内部にオイルダンパーを設置する

ことは、使用し乍らでの施工、居住空間の使い勝手、機

能等による制約から効果的な配置が出来ない場合がある。

そこで、既存超高層ビルの外周に外付オイルダンパーを

設置した場合の効果を検討する。外付オイルダンパーは、

オイルダンパーが取り付く床面から下層の架構にはオイ

ルダンパーで負担した力が流れず、外部に設置したオイ

ルダンパーを通して直接基礎に流れるので効果的と考え

られる。 

 

3. 方法の検証 
(1) 解析手法 

超高層ビルの耐震性能を評価する簡易解析理論は、髙

畠等により開発した棒材理論 1~5）を使用する。本理論は

超高層ビルを等価剛性を有する棒材に置換し、軸変形、

曲げ変形、剪断変形、更に、shear-lag を考慮出来る。 

 

 

図 1 2 軸対称チューブ 

 

図 1 の様な 2 軸対称チューブ構造に対する棒材理論

による運動方程式は次式となる。    

  0ucPuEAuA:u ux     （1） 

   0vcPvGAvA:v vy    （2） 
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    0mvGAuESEIuSI:   

    （3） 

  0uGFESuEISuI:u     （4） 

 

境界条件式(x＝0 及び x＝ℓ) は次式となる。 

u＝0 or 0uEA     （5） 

 

v＝0 or   0vGA    （6） 

＝0 or 0uESEI ** 


   （7） 

u
*＝0 or 0ESuEI *** 


  （8） 

ここに、A 及び I ＝等価剛性の棒材の断面積及び断面 2

次モーメント; I
*
, S

*
, I

*＝shear-lag に関する断面定数。

(詳細は参考文献 1～9)を参照）超高層ビルの柱脚がス

ウェイロッキング(S-Rモデル)の取扱いは参考文献 9)を

参照。 

オイルダンパーが付加した超高層ビルを対象に棒材理

論を拡張する。運動方程式 (1)をオイルダンパーを含ん

だ運動方程式に拡張すると次式となる。 

  
0oilv vmvGAvcvcvm    （9） 

ここに、m＝単位長さ当りの質量（m＝ρA(kg/m)）；cv

＝オイルダンパーを含まない建物の単位長さ当りの水平

成分の減衰係数(N/(m/s)/m)； 0v ＝地動加速度；coil ＝単

位長さ当りのオイルダンパーの減衰係数の水平成分

(N/(m/s)/m)。coil はオイルダンパーが位置する部分のみ

有効である。 

動的解析法はモーダルアナリシスを用いる。変位 v(x, 

t) は次式の様に座標軸 x と時間 t に変数分離する。 

   
i

n

1i
i qvt,xv 



   （10） 

ここに、   iv 水平変位の第 i 番目モードの固有関数； 

 tq i ＝第 i 番目の動的応答；n＝自由度。 

固有関数の直交化を用いれば、式(9)は式(11)となる。 

0ii

2

iiiiiii vqqcqh2q     （11） 

ここに、hi は i 次の構造物の減衰定数であり、建物の減

衰係数 cv と関係する。一方、オイルダンパーは任意の

位置に設置されるので、建物の固有関数とは無関係とな

る。従って、固有関数を用いた直交化により得られた減

衰マトリックス[c]は対角項以外にも値を持つ。減衰マ

トリックス[c] は次式で与えられる。 

 
    
    vMv

vCv
c

T

D

T

    （12） 

ここに、[CD]はオイルダンパーの減衰マトリックスで

あり、単位長さ当りのオイルダンパーの減衰係数 coil よ

り構成する。 

減衰マトリックス[c] の非対角項を無視して近似的に

直交化を仮定する。モードに非連成とした式(11)での ci

は直交化を仮定した減衰マトリックス[c] の i 番目の対

角項の値である。 

オイルダンパーが負担する階当りの最大層剪断力

QDAMP は 

maxeDAMP vCQ     （13） 

で与えられる。ここに、 maxv ＝その階の最大応答速

度；Ce＝階当りのオイルダンパーの水平面当りの減衰係

数。 

内付及び外付オイルダンパーにより発生する周辺の梁

の付加軸力 NBEAMは、オイルダンパーを取付ける当該平

面フレームの同一階に位置する総ての梁に均等に負担さ

れると考えると、次式となる。 


n

Q
N DAMP

BEAM    （14） 

ここに、n＝当該平面フレームのオイルダンパーが設置

される階の梁の総数。κ は軸力の集中係数であり、κ＝

1.5 を採用すれば梁に発生する付加軸力を概算出来る。 

また、オイルダンパーに接続する柱には当該オイルダ

ンパーが負担する剪断力の垂直成分が付加軸力として作

用する。柱の変動軸力 NCOLUMN は次式で求まる。 

 tanNN BEAMCOLUMN   （15） 

 

(2) 既存超高層ビルの簡易耐震診断法及び簡易耐震補強

法 

棒材理論を用いて長周期地震動に対する既存超高層ビ

ルの耐震性能を検討する手順を示す。 

 

長周期地震動による既存超高層ビルの耐震性能の確認 

① 簡易耐震診断法 

棒材理論による応答結果が以下を満足する際耐震性が

あると判断する。 

判定条件： 

長周期地震動による応答 ＜ 設計クライテリア 

最大水平変位量 ＜ 居住性の振幅制限 

② 簡易耐震補強法 

オイルダンパーによる耐震補強を採用した応答結果が

以下を満足する際耐震性能があると判断する。 

判定条件： 

長周期地震動による応答 ＜ 設計クライテリア 

最大水平変位量 ＜ 居住性の振幅制限 

 

尚、当初の設計クライテリアは、概ね最大層間変形角

と最大応答層剪断力に対して規定している。超高層ビル

に対する一般的な耐震性能に対するクライテリアは以下
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の様である。 

 

○レベル 1 に対して 

最大層間変形角 ＜ 1/200 

最大応答層剪断力 ＜ 1 次設計用剪断力 

塑性率 ≤ 1 （弾性設計） 

○レベル 2 に対して 

最大層間変形角 ＜ 1/100 

最大応答層剪断力 ＜ 保有水平耐力 

塑性率 ≤ 1～2 

 

上記のレベル 2 に対して居住者が不安を抱かないため

の最大水平変位（最大振幅）の制限が必要となる。 

軟弱な地盤に建設された超高層ビルが長周期地震動の

作用を受けると、地盤の変位と建物の相対変位との和で

ある絶対変位が大きくなり、最上階の居住者に不安を抱

かせることになる。これを防止するには、地盤の変位は

改善出来ないので建物の相対変位を小さくし、かつ、絶

対加速度を小さくすることが必要となる。超高層ビルの

構造設計ではこの点に留意していないのが欠点となる。

超高層ビルでは地階を設けて、軟弱な地盤の影響を受け

ない様に配慮することが必要となる。そのためには、地

階部分では可能な限り表層地盤の影響を受けない様にし

て、表層部分の地動変位を少なくする対策が絶対変位を

小さくするのに有効である。 

 

(3) 計算モデル 

 

図 2 構造平面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 AD 軸組図、BC 軸組図 

 

既存の超高層ビルを参考に 35 階建ての超高層ビルを

考える。図 2 は構造平面、図 3 は軸組図である。平面は

桁行 72m 張間 36ｍ、各階層高は 4.3m、全建物高さは

150.5m である。地下階は考慮せずに地上階について検

討する。構造は鉄骨フレーム構造であり、柱及び梁の部

材断面は表 1 に示す。各階の動的解析時の荷重は床面積

当り 8kN/m
2と仮定する。 

 

表 1 柱・梁部材断面 

階 柱断面（mm） 

1～20F ■-800×800×40 (CFT) 

21～25F □-800×800×40 

26～30F □-800×800×32 

31～35F □-700×700×32 

 

 

(4) 入力地震動 

長周期地震動は 2011 年東日本大震災に於いて新宿及

び浦安で観測された地震動を使用する。一方、観測波と

して EL-CENTRO 1940（EL と表記）及び JMA 神戸

（神戸と表記）の地震動を使用する。入力地震動の最大

加速度及び最大速度を表 2 に、加速度時刻歴を図 4～6

に示す。 

 

表 2 入力地震動の最大加速度及び最大速度 

 地震波 方向 
最大加速度 

( m/s２ ) 

最大速度 

( m/s ) 

① EL NS 5.11 0.50 

② 神戸 NS 8.18 0.965 

③ 新宿 NS 1.92 0.253 

④ 浦安 NS 1.25 0.317 

 

 
図 4 加速度時刻歴（EL- NS） 
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図 5 加速度時刻歴（神戸 NS） 

 

 

図 6 加速度時刻歴（新宿 NS） 

 

 
図 7 加速度時刻歴（浦安 NS） 

 

 入力地震動のフーリエスペクトルより求めた卓越周波

数を表 3 に示す。 

 

表 3 加速度の卓越周期 

地震波 EL NS 神戸 NS 新宿 NS 浦安 NS 

卓越周期 ( s ) 0.325 0.190 1.706 1.342 

 

加速度応答スペクトルを図 8 及び図 9 に示す。 

 

 

図 8 加速度応答スペクトル（新宿 NS） 

 

図 9 加速度応答スペクトル（浦安 NS） 

 

(5) 固有振動数 

当該計算モデルの固有振動数を表 4 及び表 5 に示す。

理論は棒材理論より得られた結果である。比較のため 3

次元フレーム解析を用いた SNAP 及び NASTRAN による

結果と比較すると、棒材理論は 3 次元フレーム解析結果

と良好な一致を示す。()は理論値に対する比を示す。 

 

表 4 桁行方向固有振動数 (rad/sec) 

モード 理論 SNAP NASTRAN 

1 1.477 1.505 (1.02) 1.525 (1.03) 

2 4.319 4.350 (1.01) 4.495 (1.04) 

3 7.259 7.467 (1.03) 7.643 (1.05) 

4 10.201 10.562 (1.04) 10.880 (1.07) 

5 13.125 13.833 (1.05) 14.235 (1.08) 

 

表 5 張間方向固有振動数 (rad/sec) 

モード 理論 SNAP NASTRAN 

1 1.224 1.195 (0.98) 1.220 (1.00) 

2 3.363 3.563 (0.98) 3.684 (1.01) 

3 6.263 6.253 (1.00) 6.443 (1.03) 

4 8.833 8.957 (1.01) 9.273 (1.05) 

5 11.393 11.834 (1.04) 12.217 (1.07) 

 

(6) 動的応答 

構造物の減衰定数を 1 次モードに対して 0.02 として、

上記地震動が解析モデルの超高層ビルに作用した場合の

動的応答を以下に示す。 

最大相対変位の分布を図 10 に示す。これらの図の縦

軸は階を、横軸は変位を示す。各階の最大応答の相対変

位をプロットしたものであり、各階の発生時刻は一致し

ない。 

 

(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) SHINJUKU-NS 
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(c) URAYASU-NS 

 

(d) KOBE-NS 

図 10 最大相対変位の分布 

 

最大加速度の分布を図 11 に示す。 

 
(a) EL-CENTRO-NS 

 
(b) URAYASU-NS 

図 11 最大絶対加速度の分布 

 

最大層剪断力の分布を図 12 に示す。 

 
(a) EL-CENTRO-NS 

 
(b) URAYASU-NS 

図 12 最大層剪断力の分布 

 

最大転倒モーメントの分布を図 13 に示す。 

 
(a) EL-CENTRO-NS 

 
(b) URAYASU-NS 

図 13 最大転倒モーメントの分布 

 

以上の結果から、棒材理論は SNAP 及び SS3 と良好

な一致を示していることがわかる。 

 

(7) 簡易耐震診断法 

各入力地震動に対して最大相対変位を比較すると図

14 となる。基準波となる EL-CENTRO-NS 地震動の応答

に対して、SHINJUKU-NS の応答は少し大きいが、

URAYASU-NS の応答は約 1.6 倍の応答を示している。

これは長周期地震動の作用により超高層ビルが大きな横

揺れを発生しているので、横揺れを抑止する対策が必要

であることを示唆している。 

 
図 14 最大相対変位の比較 
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既存超高層ビルの長周期地震動に対する耐震性能の評

価は、簡易耐震診断では、「長周期地震動により生じた

動的最大応答値が設計時のクライテリアを越えれば、耐

震性能が不足する」と判定する。判断とする最大動的応

答は、水平変位（相対変位）、層剪断力、転倒モーメン

トが対象となる。長周期地震動による水平変位が基準波

である EL-CENTRO-NS により発生した動的応答を超え

る横揺れが発生する場合は、耐震性が不足していると判

定出来る。 

 

(8) 内付オイルダンパーによる簡易耐震補強法 

既存超高層ビルに対する耐震補強法としては、フレー

ム内に内付オイルダンパーを設ける方法が有効と考えら

れる。オイルダンパーを設置すると剛性も付与されるが、

ダンパーによる減衰エネルギーが増加して、超高層ビル

は揺れながら減衰するので、動的応答を小さく出来る。

以後、説明を簡潔にするため、解析モデルの超高層ビル

に地震動が桁行方向に作用する場合について示す。 

 

① 内付オイルダンパーの適切な減衰係数 

内付オイルダンパーを図 15 に示す様に B 通りと C 通

りに配置する。各階に配置するオイルダンパーの数は問

題ではなく、各階のオイルダンパーの減衰係数をどの程

度にするかが設計上重要になる。オイルダンパーの減衰

係数が大きすぎると、構造物の剛性が硬くなり過ぎて、

相対変位は小さくなるが、逆に、加速度、剪断力、転倒

モーメントは増大する。オイルダンパーの適切な減衰係

数の大きさは、構造物の応答値を見て試行錯誤して見つ

けることになるので、簡易解析法は有効な設計法として

利用出来る。オイルダンパーの減衰係数は速度と線形関

係にあると仮定する。実際には、オイルダンパーの負荷

力がある限度を越えれば減衰係数が低下するオイルダン

パーもあるが、ここでは、オイルダンパーの初期の状態

で応答変位を小さくすることを目標とするので、線形関

係を使用する。 

オイルダンパーはブレースと同様に、水平面と角度 θ

を有するので、階当たりのオイルダンパーの水平面当り

の減衰係数は水平成分の値をとる。また、棒材理論では

構造物を 1 次元連続体に置換するので、オイルダンパー

の減衰係数は単位長さ当りの量である。 

内付オイルダンパーの減衰係数の高さ方向の分布形状

を図 16 に示す様な、一様分布、三角形分布、逆三角形

分布の 3 種類について検討する。三角形及び逆三角形分

布は一様分布よりも半分のオイルダンパーの減衰係数で

対応していることになる。 

 

 

 

図 15 内付オイルダンパーの配置（B,C フレーム） 

 
（a) 一様     (b) 三角形    (c) 逆三角形 

図 16 内付オイルダンパーの減衰係数の高さ方向

分布 

 

 

(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) URAYASU-NS 

図 17 一様分布のオイルダンパーの低減比 

 

オイルダンパーの減衰係数が高さ方向に一様分布に配

置した場合について、オイルダンパーの減衰係数の大き

さと動的応答値の関係を図 17 に示す。これらの図におけ

る縦軸は、オイルダンパーを取付けた場合の応答値をオ

イルダンパーがない場合の応答値で割った比を示してい

る。この比が 1 より小さい場合は、オイルダンパーの使

用により応答値が小さくなり、オイルダンパーの設置が

有効であることを示す。逆に、比が 1 より大きい場合は

オイルダンパーの使用により応答値が大きくなり、オイ

ルダンパーの設置が有効でないことを示す。これらの結

果から、長周期地震動に対しては、オイルダンパーの減
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衰係数が大きくなっても有効であるが、短周期地震動で

は減衰係数の小さいオイルダンパーが有効である。この

傾向は、オイルダンパーの減衰係数が高さ方向に三角形

分布及び逆三角形分布に配置した場合も、図 18 及び図 19

に示す様に同傾向を示す。なお、これらの図におけるオ

イルダンパーの減衰係数 Ce は階当りの水平成分を表し、

100MN/(m/s)と 1000MN/(m/s)を用いる。 

 

 

(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) URAYASU-NS 

図 18 三角形分布のオイルダンパーの低減比 

 

内付オイルダンパーに対する動的応答についても、棒

材理論の結果は汎用ソフト SNAP 及び SS3 の解析結果

と良好な一致を示すことが図 20 で分る。 

 

(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) URAYASU-NS 

図 19 逆三角形分布のオイルダンパーの低減比 

 

(a) 一様分布 

 

(b) 三角形分布 

図 20 一様と三角形分布のオイルダンパーによる最大

相対変位の比較 

 

② 内付オイルダンパーの減衰係数の高さ方向分布と

有効性 

内付オイルダンパーの水平成分に対する減衰係数を各層

当たり 100MN/(m/s)と仮定し、高さ方向の分布を一様分布、

三角形分布、逆三角形分布とした 3 ケースの応答値を図

21～図 23 に示す。これらの図において、太線はオイルダ

ンパーを設置していない場合の応答値であり、同じ線種

の細線はオイルダンパーを設置した際の応答値を示す。

以後、この表現を使用する。オイルダンパーの有効性は

細線の応答値が同じ線種の太線より小さくなっている場

合であり、両線の差が大きい程効果が大である。 

 

(a) 相対変位 

 
(b) 絶対加速度 
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(c) 層剪断力 

 
(d) 転倒モーメント 

図 21 一様分布の減衰係数 100MN/(m/s)の効果 

 

 

(a) 相対変位 

 

(b) 絶対加速度 

 
(c) 層剪断力 

 
(d) 転倒モーメント 

図 22 三角形分布の減衰係数 100MN/(m/s)の効果 

 

 

(a) 相対変位 

 

(b) 絶対加速度 

 

(c) 層剪断力 

 
(d) 転倒モーメント 

図 23 逆三角形分布の減衰係数 100MN/(m/s)の効果
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オイルダンパーの減衰係数が高さ方向に異なる 3 種類

の場合について、応答変位の比較を図 24 に示す。応答

変位は内付オイルダンパーを一様分布に設置した場合が 

 

 

 最も小さく出来ることが分る。 

表 6 は内付オイルダンパーの有無による応答値の低減

効果を示す。 
 

 

(a) SHINJUKU-NS  (b) URAYASU-NS 

図 24 オイルダンパーによる最大相対変位の減少 

 

表 6 減衰係数 100MN/(m/s)の内付オイルダンパーによる最大応答の減少 

 
注）比＝(オイルダンパー有の最大応答値)/(オイルダンパー無の最大応答値) 
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③ 内付オイルダンパーによる応答値の低減効果 

各階の剪断力比は、各階の層剪断力を当該階の地震用

重量（最上階から当該階までの重量の和）で割った値と

定義する。内付オイルダンパーの減衰係数を一様分布及

び三角分布に配置した場合について、各階の剪断力比の

分布を図 25 と図 26 に各々示す。オイルダンパーの設置

により層剪断力比は格段に小さり、その効果はオイルダ

ンパーの減衰係数を高さ方向に一様分布に配置した場合

が効果的である。ベースでの剪断力比（ベースシア係

数）は同時に小さくなることが分る。 

 

 

(a) NS waves 

図 25 一様分布オイルダンパーの剪断力比の分布 

 

 

(a) NS waves 

図 26 三角形分布オイルダンパーの剪断力比の分布 

 

ベースでの層剪断力係数で各層の層剪断力係数を割ると、

図 27 及び図 28 に示す様に、高さ方向の層剪断力係数の

分布が得られる。最上階の剪断力係数比はオイルダンパ

ーの設置前では 3.5～4 の値であるが、オイルダンパーの

設置により半分以下に減少している。 

 

 
(a) NS waves 

図 27 一様分布オイルダンパーの剪断力係数の分布 

 

(a) NS waves 

図 28 三角形分布オイルダンパーの剪断力係数 

の分布 

 

オイルダンパーの設置により各階の層間変形角が低減出

来ることを、図 29 及び図 30 に示す。長周期地震動であ

る URAYASU-NS では層間変形角は 1 階から 25 階まで大

きく、特に 20 階部分で最大となる。この中間層での大き

な層間変形角が、中間層での損傷をもたらし、また、最

上層の大きな横揺れの原因ともなっている。内付オイル

ダンパーの設置により、低層階から層間変形角が小さく

なっている。これは、長周期地震動による挙動を押さえ、

短周期での地震動と同傾向の最大層間変形角の分布とな

る。また直下型地震の KOBE-NS に対する層間変形角も極

めて小さくなっている。 

 

 
(a) NS waves 

図 29 一様分布オイルダンパーの層間変形角の分布 

 

 
(a) NS waves 

図 30 三角形分布オイルダンパーの層間変形角の 

分布 
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④ 内付オイルダンパーの周辺部材の軸力変動 

内付オイルダンパーの設置により、ダンパーに取付く周

辺の柱や梁に軸力変動が発生する。高さ方向に一様な減

衰係数を持った内付オイルダンパーを取付けた場合、柱

に発生する最大軸力の変動を図 31 に示す。オイルダンパ

ーを取付けない前の周辺柱の軸力は、オイルダンパーを

取付けてもほとんど変化がなく、逆に小さくなっている。

これは、オイルダンパーの設置により、応答値が小さく

なり、動的軸力が減少したためである。 

 

 
(a) EL-CENTRO-NS 

 
(b) URAYASU-NS 

図 31 内付オイルダンパーによる柱の最大軸力分布 

 

 
(a) EL-CENTRO-NS 

 
(b) URAYASU-NS 

図 32 内付オイルダンパーによる梁の最大軸力分布 

 

内付オイルダンパーの設置により、周辺の梁に発生する

軸力の分布を図 32 に示す。長周期地震動についてはオイ

ルダンパーの設置により動的応答値が小さくなるので減

少しているが、短周期の地震動については増加している。

表 7 は 2 階床梁の軸力変動を示す。EL-CENTRO の地震動

では約 2 倍近い梁の軸力変動が発生している。梁には通

常軸力が発生しないことから、beam-column としての検討

が必要になる。通常の設計では、梁に発生した軸力は小

さいことから許容応力以内に納まると考えられる。本例

でも許容応力以内にある。 

 

表 7 内付オイルダンパーの有無による 2 階床梁の 

軸力変動の比較 (単位 kN) 

 

 

 

 

注）比＝(内付オイルダンパー有の応答)/(オイルダンパー無の応答) 

 

(9) 外付オイルダンパーによる簡易耐震補強法 

外付オイルダンパーによる方法は建物を使用しながらの

耐震補強を実施出来ることからメリットがある。超高層

ビルのファサードにブレースを積極的に表現したデザイ

ンも見られるが、最大のポイントは施主がファサードの

変化を許容するかである。意匠的配慮をすれば、外付オ

イルダンパーの設置は既存超高層ビルのファサードを逆

に引き立たせる効果も期待出来る。耐震補強として、オ

イルダンパーを建物の外側に取付ける外付オイルダンパ

ーを検討する。外付オイルダンパーが負担する剪断力は

ダンパーが取付位置から地盤へと流れ、途中の階には流

れないことに長所がある。オイルダンパーの材長は長く

なるので座屈に対する対策が必要となるが、この問題は

比較的簡単に処理出来るので、座屈に対する検討はここ

では考慮しない。 

耐震改修方法として、図 33 に示す様に外付のオイルダ

ンパーを検討する。オイルダンパーは 18 階の床面に取付

ける。y 方向の地震動に対しては、A 通り及び D 通りのフ

レームの外側に 2 組ずつ合計 4 本を設置する。オイルダ

ンパーは圧縮及び引張ともに同様に有効とし、減衰係数

は一定であると仮定する。 

 

 

図 33 外付オイルダンパーの設置 
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① 外付オイルダンパーの適切な減衰係数 

外付オイルダンパーの減衰係数の水平成分 Ce が各階当

たり合計 40MN/(m/s)と 400MN/(m/s)の 2 種類について、

動的最大応答の性状を図 34 に比較する。 

 

(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) URAYASU-NS 

図 34 外付オイルダンパーの減衰係数と応答値 

 

外付オイルダンパーの減衰係数が極めて大きい場合、最

大相対変位は常に減少するが、振動しながら減衰して応

答値を小さくする超高層ビルの長所を発揮出来ずに、逆

に剛性が硬くなり過ぎて、変位以外の応答値が極めて大

きくなる。外付オイルダンパーは減衰係数が小さなオイ

ルダンパーを用いる方が効果的である。どの程度が効果

的であるかは、予備設計段階で試行錯誤することが必要

である。この様な試行錯誤に対して棒材理論は極めて有

効である。 

 

② 外付オイルダンパーの有効性 

外付オイルダンパーの減衰係数（水平成分）Ce を階当

たり 40 MN / ( m/s )と仮定する。図 35 は外付オイルダン

パーの有無による動的最大応答を比較する。これらの図

の細線は外付オイルダンパーを設置した際の応答値を示

す。一方、同じ線種の太線は外付オイルダンパーを設置

しない場合の最大応答値の分布を示す。外付オイルダン

パーによる最大応答値の低減比を表 8 に示す。外付オイ

ルダンパーの設置は、長周期地震動を含めたすべての地

震動に対して極めて効果的である。 

 

 

(a) 相対変位 

 

(b) 絶対加速度 

 
(c) 層剪断力 

 
(d) 転倒モーメント 

図 35 減衰係数 40MN/(m/s)の外付オイルダンパーの 

効果 

 

外付オイルダンパーを設置した場合についても、棒材理

論による簡易耐震補強法の有効性は、図 36 に示す様に、

3 次元骨組解析による SNAP の結果と良好な一致を示して

いる。 
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表 8 減衰係数 40MN/(m/s)の外付オイルダンパーに 

よる最大応答の減少 

 

注）比＝(外付オイルダンパー有の応答)/(オイルダンパー無の応答) 

 

 

(a) 相対変位 

 

(b) 絶対加速度 

 
(c) 層剪断力 

 
(d) 転倒モーメント 

図 36 減衰係数 40MN/(m/s)の外付オイルダンパーに 

よる URAYASU-NS 地震動の応答 

 

上述の様に外付オイルダンパーの設置は耐震性能を高め

る上で効果的であることが判明した。外付オイルダンパ

ーが負担する層剪断力は、それが取付く周辺の柱や梁に

大きな軸力変動をもたらすと考えられる。柱の軸力は、

図 37 に示す様に、ダンパーの設置により横揺れが減少す

るので小さくなる。これに反して、外付オイルダンパー

が負担した水平力は梁に大きな軸力変動を発生する。図

38 は SNAP より求めた梁に発生した軸力変動力を外付オ

イルダンパーの有無について比較する。表 9 はオイルダ

ンパーの有無により梁に発生する軸力変動を示すが、60

～70 倍の大きさである。これに対処するには、既存の梁

の外側に軸力変動に対処出来る部材を設置すれば対応出

来る。 

 

 

(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) URAYASU-NS 

図 37 外付オイルダンパーによる柱の軸力分布 
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(a) EL-CENTRO-NS 

 

(b) URAYASU-NS 

図 38 外付オイルダンパーによる梁の軸力分布 

 

表 9 外付オイルダンパーによる梁の軸力 17 階(単位 kN) 

 

注）比＝(外付オイルダンパー有の応答)/(オイルダンパー無の応答) 

 

梁の軸力について式(14）で与えられる κ＝1 として求め

た棒材理論と SNAP との比を比較すると表 10 から、κ＝

1.08～1.44 であることが分る。よって、式(14）で κ＝1.5

として求めれば、梁の軸力変動を簡易に求めることが出

来る。 

 

表 10 外付オイルダンパーによる梁の軸力の比較 

 

 

(10) 弾塑性応答に対する検討 

棒材理論による動的解析法では運動方程式をモーダルア

ナリシスを用いているので、その適用は弾性応答に限定

される。モーダルアナリシスに代えて逐次積分法を用い

て弾塑性応答問題に解析法を拡張することも可能である

が、弾塑性の復元力特性を予め求めなければならないこ

とから、弾性応答について研究した。 

弾性応答と弾塑性応答との相違点を検討する。SNAP を

用いた 3 次元骨組解析による弾性応答解析と弾塑性応答

解析との両者の違いを、オイルダンパーを付与していな

い超高層ビルについて比較すると、図 39 となる。同じ種

線の太線は弾性応答解析であり、細線は弾塑性応答解析

を示す。3 次元骨組解析の結果は、当該建物については差

が少ない。 

 

 

(a) 相対変位 

 

(b) 絶対加速度 

 

(c) 層剪断力 

 

(d) 転倒モーメント 

 

(e) 層間変形角 

図 39 弾性及び弾塑性応答の比較 
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弾塑性応答値を対応する弾性応答値で割った比を R と

定義すると、R の高さ方向の分布は図 40 となる。R が 1

以下は弾塑性応答値が弾性応答値より小さいことを示す。

最大相対変位に関する弾塑性比は EL-CENTRO-EW の地震

動に対して中間階で 1 を超えているが、長周期地震動に

対しては 1 を超えることはない。このことは既存超高層

ビルの長周期地震動に対する耐震補強を弾性応答で検討

しても差異がないことを示唆している。 

 

 

(a) 相対変位 

 

(b) 絶対加速度 

 

(c) 層剪断力 

 

(d) 転倒モーメント 

図 40 最大応答の弾塑性比 R の分布 

 

図 41 及び図 42 はオイルダンパー設置無、内付オイルダ

ンパー及び外付オイルダンパー設置有について、地震動

による塑性ヒンジの発生状況を示す。これらの図は SNAP

による 3 次元骨組解析から得られた。耐震補強を実施し

ていない場合、長周期地震動を含む URAYASU-NS の作用

により、梁に塑性ヒンジが発生している。内付オイルダ

ンパーまたは外付オイルダンパーを設置して耐震補強を

した場合は、各部材は弾性領域内になり、塑性ヒンジは

発生していない。巨大地震は連動して作用し、本震以後

の多くの余震が発生することから、超高層ビルに塑性ヒ

ンジを出来るだけ発生させないことが望ましい。 

 

   

オイルダンパー無 内付オイルダンパー 外付オイルダンパー 

図 41 地震動による EL-CENTRO-EW の塑性ヒンジ 

の発生 

 

   
オイルダンパー無 内付オイルダンパー 外付オイルダンパー 

図 42 地震動による URAYASU-NS の塑性ヒンジ 

の発生 

 

4. 実効性のある提言 
開発した簡易解析法を既存及び新設の超高層ビルの動

的解析に用いることにより、長周期地震動及び短周期地

震動に対する耐震診断及び耐震補強が簡易に診断できる。

本提案理論を予備設計及び本設計で利用する事により、

合理的な構造計画を達成出来る。実務技術者を対象に本

理論を著書（ソフト付）に出版したので、このソフトを

用いれば超高層ビルの動的応答計算が瞬時に得られる。 

また、既存超高層ビルの長周期地震動による大きな横

揺れの発生の有無の判定を容易にし、更に、その抑止法

を提示した。尚、本理論は超高層ビルのみならず中高層

ビルに対しても適用出来るので、今後長周期地震動に対

する耐震診断の簡易診断法としても利用出来る事を付記

する。 
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課題 1-5 巨大地震による市街地の液状化対策 

 

東京工業大学 准教授 

 田村 修次 

 

液状化 戸建て住宅  液状化対策 

柱状地盤改良 傾斜 沈下 

 

1. 研究目的 
大地震では、多くの市街地で液状化の発生が予想され

る。市街地で液状化が発生すると、多くの戸建て住宅が

沈下・傾斜するとともに、水道・下水道などのライフラ

インが長期間にわたり止まるため、市民生活への影響が

極めて大きい。本課題では主に戸建て住宅の液状化被害

軽減方法について検討する。 

 

2. 解決法 
液状化の対策は以下の３タイプに分類できる。 

(a)液状化を発生させない。 

(b)液状化の発生を許容しても建物被害(沈下･傾斜)を軽減

する。 

(c)液状化で建物が沈下・傾斜しても復旧を可能とする。 

ここでは、(a)液状化を発生させないタイプとして地盤改

良、(b)液状化の発生を許容しても建物被害(沈下・傾斜)

を防ぐタイプとして、基礎の根入れ効果を考慮した杭基

礎の応力評価モデル、杭と浮き基礎を併用した戸建て住

宅の沈下・傾斜の軽減工法、連結基礎による戸建て住宅

の沈下・傾斜の軽減工法の提案を行う。なお、(c)液状化

で建物が沈下・傾斜しても復旧を可能とするタイプは、

高剛性基礎であり、近年の戸建て住宅では一般的に用い

られている。東日本大震災で大規模な液状化が発生した

浦安市等では、沈下・傾斜した多くの戸建て住宅が、ジ

ャッキアップ等で復旧されている。ただし、復旧工事の

コストが数百万円以上と高額であること、また、復旧ま

でに要する期間も長く、今後、対策の(a),(b)が望まれて

いる。 

 

(1) 柱状地盤改良による液状化発生の防止および被害軽

減の評価 

 

固化式は、土とセメントミルクを攪拌することで、地

盤改良する技術であり、図１のように分類できる。柱状

地盤改良は、地盤に柱状の地盤改良体を造る工法であり、

戸建て住宅で一般的に用いられている。柱状地盤改良に

よる液状化の抑止効果および被害軽減効果について、東

日本大震災における被害事例の分析および遠心載荷実験

で検討する。 

 

図 1.  固化式改良の形式（日本建築センター, 2002） 

 

(2) 杭基礎による建物の沈下・傾斜の防止 －基礎根入

れ効果の評価－ 

 

超軟弱地盤や液状化地盤では地盤変位が大きい。その

ため、一般的に反力として杭に作用する地盤が、外力と

して杭に作用するケースがある（図２）。地盤変位が杭に

作用する水平地盤反力については多くの研究が行われて

おり、既往の応答変位法でその効果を評価することがで

きる。しかし，基礎根入れ部（地下室やパイルキャップ）

に作用する地震時土圧や側面摩擦力に関する研究例は少

ない。本研究では、地震時土圧・側面摩擦力の評価法を

応答変位法に組み込み，上部構造物と基礎部の慣性力，

地盤変位の深度分布，杭条件等から，基礎部変位，土圧

合力・側面摩擦力の大きさ，構造物慣性力と土圧合力・

側面摩擦力の位相差を推定する手法を示すとともに，そ

れらを考慮した杭応力評価法を提案する。さらに，地盤

条件，杭剛性，上部構造物固有周期をパラメーターにし

た遠心載荷実験を行い，提案手法の妥当性を検討する。 
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図 2. 短周期建物における杭の水平抵抗の概念図 

 

(3) 杭と浮き基礎を併用した戸建て住宅の沈下・傾斜の

防止 

 

液状化層が厚い場合、従来の地盤改良や杭基礎で戸建

て住宅の液状化対策をすることは難しい。浮き基礎と杭

基礎を併用した提案手法の概念を図３に示す。戸建て住

宅の重量は軽く、層厚 0.5m～1m 程度の地盤に相当する。

そこで、建物の沈下の軽減を目的として、基礎直下の地

盤を軽量土に置換し、浮き基礎とした。ただし、浮き基

礎のみでは建物が傾斜する可能性もある。そこで、建物

の傾斜軽減を目的として杭基礎を併用する。さらに、遠

心載荷実験で、その有効性を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. 杭と浮き基礎を併用した戸建て住宅の液状化対策

工法の概念図 

 

(4) 連結基礎による既存戸建て住宅の沈下・傾斜の防止 

 

市街地における戸建て住宅の液状化被害（傾斜）の概

念を図４(a)-(c)に示す。最も一般的な事例は Type A で「お

辞儀モード」と呼ばれている。これは、地中応力が基礎

間で重なるためである。それ以外の傾斜事例として、

Type B や Type C がある。この要因として偏心、地盤の不

均一性および噴砂による地盤の流失などが考えられる。

いずれのケースにおいても隣合う建物の平均沈下が同程

度の場合、２つの建物基礎は直線状にない。このことは、

図４(d)に示すように基礎を連結することで、傾斜を軽減

できる可能性を示唆している。本研究では、戸建て住宅

の基礎を連結することで不同沈下を軽減する工法を提案

し、その妥当性を遠心載荷実験で検証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 基礎連結による戸建て住宅の液状化対策工法の概

念図 

 

 

3. 方法の検証 
 
(1) 遠心載荷実験 

遠心載荷装置とは、小型模型に遠心加速度をかけるこ

とで（図 5）、実地盤の応力状態を再現する装置である。

遠心加速度をかけた状態で、振動台実験を行うことがで

きる。地盤の剛性、強度は拘束圧に依存する。遠心載荷

実験は、小型模型で実地盤の拘束圧を再現するものであ

る。例えば、図 6 に示すように 1g 場での深度 10cm の乾

燥砂の鉛直有効応力は 1.5～1.6kPa 程度であるが、50g 場

では 75～80kPa 程度である。これは、1g 場における深さ

5m に相当する。すなわち、50g 場での深度 10cm は、1g 場

における深さ 5m の地盤の挙動を再現できる。このように、

遠心載荷実験は、小型模型で実地盤の挙動を模擬できる。 

 

 

図 5. 遠心載荷実験の概念図 

 

地盤変位地盤変位

構造物慣性力
（地震外力）

杭変位

反力

構造物慣性力
（地震外力）

杭変位

反力

土圧摩擦合力

構造物慣性力
（地震外力）

地盤変位

杭変位

外力

反力

(c) 地盤変位が大きいケース
（液状化地盤や超軟弱地盤）

(b) 慣性力が小さいケース(a) 慣性力が大きいケース

試験体

振動台

Center

50G

130回転／分
（半径 2.5mの場合）

Arm
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図 6. 1g 場および遠心場における地盤の鉛直有効応力 

 

写真１は本研究で用いた京都大学防災研究所（半径

2.5m）の遠心載荷装置、写真２は UC Davis の小型遠心載

荷実験装置（半径 1m）である。 

 

 

 

写真１ 京都大学防災研究所の遠心載荷実験装置 

 

 

写真２ UC Davis の小型遠心載荷実験装置 

 

 

(2) 柱状地盤改良による液状化発生の防止および被害軽

減の評価 3),6),7)
 

 

図７に東日本大震災における浦安市の戸建て住宅の液

状化による被害事例である。柱状地盤改良、杭基礎、無

対策と被害の関係を示している。柱状地盤改良における

傾斜大の割合は、無対策よりも大きい。一方、無被害の

割合も無対策より大きい。すなわち、柱状地盤改良は、

効果が無い（悪くなる）ケースと、効果があったケース

に大別される。これは、この地域の埋め立て層厚が 8m 程

度で、改良深さが３m から８m 程度であることから、地

盤改良体が非液状化層に支持されていたか否が明暗を分

けたと思われる。 

 

 

図 7. 浦安市における戸建て住宅の液状化による被害

（改良深度と埋立層の関係）2)
 

 

UC Davis の小型遠心載荷装置で、柱状地盤改良が液状

化に及ぼす影響を検討した。図８に実験ケースを示す。

モデル１は緩い砂層と密な砂層からなる未改良地盤、モ

デル２はモデル１の地盤に柱状地盤改良（改良率 30％程

度）したケースである。モデル３は基盤（モルタル地盤）

と緩い砂層からなる地盤、モデル４はモデル３の地盤に

柱状地盤改良したケースである。モデル３の柱状地盤改

良体は、密な砂層上に設置してあるのに対し、モデル４

の柱状地盤改良体は、基盤に埋め込まれている。 

振動台加速度 1.3m/s
2 程度における地盤加速度、地盤お

よび改良体の沈下、過剰間隙水圧の時刻歴を、モデル１，

２について図９，１０に示す。柱状地盤改良によって過

剰間隙水圧の上昇は軽減される。 

振動台加速度 5m/s
2 程度の大加振の時刻歴を、全てのモ

デルについて図 11～14 に示す。振動台加速度 5m/s
2 程度

の大加振では、柱状地盤改良の有無によらず液状化した。

地盤改良体が密な砂層上にあるモデル２では、地盤改良

体が 3cm 程度沈下した。一方、地盤改良体は基盤に埋め

込まれたケースでは、地盤改良体の損傷は軽微であり、

沈下しなかった。なお、地盤改良体があるケースでは、

過剰間隙水圧の消散が早い。これは、地盤改良体と地盤

の境界で透水係数が高くなるためと思われる。 

1g場 50g場

10cm 10cm

鉛直応力
sv’=1.6kN/m2 sv’=80kN/m2
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地盤改良体の境界条件の影響を検討するため、振動台

加速度 1.3m/s
2 程度における地盤のせん断応力－せん断ひ

ずみ関係を図 15, 16 に示す。地盤のせん断力、せん断ひ

ずみは加速度データから算定した。モデル１とモデル２

の地盤のせん断応力－ひずみ関係は、ほぼ同じである。

一方、モデル４の地盤のせん断ひずみは、モデル３のそ

れよりも明らかに小さい。すなわち、モデル４では、柱

状地盤改良体によって杭のせん断ひずみは小さくなるも

のの、モデル３では、その効果が小さい。モデル３では、

柱状地盤改良体がロッキングをするためと考えられる。 
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図 8.  実験モデル 
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 図 9.  1.3m/s
2 加振における地盤加速度、地盤の沈下、

過剰間隙水圧（Model 1） 

 

 

 

 

 

 

  図 10.  1.3m/s
2加振における地盤加速度、地盤およ

び改良体の沈下、過剰間隙水圧（Model 2） 

 

 

 

 図 11.  5m/s
2 加振における地盤加速度、地盤の沈下、

過剰間隙水圧（Model 1） 

 

 

 

 

 

 

   図 12.  5m/s
2加振における地盤加速度、地盤およ

び改良体の沈下、過剰間隙水圧（Model 2） 
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 図 13.  5m/s
2加振における地盤加速度、地盤の沈下、

過剰間隙水圧（Model 3） 

 

 

 

 

 

 

  図 14.  5m/s
2加振における地盤加速度、地盤および

改良体の沈下、過剰間隙水圧（Model 4） 

 

 

 

 

 図 15.  1.3m/s
2加振における地盤のせん断応力－せ

ん断歪関係（Model 1, 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 16.  1.3m/s
2加振における地盤のせん断応力－せ

ん断歪関係（Model 3, 4） 
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(2) 杭基礎による建物の沈下・傾斜の防止 －基礎根入

れ効果の評価－4)
 

 

実験は，京都大学防災研究所の遠心載荷装置を用いて

40g 場で行った。実験ケースを表１に，地盤－杭基礎模型

および基礎部断面図を図 17 に示す。実験は，地盤の相対

密度，杭の曲げ剛性および上部構造物の固有周期をパラ

メーターにした。地盤は豊浦砂を用い，Case 1～4 の相対

密度は 30%，Case 5, 6 の相対密度は 80%である。豊浦乾

燥砂を空中落下させた後，土槽を脱気槽に入れて脱気し，

土槽下部から水の 40 倍の粘度を持つメトローズ溶液を注

入して飽和させることで，地盤モデルを作製した。水位

は基礎部の直下（GL.-54mm）である。 

杭は全て直径 8mm，長さ 176mm である。杭モデルの諸

元を表 2 に示す。2×2 の４本杭とし，杭頭および杭先端

は剛接合とした。Case 1, 3, 5 は高剛性の杭（ステンレス棒）

で，曲げ剛性は 3.85×105Ncm
2である。Case 2, 4, 6 は低剛

性の杭（アルミニウムパイプ）で，曲げ剛性は 0.841×

105Ncm
2 である。基礎部の大きさは，長さ 90mm，幅

68mm，高さ 55mm で，基礎部の主働・受働面（加振方向

と直角な面）および側面（加振方向と平行な面）に２軸

ロードセルを設置し（図 17c,d），受圧板を介して土圧と壁

面摩擦力および側面摩擦力と側圧の計測を行った。基礎

部の根入れ深さは 48mm である。なお，基礎部の各面に

は豊浦砂を塗布し，粗い表面とした。 

 Case 1, 2, 5, 6 は短周期の上部構造物モデルで，上部構

造物を板バネで支持した。基礎固定時の固有周期は

0.0075s(実大スケールで 0.3s)である。Case 3, 4 は長周期の

上部構造物モデルで，上部構造物の底面をローラーで支

持し，基礎部に固定したパネルと上部構造物の間にゴム

板を設置し反力とした。基礎固定時の固有周期は

0.125s(5.0s)である。基礎部の質量は 0.99kg，上部構造物の

質量は 2.0kg である。計測は前述の基礎部に作用する土圧

や側面摩擦力とともに，基礎部，上部構造物および地盤

の加速度，地盤の過剰間隙水圧，杭のひずみについて行

った。入力波は長周期成分を多く含む Hachinohe 1968 NS

を用い，最大加速度を実大スケールで 300cm/s
2 程度にし

た。以下，実験結果は全て実大スケールに換算して示す。 

Case 1（短周期モデル・高剛性杭）および Case 3（長周

期モデル・高剛性杭）における過剰間隙水圧比，上部構

造物加速度，基礎部加速度，地表面加速度，入力加速度

および地表面と基礎部の変位の時刻歴を図 18，19 に示す。

地表面と基礎部の変位は，加速度波形の２階積分で算定

した。Case 1 と Case 3 の地表面加速度の波形は良く一致

しており，地盤応答の再現性は高いことが分かる。両ケ

ースともに，加振開始後 16 秒付近から過剰間隙水圧が上

昇し，20 秒付近で液状化した。液状化とともに，地表面

加速度は長周期化する。その卓越周期は 3 秒程度であり，

Case 3 の上部構造物固有周期(5 秒)よりも短い。上部構造

物の加速度は Case 1 と Case 3 で大きく異なる。Case 3 の

上部構造物加速度は，Case 1 に比べて長周期成分が卓越し，

かつ最大加速度も 95cm/s
2 と小さい。両ケースともに地表

面と基礎部の変位は，液状化の進行とともに急増する。

地表面変位は基礎部変位よりも大きい。 

 

受圧板 

２軸ロードセル(側面) 

２軸ロードセル(主働・受働面) 

杭 

図17. 実験模型およびセンサー配置
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表１ 実験ケース 表２ 杭の諸元

低剛性杭

Case 4

0.125 s

(5.0 s)

高剛性杭

Case 3

低剛性杭

Case 2

30%

0.0075 s

(実大スケール：0.3s)

高剛性杭

Case 1

80%地盤の

相対密度

0.0075 s 

(0.3s)

上部構造物

固有周期

低剛性杭高剛性杭杭タイプ

Case 6Case 5

低剛性杭

Case 4

0.125 s

(5.0 s)

高剛性杭

Case 3

低剛性杭

Case 2

30%

0.0075 s

(実大スケール：0.3s)

高剛性杭

Case 1

80%地盤の

相対密度

0.0075 s 

(0.3s)

上部構造物

固有周期

低剛性杭高剛性杭杭タイプ

Case 6Case 5

0.84 × 105 Ncm2

(2.14 × 104 kNm2)

3.85 × 105 Ncm2

(9.86 × 104 kNm2)

曲げ剛性

(実大スケール)

=8mm, t=0.8mm

(=32cm,t=3.2cm)

=8mm

(=32cm)

断面寸法
(実大スケール)

アルミ管ステンレス棒材質

低剛性杭高剛性杭

0.84 × 105 Ncm2

(2.14 × 104 kNm2)

3.85 × 105 Ncm2

(9.86 × 104 kNm2)

曲げ剛性

(実大スケール)

=8mm, t=0.8mm

(=32cm,t=3.2cm)

=8mm

(=32cm)

断面寸法
(実大スケール)

アルミ管ステンレス棒材質

低剛性杭高剛性杭

(c) 基礎部断面(加振方向）

(d) 基礎部断面(直交方向）
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Case 1 および Case 3 における構造物慣性力(上部構造物

慣性力と基礎部慣性力の和)，土圧摩擦合力(基礎根入れ部

に作用する土圧と側面摩擦力の和)，杭頭せん断力（各杭

の和）および杭頭曲げモーメント(各杭の平均値)の時刻歴

を図 20，21 に示す。土圧および側面摩擦力は基礎部に設

置したロードセルで直接計測した。Case 3 の構造物慣性力

は極めて小さい。長周期モデルでは，上部構造物慣性力

と基礎部慣性力が逆位相になったためである。両ケース

ともに，過剰間隙水圧の上昇に伴って，土圧摩擦合力，

杭頭せん断力，杭頭曲げモーメントの振幅が急激に大き

くなる。Case 1 の杭頭せん断力は土圧摩擦合力よりも大き

い。一方，Case 3 の杭頭せん断力は土圧摩擦合力とほぼ一

致する。これは，構造物慣性力が極めて小さいためであ

る。両ケースの杭頭せん断力および杭頭曲げモーメント

の波形は，構造物慣性力の波形と異なり，土圧摩擦合力

の波形と類似している。土圧摩擦合力が杭頭せん断力，

杭頭曲げモーメントに大きな影響を与えていることが分

かる。 

各ケースの杭頭曲げモーメント最大時における構造物

慣性力と土圧摩擦合力の関係を図 22 に示す。第 1, 3 象限

は構造物慣性力と土圧摩擦合力が同位相，第 2, 4 象限は

それらが逆位相であることを示す。Case 1, 2 では構造物慣

性力と土圧摩擦合力が同位相である。Case 3, 4 も構造物慣

性力と土圧摩擦合力が同位相であるが，構造物慣性力は
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図18. 上部構造物，基礎部および地盤の応答
(Case 1, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)

図19. 上部構造物，基礎部および地盤の応答
(Case 3, 長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)

図20. 構造物慣性力, 土圧摩擦合力および杭の曲げモーメント
(Case 1, 短周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)

図21. 構造物慣性力, 土圧摩擦合力および杭の曲げモーメント
(Case 3, 長周期モデル, 高剛性杭, Dr=30%)
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極めて小さい。Case 5, 6 では構造物慣性力と土圧摩擦合力

が逆位相である。これは，上部構造物の固有周期が地盤

の卓越周期よりも短く，地盤の相対密度が高く，地盤変

位が基礎部変位よりも小さいためと考えられる。 

基礎根入れ部に作用する土圧・側面摩擦力を考慮した

応答変位法を模式図で図 23 に示す。杭頭固定度を考慮す

るため，基礎部と杭頭の間に回転バネを設置した。杭に

作用する水平地盤反力は，杭と地盤の相対変位から基礎

構造設計指針に基づいて非線形性を考慮して算定した。

基礎根入れ部の主働・受働面に作用する土圧合力 PE は，

次式から算定する。 

 

 

ここに，PEp, PEa は受働側，主働側の土圧，γは地盤の単

位体積重量，H は基礎の根入れ深さ，B は主働・受働面の

基礎幅である。KEP および KEA は受働側および主働側の土

圧係数であり，Zhang et al.の地震時土圧理論 5)で算定した。

基礎根入れ部の側面（加振方向）に作用する側面摩擦力

PFは，バイリニアモデルとし，次式から算定した。 

 

ここに，は地盤と基礎の摩擦係数，P0 は静止土圧，Dre

は地盤と基礎部の相対変位，Dmax は側面摩擦力が最大に

なる相対変位，L は加振方向の基礎幅，K0 は静止土圧係

数で Jaky の式で算定した。摩擦係数は基礎部表面の粗い

ことから，砂のせん断強度を考慮し =tan とした。なお，

土圧合力と側面摩擦力は同位相とした。 

提案手法の妥当性を検討するため，(1)～(4)式で算定さ

れた相対変位と土圧摩擦合力，相対変位と土圧合力の関

係を図 24 に示す。主働土圧および受働土圧に達する地盤

と基礎部の相対変位は，砂の相対密度によって異なる。

そこで，相対密度 30%および 80%における主働土圧に達

する地盤と基礎部の相対変位は基礎根入れ高さの 0.5%, 

0.1%とし，受働土圧に達する相対変位を基礎根入れ高さ

の 4%, 1%とした。地盤の水平震度は 0.2，砂の内部摩擦角

を相対密度 30％で 34°，相対密度 80%で 42°，壁面摩

擦角を 0.5と仮定した。側面摩擦力が極限値に達する相

対変位 Dmax は，遠心載荷実験で得られた相対変位と側面

摩擦力の関係から 0.3cm とした。地盤の相対密度によら

ず，土圧合力の理論値は実測値より小さい。一方，土圧

摩擦合力の理論値は実測値と概ね対応する。以上から，

土圧のみならず，側面摩擦力を考慮することで基礎の根

入れ効果を説明できることが分かる。 

図 25 は、土圧摩擦合力をゼロとしたときの最大曲げモ

ーメントの実測値と理論値である。理論値は実測値と大

きく異なることが分かる。一方、図 26 に示すように根入

れ効果を考慮した理論値は実測値と良く対応する。なお、

図中のα、βは水平地盤反力係数の低減係数である。低

減係数によって、土圧摩擦合力や杭頭曲げモーメントの

大きさは変化するものの、低減係数 0.2 程度が実験値と対

応している。以上のように、基礎の根入れ効果は、地盤

条件、杭剛性、構造物慣性力の大きさによって異なるが、

基礎の根入れ効果を考慮した応答変位法で概ね評価可能

である。 
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図22. 構造物慣性力と土圧摩擦合力の関係
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図25. 杭頭曲げモーメントの実測値と理論値
（土圧摩擦合力を無視）
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(3) 杭と浮き基礎を併用した戸建て住宅の沈下・傾斜

の防止 7) 

 

実験は京都大学防災研究所の遠心載荷装置を用いて 50g

場で行った。実験モデルを図 27 に示す。飽和砂層は

Dr=40%の豊浦砂で層厚が 150～160mm,、表層の乾燥層は

Dr=20%程度のケイ砂８号で層厚は 20mm である。地下水

位は GL.-20mm とした。戸建て住宅モデルは、対策有

り・無しの２体である。基礎の幅が 9cm×9cm、基礎の片

側には、傾斜しやすくするための偏心マス(質量 28g)を設

置した。建物模型の総質量（偏心マス、レーザー変位計

のターゲット含む。杭は含まず。）は 298g で、偏心マス

含めた平均接地圧は 18kPa（実大スケール）である。基礎

固定時の上部構造物の固有周波数は 117Hz(実大スケール

で 2.3Hz)である。対策有りの住宅モデルでは、基礎の下

部の地盤を発泡スチロール（55mm×55mm×20mm）で置

換した。排土重量は 88g 程度である。基礎は 5mm 程度根

入れした。また、直径 4mm のアルミパイプ(t=1mm)を基

礎の左右に５本ずつ設置した。杭の長さは 100mm である。

各上部構造物の左右の沈下量をレーザー変位計で計測し

た。以下、明記しない限り実大スケールである。 

GL.-5m 程度に設置した土被り圧は、対策有りの建物下

で 110kPa、自由地盤で 100kPa、対策無しの建物下で

126kPa であった。浮き基礎によって建物から地盤に伝わ

る鉛直応力は軽減した。本震として、臨海波の最大加速

度 4.1m/s
2 で加振を行った。主な加速度と間隙水圧（GL.5-

m）の時刻歴を図 28、建物の平均沈下（左右の沈下量の

平均）と傾斜の時刻歴を図 29 に示す。加振開始後 18 秒

で液状化し、地表面と上部構造物の加速度が減少してい

る。液状化とともに、建物は沈下し、偏心マスのある側

に傾斜した。建物の平均沈下量（地盤沈下量含む）は、

対策有りで 225mm、対策無しで 325mm であった。傾斜角

は対策有りが 0.018rad、対策無しが 0.036rad であり、浮き

基礎と杭基礎を併用することで、傾斜は 1/2 に軽減した。 

本震から約２分後（模型スケール）に、本震の 1/2 の加

速度振幅（amax=1.86m/s2）の臨海波で加振した。加振直前

の初期過剰間隙水圧は 7.3kPa であったが、加振前に時間

的な変動は無く、地盤沈下に伴う地下水位の上昇または

間隙水圧計の沈下によるものと考えられる。加速度と過

剰間隙水圧の時刻歴を図 30、建物の平均沈下と傾斜を図

31 に示す。加振開始後 18 秒で液状化した。建物の平均沈

下量（累積値）は、対策有りで 334mm、対策無しで

543mm であった。傾斜角は対策有りが 0.026rad、対策無

しが 0.089rad であった。このように、提案手法によって、

沈下・傾斜ともに大きく軽減した。特に余震による傾斜

の増加分は、対策有りが 0.008rad、対策無しが 0.053rad で

あり、1/7 程度に軽減することができた。なお、この後、

さらに同じ加振（余震）を行ったところ、対策無しの建

物は転倒した。 

余震の加速度振幅は、本震の 1/2 程度であるにもかかわ

らず、対策無しの建物は、本震よりも大きく傾斜した。

このような余震による液状化被害の拡大は、東日本大震

災において浦安市等で発生している。前述のように本実

験では、余震発生時には過剰間隙水圧は消散していたと

考えられ、残留した過剰間隙水圧が余震による被害拡大

の主要因とは考えにくい。実験後、模型を観察したとこ

ろ、転倒した対策無しの模型では、基礎端部が表層乾燥

砂を踏み抜いていた。一方、対策有りの模型は地表面か

ら若干沈下しているものの、基礎は表層乾燥砂層にとど

まっていた。これから、基礎底面から液状化層までの距

離が、建物の沈下・傾斜に大きく影響したと考えられる。 

本実験における余震による液状化被害拡大のメカニズ

ムを図 32 に示す。まず、本震時の液状化における地盤沈

下（地下水位の上昇）と建物の沈下で基礎直下における

非液状化層の層厚が減少した。さらに余震では、建物の

転倒モーメントによる基礎端部の接地圧の増加で基礎が

表層乾燥砂層を踏み抜き、大きな沈下・傾斜が生じたと

考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 27. 実験モデル 
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図28 加速度および過剰間隙水圧の時刻歴（本震）

図29 建物の沈下および傾斜（本震）

図30. 加速度および過剰間隙水圧の時刻歴（余震）

図31. 建物の沈下および傾斜（余震）
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(4) 連結基礎による既存戸建て住宅の沈下・傾斜の防止
8)

 

 

連結基礎の効果を検討するため、京都大学防災研究所

で動的遠心載荷実験を 50g 場で行った。連結基礎を用い

た実験モデルを図 33 に示す。無対策の実験モデルは、２

つの基礎を結ぶ連結部が無いこと以外は、連結基礎モデ

ルと同じである。飽和砂層は Dr=40%の豊浦砂で層厚が

170～180mm、地下水位は GL.-20mm とした。間隙水は

50cst のメトローズ水溶液である。戸建て住宅モデルの基

礎幅は 9cm×9cm であり、傾斜しやすくするため基礎左側

に偏心マス(質量 28.2g)を設置した。基礎は 5mm 根入れし

た。建物模型の総質量（偏心マス、レーザー変位計のタ

ーゲット含む）は 354g で平均接地圧は 21kPa（実大スケ

ール）である。基礎固定時の上部構造物の固有周波数は

117Hz(2.3Hz)である。連結部は幅 10mm、高さ 4mm、長さ

120mm のジュラルミン板で、曲げ剛性は 3.75Nm2 である。

連結部は２つの基礎（間隔 80mm）をネジで固定した。入

力波は最大加速度 5m/s2 程度の臨海波である。各上部構造

物の左右の沈下量をレーザー変位計で計測した。以下、

明記しない限り実大スケールで示す 

図 34 は、各モデルにおける土槽底面と上部構造物の加

速度、過剰間隙水圧(GL-2.5m)、建物の平均沈下と傾斜で

ある。平均沈下と傾斜は、建物上面左右の鉛直変位をレ

ーザー変位計で計測することで評価した。地盤は 13 秒付

近で液状化した。液状化とともに上部構造物の加速度は

激減し、建物モデルは沈下する。無対策モデルと連結基

礎モデルの沈下量は同程度であり、連結基礎による沈下

軽減効果は無い。連結基礎モデルの傾斜は、無対策モデ

ルの 1/6～1/4 程度に軽減された。図 35 は、上部構造物の

平均沈下と傾斜の関係を示している。無対策モデルでは、

左側の建物は沈下 10cm 以上で、右側の建物は加振直後か

ら偏心マスの方向（反時計回り）に傾斜が単調増加する。

これは、地盤反力が極めて小さく、かつ偏心効果に P-Δ

効果に加わったためと思われる。一方、連結基礎モデル

では、沈下 30cm 程度まで、左側モデルが時計回り、右側

モデルが反時計回りに若干傾斜し、沈下のみ進行する。  

戸建て住宅の沈下と傾斜を検討するため、t=45-55s にお

ける無対策建物の沈下と傾斜を図 36 に示す。図 36(c)の建

物左右の沈下量は、図 36(a),(b)の点線の時間におけるもの

で、横軸は左端の沈下観測点(LD1)からの距離である。無

対策の場合、図 36(d)の模式図のように２つの建物は偏心

マスの方向に同じように傾斜し、沈下していく。傾斜が

減少に転ずるときもあるが、その角度は小さい。図 37 は

連結基礎における建物の沈下・傾斜である。連結基礎で

は、隣合う建物の傾斜の波形は類似しており、沈下は逆

位相（凹凸の向きが異なる）の傾向を示す。模式図に示

すように右側建物が沈下する時(t=46.59s-47.35s)、左側の

建物は若干浮き上がって時計回りに傾斜する。その後

(t=47.35s-48.25s)、左側の建物は沈下し、右側の建物が浮

上がり、反時計回りに傾斜する。このように連結基礎で

は、隣合う建物が連結部を介して影響しあうことで傾斜

を軽減する。なお、本震後に行った余震では、無対策の

建物が転倒したのに対し、連結基礎の建物における傾斜

増分は 1/100rad 以下であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図33. 実験モデル（連結基礎モデル)

図34. 主な時刻歴
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4. 実効性のある提言 
 

本研究では、多くの市街地における建物および戸建て

住宅の液状化被害軽減方法について検討した。それに基

づいた提言を下記に記す。 

 

(1) 柱状地盤改良による液状化発生の防止および被害軽

減の評価 

 

液状化が予想される地盤条件で柱状地盤改良を行う場

合、地盤改良体を液状化層の下部の非液状化層に十分根

入れさせることが重要である。大地震で液状化した場合

でも、地盤改良体下端が非液状化層に十分根入れされて

いれば、建物の支持力は十分にあり、沈下・傾斜の大幅

な軽減が期待できる。一方、地盤改良体下端が液状化層

にとどまっている場合、地盤改良体がロッキングするた

め、地盤変形の抑制効果は期待できない。また、大地震

で液状化すると、地盤改良体も沈下するため、建物の沈

下・傾斜の軽減効果は低い。 

 

(2) 杭基礎による建物の沈下・傾斜の防止 －基礎根入

れ効果の評価－ 

 

基礎根入れ部に作用する地震時土圧・側面摩擦力は、

杭応力に大きな影響をもつ。特に液状化した場合、地盤

変位は大きくなり、根入れによって地震時土圧が外力と

して基礎根入れ部に作用し、杭応力が大きくなる。この

効果を考慮するためには、提案手法のように基礎根入れ

部に作用する土圧・側面摩擦力を応答変位法に組み込む

必要がある。 

 

(3) 杭と浮き基礎を併用した戸建て住宅の沈下・傾斜の

防止 

 

液状化層が厚いケースにおける戸建て住宅の対策とし

て、浮き基礎と杭基礎を併用した工法を提案した。提案

手法で建物の沈下・傾斜を軽減することができた。対策

無しの建物では、特に余震で沈下・傾斜ともに激しく進

行した。これは、本震の液状化における地盤沈下（地下

水位の上昇）と建物の沈下で基礎直下における非液状化

層の層厚が減少し、余震時に建物の基礎端部が非液状化

層を踏み抜いたため、大きな傾斜が生じたと考えられる。 
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(4) 連結基礎による既存戸建て住宅の沈下・傾斜の防止 

 

戸建て住宅の基礎を連結することで不同沈下を軽減す

る工法を提案し、その妥当性を遠心載荷実験で検証した。

その結果、基礎の連結により戸建て住宅の傾斜は無対策

のそれの 1/6～1/4 程度まで軽減することができた。 
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課題 1-6 巨大津波による建物被害の迅速な災害復興対策 
金沢工業大学 准教授 

 山岸 邦彰 

 

南海トラフ地震 事業継続 目標復旧時間 

2011 年東北地方太平洋沖地震 自然災害リスク 

 

1. 1. 研究目的 
数十年後にその再来が危惧されている南海トラフ沿い

の地震は，これまでの災害経験から広域災害となること

は自明である。1946 年南海地震を最後に南海トラフで

大・巨大地震は発生していないが，この地震空白期と相

俟って戦後の経済成長の原動力は皮肉にも南海トラフに

面した京浜，中京，阪神の各地区で生じている。すなわ

ち，経済成長後では初めて南海トラフ沿いの地震を経験

することになる。2011 年東北地方太平洋沖地震(M9.0)は

津波による未曾有の災害をもたらしたが，震動による構

造物の被害は限定的であった。これは震源域が遠い海側

にあり，地震動が減衰したことが理由と考えられる。し

かし，南海トラフ沿いの地震の震源域の一部は陸域の直

下にあり，その地理的条件は 1999 年集集地震（台湾）の

それと類似している。さらに堆積盆地上に主要な社会資

本が存在するわが国の各都市は，災害の観点から台湾よ

りさらに悪条件にあると考えられる。年を経るにしたが

って南海トラフ沿いの地震の発生確率が上昇する中（今

後 30 年の発生確率 60～70%
1)），関東，東海，近畿の各圏

の経済成長率は他の地域と比較して相対的に高い傾向が

続くと予想されている 2)。このような状況が続けば，南海

トラフ沿いの地震による災害リスクの増加は必定である。 

このような危機感を反映して，1981 年 5 月着工のいわ

ゆる旧耐震建築物の耐震診断および改修が進められてい

る。しかし，その進度は危機感に反して遅く，改修など

の追加的投資の恩恵が見込まれない民間建築物において

難渋している。耐震化率の上昇は好ましいことではある

が，現行の建築基準法では生命，財産等の保護を図ると

言いつつも，災害後の機能維持について保証していない。

建築物が倒壊しないことを生命，財産等を保護すること

と同一視していると考えられるが，倒壊を免れた建築物

であっても生命，財産等が失われた例は少なくない。こ

れからは生命の保護は当然とした上で，財産等を保全し，

地震などの災害後も早期に建築物の機能を発揮できるよ

うにすることが求められている。 

近年，自然災害やテロ等の人為災害の増加を契機とし

て，企業の事業継続に対する関心が高まっている 3)。事業

継続とは，災害等事業を中断する因子が生じても，核心

的な事業を早期に立ち上げられる状態にしておくことを

言う。躯体の耐震性を向上させていてもその用途に応じ

た建築物としての機能が維持されていなければ事業継続

を行うことはできない。すなわち，構造物のみならず非

構造物の堅牢性，冗長性が求められる。このように地震

を対象として種々の対策を講じることも事業継続の一部

ではあるが，事業継続は事業中断事象をすべて扱う。す

なわち，ある想定された事象（例えばこの土地に震度 6

強の地震が発生するなど）に対する対策を考えるのは

DR(disaster recovery)の分野であり，DR では事業継続を完

遂することはできないと言われ始めている。今，事業継

続で最も重要な戦略の一つに代替戦略がある。これはあ

る事業所が毀損した場合に，同社の他の事業所で代替し

て生産・サービスをしたり，第三者に生産・サービスを

移譲したりする戦略である。従来の DR では災害の想定が

前提となっているため，例えば当該事業所は震度 6 弱に

は耐えられるが震度 6 強には耐えられない，という考え

方が存在する。しかし，事業継続ではその事業所が完全

に滅失した場合を考えるため，震度の大小は無関係とな

る。さらに災害を特定する必要はなく，津波，洪水，土

砂災害であってもよい。これまでの事業継続計画は「代

替戦略」まで取り入れたものは少なかったが，2011 年東

北地方太平洋沖地震，2011 年タイ洪水など，巨額の損失

を伴った災害の頻発を受けて，代替戦略が重要視されて

いる。 

以上述べたように，与えられた課題「巨大津波による

建物被害の迅速な災害復興対策」を考案するにあたり，

被害を受けた建築物を元の通りに復旧することがすべて

是ではなく，復興を目的とするならば事業継続に視座し

た復興対策が重要であると考える。これを建築というハ

ードウェアのフィルターに通すと，非構造の耐震性能と

立地が有する災害リスクの評価が重要であり，これらを

評価して種々の対策を講じることが必要であると考える。

さらに事業継続の対策の良否を決定する復旧時間の評価

が必要になる。事業継続は重要業務をコミットした復旧

時間（目標復旧時間）以内に稼働させることを基本とし

ている。また，ビジネスインパクト分析の結果を反映し

た目標復旧時間の設定が重要になる。しかし，代替戦略

ではない現地の事業所を復旧する戦略を採用する場合に

は，目標復旧時間が数量で表される以上，ハザードの大

きさに対する復旧時間を定量的に見積もる必要がある。

すなわち，復旧時間の予測が必要になる。しかし，現状

の事業継続計画では復旧時間の予測精度は低いと言わざ

るを得ない。また，目標復旧時間を信じて取引している
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第三者にとって，復旧時間の予測精度に対する関心が低

い。復旧時間の予測方法の確立は事業継続の普及には不

可欠であると考えるが，確立された予測方法が存在して

いないことは，事業継続を骨抜きにしかねない。 

以上のことから，本課題の実効性を高めるために，以

下の点を明らかにすることが極めて重要であると考える。 

(1) 建築物の非構造材（特に天井）に対する Fragility 曲

線の計算方法 

(2) 復旧曲線のプロトタイプ（基準化復旧曲線）の提案 

(3) 2011 年東北地方太平洋沖地震における事業中断要因

の抽出 

(4) 地震，風，洪水に対するリスク計算方法の提案 

(5) 事業環境リスクの計算方法の提案 

非構造の中で天井は地震時に落下の可能性のある部位

である。天井の落下は執務者に怪我をさせる可能性があ

る。執務者は事業継続の主要な資源であり，執務者の怪

我は事業継続の達成を困難にする要因である。また，事

業の運営に不可欠な資機材やデータを毀損する可能性が

ある。天井は事業継続に大きな影響を及ぼす部位と考え，

天井の Fragility を定量化することにより，被害程度を予測

することが可能であると考える（項目(1)）。 

しかし，このような Fragility を考慮して予測された復旧

時間は計算仮定に従って得られたものであり，信憑性が

低い。そこで，既往の災害統計から得られた復旧時間の

平均像は，予測した復旧時間の蓋然性の判断に資すると

考えられる。そこでプロトタイプとしての復旧曲線を提

案することが必要である（項目(2)）。 

また，災害後の迅速な復興を考えるとき，事業を営む

器となる建築の重要性だけなく，事業を支える設備，イ

ンフラの重要性も高い。2011 年東北地方太平洋沖地震は，

わが国に事業継続が紹介・導入されてから初めての大規

模災害であるが故に，事業継続の視点から当該事業が中

断した理由を整理することは大変重要である（項目(3)）。 

最後に，事業継続の代替戦略を考える上で，代替地の

リスクを考えることは必然である。しかし，REIT の発端

となった「資産の流動化に関する法律」以降，投資家へ

の開示情報として地震リスクの計算方法は確立されてき

ているが，他の災害リスクに関する研究は少ない。また，

事業のリスクは自然災害のみならず，人口動態，インフ

ラの強弱なども影響する。ここではその端緒として，風，

洪水に対するリスク評価方法の試案を示す。しかし，自

然災害リスクを回避するためだけに事業者は事業所を移

転しない。むしろ，その他の事業環境リスクを考慮・重

視する傾向にある。そこで，本課題では事業環境の中で

生産原価に直結する物流リスクと，人口増加に伴う事業

拡張が困難となるリスク（以下，宅地化リスクと呼ぶ）

の計算方法を提案し，各事業者の事業継続戦略に資する

情報を提示する（項目(4),(5)）。 

2. 解決法 
2.1 地震被害調査に基づく天井の被害関数の提案 

予測復旧時間は，ある部位の復旧時間にその被害確率

を乗じた確率量として算出することができる。そのため，

復旧時間の予測において被害確率に関する資料は極めて

重要である。しかし，それら資料の多くが躯体に関する

ものであり 4)，近年の地震被害において被害が多く見られ

る非構造材に関する資料はほとんどない。非構造材の被

害は，2000 年鳥取県西部地震や 2001 年芸予地震が発生し

た頃より注目されるようになり，2011 年東北地方太平洋

沖地震においても非構造材の被害が多く見られ，中でも

天井に至っては落下による死亡者が発生した 5)。また，日

本科学未来館や空港ターミナルビル内においても天井が

落下し 6)，7)，その後の業務に支障をきたした。このように

事業の継続性や人命確保の観点から躯体の耐震性のみな

らず，非構造材の耐震性の確保も重要となる。しかし，

復旧時間を確率量として捉える場合，地震動強さと被害

率の関係を表す被害関数が必要になるが，この部分の確

率は少ない。中でも前述したように業務への影響が大き

い天井の被害関数に関する研究は，佐藤ほか 8)を除けばほ

とんどない。本課題では地震被害調査に基づく天井の被

害関数を提案する。 

2.2 基準化復旧関数および復旧関数の提案 

本研究では時間に対する実際の操業率の変化を表現し

たものを復旧曲線，時間に対する操業率の変化をモデル

化したものを復旧関数と定義する。また，災害発生時か

ら操業率が 1.0(100%)となるまでの時間を 1.0 として時間

軸を基準化した復旧関数を基準化復旧関数と定義する。

基準化復旧関数および復旧関数を提案することにより，

事業者は主要事業の操業度と時間の関係の平均像を把握

することができると考えられる。本課題では，復旧調査

のデータを用いたこれらの関数を提案する。 

2.3 生産施設の事業中断因子の抽出 

 近年，大地震や暴風，豪雨などの自然災害の増大によ

り事業を中断する企業の増加，サプライチェーンの高度

化を背景として，事業継続に対する関心が高まっている。

事業継続(Business Continuity)とは，企業が災害や事故で被

害を受けても取引先等の利害関係者から重要業務を中断

させず，中断しても可能な限り短時間で事業を再開させ

ることである。事業継続を指向した事業復旧に関する既

往の研究は多くない。例えば，山岸・仙名 9)は，多くの重

要要素がある場合や復旧要員の変化に対応した復旧時間

の予測法を提案し，一般的な工場を模擬した生産施設を

対象に復旧要因が復旧時間に及ぼす影響を評価している。

しかし，このような理論的な研究はあるが，事業継続の

実態を分析した研究や報告は著しく不足している。 

以上のことから，本研究では 2011 年東北地方太平洋沖

地震における企業のアンケート結果を基に，事業が中断
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してから再開するまでを復旧時間と定義し，復旧時間の

長さに寄与する事業中断因子の抽出とその影響度を定量

的に把握する。 

2.4 地震･風･洪水に対するリスク計算方法の提案 

 近年，自然災害に対する意識，関心が急速に高まって

いる。日本では，1995 年兵庫県南部地震を契機に地震リ

スクマネジメントの重要性が認識され始めた。2011 年東

北地方太平洋沖地震で，地震と津波による甚大な被害を

受け，地震への対策を再認識することとなった。自然災

害は地震の他にも，地球温暖化が原因と考えられる集中

豪雨に伴う洪水被害や土砂災害の発生，台風や竜巻等の

強風被害は増加傾向にある。自然災害の特徴とリスク対

応からから，自然災害による死亡リスクは減少傾向にあ

る一方で 10)，自然災害の発生と災害による経済損失は増

加傾向にある。このように自然災害に対するリスクへの

関心が高まる中，既往の研究が多い地震リスクだけでな

く，建築物に生じる様々なリスクを定量化することが求

められている。しかし，集中豪雨や強風等のリスクに関

する研究，複合的な災害リスクに関する研究は少ない。

本課題では，建築物に生じ得る自然災害リスクを総合的

に評価することを目的として，自然災害の中でその影響

が大きい地震，洪水，風に対するリスク評価方法を提案

する。 

2.5 事業環境に関連したリスクの評価方法の提案 

自然災害の他にも重要なシステムの障害発生や風評被

害，国内外におけるテロなど，企業経営に影響を与える

災害や事故が多発している 11)。これらを背景として近年

策定が進められている事業継続計画において，事業拠点

を変更する代替戦略が注目されている。しかし，代替拠

点を決定する場合にはリスク分散を基本とするが，地震

リスク以外の災害リスク評価に関する既往の研究は少な

い。また，事業拠点の選定にあたり立地，雇用などの災

害リスク以外の要因も大きく影響する。以上より，主に

生産施設を有する事業所を対象として，立地に関わる

様々なリスクを総合的に評価することを目的として，本

課題では地震時の物流リスク，および宅地化リスクの評

価方法を提案する。 

3. 方法の検証 
3.1 地震被害調査に基づく天井の被害関数の提案 

3.1.1 天井の被害関数の計算方法 

 (1)解析モデル 

本研究では，図 1 に示すような軽量鉄骨下地を使用し

た一般的な吊り天井 12)を解析対象とする。このような天

井に対して，既往の研究例えば，13)，14)から天井の崩落・落下

パターンを整理し，その原因となりうる構成部材（吊り

ボルト，ハンガー，野縁受け，クリップ）を抽出し，そ

れらの剛性，耐力の評価を行った。部材剛性から図 2 に

示す質点系モデルを構築する。解析では，ばねに生じる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 吊り天井の模式図 
      図 2. 解析モデル 

 

応力が当該部材耐力を上回った場合に天井が損傷すると

考え，全ての部材を線形ばねとした。ただし，天井材と

壁との衝突による被害事例が多く報告されていることか

ら 15)，天井材と壁の間に衝突後に硬化する非線形弾性ば

ねを挿入した。(2)各部材の剛性評価 

 解析モデルの各ばねの剛性は，単位面積当たりの剛性

とし，式(1)により与えられる。 

 𝐾𝑗 =  
𝑛𝑗𝑘𝑠𝑗

𝐴
              (1) 

 ここに， 

   Kj  ：部材 j のばね剛性[N/m] 

   nj ：天井面積 A 内の部材 j の個数 

   ksj  ：部材 j の 1 個当たりの剛性[N/m] 

   A ：天井面積[m
2
] 

(3)各部材の耐力評価 

 損傷を評価する場合に必要となる各部材の耐力は，式

(2)により与えられる。 

𝑃𝑗 = 𝑛𝑗𝑝𝑠𝑗             (2) 

ここに， 

   P j ：モデルにおける部材 j の耐力[N] 

   psj ：各部材単体の各種耐力[N] 

(4)被害関数の算定方法 

 図 2 に示す解析モデルに対して地表面最大速度(PGV)を

基準化した観測地震波 50 波の入力地震動とする応答値を

入力し，被害関数を計算する。ここでは，応答値が耐力

を上回った場合に損傷すると仮定した。被害率はこの 50

波に対する損傷数の比率から計算し，得られた被害率を

ガンマ分布で回帰することにより被害関数を算出した。

被害関数は一般的に対数正規分布を適用する例が多いが 4)，

対数正規分布では適用しない場合もあるため，本研究で

はガンマ分布を使用した。式(3)にガンマ分布の確率密度

関数の定義式を示す。 

𝑓(𝑥) =  
1

𝛽𝛼𝛤(𝛼)
𝑥𝛼−1𝑒

−
ｘ
𝛽   (0 < 𝑥 <  +∞) (3) 

ここに， 

𝛤(𝛼) ：ガンマ関数 
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表 1. 解析パラメータ一覧 

項目 詳細  数値 

建物 

階数[階]  1，2，3 

周期[s] 水平  0.1，0.2，0.3，0.4，0.5 

上下  0.04，0.08，0.12，0.16，0.20 

部材 

天井材の
厚さ[m] 

1 枚貼り  0.012 

2 枚貼り  P：0.0095，R：0.012 

ボルト長さ[m]  0.5，1.0，1.5 

クリアランス[m]  0.00，0.01，0.02，0.05，0.10 

解析方向  野縁方向，野縁受け方向 

 

 

図 3. 実験と本解析による天井の 1 次固有周期の比較 

 

𝛼，𝛽 ：ガンマ分布のパラメータ 

𝑥 ：確率変数 

3.1.2 解析概要 

(1)解析パラメータ 

様々な条件下における天井の被害関数を算出するため

に表 1 に示すパラメータスタディを行った。解析パラメ

ータは，天井に被害を及ぼす要因であると考えられる建

物の階数および周期（上下，水平），天井材の厚さ（以下，

天井材の構成），吊りボルトの長さ（以下，ボルト長さ），

天井－壁間のクリアランスおよび解析方向の 6 項目であ

る。表 1 に各パラメータの数値等を示す。天井材は JASS 

26
16)に準じて，せっこうボード(P)とロックウール化粧吸

音板(R)を使用し，1 枚貼りではロックウール化粧吸音板

のみを，2 枚貼りではせっこうボードとロックウール化粧

吸音板の貼り合わせとした。なお， 2 枚貼りにおいて両

者は完全に定着していると仮定する。解析方向において，

天井が野縁に対して平行に揺れる方向を野縁方向，野縁

受けに対して平行に揺れる方向を野縁受け方向とした。 

(2)入力地震動 

 天井の被害関数を得るためには，天井が接続されてい

るスラブの応答（フロアレスポンス）を得る必要がある。

本研究では，事業継続に関心の高い工場を対象にしてい

ることから，3 階建て以下の低層建物におけるフロアレス

ポンスを算出した。なお，低層建物の固有周期を網羅す

るため，水平・上下ともに表 1 に示す値とした。 

 フロアレスポンスの計算に使用した地震動は，K-net お

よび KiK-net で観測された地震動の PGV を基準化したも

のである。Gutenberg-Richiter の関係 17)からマグニチュー

ドと頻度の関係性と地域性を考慮して，比較的大きな加 

表 2. 解析ケース一覧 

ケース 
階数 

[階] 

周期[s] 

水平(上下) 

揺れの
方向 

天井材
の構成 

ボルト 

長さ[m] 

クリアランス
[m] 

f1p1Mm1L1l1 1 

0.1(0.04) 野縁 1 枚 0.1 0.00 f2p1Mm1L1l1 2 

f3p1Mm1L1l1 3 

f1p1Mm1L1l1 

1 

0.1(0.04) 

野縁 1 枚 0.1 0.00 

f1p2Mm1L1l1 0.2(0.08) 

f1p3Mm1L1l1 0.3(0.12) 

f1p4Mm1L1l1 0.4(0.16) 

f1p5Mm1L1l1 0.5(0.20) 

f1p1Mm1L1l1 

1 0.1 

野縁 

1 枚 0.1 0.00 
f1p1Cm1L1l1 

野縁 

受け 

f1p1Mm1L1l1 
1 0.1 野縁 

1 枚 
0.1 0.00 

f1p1Mm2L1l1 2 枚 

f1p1Mm1L1l1 

1 0.1 野縁 1 枚 

0.5 

0.00 f1p1Mm1L2l1 1.0 

f1p1Mm1L3l1 1.5 

f1p1Mm1L1l0 

1 0.1 野縁 1 枚 0.1 

0.00 

f1p1Mm1L1l1 0.01 

f1p1Mm1L1l2 0.02 

f1p1Mm1L1l3 0.05 

f1p1Mm1L1l4 0.10 

 

速度を記録した地震動を偏りなく 50 波選定した。 

3.1.3 解析結果 

(1)解析モデルの妥当性の検証 

本解析モデルの妥当性を確認するために，既往の研究
18)（以下，実験）における天井の 1 次固有周期との比較を

行った。図 3 に実験と本解析による天井の 1 次固有周期

の比較を示す。実験に使用された天井の仕様に不明な点

があり振動方向も不明であるが，両者はほぼ一致してい

ることから解析モデルは概ね妥当であると判断した。 

(2)被害関数 

前述した解析パラメータから表 2 に示す解析ケースを

設定し，各条件下における被害関数の差異を確認する。

全解析ケースに共通する解析条件として，各部材の剛性

を天井面積 1m
2 当たりのものとし，森田ほか 18)を参考に

減衰定数をボルト長さが 0.5m では 0.010，1.0，1.5m では

0.005 を各部材に与えた。なお，以下の図 4～7 に示され

る被害関数は天井面積が 1m
2当たりのものである。 

以下に，建物階数，天井材の構成，ボルト長さ，クリ

アランスの 4 ケースにおける被害関数について詳述する。 

(1)建物階数 

図 4 に 2，3 階建て建物の各階における被害関数をそれ

ぞれ示す。3 階建てで，階が高くなるにしたがい，被害率

が増加する傾向が見られたが，2 階建てでは，2 階よりも

1 階の方で被害率が高くなる傾向が見られた。 

(2)天井材の構成 

 図 5 に天井材の構成の違いによる被害関数を示す。水

平動においては，2 枚貼りの被害率が 1 枚貼りに比べて低

くなった。他方，上下動においては，1 枚貼りに比べて 2

枚貼りの被害率が増加した。前者は， 2 枚貼りにより天 

0.0

0.5

1.0

1.5

実験 野縁方向 野縁受け方向

固
有

周
期

[s
]
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(a) 2 階建て         (b) 3 階建て 

図 4. 各階における被害関数 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 水平動           (b) 上下動 

図 5. 天井材の構成の違いによる被害関数 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 水平動            (b) 上下動 

図 6. ボルト長さの違いによる被害関数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7. クリアランスの違いによる被害関数（水平動） 

 

井材の曲げ剛性が増加し，天井材の座屈耐力が増加した

ことに起因する。後者は，2 枚貼りにより天井重量が増加

し，吊りボルトに作用する軸力が増加したためである。 

(3)ボルト長さ 

図 6 にボルト長さの違いによる被害関数を示す。水

平・上下動ともに，ボルトが長くなるにしたがい被害率

が増加する傾向が見られた。これは，ボルトが長くなる

ことによりボルトの座屈耐力が低下し，ボルトの天井面

に対する面外の拘束効果が低減するためである。この効

果は國崎ほか 19)や岡本ほか 20)においても確認されおり，

ボルト長さが天井面の耐力に影響を及ぼすことが分かる。 

(4)クリアランス 

図 7 にクリアランスの違いによる被害関数（水平動）を

示す。クリアランス 0m において被害率が最も低く，

0.02m の場合に最も高い被害率を示すものの，さらにクリ

アランスが広くなるにしたがい被害率が減少する傾向が

見られた。天井材と壁との衝突は，天井の被害率を増加

させる要因となることが分かる。 

3.1.4 既往の被害関数との比較 

本解析により得られた被害関数（以下，本被害関数）

と復旧調査において被害データから算出された被害関数

（以下，調査被害関数）を比較する。復旧調査において

は，一部損傷と多く損傷の 2 種類の被害関数が算出され

ている。本解析における被害率の算出方法が損傷の有無

のみで判定しているため，ここではほぼ被害の有無で被

害率を算出している一部損傷（全体の 5%未満の被害）の

被害関数を比較対象とした。本被害関数は，表 5 に示し

た解析ケースにおいて算出したすべての水平動の被害関

数の平均値である。 

図 8 に本被害関数と調査被害関数の比較したものを示

す。本被害関数は調査被害関数と概ね調和的である。た

だし，PGV が小さい範囲では本被害関数の被害率が調査

被害関数を上回り，PGV が大きい範囲では調査被害関数

の被害率が本被害関数を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8. 本被害関数と調査被害関数との比較 

 

3.2 基準化復旧関数および復旧関数の提案 

3.2.1 アンケートの調査概要 

表 3 に復旧調査で実施したアンケート調査の実施概要

を示す。本調査では，事業継続に対する認識が高いこと，

総資産に対する固定資産の比率が高く震災の影響が大き

いことなどの理由から，製造業をアンケートの対象とし

た。アンケートの配布先は，沿岸地域を除く 8 県に所在

する事業所のうち，当該地域における気象庁震度が 5 弱

以上と推定 21)される事業所である。 

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

1階（被害率） 1階
2階（被害率） 2階
3階（被害率） 3階

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

被
害
率

1階（被害率） 1階

2階（被害率） 2階

PGV[m/s]

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

被
害
率

1枚貼り（被害率）
2枚貼り（被害率）
1枚貼り
2枚貼り

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

PGV[m/s]

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

被
害

率

PGV[m/s]

調査被害関数

本被害関数

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

被
害

率

0.5m（被害率）
1.0m（被害率）
1.5m（被害率）
0.5m
1.0m
1.5m

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

PGV[m/s]

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0 1.2 1.4

被
害
率

PGV[m/s]

0.00m（被害率）

0.00m

0.01m（被害率）

0.01m

0.02m（被害率）

0.02m

0.05m（被害率）

0.05m

0.10m（被害率）

0.10m



80 

 

 

 

 

 

 

 

図 9. 基準化復旧関数および基準化復旧曲線の説明図 

 

表 3. アンケート調査概要 

項目 詳細 

目的 2011 年東北地方太平洋沖地震における生
産施設の被害と復旧状況の把握 

アンケート形式 無記名方式（選択および記述式） 

回答期間 2011 年 9 月 1 日～9 月 30 日 

配布対象 震度 5 弱以上と推定される地域にある事業
所（沿岸地域を除く） 

配布数 2,150 

回答率（回答数） 12.4%（267 社） 

 

3.2.2 基準化復旧関数の算定方法 

復旧調査では横軸を時間，縦軸を操業率とした各事業

所の復旧状況（復旧曲線）を記載してもらい（図 10），こ

れらの結果を図 11 に示すフローに従い基準化復旧関数の

算出を行った。回答のあった復旧曲線のうち，2011 年東

北地方太平洋沖地震により操業率が一時 0%まで低下し，

アンケートを記入した時点で操業率が 100%になっている

もののみを選別した（図 11(1)）。すなわち，図 12 に示す

ようにアンケート回答日まで操業率が 100%に回復してい

ないもの(A)，地震発生直後も一定の操業率が確保された

もの(B)，地震後も全く操業が低下していないもの(C)，お

よび地震発生後に操業率が 100%を越えるもの(D)を，標

本から除外した。これらの措置は，後述するように復旧

関数等をベータ分布で回帰させるために定義域と値域を[0, 

1]で保証させるために行った。なお，図 12 の(D)に関して，

本来の事業継続の考え方では操業率が 100%を超える状態

はあり得ることであり，むしろ好ましい状態ではあるが，

本研究では除外対象としていることを付記する。次に，

時間軸の基準化を行う（図 11 (2)）。図 9 の点線に示すよ

うに，地震発生から操業率が 100%になった時点の時間を

1.0 として基準化する。次に復旧曲線に対して定義域が

[0,1]のベータ分布で回帰し，回帰パラメータ𝛼, 𝛽を決定す

る（図 11 (3)）。復旧曲線のほとんどはこのようなステッ

プ状や区分線形関数のような復旧曲線となっていた。式

(4)にベータ分布の確率密度関数の定義式を示す。 

𝑓(𝑥, 𝛼, 𝛽) =
1

𝐵(𝛼, 𝛽)
𝑥𝛼−1(1 − 𝑥)𝛽−1   (0 ≤ 𝑥 ≤ 1)     (4) 

ここに， 

𝐵(𝛼, 𝛽) ：ベータ関数 

𝛼，𝛽 ：ベータ分布のパラメータ 

𝑥 ：確率変数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選別されたすべての復旧曲線に対してベータ分布のパ

ラメータ𝛼𝑖 , 𝛽𝑖を決定し，各事業所の復旧曲線を回帰した

ベータ分布𝐵𝑒𝑖(𝛼𝑖 , 𝛽𝑖)をそれぞれ算定する。𝑛個の事業所

数に対して得られたベータ分布関数の平均値𝐵𝑒𝑎𝑣𝑒(�̂�)を計

算する（図 11 (4)）。なお，�̂�は前述した基準化された時間

を表す。 

  𝐵𝑒𝑎𝑣𝑒(�̂�) =
1

𝑛
∑ 𝐵𝑒𝑖(�̂�, 𝛼𝑖 , 𝛽𝑖)

𝑖

                     (5) 

式(5)で得られた𝐵𝑒𝑎𝑣𝑒(𝑥)に対してさらにベータ分布で回帰

し，パラメータ𝛼𝑠, 𝛽𝑠を決定する（図 11 (5)）。以上のプロ

セスを経て得られた分布関数が基準化復旧関数𝐹𝑟𝑠である。

すなわち，復旧曲線から統計処理によって得られた関数

が基準化復旧関数である。この基準化復旧関数をアンケ

ート結果の範疇ごとに算定することにより，範疇間の傾

向について論じることができる。 

3.2.3 復旧関数の算定方法 

復旧関数𝐹𝑟は 3.2.2 項に示したカテゴリー毎に得られる

基準化復旧関数の確率変数を各事業所の 100%復旧時間𝑇𝑟𝑖

で除して得られる確率分布関数として算定される（式(6)）。 

𝐹𝑟(𝑡) = 𝐹𝑟𝑠 (
𝑡

𝑇𝑟𝑖
, 𝛼𝑠, 𝛽𝑠)                                  (6) 

ここに，t は実時間を表す。 

また，複数の事業所の平均復旧関数は式(7)で表される。

𝑡/𝑇𝑟𝑖が 1.0 を超える場合は操業率を 1.0 として計算を行う。 

  𝐹𝑟𝑎𝑣𝑒(𝑡) =
1

𝑛
∑ {

𝐹𝑟𝑠 (
𝑡

𝑇𝑟𝑖
, 𝛼𝑠, 𝛽𝑠)  (0 ≤ 𝑡 ≤ 𝑇𝑟𝑖) 

1.0     (𝑇𝑟𝑖 < 𝑡)𝑖

(7) 

式(7)は基準化復旧関数𝐹𝑟𝑠を利用して計算されるが，各

事業所の操業率 100%になるまでの復旧時間𝑇𝑟𝑖が分かれば

計算されるため，各事業所の復旧曲線の状況が不明であ

っても全復旧時間𝑇𝑟𝑖を適切に設定することにより復旧関

数を推定することが可能となる。なお，本関数は事業継

続計画を立案する段階で利用されることを想定しており， 

操
業

率

時間

A

B

C

D

1.0

時間

操
業
率

100%

30%

60%
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復旧時間𝑇𝑟𝑖の予測精度を向上させることが今後の課題で

ある。 

3.2.4 算定された基準化復旧関数と復旧関数 

(1)全データに対する基準化復旧関数等 

図 13 に選別された全ての復旧曲線から算定した基準化

復旧関数を示す。なお，本関数を得るのに使用した標本

数は 158，ベータ分布のパラメータは𝛼=0.55，𝛽=0.60 であ

る。初期はやや立ち上がりがあるものの，後半に急速に

回復する曲線が得られた。操業率が 50%に回復する基準

化時間は約 0.7 である。図 14 に選別した復旧曲線につい

てそのまま平均化した実測値（点線）と，式(7)を用いて

算出した復旧関数の平均値（実線）とをそれぞれ示す。

実測値（点線）において 27 日付近で操業率が一時的に低

下するが，これは 2011 年 4 月 7 日に発生した余震(M7.4)

の影響によるものである。この余震の最大震度は 6 強で

あり，この余震により再び操業率が低下した事業所は標

本数の約 10%あった。この結果を得るのに使用した全復

旧時間𝑇𝑟𝑖のヒストグラムを図 15 に示す。𝑇𝑟𝑖の最頻値は 0

～10 日の 45 件であり，平均値は 41.0 日，変動係数は

1.12 であった。図 14 に示すように 10 日程度までは復旧

関数と復旧曲線は概ね一致しているが，それ以降の操業

率は復旧関数の平均値（実線）の方がやや低下している。

その原因を以下に考察する。図 16 に 10 日以内に操業率

が 100%になった事業所の復旧曲線を回帰したベータ分布

関数の平均値（式(5)）と 11 日以降のそれを，全体の平均

と比較したものを示す。凡例の括弧内は標本数を表す。

復旧時間が 10 日以内の操業率の分布は，全体平均と比べ

て全ての基準化時間に対して大きく下回っている分布と

なっている。他方，復旧時間が 11 日以降の分布は，前者

とは逆に全体平均と比べて上回っている分布となってい

る。すなわち 11 日以降では，全体平均を基に構築された

基準化復旧関数を上回る復旧曲線となった事業所が多い

ため，実測した復旧曲線の方が復旧関数を上回る結果と

なった。  

(2)震度別の基準化復旧関数等 

 震度の違いによる復旧状況の差異を確認するために，

震度別の基準化復旧関数を図 17 に示す。震度 4 では操業

率の立ち上がりが早く，それ以外の震度では最後の立ち

上がりが顕著となる傾向が確認される。また，震度が大

きくなるにしたがい，基準化復旧関数の初期における傾

きが若干緩やかになる傾向が確認される。ただし，ある

時刻における操業率の高低と震度との関係は明確な傾向

は確認されない。アンケート結果の復旧曲線を見ると，

震度 5 弱と震度 6 強の場合に復旧曲線が段階的に回復せ

ず，Step 関数のように基準化時間が 1.0 になると操業率が

100%になる回答が相対的に多く見られた。すなわち，他 
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図 13. 全データに対する基準化復旧関数 
図 3.9 震度別の基準化復旧関数 

図 15. 復旧時間のヒストグラム    図 16. 復旧時間別の基準化復旧関数   図 17. 震度別の基準化復旧曲線 

図 18. 震度別の復旧関数   図 19. 震度別の平均復旧日数と変動係数 

表 4. 震度別の標本数とパラメータ 

震度 標本数  

4 7 0.33 0.34 

5- 26 0.48 0.26 

5+ 44 0.51 0.26 

6- 44 0.61 0.43 

6+ 29 0.71 0.38 

7 5 0.81 0.56 

 

図 14. 全データに対する復旧関数および復旧曲線（実測） 

4/7 M7.4 
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表 5. 3 次多項式の係数と決定係数 

回帰式の係数等 
PGA PGV 

   

x3の係数 -1.37E-5 4.65E-4 -0.536 5.513 

x2の係数 -6.50E-4 -1.51E-2 0.486 -8.417 

x の係数 3.83E-2 1.32E-1 0.450 3.989 

定数項 4.19E-1 9.22E-2 0.399 0.174 

決定係数 0.999 0.998 0.997 0.998 

 

の震度の場合に比べて単調増加する指数関数のような形

状をした基準化復旧関数の標本数の多寡が影響している

と考えられる。表 4 に震度別の標本数とベータ分布のパ

ラメータをそれぞれ示す。なお，震度 3 以下および震度

が無回答の事業所があるため，表 2 の標本数と全事業所

数は一致していない。図 18 に震度別の復旧関数を示す。

震度 4 を除くと震度が大きくなるにしたがい，時間に対

する復旧関数の傾きが緩やかになっていることが分かる。

なお，震度 4 のみ傾向が異なっているのは全復旧時間𝑇𝑟𝑖

の平均値が他の震度のものと比較して長くなっているこ

とが原因である（図 19）。その理由はサプライチェーンの

停止などにより𝑇𝑟𝑖の長い事業所が含まれていたためであ

る。なお，業種，従業員数，前年度売上高および事業継

続計画の有無の範疇による基準化復旧関数等も算出した

が，範疇ごとの顕著な傾向を確認することができなかっ

た。 

3.2.5 地震動強さに依存するベータ分布パラメータ 

(1)PGA, PGV を指標とする基準化復旧関数 

 3.5(2)項で述べたように，震度に対して基準化復旧関数 

の傾きが変化する傾向が確認された。ここでは地震動強

さの影響を考慮した基準化復旧関数の提案を試みる。し

かし，地震動強さの指標である震度は連続する物理量で 

はなく，また地震動強さと被害割合の関係を表す被害率

曲線に関する既往の研究では，地震動強さとして地表面

最大加速度(PGA)や地表面最大速度(PGV)を利用している

場合が多い 4)。これらのことから，本研究で得られた結果 

を復旧時間の予測に利用することを鑑み，以下では PGA

や PGV を用いた基準化復旧関数の推定式の導出を試みる。

すなわち，式(8)に示すベータ分布の確率密度関数による

基準化復旧関数を定式化する。 

𝑓(𝑡,̂ 𝑠𝑖) =
1

𝐵{𝛼𝑖(𝑠𝑖), 𝛽𝑖(𝑠𝑖)}
�̂�𝛼𝑖(𝑠𝑖)(1 − �̂�)𝛽𝑖(𝑠𝑖)  (0 ≤ �̂� ≤ 1)   (8)  

ここに，𝑠𝑖は地震動強さである PGA または PGV を表し，

𝛼𝑖および𝛽𝑖は𝑠𝑖の関数として表現される。 

(2)震度と PGA, PGV の関係 

はじめに震度と PGA, PGV の関係を得る必要がある。

実施したアンケートは無記名式であり，個人・法人が特

定されないように実施された。そのためアンケートには

被災震度を記入する項目があるが所在地は不明であり，

PGA, PGV を推測する必要がある。そこで，各地域ともア

ンケート配布先から同一の確率で回答があったと仮定し，

所在地付近にある K-net, KiK-net の本震記録から計算した

震度と PGA, PGV の平均値との関係を得た。このように

して得られた震度と PGA, PGV の関係を図 19 に示す。震

度に対して PGA, PGV ともに指数関数のような形状とな

っている。図 19 の結果を元に，アンケートに記載のあっ

た震度と PGA, PGV を関連付けた。 

(3)ベータ分布のパラメータ 

表 4 に示した震度とベータ分布パラメータ𝛂, 𝛃との関

係を，PGA, PGV との関係に変換したものを図 21，22 
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図 23. PGA を換算した震度別の基準化復旧曲線    図 24. PGV を換算した震度別の基準化復旧曲線 

 

図 20. 震度と PGA･PGV の関係  図 21. ベータ分布のパラメータと PGA 図 22. ベータ分布のパラメータと PGA 
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にそれぞれプロットする。𝛂, 𝛃とも PGA, PGV に対して

滑らかに変化する傾向がある。次に，パラメータ𝛂, 𝛃を

PGA, PGV の関数として回帰することを考える。回帰式

には地震動強さに対する𝛂, 𝛃の変化を説明できる 3 次多

項式を用いた。表 5 に回帰分析によって得られた各種係

数等を，図 21，図 22 これらの係数を用いた𝛂, 𝛃の回帰

曲線をそれぞれ示す。PGA, PGV ともに回帰式とほぼ一

致している。 

表 5 に示した回帰曲線を用いて得られる PGA, PGV に

対する基準化復旧関数を図 23，図 24 にそれぞれ示す。 

なお，これらの図は図 20 に示したように PGA, PGV を震

度に換算して得た基準化復旧関数である。これらの基準

化復旧関数を利用することにより，平均的な復旧曲線を

得ることができると考えられる。 

3.3 生産施設の事業中断因子の抽出 

3.3.1 復旧時間と各種要素の関係 

(1) アンケート調査の概要 

本研究では，北林・藤原 22)のアンケート調査結果を基

に事業所の復旧時間を分析した。表 6 にアンケート調査

の実施概要を示す。本調査では，災害の影響が大きく，

事業継続に対する意識が高い生産施設を対象としている。

アンケートの配布先は，沿岸地域を除く 8 県に所在する

事業所のうち，当該地域における気象庁震度が 5 弱以上

と推定される事業所である。事業所の所在地は，インタ

ーネットの公開情報を用いた。 

アンケート調査では震災に関連した様々な質問をして

いるが，操業率の時間変化を図化してもらったことが本

調査の特徴である。また，23 個の「操業中断または操業

度低下理由」から選択してもらうと同時に，それらの原

因が除去されるまでの時間を記載してもらった。本研究

では，これらの回答を基に分析を行った。表 7，8 に事業

所内外における操業中断または操業度低下理由を示す。 

(2)復旧時間の算出 

各事業所の復旧時間を調べるため，震災後，操業度が

0％に落ちてから操業度が回復し始めるまでの時間を算出

した。図 25 に復旧時間のヒストグラムを示す。アンケー

トの総回答数 267 のうち，復旧時間を算出することがで

きたのは 176 であった。2～3 日の事業所数が 56 社となり

最も多く，続いて 4～7 日の事業所数が 47 社となってい

る。また，全事業所の平均日数は 10.1 日，標準偏差は

17.1 日，最大日数は 184 日となり，各事業所の復旧時間

には大きな差があることが分かる。 

(3)復旧時間と各要素の関係 

 復旧時間と各要素の影響を把握するために，要素別の

平均復旧時間を算出する。ここでは，復旧時間との関係

が明確に見られた，事業所の震度，売上高，事業所内外

の操業停止理由を要素として取り上げる。 

図 26 に震度に対する復旧時間の平均値を示す。震度の

「-」は弱，「+」は強を表している。震度が大きくなると

復旧時間も長くなる傾向にある。震度が大きくなると生 
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表 6. アンケート調査の実施概要 

項目 内容 

目的 2011 年東北地方太平洋沖地震における生産施設 

の被害と復旧状況の把握 

実施期間 2011 年 9 月 1～9 月 30 日 

対象 震度 5 弱と推定される地域にある生産事業所 

配布先 岩手県，宮城県，福島県，栃木県， 

群馬県，茨城県，千葉県，埼玉県 

配布数 2,150 通 

回答数 267 通（回答率：12.4%） 

形式 無記名方式（選択・記述） 

調査実施者 金沢工業大学 地域防災環境科学研究所  

山岸邦彰研究室 

表 8. 事業所外の操業停止または操業度低下理由 

電気供給の停止 

ガス供給の停止 

水道供給の停止 

交通網の遮断 

サプライチェーン企業の事業中断または操業度低下 

その他 

 

表 7. 事業所内の操業停止または操業度低下理由 

事業継続計画により一時中断することになっている 

従業員の方々の安否が確認されていない 

従業員の方々が出社できない 

生産設備(機械)の損傷 

生産設備(貯蔵)の損傷 

事業所内にある材料，仕掛品などの損傷 

事業所内にあるインフラ(電気)の損傷 

事業所内にあるインフラ(水道・給水・消火)の損傷 

事業所内にあるインフラ(ガス)の損傷 

事業所内にあるインフラ(空気)の損傷 

事業所内にあるインフラ(原料・粉体など)の損傷 

事業所内にあるインフラ(油)の損傷 

事業所内にあるインフラ(蒸気)の損傷 

事業所内にあるインフラ(薬液)の損傷 

事業所内にあるインフラ(排水・廃液)の損傷 

建築物(構造躯体)の損傷 

建築設備(電気，衛生，空調など)の損傷 

建築仕上げ(間仕切り壁，天井，建具など)の損傷 

その他 

 

図 25. 復旧時間に対する事業所数    図 26. 震度に対する復旧時間     図 27. 売上高に対する復旧時間 
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産設備，建築物等の被害が増加し，復旧に時間が掛かる

ものと推測される。 

図 27 に売上高に対する復旧時間の平均値を示す。1 億

円未満の企業は復旧時間が長いが，1 億円以上になると売

上高が大きくなるにしたがい復旧時間が長くなる傾向が

確認される。売上高と事業規模は一定の相関があること 

から，事業規模が大きくなるにしたがい復旧時間が長く

なる傾向があることが分かる。図 28 に事業所内の操業停

止理由に対する復旧時間の平均値を示す。構造躯体の損

傷によるものが最も復旧時間が長く，続いて建築仕上げ

の損傷となっている。すなわち，建築関連の損傷は復旧

時間に与える影響が大きいと考えられる。次に油（イン

フラ）の損傷となっているが，回答数が少ないため復旧

時間に対する影響の信頼性は低い。図 29 に事業所外の操

業停止理由に対する復旧時間の平均値を示す。サプライ

チェーン(SC)の復旧時間が最も長く，次に交通網の遮断の

復旧時間が長い。サプライチェーンが中断することによ

り，生産や調達などの体制が整わず，事業再開への影響

が大きいと考えられる。サプライチェーンが高度化した

現在，この維持が事業継続に不可欠であることが分かる。 

3.3.2 各事業所における事業中断要素の影響 

(1) 事業中断要素の分析概要 

「操業中断または操業度低下理由」を事業中断要素と

し，各事業所におけるこれらの要素の回復時間と復旧時

間の関係を把握する。各事業中断要素の回復時間を復旧

時間で除することにより，両者の関係を見る。 

(2)分析結果 

 各事業所の復旧時間に対する事業中断要素の回復時間

の比を算出することができたのは，176 社中 129 社であっ

た。ここではこれらの比のうち，代表的な事業所の例を

図 30～図 33 に示す。棒グラフは事業中断要素の基準化さ

れた回復時間であり，縦軸の 1.0 は基準化された復旧時間

を表す。図 30 では，建築躯体，建築設備，および建築仕

上げの損傷が主な事業中断要素であることが分かる。こ

れらの要素が完全に回復する前に事業が再開されている。

図 31 では，機械設備，所内インフラ，建築設備の損傷が

主な事業中断要素となっている。本事例では従業員の出

社により事業が再開されている特徴がある。図 32 では，

所外インフラの供給停止が事業中断要素となっている。

事業の再開が，所外インフラの回復直後ではなくやや遅

れている。図 33 では，様々な施設・設備の損傷が事業中

断要素になっているだけではなく，従業員の不出社や所 
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図 28. 事業所内の操業停止理由に対する復旧時間      図 29. 事業所外の操業停止理由に対する復旧時間 

図 30. 事業中断要素の基準化復旧時間の例 1      図 31. 事業中断要素の基準化復旧時間の例 2 

図 32. 事業中断要素の基準化復旧時間の例 3      図 33.  事業中断要素の基準化復旧時間の例 4 

 

10 

 

5  5  5 



85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34. 共通因子に対する各要素の因子負荷量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 35. 共通因子数に対する累計寄与率と p 値 

 

外インフラの損傷も事業中断に影響している。本事例も

図 31 と同様に従業員の出社により事業が再開されている

特徴がある。 

以上のように，事業所により事業中断要素が変化する

だけではなく，建築の損傷のように要素によってはその

事由が完全に回復する前に事業が再開されるものもある。

これらの分析結果から事業復旧と事業中断要素の回復に

は何らかの相関があり，復旧時間に影響を及ぼす共通因

子の存在が予測される。 

3.3.3 事業中断因子に関する分析 

(1)分析概要 

ここでは，これらの共通因子と復旧時間の関係を把握

するため，因子分析を適用して事業中断因子を抽出する。

因子分析(Factor analysis)とは，多くの変数により記述され

た量的データの統計分析方法であり，変数間の相関関係

から共通因子を求めることにより，多くの変数を少数個

の共通因子にまとめて説明することが目的である。因子

分析では，観測データにおける変数（観測変数）の間の

関連成分をまとめたものを共通因子(common factor)と呼び，

他の変数と関係がなく，その変数のみ持っている成分を

独自因子(unique factor)と呼ぶ。因子分析には統計分析ソ

フト R を使用し，因子軸の回転には Varimax 回転を適用

した。共通因子数は，カイ二乗検定統計量の p 値が 0.05

以上（帰無仮説），累積寄与率が 0.5 以上となる最小の因

子数とし，各因子の命名は因子負荷量が 0.5 以上となる要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 36. 事業中断要素に対する独自因子の値 

 

表 9. 事業中断因子 

因子 因子名 主な因子内要素 

Factor 1 生産インフラ 電気，空気，蒸気配管等の損傷 

Factor 2 所外インフラ ガス，電気，水道供給の停止 

Factor 3 建築物 構造躯体，建築仕上げの損傷 

Factor 4 排水・水道 排水，水道配管の損傷 

Factor 5 従業員不出社 従業員不出社 

Factor 6 ガス ガス配管の損傷 

Factor 7 建築設備 建築設備の損傷 

Factor 8 材料 材料等の損傷 

Factor 9 その他インフラ 薬液等の損傷 

Factor 10 貯蔵設備 貯蔵設備の損傷 

 

 
 

素から想像される単語を使用した。因子負荷量 (Factor 

loading)とは，各要素と共通因子との関連度の高さを意味

し，その絶対値は 0～1 の値となる。絶対値が 1 に近づく

ほど関連度が高い要素であるといえる。 

ある共通因子に対する各要素の因子負荷量を図 34 に示

す。この図から，電気，空気，蒸気等の損傷に関する要

素の因子負荷量が 0.5 を超えている。これらの要素は生産

に関わるインフラに関わる要素であるため，「生産インフ

ラ」と命名する。以下では，このように共通因子を抽出

し，命名を行う。 

(2)分析結果 

図 35 に共通因子数に対する累積寄与率とカイ二乗検定

統計量の p 値の関係を示す。共通因子数が増加するにし

たがい両者は増加するが，因子数が 8 を超えると p 値は

顕著に増加する。p 値が 0.05 を超えると統計的に有意で

あるとみなされる。また，共通因子数が 10 以上になると

累積寄与率が 0.6 を超える。累積寄与率は 0.5 以上である

場合に一般的に有意とみなされる。以上より共通因子数

は 10 以上が良いと考えられるが，同数が 11 以上の場合 

に因子負荷量の小さい因子が多く現れた共通因子が発生

した。このような共通因子に対して命名することは困難

であるため，以下では共通因子数を 10 における分析結果

を示す。なお，この場合の p 値は 0.314，累積寄与率は

0.657 である。 

図 36 に事業中断要素の独自因子の値を示す。23 種中 8  

種の要素が 0.5 を超える独自因子の値になっている。これ
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種の要素が 0.5 を超える独自因子の値になっている。これ

らの要素は独自性が強く，他の要素との関連性があまり

ないことが分かる。 

表 9 に抽出された事業中断因子を示す。主な因子内要

素は，因子負荷量の値が高い順に記述した。Factor 9, 10

の因子名は，因子負荷量が 0.5 を超える数値が得られなか

ったため，数値の高い要素から想像される単語を使用し，

命名した。 

図 37 に事業中断因子の名称とそれぞれの寄与率を示す。

生産インフラ，所外インフラ，建築物の順に寄与率が高

く，これらの因子が事業継続において重要な因子である

といえる。すなわち，生産に関わる設備は直接的に重要

であることは容易に理解できるが，建築物の耐震性も重

要な要素であることが分かる。 

3.4 地震･風･洪水に対するリスク計算方法の提案 

3.4.1 自然災害リスク評価方法の概要 

災害による損傷確率とその修復コストを災害発生確率

で乗じた損失額の確率量をリスクとする。自然災害リス

クの評価フローを図 39 に示す。自然災害リスクの評価手

順は，(1)リスク評価の対象となる建築部位の抽出，(2)各

自然気象の Hazard 曲線の算定，(3)各 Event の Fragility 曲

線の算定，(4) Event Tree(E/T)解析による建築部位の再調達

コストの算出，(5)自然災害リスク評価の順である。 (1)は

災害によって被害を受ける建築部位の決定を行う。本研

究では一次災害によって建築物に生じる被害のみを考え，

二次災害や人的被害等は考慮しない。 (2)は既往の Hazard

曲線がある場合にはその曲線を，ない場合には各気象に

関係する過去のデータを用いて，自然科学や災害分野で

多用される Gumbel 分布による極値統計に基づく Hazard

曲線をそれぞれ適用する。(3)は事象の強度例えば，地動

最大速度(PGV)，浸水高，風速に対する建築各部位の被害

率を表す Fragility 曲線を推定する。 (4)は被害発生状況を

整理しやすく，従属 Event の設定が容易な E/T 解析である

(図 40)。リスク評価の対象となる建築物の各部位の再調達

価格を推定し，(3)で表された被害率に建築部位構成比を

乗じることで建物の損失率を計算する。再調達価格は，

JBCI
27)に基づいている。(5)は(4)から算出された各災害の

損失率と(2)の Hazard 曲線からリスク評価する。以上が自

然災害リスク評価手順の概要であるが，具体的な計算は

次章以降に記述する。 

3.4.2 リスク評価例 

(1)リスク評価対象地点 

図 40 にリスク評価の対象地点を示す。対象地点は石川

県内の 4 地点であり，洪水 Hazard を適切に反映させるた

めに河川水位観測点を対象地点に選定した（金沢市犀川

沿い示野橋(SNB)，小松市梯川沿い埴田(HND)，七尾市熊

木川沿い加茂橋(KMB)，輪島市町野川沿い石井橋(IIB)）。

また，これらの地点における過去の風速データは存在し

ないため，これらの地点に最寄りの気象観測所の風速デ

ータを使用して風 Hazard を計算する。図 40 に最寄りの気

象観測所の位置を示す。なお，地震 Hazard は地震ハザー

ドステーション（以下，J-SHIS，防災科学技術研究所）の
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図 38. 自然災害リスクの評価フロー 
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 図 40. E/T 解析に折る損失率の算出 
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図 39. E/T 解析における損失率の算出 図 40. リスク評価対象地点 

図 37. 事業中断因子に対する寄与率 

外力レベル μsでの損失額 
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データを使用するため，当該地点の地表 Hazard を適用す

る。 

(2)リスク対象部位の抽出 

 各自然災害リスク評価の対象となる部位の抽出を行う。

地震リスク評価における対象部位は，建築を構成するす

べての部位が対象になると考えられる。これらの部位を

細分化すると計算が煩雑になるため，躯体，設備，仕上

を対象部位とする。設備については給水，排水，空調，

電気の各設備に分化し，合計 6 部位を対象とする。なお，

地震に伴い発生する津波被害，インフラや人的被害等の

二次被害は考慮しない。洪水リスク評価における対象部

位は，大きな被害を受けると考えられる仕上，電気設備，

衛生設備，空調設備とする。さらに，仕上は外壁，外部

開口部，内部床，内壁，内部開口部，内部天井に分け，

合計 9 部位を対象とし，浸水による躯体の被害はないも

のと考える。なお，洪水に伴い発生する土砂災害，復旧

日数や人的被害等は考慮しない。風リスク評価における

対象部位は，被害事例の多い外壁，窓ガラス，屋根，シ

ャッターの 4 部位とし，風による躯体への被害はないも

のと考える。なお，風による外装材被害は，開口部が破

損すると内圧の変化により建物内にも被害が及び波及的 

に被害が増加する可能性があるが，今回は内圧の変化は

考えないものとする。 

(3)地象・気象の Hazard 曲線の算定 

 地象・気象の Hazard 曲線は，各事象の過去のデータを

用いて，Gumbel 分布による極値統計に基づき作成するこ

とを基本とする。ただし，地震 Hazard 曲線は J-SHIS から

得る。図 41 に評価地点の PGV の Hazard 曲線を示す。横

軸を地象・気象の強度，縦軸を年超過確率で表現する。

以降すべての Hazard 曲線に対してこの座標軸を適用する。

これらの 4 地点では SNB の Hazard が有意に高く，年超過

確率 0.001 の場合に他の地域と比べて PGV が約 2 倍とな

っている。なお，J-SHIS のデータは BPT モデルに基づく

再生過程を用いているため年超過確率を計算することは

できない。しかし，今後 T 年間の発生確率が p である地

震動強さの年超過確率を，T 年間でならした式(9)によっ

て評価する。 

(9) 

図 42 に河川水位の Hazard 曲線を示す。プロットは石川

県土木河川課の水位観測所における河川水位の年最大値

から Gumbel 分布を適用したものであり，片対数軸上で直

線状に並ぶプロットを回帰して Hazard 曲線を得た。常の

集中豪雨による梯川の洪水は本 Hazard によると pa≒0.01

に相当する。図 43 に最大風速の Hazard 曲線を示す。プロ

ットは図 40 に示す気象観測所で得られたデータを使用し

ている。金沢と輪島の Hazard が高く，続いて小松，七尾

となっている。前 2 者は後 2 者のほぼ 2 倍大きい。 

(4)建築部位の Fragility 曲線の算定 

 自然災害によって被害を受ける抽出した建築各部位の

Fragility 曲線を推定する。ここでは， 2 階建 RC 造の一般

事務所を対象とする。地震リスクを計算するための

Fragility 曲線は構造躯体を宮腰ほか 23)，非構造部材，建築

設備を岡村ほか 24)，北林ほか 22)とする。各数値を用いて

各部位の Fragility 曲線を図 44 に示す。横軸を地象・気象

の強度，縦軸は被害率で表現する。以降全ての Fragility 曲

線に対してこの座標軸を適用する。仕上げ以外は同様の

形状をしているが，仕上げはばらつきの少ない曲線とな
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図 42. PGV の Hazard 曲線       図 43. 河川水位の Hazard 曲線     図 44. 最大風速の Hazard 曲線 

 

図 41. PGV の Hazard 曲線       図 42. 河川水位の Hazard 曲線     図 43. 最大風速の Hazard 曲線 

 

図 44. 地震による建築部位被害率    図 45. 洪水による建築部位被害率    図 46. 強風による建築部位被害率 
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っている。躯体は RC 造のため被害を受けにくい。浸水に

よる被害率は，浸水高に伴う建築各部位の被害率を想定

し，治水経済調査マニュアル 25)に基づく住家の洪水被害

率とをキャリブレーションすることにより，中高層建築

物に対しても適用可能な Fragility 曲線を推定した。各部位

の Fragility 曲線を図 45 に示す。各部位の割合が 1F 部分

に多いと考えられ，多くの部位が 2F まで浸水する前に被

害は 6 割以上になる。 

 強風の被害率は，部材耐力と最大荷重の確率分布から

計算する。本研究では，このようにして研究された佐々

木ら 26)の研究を引用する。各部位の Fragility 曲線を図 46

に示す。被害率はシャッター，屋根，外壁，窓ガラスの

順で高い。シャッターや屋根は他の建築部位より設計風

荷重が小さく，耐力が小さくなるため被害率は高くなる。 

 (5) E/T 解析による損失率の算出 

 E/T 解析では，各災害のリスク評価対象となる各部位の

再調達価格を JBCI
27)に基づき推定し，各部位の被害率に

建築部位構成比を乗じて損失率を計算する。ここでは各

災害ですべての部位が被害を受けた場合とする。図 47 に

PGV に対する損失率曲線を示す。横軸を地象・気象の強

度，縦軸は損失率で表現する。以降全ての損失率曲線に

対してこの座標軸を適用する。PGV に対する損失率は

PGV が 100cm/s 以降で損失率が高くなる，図 44 から分か

るように仕上の被害率が影響している。また，仕上の構

成比は建物全体の約 3 割を占めているため損失率が高く

なる。図 48 に浸水に対する損失率曲線を示す。建物全体

が浸水した場合でも躯体への被害がないため損失率は 5

割弱となる。図 49 に風速に対する損失率曲線を示す。風

による被害は外装材にのみ発生するため，損失率は風速

80m/s の場合でも建物全体の 2 割弱の損失である。 

(6)各自然災害リスク評価 

 各災害のリスク曲線は，E/T 解析により算出された損失

率と Hazard 曲線の関係から作成する。図 50 に評価地点の

地震リスク曲線を示す。横軸を損失率，縦軸を年超過確

率で表現する。以降全てのリスク曲線に対してこの座標

軸を適用する。これらの 4 地点では，SNB は Hazard が高

いためリスクが高く，他の 3 地点では大きな差はない。

洪水リスクは，堤防の破堤による洪水ではなく堤防の溢

流による洪水を考えているため，浸水深さを河川水位か 
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図 5.14 洪水リスク曲線 

図 53 自然災害リスク評価 

(a) 金沢                  (b) 小松 

(c) 七尾                  (d) 輪島 

図 47. PGV に対する損失率曲線    図 48. 浸水深に対する損失率曲線  図 49. 強風に対する損失率曲線  

図 50. 地震リスク曲線         図 51. 洪水リスク曲線         図 52. 強風リスク曲線  
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図 54. 物流リスクの評価フロー 

 

ら氾濫危険水位を引いて求める。図 51 に評価地点の洪水

リスク曲線を示す。KMB のリスクが高いが，これは氾濫

危険水位が低いことが原因である。他の 3 地点は年超過

確率で低いほど HND の損失率は高くなる。図 52 に評価

地点の強風リスク曲線を示す。金沢市，輪島市，小松市，

七尾市の順にリスクが高く，前 2 者は Hazard が高いため，

後 2 者とリスクに大きな差がある。リスクも高くなる。 

(7)自然災害リスク評価 

 図 54 に各自然災害が独立に発生すると仮定し，これら

のリスクを確率和したトータルの自然災害リスクを示す。

これらの結果，七尾市，輪島市のリスクが高い。これは，

七尾市は洪水リスクが高く，輪島市は風リスクが高いた

めである。年超過確率が 4×10
-3 以下では金沢市が最もリ

スクが高くなる。金沢市のリスクが高い理由は，他の地

域に比べて地震リスクが高いためである。 

3.5 事業環境に関連したリスクの評価方法の提案 

3.5.1 地震時の物流リスクの評価手法 

(1)評価の手順 

 物流リスクとは災害時における物流コストの増加によ

る利益損失リスクを表す。ここでは常時に対する震災時

の物流コストの比を計算し，物流コストの増加率（以下，  

物流コスト比率）を計算する。震災時の物流リスク評価

の流れを図 54 に示す。初めに経路の地震動強さを推定す

る(Step1)。次に地震動強さと経路の不通期間の関係を得る

(Step2)。次に OD ペアの全ての経路を探索する(Step3)。次

に地震後に通行可能な最短ルートの検索を行う(Step4)。最

後に物流コスト比率の算出を行う(Step5)。物流コストは

OD 間の到達時間に比例するものと考え，常時の物流コス

トは最短の到達時間で表現される。なお，本論で考える

経路は国内の高速道路のみとし，走行速度は不通時を

0km/h，開通時を高速道路の通行車両の平均時速である

76.9km/h とする 28)。 

(2)経路の地震動強さの予測 

経路の不通期間を予測するために経路に生じる地震動強

さを予測する必要がある。ここでは地震動強さの例とし

て，内閣府の南海トラフ地震推定震度 29)を用いる。市区

 

図 55. 南海トラフ地震の予想震度 

 

(a) a=式(11)       (b) a=式(12) 

図 56. 最大加速度と震度の関係 

 

町村別に得られた予測震度を図化したものを図 55 に示す。

濃淡で震度の大小を示し太平洋側の自治体で濃度が高く

なっている。一般的に地震動強さを震度で表現している

ものが多いが，震度は物理量（加速度など）との比較が

困難であるため，ここでは震度を地表面最大加速度(PGA)

に変換する。震度と PGA の換算式として河角式 30)（式

(10)）が有名であるが，河角式は旧震度との関係式であり，

現在適用されている計測震度との関係式を再構築する必

要がある。図 56(a)に 1988~1994 年及び 1995 年兵庫県南部

地震の記録の計測震度 31)と PGA の関係を示す。片対数軸

上で計測震度と PGA は比例関係にある。同図に式(10)を

重ねて表示する。式(10)は散布図の下側に表示され，適切

に回帰しているとは言い難い。そこで，式(10)の係数を修

正して回帰式を再構築する。図 56(b)に式(10)の係数を変

更したものを示す。式(11)を式(12)に変更することにより

図 56 (b)のように式(10)が良好に回帰している様子がわか

る。以上のことから本論では，式(12)を用いた式(10)によ

り予測震度から PGA を推定する。 
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図 57. 最大加速度に対する復旧日数 

 

図 58. 物流コスト比率 

 

(3)不通期間の推定 

2011 年東北地方太平洋沖地震による高速道路の復旧状況
32)をもとに，PGA に対する高速道路の復旧曲線を作成す

る。はじめに，式(13)によりある道路区間の平均加速度を

計算する。ここで，li は市区町村の行政界で区切られる高

速道路の道のり，ai は同市区町村の 2011 年東北地方太平

洋沖地震における震度である。文献 31)と式(13)で得られ

る平均 PGA�̅�の関係を図化すると図 57 になる。文献 32)か

ら 5 地点プロットすることができた。さらに，これらの

プロットの回帰曲線を得る（式(14)）。式(14)を使用するこ

とにより，高速道路が地震被害を受けた場合の，復旧日

数を推定することができる。 






i

i

ii

l

alal
a 11                     (13) 

38626103194 .x.y                    (14) 

(4)物流コスト比率の算出 

 常時の場合の物流経路は，すべての経路のうち最短で

目的地に到着できる経路とする。また，災害時の物流経

路は，通行可能な経路のうち最短で目的地に到着できる

経路とする。 

 南海トラフ地震が発生した場合の，物流コスト比率の

結果を図 58 に示す。ここでは金沢-東京間，名古屋-東京

間，大阪-東京間の 3 つの OD ペアの比較を行う。横軸は

地震発生時を 0 日とした時間軸，縦軸は常時の物流コス

トを 1 とした物流コスト比率である。金沢-東京間は地震

発生から 2 日間は 1.059 倍の物流コストが発生するが，地 

 

図 59. 宅地化リスクの評価フロー 

 

表 10. 使用したデータ 

データ名 収集データの期間 

事業所数 1979～2007 年 

人口 1995～2014 年 

市町村合併 1999～2014 年 

面積 2013 年 10 月 1 日時点 

 

震発生 3 日目以降は常時の物流経路の通行が可能となり

物流コスト比率が 1 となった。南海トラフ地震が発生し

た場合，名古屋-東京間，大阪-東京間は最小でも震度 6 弱

の影響を受ける。そのため，12 日以前は物流が停止する

という結果になった。地震発生 13 日目～100 日目までの

常時の物流コスト比率を 1 としたとき名古屋-東京間は

1.257 倍，大阪-東京間は 1.182 倍という結果になり，大阪-

東京間よりも名古屋-東京間のほうが物流コストは大きく

なることが分かった。このことから，名古屋-東京間は金

沢-東京間，大阪-東京間に比べ，物流リスクが高いという

結果になった。この理由としては，名古屋-東京間の最短

経路である東名高速道路，新東名高速道路が大きな地震

被害を受けることが原因であると考えられる。この 2 本

の高速道路が寸断されることにより，迂回路として使用

される経路が遠回りとなるからである。以上のことを考

慮すると，名古屋，大阪に事業立地をすることに比べ，

金沢で事業立地をすることにより南海トラフ地震が発生

した場合の物流リスクを大幅に軽減できる結果になった。 

3.5.2 宅地化リスクの評価手法 

(1)評価の手順 

 事業所周辺が宅地化されることにより，敷地拡張の困

難や，周辺からの制約が厳しくなるなどのリスクは事業

所に多大な災害を及ぼす。そこで，本研究では事業所周

辺で宅地化が進展すると，その事業所は設備投資ができ

ないと仮定し，今後設備投資ができない状況をリスクと

して評価する。ここでは宅地化により事業拡張できない

期間の設備投資率の積分値を制限設備投資比率と呼ぶ。

制限設備投資率が大きい程，事業立地に向いていないと 
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言える。 

 宅地化リスク評価の流れを図 59 に示す。初めに，全国

の事業所数，人口，面積，市町村合併，設備投資率のデ

ータを収集する(Step1)。次に，Step1 で収集した市町村合

併のデータをもとに，事業所数，人口のデータを整理す

る(Step2)。次に，Step2 で整理したデータから事業所数と

人口密度の関係性を読み取り，事業所数の変化量が増加

から減少に変化する際の人口密度を算出する(Step3)。次に，

将来の事業所数と人口密度の予測を行う(Step4)。最後に，

今後 50 年間の制限設備投資比率を求める(Step5)。  

(2)宅地化関連データの整理 

 事業所数 33)，人口 34)，市町村合併 35)，面積のデータ 36)

の収集した期間を表 10 に示す。本研究では各データの共

通する 1999～2007 年の期間のデータを使用することとす

る。時々刻々と変化する自治体の同じ地点を評価するた

め，市町村合併のデータを使用し 2007 年の市区町村名を

基準にデータ整理を行う。 

(3)事業所数と人口密度の関係 

 全国の事業所数と人口密度の関係を図 60(a)，各自治体

の事業所数と人口密度の関係を図 60(b)~(e)に示す。ここ

では，例として横浜市，名古屋市，大阪市，福岡市の結

果を示す。第 1 縦軸を事業所数，第 2 縦軸を人口密度と

する。ここで，宅地化による事業所数の増減を評価する

ため，景気の影響に左右されないよう，1999 年の事業所

数を 1 とし，各年の事業所数の比率を乗じ事業所数を補

正した。 

 図 60(a)を見ると，人口密度の変化は小さいが，事業所

数は減少傾向にある。また，横浜市，名古屋市，大阪市，

福岡市の人口密度は微量な増加傾向にあり，事業所数は

減少傾向にある。 

 ここで，事業所数が増加傾向から減少傾向に変化する

際の人口密度を算出する。縦軸に各自治体の 1999 年から

2007 年までの事業所数の変化率，縦軸に各自治体の 1999

年から 2007 年の平均の人口密度をプロットしたグラフを

図 61 に示す。図 61 より，人口密度が大きくなるに従い，

事業所数は減少する傾向にあることがわかる。重回帰分

析の結果から，図 61 のプロットを直線回帰し，x 軸との

交点を求めると 5621.6 人/km
2 になった。このことから，

人口密度が 5621.6 人/km
2 を超えると事業所数は増加傾向

から減少傾向に変化すると考える。 

(4)今後 50 年間の制限設備投資率 

 今後 50 年間の人口密度，設備投資率 37)を予測し，人口

密度が 3.5.2(3)で述べた 5621.6 人/km
2を上回ると設備投資

ができないと評価し，制限設備投資比率を算出する。 

 まず，人口密度の予測は 1999 年から 2007 年までの人

口密度をプロットし直線回帰する。算出された回帰線の

関数から将来の人口を推測する。しかし，この推測方法

では予測に誤差が生じる。そのため，人口問題研究所の 

 

(a) 全国 

 

(b) 横浜市 

 

(c) 名古屋市 

 

(d) 大阪市 

 

(e) 福岡市 

図 60. 事業所数と人口密度の動態 

 

人口予測 38)で割戻し，予測の精度を上げる。設備投資率

に関しても同じ予測方法を使用し，将来の設備投資比率 
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図 61. 人口密度と事業所数の増加数の関係 

 

 

(a) 新宿区 

 

(b) 多摩市 

図 62. 人口密度予測  

 

を予測する。人口密度の予測結果を図 62 に示す。例とし

て，新宿区と多摩市を挙げる。新宿区では 50 年間すべて

で 5621.6 人/km
2を上回っている。多摩市では 2015 年から

2045 年までは人口密度が 5621.6 人/km
2 を上回り，それ以

降は下回っている。これらの結果から新宿区の今後 50 年

間の制限設備投資比率は 200.8％，多摩市のそれは

123.9％となる。今後 50 年間の制限設備投資比率をマップ

化したものを図 63 に示す。制限設備投資比率が高い地域

は人口が集まりやすい首都圏，名古屋市，大阪市を中心

とした地域となった。今後 50 年間すべてで 5621.6 人/km
2

を上回っている地域でも，人口密度は減少傾向にある地

域が多いため，宅地化リスクは今後，減少するものと考

えられる。 

4. 実効性のある提言 
本課題である，巨大津波による建物被害の迅速な災害

復興対策を考案するにあたり，1 章で述べた背景を元に

事業継続の観点から災害復興の実効性を高める以下の 5  

 

(a) 全国              (b) 首都圏 

  

    (c) 愛知県              (d) 大阪府 

 

    

(e) 福岡県           (f) 沖縄県 

図 63. 制限設備投資比率 

 

項目について提言する。 

(1)非構造材の Fragility 曲線の提案 

事業継続計画を立案する上で最も重要なことの一つに目

標復旧時間の設定がある。目標復旧時間を設定するため

には，現状の施設・設備の脆弱性を定量的に捕捉し，災

害レベルに対応する現状の復旧時間を精度良く予測する

ことが不可欠である。蓋然性の低い災害に対して一意に

復旧時間を予測することは不可能であるため，復旧時間

を確率量として予測計算することが望ましい。確率計算

をする場合には事物の脆弱性を把握する必要がある。こ

れを Fragility 曲線と呼んだ。地震リスクの計算の開発・

発展に応じて躯体の Fragility 曲線の精度は高まったが，

躯体以外のその曲線に関する研究は少ない。本課題で提

案した非構造体，特に天井の Fragility 曲線を提案するこ

とにより，事業所の実況に対応した復旧時間を予測する

ことが可能になり，適確な事業継続戦略の立案に寄与す

ることができると考える。 
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(2)復旧曲線のプロトタイプの提案 

前項の提言技術を用いることにより事業リソースに対

応した復旧時間を予測できる。しかし，実際の事業所の

復旧時間との整合性は確認できていない。2011 年東北

地方太平洋沖地震はわが国で事業継続が普及を始めてか

ら最初の大規模災害であった。そこで，本震災における

事業所の復旧時間の統計値から，復旧時間の平均像を抽

出することが重要になる。本課題では操業率の時間変化

を復旧関数，実時間を操業率が 100%となるまでの時間

で除した基準化時間に対する操業率の時間変化を基準化

復旧関数と定義し，震度別の各関数の統計値を提示した。

これらの関数を利用することにより，平均的な操業率の

時間変化を想定することが可能になる。これまで極めて

観念的，主観的であった復旧時間の予測に数量的な根拠

を示すことができる。事業所のリスク対策の程度により

当該事業所の復旧時間はこれらの平均像から前後するこ

とになるが，復旧曲線の基準を提示できたことは意義が

大きい。ただし，これらの曲線は 1 災害の統計結果であ

り，今後の災害を踏まえこれらの関数の精度を高めてい

く必要があることは言うまでもない。 

(3)2011 年東北地方太平洋沖地震の事業中断要因 

2011 年東北地方太平洋沖地震における企業のアンケ

ート結果から計算される復旧時間に着目し，事業中断要

素と復旧時間の関係を図化し，また因子分析によって復

旧時間に関係する事業中断因子を抽出した。因子分析の

結果，事業中断因子が 10 個抽出され，復旧時間に対す

る寄与率は高い順に生産インフラ，所外インフラ，建築

物となっていることが分かった。このことから復興に必

要なリソースが明確化され，これらの災害対策を基本と

することが効果的な対策になる。 

(4)地震，風，洪水に対するリスク計算方法の提案 

地震以外の災害を対象とした災害リスク計算を行うこ

とにより，立地に起因する自然災害リスクを評価するこ

とができるようになる。これまでは自治体のハザードマ

ップ等を参考にしてリスクを定性的に捉えることは広く

行われているが，リスクという被害額の確率量で表現す

ることにより同一基準でリスクの高低を評価することが

可能になる。ただし，強風リスクについては外装材が毀

損した場合の雨水浸入による損失リスクが反映されてい

ないこと，洪水については地盤の高低差による浸水高さ

の違いが反映されていないこと，等の方法論に改良の余

地があるが，3 個の自然災害に対するトータルリスクを

提示できたことについては意義があると考える。 

(5) 事業環境リスクの計算方法の提案 

事業立地選定のために必要となる事業環境リスク，こ

こでは特に物流リスクと宅地化リスクの計算方法を提案

し，各都市・地域の各リスクの計算を行った。事業環境

リスクについては他にも電気，上水（地下水を含む），

排水などインフラのリスクを計算する必要があるが，事

業継続計画を立案する上で重要な結論が得られたと考え

ている。事業環境リスクの低い立地を選定し，事業展開

をすることにより，各事業所のリスクは低減され，ひい

てはわが国全体のリスクが低減される。今後は残された

リスク評価の提案を早急に実施し，これを広く公知させ，

わが国の事業継続力を高めるよう微力を尽くしたい。 
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課題 1-７ 巨大地震による既存木造住宅の耐震化対策 
金沢工業大学 教授 

 後藤 正美 

 

南海トラフ 防災対策 巨大地震 

木造住宅 耐震補強  

 

1. 研究目的 
近年、大きな被害を伴う地震が多発しており、木造住宅

の耐震性能を確保するための補強が求められている。し

かし、現行基準を満足するように既存の木造住宅の耐震

性能を補強することは、経済的に大きな負担となる。 

ここでは、被災時に人命を確保することができること

を目的として、補強することで経済的な負担を軽減する

方法について検討する。 

 

2. 解決法 
2.1 既存の木造住宅の耐震性 

建物プランの分類 

既存の木造建物 167棟を対称に図面調査を実施した。

分類種類選定方法として、建物プランを A～Dの４種類

に分類し、その後立面にて２階建ての建物を①～③に分

類した。平屋や、車庫・店舗が付属している建物は「平

屋」、「その他」として分類する。 

既存の木造建物の耐震性能を設計図面から壁量計算し、

その充足率を明らかにした。各分類の棟数を図２に示す。 

 

 

図 2 各分類の棟数 

建物を 12 項目に分類し、1 階の充足率の計算を行った。

       

分類 A            分類 B           分類 C              分類 D 

 

  

分類①              分類②              分類③ 

図 1 建物形状の分類 
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分類ごとに散布図に表した。比較的棟数の多い 5 つの分

類の充足率を図 5-6に示す。 

簡易的な診断ではあるが、半数以上建物の充足率が

1.0を下回っており、早急の耐震対策が必要である。 

既存の木造の耐震補強法の提案と断熱性能を兼ね備え

た壁の提案を行う。 

 

 
図 3 Ａ－②分類の充足率 

 

 
図 4 Ａ－③分類の充足率 

  

 

 

 
図 5 Ｂ－②分類の充足率 

 

 
図 6 Ｂ－③分類の充足率 
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図 7 Ｃ－③分類の充足率 

 

 

2.2 2.1  既存の木造建物の補強法の提案 

 

 既存の木造建築物は地域ごとに使用されている材種や

軸組の構造、土壁の仕様が異なり、耐震性能評価を正当

に行うためには現地での詳細調査を行う必要がある。岐

阜県高山市上二之町、上三之町、大新町の伝統的木造建

造物群保存地区に指定されている既存の木造住宅 12 棟を

対象に構造詳細調査を実施した。 

 伝統的な土壁を対象に、板壁の補強法を検討する。 

 

写真 1  併用壁の実例 

 

壁の板壁部分は化粧板であり、土壁部分は裏返しなし

であったため高い耐震性能が期待出来ない。そこで板壁

部分の補強を行い、耐震性能を向上せることを目的とし、

板壁部分の補強法を提案・検討する。 

土壁と板壁を併用した壁の耐震性能を評価するととも

に、今後の設計法を構築するために、板壁、土壁、土壁

と板壁の併用壁の 3 種類の試験体を対象に実験を行い、

それぞれの力学的性能を明らかにする。土壁と板壁の実

験結果を足し合わせ、板壁の軸組の特性を引き算するこ

とで、併用壁の復元力特性を推定する。 

板壁は木材のめり込み抵抗に期待しているもので、補

強として使用するときには、木材の緊結度が耐震性能に

大きく影響する。 

ここでは、既存の壁を補強することが目的であるので、

後施工が可能な構法を提案する。 

 

写真 2 板壁受け材 

 

実験概要 

反力フレームに試験体の土台をアンカーボルトで固定、

梁は面外方向へふれ止めで固定し、各柱に 10kN の鉛直荷

重を載荷し、静的水平正負 3 回繰り返し加力実験を行う。

試験体の設置状況を図 2、写真 5 に示す。加力スケジュー

ルは木造軸工法軸組住宅の構造設計に基づいて、

1/450~1/50[rad]までを行い、それ以上の変形では構面の

せん断変形角が 1/30、1/15、1/10、1/7[rad]に正負繰り

返し履歴を追加した。1/30[rad]以降では各試験体に顕著

な破壊が見られた場合、その変形角で実験を終了してい

る。 

計測は以下の①～④の点を基本とする。 

①柱脚・柱頭の抜け ②頂部水平変位 ③土台の水平

変位 ④貫の水平変位 試験体A～Dの計測は上記の基本

に加え、以下の点を計測の対象とする。 

(1)枠材へのめり込み ⑵板のずれ ⑶貫の回転角 ⑷ほ

ぞのめり込み ⑸板のせん断変形 

試験体 K～N にあたっては試験体 A~D で計測した箇所、

試験体 E~Jで計測した箇所の双方を加えて計測する。 
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図８～11 に各試験体の履歴曲線を示す。 

 
写真 3 実験の概要 

 

 
図 8 試験体 A,Dの頂部水平荷重と変形角関係 

 

 
図 9 試験体 B,Cの頂部水平荷重と変形角関係 

 

 

 
図 10 試験体 I,Jの頂部水平荷重と変形角関係 

 

 
図 11 試験体 M,Nの頂部水平荷重と変形角関係 

 

図 4、5 より板壁の受材の仕様の違いによる差はみられ

なかった。実験は変形角 1/7[rad]までを行ったが、各試

験体で破壊による値の下降は見られなかった。また試験

体 A～D の板壁試験体では、1/30[rad]から板壁の受材の

柱へのめり込みが発生した。1/7[rad]で釘の板材へのめ

り込み、浮き上がりが発生した。図６より、試験体試験

体 J は変形角 1/50[rad]で表面に木舞に沿って亀裂が生じ、

試験体 Iは 1/10[rad]で表面に大きな亀裂が生じた。 

 

3. 方法の検証 
 発泡材を用いた木造住宅用の耐力壁を開発することを

目的に、発泡材の加工方法および取り付け方法を提案し、

静的加力実験によって力学的なメカニズムを明らかにす

る。 

試験体 

 基本となる軸組は、柱－梁で構成され、寸法は、柱間

を 1820 ㎜、高さを 2730 ㎜、柱断面 105 ㎜角、桁断面 105

×180 ㎜、土台断面 105 ㎜角とし、材料はすべてスギとし

た。基本の軸組に発泡材料を取り付けて耐力壁とし、発

泡材の加工方法および取り付け方法をパラメータとして

実験を行った。表１に試験体の概要を示し、図 12～17 に

代表的な試験体図、全体写真を示す。 
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図 12 3_01 試験体の立面図および全景 

 

 

 
図 13 t3_02試験体の立面図および全景 
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桁：105×180㎜

貫：30×90㎜

柱105×105㎜

土台105×105㎜

pr_01 真壁とし、発泡材を軸組にビス留めしたもの
pr_02 真壁とし、発泡材の面外へのズレを金物で押さえたもの
pr_03 真壁とし、発泡材を軸組にビス斜め留めしたもの
pr_04 大壁とし、発泡材を軸組にビス留めしたもの
pr_05 大壁とし、発泡材の面外へのズレを金物で押さえたもの
pr_06 大壁とし、発泡材を軸組にビス斜め打ち留めしたもの
t1_01 貫工法による真壁とし、発泡材同士をボルト留めしたもの

t1_02 貫工法による片寄せ真壁とし、発泡材同士をボルト留めしたもの

t1_03 貫工法による片寄せ真壁とし、発泡材同士を接着したもの

t1_04 貫工法による片寄せ真壁とし、発泡材を軸組にビス留めしたもの

t1_05 片寄せ真壁とし、発泡材の外側を木ずりで留めたもの

t1_06 貫工法による片寄せ真壁とし、スタイロフォーム同士をボルト留めしたもの

t2_01 基本の軸組みのみとしたもの

t2_02 発泡材と貫をユニット化して取り付けたもの（貫は１本）

t2_03 発泡材と貫をユニット化して取り付けたもの（貫は２本）

t3_01 ユニット化した発泡材の壁厚を厚くしたもの
t3_02 ユニット化した発泡材の壁厚を薄く、外側に木ずりで留めたもの
t3_03 ユニット化した発泡材(厚い)で貫と発泡材をビス留めしたもの
t3_04 片寄せ真壁とし、発泡材の外側を木ずりで留めたもの

t3_05 片寄せ真壁とし、発泡材(厚い)の外側を片面は縦材、もう一方を横材で留めたもの

t3_06 片寄せ真壁とし、発泡材の外側を縦の木ずりで留めたもの

第2期
9/17～9/20

第3期
10/9～10/15

第1期
8/7～8/27

予備実験
6/6～6/13

表１ 試験体の一覧 
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図 14 t3_03 試験体の立面図および全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 t3_04 試験体の立面図および全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 t3_05 試験体の立面図および全景 
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図 17 t3_06 試験体の立面図および全景 

 

 

 

実験方法 

 試験体の設置は、柱脚部のホールダウン金物で反力フ

レームの溝型鋼へ固定し、桁にアクチュエータとロード

セルを設置した。計測はアクチュエータ先端に取り付け

た変位計による桁および土台の水平変位、柱頭、柱脚部

の引き抜け量とした。写真４に試験体の設置状況を示す。 

加力方法は目標変形角を、1/450、1/300、1/200、1/150、

1/100、1/75、1/50、1/30、1/20rad として、正負交番加

力を行った。載荷速度は、概ね 1mm/s とした。1/20rad の

繰返し終了後、1/15rad を超えるか、あるいは顕著な耐力

低下が確認出来るまで一方向に単調載荷した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4 試験体の設置状況 
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図 18 試験体（t3_01～06）の荷重変形角関係 
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実験結果 

 実験から得られた荷重および各部の変位から試験体の

荷重－変位関係を整理し、特定変形角における荷重を算

出し包絡線を求めた。その際、3 体の試験体の平均値を当

該試験体の実験値として算出した。 実験から得られた

特定変形角における荷重－変形角関係を図 18 に示す。 

荷重－変形角関係から木造軸組耐力壁の評価方法に従

って、完全弾塑性にモデル化して壁倍率を算定した。壁

倍率の算定結果および完全弾塑性にモデル化する際に求

めた降伏耐力、終局耐力、最大耐力、塑性率を表２に示

し、図 19 に壁倍率、図 20 に特定変形角における耐力を

試験体ごとに示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 各試験体の壁倍率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 各試験体の特定変形角の耐力特性 

 

 

 

 

損傷状況 

 各試験体の損傷状況として、本加力実験における最大

変形角時の全景を写真５に示す。何れの試験体について

も発泡材のずれ、隅角部のめり込み、面外へのはらみ等

が顕著である。また数体の試験体で貫や柱のほぞの抜け

も確認し、最終的には軸組と発泡材の間に大きな隙間が

生じて、発泡材が軸組から脱落することも確認した。 

まとめ 

 発泡材を用いた木造住宅用の耐力壁について静的加力

実験を実施した。実験から算定した壁倍率は概ね 0.3 から

1.1 倍程度であり、ほとんどの試験体は 1.0 未満であった。

その原因として、発泡壁が軸組にめり込むことにより水

平力に抵抗するが、軸組の変形に伴って発泡壁が面外に

はらみ出す傾向が顕著であり、耐力が大きくならない。

その対策として壁厚を厚くすることや、外側に木ずり設

けること、発泡同士を接着することなどを実験的に試行

した。その結果、発泡材の壁厚を厚くして、発泡同士を

接着することで、面外のはらみ出しを抑制し、他の試験

体と比べて耐力の向上が確認できた。具体的な取り付け

方法や大地震を想定した大変形時の損傷については改善

する必要はあるが、木造用耐力壁として有用性はあると

思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5 t3_04の大変形時の損傷状況 
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）

試験体

1/120rad時 1/30rad時 1/15rad時

t3_01 t3_02 t3_03 t3_04 t3_05 t3_06
降伏耐力（Py） 3.14 5.27 6.42 4.30 3.23 5.65
終局耐力（Pu） 4.19 4.65 7.03 6.08 6.70 6.88
最大耐力（Pmax） 6.37 8.46 7.61 5.58 6.28 10.76
塑性率（μ ） 3.66 3.42 4.50 1.81 2.18 2.03

Py 3.14 5.27 6.42 4.30 3.23 5.65
Pu×0.2√（2μ -１） 2.11 2.46 3.98 2.02 2.25 2.34
Pmax2/3 4.24 5.64 5.08 3.72 4.19 7.17
P1/120 1.94 3.01 4.35 2.38 2.26 3.58
壁倍率 0.54 0.69 1.12 0.57 0.63 0.66

表 2 試験体の特性値 
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提案した壁補強法の施行事例 

 伝統的な壁に採用されている土塗り壁や板壁を基本と

して、要求性能を可能な限り満足できる新しい壁パネル

（特に冬場の寒さ対策として断熱性能の確保も可能）を

提案した。その壁パネルの施工性や断熱性能を評価する

ために、試験棟に施工した。基礎は、鉄骨架台で作成し、

その下に荷重計を設置し、冬期間における積雪荷重の計

測も実施した。 

 建設中の状況を写真 6～10 に示す。 

 

 今回提案した断熱性能も兼ねた壁パネルは、施工性に

優れており、今回の実大の試験棟に設置するのに要した

時間は、計 3 時間弱であった。 

 また、冬期間の積雪の状況や建物に作用する鉛直荷重

の計測も実施している。 

 建物の有する断熱性能に関しても計測を実施しており、

現在、データの整理・分析中であるが、その効果に大い

に期待できる状況である。 

 

写真 6 試験体基礎の鉄骨 

 

 

写真７ 床下に取り付けた荷重計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 8 壁パネルの設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 9 1 階壁面の完成（所用時間約１時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 10 ２階壁面の完成（所用時間約１時間半） 
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4. 実効性のある提言 
 

 

 写真 11～15にモデルハウスに強化断熱パネルを採用

して内見会を実施した（展示期間は 2014年 11月～20115

年 10月の一年間である）。 

高山の厳しい冬期間でも、非常に暖かく講評であるこ

とと、地産地消で地元の木材を利用した軸組構法の建物

にもなじむ構造であり、消費者からは好評であった。 

現在、国土交通大臣の認定を取得するために申請中で

あるが、既存の木造住宅における耐震補強方としても有

効である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 11 モデルハウス前掲 

（白い壁部分が今回開発した壁である） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

写真 12 モデルハウス前掲 

（白い壁部分が今回開発した壁である） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 13 モデルハウス前掲 

（白い壁部分が今回開発した壁である） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 14 モデルハウス前掲 

（白い壁部分が今回開発した壁である） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 15 モデルハウス前掲 

（白い壁部分が今回開発した壁である） 
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研究テーマ 1 

 課題 1-8 

巨大津波による大型石油タンク 

の防災対策 
 

 

 

 

金沢工業大学 西村督 教授 
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課題 1-8 巨大津波による大型石油タンクの防災対策 
金沢工業大学 教授 

 西村督 

 

津波 大型石油タンク 限界状態 

浮き上がり 滑動 補強設計 

 

1. 研究目的 

平成23年東北地方太平洋沖地震では、津波により臨海

部の大型液体貯蔵タンクの浮き上がり・転倒（写真1, 2
1)）

やタンクの基礎の洗掘などの構造被害が発生し、その原

因を究明するための報告がなされている。漂流物による

タンクの被害シナリオの研究もなされており、例えば藤

井と今井は、屋外タンクに関して過去の被災事例と津波

波力特性から表1に示す9タイプの被災モードと被災シナ

リオを設定している2)。 

消防庁、経済産業省で調査された危険物施設 211,877 の

内、被害原因が津波と特定されている施設は 0.86%の

1,821 件である 3)。屋外タンク貯蔵所に限れば 26,572 の内、

841 施設で被害が発生した 3)。被害施設の約 85%は火災や

流出を伴わない破損等であるが、石油コンビナート等特

別防災地区内では、多種多様な危険物施設が存在する為、

1 箇所の火災から延焼、そして大規模な火災へと拡大する

危険性がある。製油所の機能停止は、緊急時の物流・人

的移動のマヒを引き起こす。津波を受け、大型貯蔵タン

ク自身が破壊し、引火する内容物が流出する事を抑止す

る事は広域防災の見地からも最重要課題である。 

過去の津波被害例が文献 4)にまとめられている（表 2）。

特徴的な被害の様相として、1964 年アラスカ地震津波と

2004 年スマトラ沖地震津波の被害が挙げられる。1964 年

アラスカ地震津波では、アラスカ州 Whittier で 10m を超

える波高が観測され、沿岸部にあるタンク 11 基が津波に

よって、数メートル滑動し、衝突によって損傷している。

その後、タンクは延焼し、油は燃えながら陸上や湾内に

も流された。2004 年スマトラ沖地震津波では、10m を超

え、場所によって 20m を超える波高も観測されている。

可燃性液体を貯蔵しているタンク 3 基が 100m 漂流した。

数回の津波を受けて 1km 漂流したタンクもある。また同

一規模のタンクでも津波発生時に内容量が多いタンクは

移動していなかった。これらの被害は波高の高い津波を

受けて、1) タンク自身は波力で破壊しないが、長い距離

タンクが移動し、場合によってタンク同士が衝突して破

壊に至る、2) タンクの内容量の多少で移動の有無が異な

る例である。 

東日本大震災の被災調査を受けて平成 24 年 12 月、中

央防災会議防災対策推進検討会議において、コンビナー

ト湾港における地震・津波対策の基本的な考え方 3)が以下 のように要約されている。 

写真 1. タンクの浮き上がり 1)
 

写真 2. タンクの転倒 1) 

被災モード 被災の進展 被災原因 

屋外タンク

の浮き上が

り 

→滑り・転倒→本体破

損・配管破損→漏洩 

空タンクの場合、0.2

～0.5mの浸水で浮き

上がる。 

屋外タンク

の滑動 

→配管破損→漏洩 滑動限界を超える水平

波力と鉛直波力の作用 

屋外タンク

の転倒 

→本体破損・配管破損

→漏洩 

転倒限界を超える水平

波力と鉛直波力の作用 

屋外タンク

側板の座屈 

→本体破損→漏洩 水平波力による降伏応

力を超える部材応力の

発生 

屋外タンク

の傾斜 

→溶接部の破壊・側板

の座屈→破損→漏洩 

側壁下部へ過大な水平

力や揚圧力によりタン

クが傾斜 

引張側：溶接部の破壊 

圧縮側：側板の座屈 

配管の破損 
→漏洩 津波による配管の破損 

屋外タンクの移動 

構造物周辺

の洗掘 

→滑り・転倒→本体破

損・配管破損→漏洩 

屋外タンクの基礎部が

洗掘 

漂流物の 

衝突 

→本体破損→漏洩 木材や船舶等の漂流物

の衝突 

防液堤の 

破壊 

→流出→波力増加→破

損→漏洩 

防液堤の滑動、転倒 

 

表 1. 屋外タンクの被災シナリオ 2) 
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(a) コンビナート湾港の大規模石油タンク等について、液

状化対策も含めた耐震対策は概ね完了し、既知の地震

動による石油等の大規模な流出の危険性は極めて低い。 

(b) 今後は耐震対策が未了の施設の早期改修と津波対策を

推進する必要がある。 

この考え方に基づき、経済産業省と消防庁は津波に対

する貯蔵施設の今後の取り組み、実施上の課題を表 3 に

示すようにまとめている。表 3 より、平成 23 年度まで高

圧ガス、屋外タンクの貯蔵施設は津波に対する構造安全

性の検討は要求されていなかった 3)。また文献 2)の被災シ

ナリオと文献 3)で指摘されている今後の取り組むべき課

題から、危険物を貯蔵する屋外タンクに関して、配管の

破損時に対する危険物流出防止装置が完備されれば、5m

を超える津波浸水深に対して、タンクの移動（浮き上が

り・滑動・転倒）の防止が設計基本方針と考えられる。 

この方針に基づいた詳細な解析が幾つか報告されてい

る。例えば菅付らは容量 500kl の小型タンクを対象として

3 次元津波解析を行い、タンク内の液体の量、アンカーボ

ルトの有無による浮き上がりの発生を考察している 5)。ま

た消防庁より東海・東南海・南海の 3 連動地震による三

重県中部・南部沿岸、高知県中部沿岸の津波モデル、明

治三陸地震再来による岩手県中部沿岸の津波モデルを対

象に、容量 1,000kl, 10,000kl のタンクに関してあと施工ア

ンカーによる滑動防止策の照査結果が示されている 6)。 

文献 5)では特定の小規模のタンクを対象とした定性的

結果が述べられている。文献 6)ではタンクが空の状態で、

タンク底部での中立軸が底板中心を通ると仮定してアン

カーボルトの応力が計算されており、内液比率の影響が

 これまでの対策 今後の取り組み 実施上の問題点 

高圧ガス設備 

津波の波力を想定し

た構造計算等は求め

ていない。ただし、

液化ガス貯槽の配管

が破損した場合の漏

洩を止める緊急遮断

弁の設置を義務づけ

ている。 

・津波の波力等の影響を評価する手法の開発

（H24年度から検討） 

・高圧ガス設備の安全な停止等及び配管が破

損した場合のガス漏洩防止の技術基準の制

定（H24年度から検討） 

高圧ガス容器、ロ

ーリーの流出を完

全に防止すること

は困難。 

屋外タンク 

消防法令上、津波の

波力を想定した構造

計算は求めていない

が、地震及び風圧を

設計外力として、こ

れらの外力に耐える

構造が求められてい

る。 

・津波浸水深がタンク下端から3m以上と想

定される特定屋外タンク貯蔵所は、タンク

付属配管が破損する恐れに対して、配管か

らの危険物流出防止措置の予防規定。 

・津波浸水深5～7m以上でタンクが滑動する

可能性有り。消防庁が提供している津波被

害シミュレーションを活用した被害想定な

どを踏まえて、各事業所の実態に応じた津

波対策を講じる。 

タンクの滑動を防

止する有効な方策

は現時点で存在し

ない。滑動可能性

の津波は、概ね

10m（津波浸水深

5～7m）を超える

もの。 

 

表 3. 津波に対する貯蔵施設の防災対策 3) 

津波名称 被害の種類 石油タンクの津波被害の概要 

1944 年東南海地震津波 漂流 高さ 7m の津波で重油タンクが 300m 以上流された。 

1946 年南海地震津波 滑動 引き波で重油タンクが 4m 移動した。 

1960 年チリ地震津波 浮き上がり 痕跡高 3.8m でタンクが押し出されて傾いた。 

1964 年アラスカ地震津

波 

浮き上がり、

漏洩、火災 

10～13m の津波でタンクが傾き、油が流出し、さらに火災とな

った。 

1964 年新潟地震津波 漏洩、火災 
タンクから流出したガソリンが津波で拡散し、さらに火災とな

った 

1968 年十勝沖地震津波 漏洩 重油の流出 

1983 年日本海中部地震

津波 
漂流、漏洩 130kl の軽油タンクが 19m 移動し、軽油が 48kl 流出 

2004 年スマトラ沖地震

津波 
漂流、座屈 

・タンクが数百 m 滑動 

・移動したタンクによる防油堤の破壊 

・容量 2,000t 満液タンクが沖側へ 3km 滑動 

・容量 1,500t 空タンクで側板上部がへこみで留まる 

 

表 2. 石油タンクの津波被害事例 4) 
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示されていない。現段階では容量が 5,000kl を超える規模

のタンクに対して、内液比率の影響を考慮した津波に対

する補強設計は十分に検討されていない。 

文献 6)の検討の基礎となる被害発生の予測はタンクの

浮き上がり、滑動、転倒、側板座屈が発生するための評

価式 7)である。各被害発生予測式を以下に記す。 

浮き上がり条件 

次式で定義される浮き上がり安全率FSaが1.0以上のとき、

浮き上がりが生じる。 

0.1



V

LT
Sa

F

WW
F  (1) 

WT：タンク本体の重量 

WL：タンク内溶液の重量 

FV：タンクに作用する鉛直波力（後述する(11)式） 

滑動条件 

次式で定義する滑動安全率FSbが1.0以上のとき、滑動が

生じる。 

 
0.1




H

VLT
Sb

F

FWW
F


 (2) 

：タンク基礎とタンク本体の摩擦係数 

FH：タンクに作用する水平波力（後述する(7)式） 

転倒条件 

次式で定義する転倒安全率FScが1.0以上のとき、転倒が

生じる。 

0.1



H

VW
Sc

M

MM
F  (3) 

MW：津波に対する抵抗モーメント 

 RWWM LTW   (4) 

MV：鉛直波力モーメント（後述する(14)式） 

MH：水平波力モーメント（後述する(10)式） 

R：タンク底面の半径 

側板座屈条件 

津波浸水深maxが次式を満たすとき、タンク側板が座屈

する。 

A

ACBB

2

42

max


  (5) 

ここに 














 ZH

D

RLg
B

D

RLg
A 3168.0

2
,

2
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 (6a,b) 

RH

L
Z

EH
DZLC

22

2

3 1
,

)1(12
,152.1









  (6c-e) 

：内容液の比重、津波水の比重 

L,H：タンクの高さ、側板厚 

H1：タンク内溶液の高さ 

Z, E：形状係数、ポアソン比、ヤング係数 

消防庁は被害発生予測式である(1)～(6)式を用いて、被

害予測を報告している。例えば大阪湾沿岸部の堺・泉北

臨海地区特別防災区域内の屋外タンクの被害予想8)として、 

[1-1] 3m以上の津波浸水を受ける想定の10,000kl未満の特

定屋外タンク及び準特定屋外タンクでは、被災時の貯

蔵率が高いほど、大量の危険物が配管を通じて流出す

る危険性が高い。 

また、容量1,000klおよび10,000klの仮定タンクを対象に、

8つのモデル津波（静岡県、三重県、和歌山県、高知県、

北海道、岩手県）に対する被害予想8)として、以下の事項

を指摘している。 

[1-2] 小規模仮定タンク及び中規模仮定タンクがモデル津

波を受けた場合の浮き上がり、滑動、転倒、内外水圧

差による側板座屈の発生可能性を予想した結果、最大

浸水深が0.7m 以下のモデル津波では、内溶液量にか

かわらず、小規模仮定タンクにも中規模仮定タンクに

も、これらの被害のいずれも発生しない。しかし、最

大浸水深が1.2m 以上となるモデル津波では、内容液

量により、浮き上がり、滑動、転倒、側板座屈が発生

する可能性がある。 

[1-3] 最大浸水深が1.2mとなるモデル津波を1,000kl級タン

クが受ける場合では、タンク容量の10%以上の量の内

溶液がタンクに貯蔵されていれば、これらの被害は発

生しない。また、最大浸水深4.4mのモデル津波を

1,000kl級タンクが受ける場合は、タンク容量の64%以

上の量の内溶液がタンクに貯蔵されていれば、これら

の被害は発生しない。ほぼ同様のモデル津波を

10,000kl級タンクが受ける場合では、タンク容量の22%

以上の量の内溶液がタンクに貯蔵されていれば、これ

らの被害は発生しない。 

文献8)における被害対策の基本的考えとして、 

[1-4] 屋外貯蔵タンクが津波を受けて滑動したとすると、

その滑動量が大きいと、タンクと配管等との接続部等

が切断し、その結果、危険物が流出するおそれが生じ

ることが考えられる。こうしたことから、屋外タンク

貯蔵所の津波被害予防・軽減対策は、屋外貯蔵タンク

の滑動を防止することを目標としたものとすることが

適当と考えられる。 

(1)〜(3)式の浮き上がり、滑動、転倒の予測式は、タン

クは基礎に固定されていない剛体モデルとして導出され

ている。畑山はこのモデルによる被害発生予測結果と実

際の被害発生状況を照合しており、(1), (2)式の浮き上がり

と滑動に関する予測結果と被害状況はよい一致が確認さ

れている 9)。 

 

本研究では、巨大津波により臨海部に設置される大型

石油タンクが損傷・破壊することを防止するための設計

方針を提案する。また設計方針を具体化するための応力

解析法を提示し、想定浸水深に対するタンクの必要補強

量を算定できる補強設計用アルゴリズムを提案する。各

項目の概要を以下に記す。 
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(1) 津波に対する大型石油タンクの被災防止方針の提示 

設計方針は浸水深 5m を超える津波に対して容量が

5,000kl を超える大型タンクの移動の防止である。そのた

めにタンクおよび基礎を補強する（図 1）。基礎は洗掘が

生じないように剛なべた基礎とする。タンクは剛な基礎

と緊結するためにコンクリート製のリブとアンカーボル

トで構成する補強要素を設ける。 

(2) 大型石油タンクの限界状態解析法の提示 

補強された大型液体貯蔵タンクを対象として、タンク

の形状寸法が設定されれば、内液比率に対してタンクが

移動する最大浸水深を得るための限界状態解析法を提示

し、解析結果を考察する。 

(3) 津波に対する大型石油タンクの補強量算定アルゴリ

ズムの提案 

内液比率と想定浸水深に対してタンクの移動を防止す

る必要補強量を算定するためのアルゴリズムを提案し、

補強設計用チャートを提示する。 

 

2. 解決法 

上記の課題(2), (3)の大型石油タンクの限界状態解析法と

補強量算定アルゴリズムを示す。 

2.1 津波外力に対する液体貯蔵タンクの限界状態解析 

解析モデル 10)を図 1 に示す。HT はタンクの高さ、R は

タンクの外半径、t はタンク側板厚である。タンクの形状

は 2R/H1=1.0～4.0 とする。タンクは鋼製円筒タンクとし、

地盤上に敷かれたコンクリートべた基礎に置かれ、アン

カーボルトを介して基礎と補強要素が固定されている。

補強要素はコンクリート製の底板付きリブと鋼製アンカ

ーボルトで構成されており、基礎からの反力としてリブ

底面で圧縮、アンカーボルトは引張とせん断に抵抗する。

またタンクに付けられた鋼製補強材と補強要素はリブの

側面アンカーにより緊結されているとする。タンクに作

用するモーメント外力が大きくなる場合、タンクを固定

する部材が剛でない場合、平面保持の仮定が成り立たな

い場合があるため 11,12)、リブは十分に剛な部材とする。 

2.1.1 津波外力の評価とタンク、内液の重量 

津波浸水深に対応した適切な設計用外力を設定するた

めに、津波外力の評価に関する既往の研究 13)を次に示す。 

津波は、1)波長が数 km から数十 km に及ぶ、2)周期が

数分から数十分と非常に長い、3)伝播速度は水深の平方根

に比例する、という性質がある。3)の性質から、岸に近い

場所では速度の速い後続の波との相互作用で波高が増幅

する。 

これらの性質を持つ津波は、主に防潮堤や護岸を対象

とした土木構造物の設計で扱われている。陸上に遡上す

る津波に関しては、「原子力発電所の津波評価技術」で

述べられている。津波による外力として、1)波圧・波力、

VF

x 

z 

y 
a 

max

d


図 1. 補強されたタンクの解析モデル 10)
 

R t 

基礎 

補強要素 

HF

 基礎 

タンク 

リブ 

アンカーボルト 

側面 
アンカー 鋼製補強材 

算定式 特徴 

朝倉等のソリトン分

裂しない陸上浸水津

波の波圧 

浸水深の一次関数 

津波による最大遡上水深

の 3 倍の静水圧で波圧が

最も大きい（図 2） 

朝倉等のソリトン分

裂を伴う陸上浸水津

波の波圧 

浸水深の一次関数 

池野等のソリトン分

裂しない砕波段波津

波の波圧 

浸水深の一次関数（図

3） 

大森等の陸上浸水津

波の水平波力 

抗力＋慣性力＋衝撃力＋

動水勾配力 

飯塚等の家屋に作用

する津波反乱流によ

る水平抗力 

流速の 2 乗と浸水深の積

の関数 

 

 

 3

g h 

3h 

3gh 

津波の最大遡上深 

図 2. 朝倉等による津波波圧分布
14)

 

海水の密度kg/m

 

g : 重力加速度(9.8m/s
2
) 

表4. 波圧・波力の算定式14) 

 

 

3ah 

2.2gah 

図 3. 池野等による津波波圧分布
14) 

 

ah 静水面 

 

ah:津波段波振幅(m) 
海水の密度kg/m


 

g : 重力加速度(9.8m/s
2
) 
砕波時 

非砕波時 

HT 
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2)掃流、3)洗掘、4)揚圧力、5)浮力、6)衝突力が挙げられ

ている。 

支配的な外力である波圧・波力の評価式を表 4 に示す。

評価式の多くは、浸水深の一次関数であり、上層で小さ

く下層で大きくなる三角形分布である（例えば図 2, 図

3）。中でも図 2 に示す朝倉らのソリトン分裂しない陸上

浸水津波に対する波圧が最も大きな値となる。この評価

式は、津波被害が予想される沿岸域での津波避難ビルの

構造設計に用いられている。 

表4に示した各種評価式は、防潮堤や護岸といった平面

歪状態の構造物の設計で用いられてきた。研究対象と

している石油タンクの多くは薄肉円筒シェル構造であり、

津波外力を受けた際は、タンクは平面歪状態ではない。

円筒形タンクが陸域に遡上した津波から受ける波力、波

圧を解明するための実験が実施されている。佐野は、中

央防災会議が想定した津波を対象に、大型造波水路での

水理模型実験を実施し、燃料タンクに作用する津波の波

力、波圧を調査した15)。実験はタンク単体とタンクの集合

体の2種類を実施している。単体の実験パラメータはタン

クの直径、タンク直径と護岸からの距離、タンクを囲う

防油堤の有無である。タンクの集合体では、実構造物の

条件で防油堤に囲まれたタンクに作用する波圧を測定し

た。防油堤有無によるタンク単体実験の結果から、以下

の事項が得られている。 

[2-1] 水平方向の波力は、防油堤が無い場合、津波の水位

に対応して一方向に作用する。一方、防油堤が有る場

合は防油堤内での反射があり振動する。波力の最大値

は、防油堤が無い場合は、有る場合の約2倍である。 

[2-2] 鉛直方向の波力は、防油堤が無い場合には、遡上波

の最大水位でピークを示すが、防油堤が有る場合には

堤内に水が貯留されるため大きくなり、浮力として作

用し続ける。波力の最大値は、防油堤が無い場合は、

有る場合の約0.8倍である。 

[2-3] 波力のオーダーは、水平方向に対して鉛直方向が約

10倍となる。 

[2-4] 波圧分布は防油堤が有る場合、円周方向では津波の

進行方向を軸としてほぼ対称となる。タンク下層部は

円周方向で、ほぼ均一な正圧分布を示す。1/2の高さを

超えると、波圧分布は津波の進行方向と直交する軸に

対して対称性を失い、上層部では上流側に対して下流

側の波圧が下がる。 

[2-5] 中央防災会議が想定した津波に対して、実在タンク

は内容物が無い場合、浮き上がる。 

また水理実験で計測された波力・波圧分布を用いた座屈

解析から 

[2-6] 波圧の大きいタンク下層部の上流側で局部的な座屈

変形が生じる。 

という結果が得られた。 

藤井、大森、池谷、稲垣は、1/100の水理模型実験を実

施し、タンク前面と底面の波圧分布、タンク周方向の波

圧分布を以下のように示した16)。 

[2-7] 前面の波圧分布は、タンクが無い状態での最大遡上

水位の1.8倍の高さに対する三角形分布で、壁上構造物

の値3.0よりは小さくなる。 

[2-8] 底面の波圧分布波は、ほぼ一様分布で背面がわずか

に小さくなる。 

[2-9] 単体の波圧分布は前面で大きく、側面はほとんど生

じていない。単体で防油堤がある場合は前面が相対的

に小さいがほぼ一様、千鳥配置後列のタンクは縮流効

果で単体と比較してわずかに大きくなる。 

[2-10] タンク前面から背面へ余弦曲線的に変化しており、

円周方向の波圧分布はフーリエ関数で近似できる。 

 

また、津波波力の算定方法に基づき、タンク径と遡上

水深から石油タンクの被害（滑動、浮き上がり、転倒、

内外水圧差による側板座屈）を簡便に評価できる被害判

定図を作成している16)。 

消防庁はこれらの結果を「危険物施設の津波・浸水対

策に関する調査検討報告書」17)で評価式として以下のよう

にまとめている。 

水平波力 

文献17)ではタンク各部の波圧分布を水理実験18)で確認

し、最大水平波力は波圧分布を静水圧分布（三角形分布）

で近似した結果とよく対応することが示されている。よ

って 

  



dRhgF xH cos)(

2

1 2max

  (7) 

ここに hx
max は水平波力が最大となる時点でのタンク周囲

津波水位である。 は図 1 に示す津波進行方向（y 軸）

とのなす角でありタンク前面を 0°、タンク背面を± と

する。水理実験の結果から hx
max はを用いて次式の 3 次

までのフーリエ級数で近似できることが示されている。 






3

0

max
max

cos)(

m

mx mph   (8) 

035.0,015.0,340.0,680.0 3210  pppp  (9a-d) 

(8)式中の はタンク水平波力に係る浸水係数と呼ぶ。 

水平波力モーメント 

水平波力によりタンクに生じるモーメントは、水平波

力に三角形波圧分布の重心からタンク底部の距離 hx/3 を

乗じて求める。よって 

  
 


dRhg

h
FM x

x
HH cos)(

3

1

3

)( 3max

  (10) 

鉛直波力 

鉛直波圧は津波が基礎とタンク底板の間に入り込み、

鉛直上向きの波圧によりタンクを押し上げる作用とする。
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タンク底部の波圧分布を仮定し受圧面積を乗ずると 




dRghF VV
2

0

2max
cos)(2  (11) 

ここにhV
maxは鉛直波力が最大となる時点でのタンク周囲

津波水位である。 






3

0

max
max

cos)(

m

mV mqh   (12) 

042.0,014.0,308.0,720.0 3210  qqqq  (13a-d) 

(12)式中の はタンク鉛直波力に係る浸水係数と呼ぶ。 

鉛直波力モーメント 

鉛直波力によりタンクに生じるモーメントは、鉛直波

力作用位置から回転中心までの距離を乗じて求める。タ

ンクが基礎と固定されていないとすると、回転中心は津

波水下のタンク底部（図 1 の a 点）となる。このときの鉛

直波力モーメントは 

    


dRghRFM xVV cos1cos)(2cos1 23

0

max
0  

 (14) 

一方、タンクが図1に示すように補強され基礎に固定され

ている場合、回転中心はタンク底部の中心となる。この

ときの鉛直波力モーメントは図1に示す鉛直波圧がz軸回り

になすモーメントであり 





0

3max
0 )cos)((2cos dRhgRFM VVV  (15) 

と書ける。無補強の場合のモーメント評価式(14)式に対す

る補強された場合の評価式 (15)式の比は 0.233(MV / 

MV0=0.233)であり、補強によるモーメント作用の低減効果

が期待できる。 

更に流速の効果を考慮して津波波力を再評価する場合、

(8), (12)式中の浸水深係数をフルード数 

max

max

g

V
Fr   (16) 

に対して 













r

rr

r

F
FF

F

9.00.1
9.03.18.00.2

3.18.1
  (17) 













r

rr

r

F
FF

F

9.00.1
9.03.155.05.0

3.12.1
  (18) 

本論では(7), (10), (11), (15)式に定数を代入して波力とモ

ーメントを算定している10)。その結果は 

水平波力 2
max11 )(11913.2 HcFH   (19) 

水平波力モーメント 3
max11 )(7778.34 HcMH   (20) 

鉛直波力 
max

2
11 )(6869.22 HcFV   (21) 

鉛直波力モーメント 
max

3
11 )(1041.72 HcMV   (22) 

ここにmaxはタンクが無い場合の最大浸水深、c1=2R/HT 

である。図1のd
maxはタンク前面の最大浸水深で文献17)よ

り1.8maxとして(19)〜(22)式を算定した。文献17)では流速

による波力への影響をフルード数で評価する方法が提示

されている。津波のタンク衝突時の流速は防油堤の有無

に依存するため、確定的に設定し難く、波圧分布に乗じ

る浸水深係数は最大値を採用した。その結果、タンク前

面の最大浸水深を1.8maxと設定している。 

タンクの重量 WT および内容物の重量 WL はそれぞれ次

式で示される。 

 2
2

22 ))((,})({ tRHcgWtRRgHW TLLTTT 

 (23a,b) 

ここにc2= HL/HTである。式中のT, L, HLはタンクの密

度、内液の密度、内液の水位である。以上から形状パラ

メータはc1、外力パラメータは最大浸水深maxと内液比率

を表わすc2となる。 

2.1.2 解析基礎式 

仮定 タンク底部での断面力の評価式を導出するときの

仮定を以下に記す。 

[A-1] 津波は繰り返し受ける波の最大波を対象とする。 

[A-2] 水理実験では水平波力と鉛直波力は同時に最大とな

ることはないことが確認されている17)が、外力評価と

しては安全側に水平、鉛直各方向の波力が同時に最大

となるとして解析する。 

[A-3] 津波がタンクに衝突した際、タンク内の液体からタ

ンクへの衝撃力を無視する。ここでいう衝撃力とは津

波がタンクに衝突した際、タンク内の液体動揺による

タンクへの作用を意味する。 

[B-1] タンクの水平耐力、基礎・地盤の強度特性は不確定

性を有するため津波に対する的確な終局状態を設定す

ることは困難である。そこで構造体、基礎・地盤の応

力を許容応力度範囲内とする使用限界状態に対する設

計とする。 

[B-2] タンクと基礎の変形は微小とし、タンク底部のy-z平

面で平面保持が成り立つとする。 

[B-3] タンク側板は降伏、座屈しないように図1中の鋼製

補強材等で補強されているとする。 

[B-4] タンク底板は基礎上に固定されずに置かれており、

平面保持が成り立つとすると、津波外力に対する抵抗

経路はタンク側板・底板→補強要素→基礎である。こ

のとき、タンク側板から底板へ応力の伝達が少ないと

考えられるので底板の降伏は考慮しない。 

[B-5] 水平波力に対しては補強要素のアンカーボルトのせ

ん断で抵抗するとしてタンク底板と基礎上面との摩擦

抵抗は考慮しない。 

[B-6] 補強要素に生じる力は応力の積分は行わず、単純に

合力として評価する。図4に示す(y1,0), (-y1,0)は合力位

置の座標を意味する。 

歪の分布 [B-1]の平面保持の仮定より垂直歪の分布は(24)

式に示す一次式で表すことができる。 
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bayy )(  (24) 

歪は引張を正とする。y = y1, y =-y1の補強要素での歪を1,2

とすると 

bayybayy  112111 )(,)(   (25a,b) 

(25)式を係数a, bに関して解き、(24)式に代入すると 

εc )()( yy   (26) 

   Tyyyyy 2111 2/1/2/1/)(  εc  (27a,b) 

応力度－歪関係 i 番目の補強要素の垂直応力度s－垂

直歪 関係は弾性範囲では 

)()( yEy iii s   (28) 

と書ける。ここに Ei は材料定数（ヤング係数）である。

リブは圧縮時、アンカーは引張時のみ抵抗するため、図 5

の実線に示す片側応力の材料構成則となる。 

断面力 補強要素が図 4 に示すように点在して配置され

ている場合、断面力は次式で示される。 

 

i

ii

A

adACTN ss  (29) 

i

i

ii

A

yadAyM   ss  (30) 

 

i

ii

A

adAQ   (31) 

ここにN, M, Qはそれぞれ軸力、曲げモーメント（反時計

回りを正）、せん断力である。Tは引張応力度の合力、Cは

圧縮応力度の合力である。 はせん断応力度、aiは補強要

素の抵抗断面積である。リブ底面は大きさを有し、アン

カーも要素内に複数あるが合力位置に断面積が集中して

いると単純化したモデルとする。コンクリートリブの断

面積は、コンクリート側でせん断破壊を生じないように

許容せん断耐力がアンカーの 倍以上になるように次式

で設定している。 

scss

i

iscsccss

i

is ffaafafa /    (32) 

ここにsai, cai, sfs, cfsはそれぞれアンカーボルト1本当たりの

断面積、コンクリートリブの底面積、アンカーボルトの

短期許容せん断応力度、コンクリートの短期許容せん断

応力度である。本論では =1.5とした。 

(26)～(28)式を(29), (30)式に代入すると次式の断面力sと

一般化歪の関係が得られる。 

Dεs   (33) 

ここに 

  



















































i i
i

i
i

ii

ii
T

y
y

y
y

y

y

y

y

y

y

aEMN

2

1

2

1

2

1

2

1

,

11

11
Ds

 (34a,b) 

図 4. タンク底部の応力分布 

図 5. 補強要素の応力度－歪関係 

アンカーボルト 
（引張抵抗のみ） 

s



不整合-A 

不整合-B 

整合-A 

整合-B 

リブ 
（圧縮抵抗のみ） 

s



不整合-A 

不整合-B 

整合-A 
整合-B 

基礎 

補強要素 

y 

z 

(y1,0) (-y1,0) 

タンク側板 

タンク 

底板 

地盤 

基礎 

x 

y 

補強要素 
（リブ） 

C:圧縮合力 

T:引張合力 

Q 鉛直波力：FV 

WT, WL 
内液 

波力によるモーメント：
MH+MV 

補強要素 
（アンカー） 

水平波力：FH 
タンク側板 

タンク底板 
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注意点として補強要素の位置を任意に指定した場合、

中立軸が陽に表現できない。その結果、(34b)式を計算す

る際に設定する各補強位置の応力状態（引張、圧縮の別）

が不確定である。本論では各補強要素の歪状態を仮定し

て材料定数を設定し、後述する(38)式を解き、歪値が不整

合（図 5 の破線）の場合は材料定数 Eiを修正し、再度(38)

式を解き、全ての補強要素の材料構成則が整合するまで

繰り返す。アンカー、リブがそれぞれ引張、圧縮状態と

仮定（図 5 の整合-A 領域）して、歪が圧縮歪、引張歪

（図 5 の不整合-A 領域）の場合、(34b)式の補強要素の材

料定数を零（図 5 の整合-B 領域）とする。逆にアンカー、

リブが抵抗していない（材料定数 Ei が零、図 5 の整合-B

領域）と仮定して、(38)式を解いた結果、それぞれ引張歪、

圧縮歪（図 5 の不整合-B 領域）の場合、材料定数を材料

のヤング係数に変更（図 5 の整合-A 領域）する。 

外力と断面力の釣合 図4よりタンク底部で津波外力と断

面力が釣合う条件は 

0 NWWF LTV  (35) 

0 MMM VH  (36) 

0QFH  (37) 

である。 

軸力と曲げに関する(35), (36)式に(33)式を代入すると次

式の釣合式が得られる。 

Dεf   (38) 

ここに f は外力ベクトルで 
T

VHLTV MMWWF }{ f  (39) 

なお鉛直波力FVがタンク重力WTと内液の重量WLの和以下

のとき、つまり 0 LTV WWF であれば正味の浮き上がり

力は生じない。このとき(39)式の外力ベクトルは 
T

VH MM }0{ f  (40) 

とする。せん断に関しては(37)式に(31)式を代入してせん

断応力度に関して解くとアンカーのせん断応力度が次式

で得られる。 



i

iHi aF /  (41) 

2.1.3 限界状態の条件 

仮定[B-1]より使用限界状態に対する設計を行う。本論

では「使用限界」を、津波を受けてもタンクおよび補強

要素が損傷しない限界と定義する。このとき、使用限界

を材料の短期許容応力度として設定する。仮定[B-3], [B-4]

よりタンク本体は設計対象外とし、補強要素を設計対象

とする。補強要素のリブを鉄筋コンクリート構造、アン

カーを鋼材とすると使用限界状態の条件は 

（リブ） cc fs  (42) 

（アンカー） 222 3 tf s  (43) 

と書ける。fc はコンクリートの短期許容圧縮応力度、ft は

鋼材の短期許容引張応力度である。 

解析パラメータを外力パラメータである最大浸水深max

と内液比率C2としたときの限界状態解析のフローを図6に

示す。 

2.1.4 限界曲線の解法 

(38)式を解いて得られる一般化歪を(42), (43)式に代入す

ると外力パラメータに関する限界状態の条件式 

（リブ） cfFcF  )()( max221   (44) 

（アンカー） 2
max221 )()( tfGcG    (45) 

が得られる。F1, G1は内液比率c2に関してそれぞれ1次、2

次の多項式、F2, G2はタンクが無い場合の最大浸水深max

に関してそれぞれ3次、6次の多項式となる。限界状態解

析では上の2式を満たすパラメータの最小値を求める。最

小値を計算する最適化アルゴリズムを用いることもでき

るが本論では増分解析で求める。 

限界状態(44), (45)式の等号条件 

（リブ） cfFcF  )()( max221   (46) 

（アンカー） 2
max221 )()( tfGcG    (47) 

を表す曲線を限界曲線と呼ぶ。増分解析は内液比率c2=0の

最大浸水深maxを求めた後、増加させた内液比率c2に対し

て(46), (47)式を満たすmaxを増分解析で求める。解析基礎

式は(46), (47)式の増分式 

（リブ） 0max
max

2
2

2

1 











Δ

F
Δc

c

F
 (48) 

（アンカー） 0max
max

2
2

2

1 











Δ

G
Δc

c

G
 (49) 

である。内液比率増分c2を与え、(48), (49)式からそれぞ

補強要素の歪を仮定して Eiを設定する 

(32)式を解く 

 

(20)式から各要素の歪を計算する 

 

各要素の状態を確認する 

・リブ： ≧ 0 → E=0 

 < 0   → E=E 

・アンカー： ≧ 0 → E=E 

 < 0  → E=0 

E を修正 

 

No 

 

Yes 

 

初期設定 

最大浸水深max、内液比率 c2、形状寸法、補強要素の断面積 

各要素の限界状態の確認 

(36),(37)式を満たしているか No 

解析パラメータ

津波浸水深max

を漸増 

図 6 限界状態解析のフロー 

内液比率を 0<c2<1.0 の範囲で漸増させる 

Yes 

終了 

内液比率 c2=1.0 に達したか 

Yes 

No 
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れ得られるmaxの小さい解を採用する。この解法のアル

ゴリズムは3. 方法の検証で示すが、解析パラメータを微

増させながら限界状態解を求める方法と比較して検証も

している。 

なおこの解法はある限界状態点から近傍に別の限界状

態点が存在すると仮定した局所探索法である。近傍から

離れた外力状態に限界状態点が存在する場合は、例えば

大域的最適解を探索するアルゴリズムが必要となる。 

2.1.5 解析例 

解析の緒元を表 5 に示す。タンクは容積が 5,000kl 以上

となるように形状寸法を設定した。 

図 7 は形状が異なるタンクに対する最大浸水深maxと内

液比率 c2 との関係である。タンクの径が相対的に小さい

c1=1.0 では内液量が零(c2=0)の場合、設定した補強要素で

はmax=8m までは損傷を受けない。内液量が増加するにつ

れてmax は増加する。この理由は内液量の重量がタンクの

浮き上がりを抑制し、アンカーの引張応力度を小さくす

るためである。タンクの径が大きくなってもこの傾向は

同じである。タンクの径が大きくなるにつれて最大浸水

深は小さくなる。この結果は補強要素の限界状態条件(42), 

(43)式に影響する外力は最大浸水深より、タンクの径 c1HT

が大きく影響していること意味し、(19)〜(22)式の c1HT の

累乗項からも鉛直波力と鉛直波力モーメントが支配的な

外力と考えられる。 
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表 5 解析の緒元 

 HT (m) R (m) t (mm) Es(N/mm2) Ec(N/mm2) 

T1 

20 

10 

19 2.06×105 1.37×104 T2 15 

T3 20 

s：タンクのヤング係数 

c：コンクリートのヤング係数=Es/15 

0：海水の密度 1023 kg/m3 

T：タンクの密度 7850 kg/m3 

L：内容物の密度 850 kg/m3 

補強要素 アンカー：SNR400B, M24 リブ：Fc24 

ft：アンカーの短期許容引張応力度 235 N/mm2 

fc：コンクリートの短期許容圧縮応力度 16 N/mm2 

sfs: アンカーの短期許容せん断応力度 135 N/mm2 

cfs: コンクリートの短期許容せん断応力度 1.10 N/mm2 

補強要素の数：20 各補強要素のアンカーの本数：24 本 

引張、圧縮合力の位置：タンク側板から 1.0 m 外側 

リブの底面積を示す(16)式の =1.5 

図 7 最大浸水深max－内液比率 c2 

図 8 限界状態時での応力比(c1=2.0) 
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図 9 限界状態解析と必要補強量の算定フロー 

内液比率を 0<c2<1.0 の範囲で漸増させる 

終了 
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【限界状態解析】 【必要補強量の算定】 
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図 10 アンカーボルトの必要補強断面積(c1=1.0) 
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図 7 より内液比がある大きさ以上になると最大浸水深

が飽和する傾向にある。タンクの形状が c1=1.5 では内液

量比 c2=0.8 以上、c1=2.0 で c2=0.6 以上である。図 7 の△

はタンクの形状が c1=2.0 で FV, MV を零とした場合の結果

である。限界状態時の最大浸水深は内液比率に関わらず

c2≧0.6 の最大浸水深と同じである。図 8 は c1=2.0 の径が

大きいタンクの限界状態時の応力比である。内液の少な

い c2<0.3 の範囲では垂直応力度が支配的であり、c2>0.4 で

はせん断応力度が支配的となる。c2≧0.6 では補強要素の

垂直応力度は零でせん断応力度のみが生じる。よって図 7

で内液比率が高く最大浸水深が飽和する範囲では、アン

カーのせん断応力のみで限界状態に達している。基礎が

洗掘されると津波はタンク底部に回り込み、タンクを押

し上げる鉛直波圧が作用する。タンクの底部に水が入り

込まない対策は、特にタンクの内液比率が低い場合、移

動防止効果が高い。 

なお内液量が多いとコンクリートの応力比も大きくな

るが、今回の条件では(43)式のアンカーの条件で限界状態

が決定した。 

2.2 限界状態解析による必要補強量の算定 

2.1 で提示した限界状態解析を用いてタンクの移動を防

止するための必要補強量を算定する。算定フローを図 9

に示す。釣合式(38)式と限界状態の条件(44), (45)式を制約

条件として限界状態解析では浸水深を、必要補強量の算

定ではアンカーの断面積を最大化する非線形計画問題と

なる。 

図 10 に c1＝1.0 の形状のタンクに対する補強要素（ア

ンカーボルト）の必要断面積を示す。例えば内液比率 0.5

で浸水深 14m の場合、アンカーボルトの必要断面積は図

7 の縦軸の数値を読み取ると 0.0252m
2 で M30 のアンカー

ボルトで 30 本相当である。津波浸水深max が増すにつれ

て必要補強断面積は増加する。内液比率が上がると内液

重量による鉛直波力の打消し作用により必要補強断面積

は低下し、内液比率がある限界を超えるとせん断応力度

で限界状態に達するため、補強要素の必要断面積が一定

となる。 

2.3 まとめ 

本章では津波を受けて大型液体貯蔵タンクが移動しな

い限界を使用限界と定義し、補強要素の限界状態解析を

実施し、解析結果から以下の事項が考察された。 

[1] 円筒形タンクに対する津波外力の大きさは最大浸水深

よりタンクの径が大きく影響し、鉛直波力と鉛直波力

モーメントが支配的な外力と考えられる。 

[2] 限界状態に達する津波の最大浸水深は、内液比率が低

い場合は補強要素のアンカーボルトの垂直応力度で、

内液比率が高い場合はアンカーボルトのせん断応力度

によって定まる。 

[3] 基礎の洗掘を防止しタンク底部に水が入り込まないよ

うすることは、支配的外力の基となる鉛直波圧を低減

しタンクの移動防止策として、特に内液比率が低い場

合有効である。 

また内液比率と想定浸水深に対してタンクが移動しな

いための必要補強量（アンカーボルトの必要断面積）を

算定するためのフローと補強設計用チャートを提示した。

補強設計用チャートから以下の事項を考察した。 

[4] 津波浸水深が増すにつれてアンカーボルトの必要断面

積は増加する。内液比率が上がると内液重量による鉛

直波力の打消し作用により必要断面積は低下し、内液

比率がある限界を超えるとせん断応力度で限界状態に

達するため、補強要素の必要断面積が一定となる。 

 

3. 方法の検証 
本章ではタンクにおける限界状態解析法の考え方と解

法の妥当性を検証する。 

3.1 限界曲線の数値解析法 20) 

2.1.4 で限界曲線の求め方の基礎式を示した。複合荷重

を受ける構造物の耐力は、独立の荷重パラメータを座標

軸とする多次元空間に曲面（崩壊曲面）として描くこと

ができる。その作用荷重が 2 つの場合は曲線となり、限

界曲線と呼ばれている 21)。限界曲線は載荷経路に依存せ

ず、構造体に固有である 22)。限界曲線内部の点は塑性崩

壊が生じない荷重の組み合わせを表し、設計荷重分布に

対する安全率が把握できる。 

本論で使用した数値解析は使用限界状態を設計基準と

する弾性解析である。降伏条件を満たしながら荷重パラ

メータの軌跡を追跡する限界曲線解析と制約条件は異な

るが求解のアルゴリズムは共通である。 

図 11 に示す限界曲線の凹凸は、設計上重要である。原

点位置から限界曲線を見て凸（図 11 の太実線）であれば、

各荷重に対する耐力和（図 11 の実線）で安全性を確認す

れば安全側の評価となる。逆に凹（図 1 の破線）であれ

ば、独立荷重に対する耐力和は危険側の評価となる。 

本節では、限界状態解析で用いた限界曲線の数値解析
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図 12 完全弾塑性型

応力‐ひずみ関係 
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図 11 限界曲線の凹凸 
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を拡張した弾塑性構造物の限界曲線の解析法を示す。対

象とする構造は微小変形と座屈が生じない条件下で、材

料特性が図 12 に示す完全弾塑性体のトラス構造である。 

3.1.1 限界曲線解析の条件式 

限界曲線の解析基礎式は次の 3 条件である。 

1)釣合条件 

複合荷重 f を受ける系の増分型釣合式は 

UKfF  


m

i

iiF

1

f  (50) 

ここに f,F, K, U, m は、それぞれ荷重分布ベクトル fiを

列ベクトルとする行列、荷重係数Fi を成分とするベクト

ル、接線剛性行列、増分変位、独立な荷重ベクトルの数

である。接線剛性行列の固有ベクトルi を列ベクトルと

するモード行列で(50)式を対角化すると 

uΛFgFg  


m

i

ii

1

 (51) 

ここに 

Uug  TT  ,f  (52a,b) 



















n

T






1

 ΚΛ  (53) 

iは接線剛性行列 K の固有値である。 

2)崩壊条件 

構造物が塑性崩壊するとき、崩壊荷重に対して釣合状

態が唯一定まらず、接線剛性行列が特異となる。このと

き、接線剛性行列の行列式が零、もしくは固有値が一つ

以上零となる。 

0)det( 21  n K  (54) 

3)応力状態の制約条件 

微小変形問題では、剛性変化は材料定数の変化に起因

する。鋼構造部材に代表される完全弾塑性特性の場合、

部材が降伏すると、その部材の材料定数がヤング係数

206,000N/m
2 から、0 へ不連続に低下する。崩壊はこの剛

性低下で決まるが、崩壊を決定する部材の応力状態点は、

次式で示す必ず降伏点となる。 

yy ss ＝＝ ,  (55) 

崩壊を決める部材 i は降伏点に止まらなければならな

いから、その部材の増分歪は零である。つまり 

0＝i  (56) 

歪－変位関係式 

uBΦUBε   (57) 

を用いて(57)式を書き換えると 

0 uHBΦεH＝i  (58) 

3.1.2 限界曲線解析の流れ 

解析手順を、図 13 を用いて以下に示す。 

① 無荷重時（図 13 の O 点）から構造体が崩壊するまで、

一つの荷重パラメータのみを増加させる。例えば(50)式

中で荷重数 m を 2、増分パラメータをF1、最初の崩壊

点を A とする。 

② 崩壊点 A において、(51)式で 1 次モードの固有値1=0、

その他の固有値をi≠0 とすると 

21211110 FgFgu   (59) 

2211 FgFgu iiii   (60) 

崩壊点 A からF1 と異なる荷重パラメータF2 を増分パラ

メータとして、(59), (60)式を解くと 
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 (61) 

③ ②までは釣合のみの条件から得られた結果であり、

(59)式のu1 は不定である。(54)式の崩壊条件と応力状態

の制約条件(58)式を満足するようにu1 を定め、A 点近

傍の崩壊点（図 13 中の B 点）へ移行する。 

④ ②→③の手順を繰り返して逐次、限界曲線を追跡する。 

 

なお、崩壊モードは接線剛性行列の固有ベクトルの中

で零固有値に対する固有ベクトルである。この崩壊モー

ドは、限界曲線に対して法線方向に向いており、限界曲

線と崩壊モードベクトルとは直交する法線則が成り立つ。 

 

3.1.3 解析例 

図 14 に 3 部材トラスのモデル 21)を示す。図 15 は限界

曲線の解析結果である。座標軸は荷重 F1, F2 を降伏軸力

Ny(=sy A)で無次元化している。図 15 から限界曲線は外側

に凸の形状である。 

鉛直荷重 F2=0 の条件で水平荷重 F1を増加させ、崩壊点

A から(51), (54), (58)式を満足する崩壊状態を求め、限界

曲線を追跡する。 

■A-B間 弾性時の接線剛性行列は 
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図 13 限界曲線の追跡 
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と表される。点 A で部材 a, c が降伏し、接線剛性行列 K

は次式で示される。 















L

AE BB0

00
＝K  (63) 

K の固有値と固有ベクトルは 



















1

0
,

0

1
,0,0 2121 

L

AE BB  (64a-d) 

である。零固有値があり、崩壊条件(54)式を満たす。(64)

式を(59), (60)式に代入すると 

211 010 FFu   (65) 

212 10 FFu
L

AE BB   (66) 

(65), (66)式を解くと 

01 F  (67) 

22 F
AE

L
u

BB

  (68) 

を得る。(67)式から水平荷重 F1は一定となる。 

部材 c が降伏して崩壊すると、(58)式は 

0
2L
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1

2

1
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(68), (69)式より 

221 F
AE

L
uu
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  (70) 

以上の結果から、F2を増分パラメータとして、釣合条

件、崩壊条件、応力状態の条件を満たし、全ての独立変

数が得られる。 

A-B 間の限界曲線は 

21 
yN

F
 (71) 

であり、その接線ベクトルは 

 T
dF

dF
1,0

1

2   (72) 

である。崩壊モード 1は(64c)式より{1 , 0}
Tであり、 

1
1

2 
T

dF

dF
 (73) 

から法線則が成り立つ。 

■B-C 間 点 B で部材 a,b,c が降伏する。この時の接線剛

性行列 K は次式で示される。 
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K の固有値と固有ベクトルは 
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である。零の重複固有値であり、崩壊条件(54)式を満足す

る。 

B 点近傍で部材 a,b のみ降伏し、c は弾性状態とすると

接線剛性行列は 
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K の固有値と固有ベクトルは 
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(77)式を(59), (60)式に代入すると 

211 21210 FFu   (78) 

212 2121
2

FFu
L

AE CC   (79) 

(78), (79)式を解くと 

21 FF   (80) 

22 F
L

AE
u CC   (81) 

部材 b が降伏して崩壊すると、(58)式は 

  02121
2

1
b 














u

u
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と書ける。(81), (82)式より 

221 F
L

AE
uu CC   (83) 

■C-D間 点 C で部材 a,b が降伏する。この時の接線剛性

行列 K は(76)式、固有値と固有ベクトルは(77)式で示され

る。B-C 間と異なる事項は、崩壊を決める降伏部材が部材

a となる。このとき、(52)式は 

図 14 解析モデル 
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図 15 限界曲線の解析 
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と書ける。(78)式より 

01 u  (85) 

B-D 間の限界曲線は 

2112 
yy N

F

N

F
 (86) 

であり、その接線ベクトルは 

 T
dF

dF
1,1

1

2   (87) 

崩壊モード 1は(77c)式より{1 , 1}
Tであり、A-B 間と同様

で法線則 

1
1

2 
T

dF

dF
 (88) 

が成立する。 

崩壊時の応力状態 

A~D 点において、各部材の応力状態を図 6 に示す。図

16(b), (d), (f)の破線四角で囲った部材の応力と歪の値を拘

束している。B-C 間の図 16(d)で部材 a が降伏し、降伏棚

を逆行し、塑性法則に矛盾しているように見える。注意

すべき点は、図 16 は荷重パラメータの変化に伴う崩壊時

の応力点の軌跡であり、塑性法則を遵守しつつ応力履歴

を追跡する通常の弾塑性解析とは異なる。 

以上の解析過程を踏まえて、図 15 より○で示す数値解

析結果は、実線の解析解とよく対応し、精度良く限界曲

線が得られている。 

3.1.4 まとめ 

本節では限界曲線の追跡で用いた解析法を示した。微

小変形と座屈が生じない条件下で、材料特性が完全弾塑

性体であるトラス構造の限界曲線の解析手法を述べた。

提示した手法は、釣合式、崩壊条件、応力状態の拘束条

件を基礎式とし、3 つの条件を全て満たす荷重パラメータ

の組を増分解析で求める手法である。解析解が得られて

いる 3 部材トラスの限界曲線解析を通して得られて事項

を以下に記す。 

[2-1] 崩壊モードベクトルと限界曲線との法線則が成立す

ることを確認した。 

[2-2] 得られた限界曲線の形状は外側に凸である。 

[2-3] 数値解は解析解と良く対応しており、提示した手法

の妥当性を検証した。 

 

4. 実効性のある提言 

本研究では以下に示す巨大津波を受ける大型石油タン

クの防災対策を提言した。 

【1】津波に対する大型石油タンクの被災防止方針 

大型石油タンクの津波に対する設計方針は、5m を超え

る想定浸水深に対してタンクの移動（浮き上がり・滑

動・転倒）を防止する使用限界状態設計とする。また

被災防止のための基礎とタンクに対する構造補強モデ

ルを提示した。 

【2】津波に対する大型石油タンクの限界状態に対する設

計上の留意点 

津波に対する大型石油タンクの限界状態解析法を弾塑

性構造物の限界曲線解析を基に開発した。その解析結

果から得られた有益な設計上の留意点として、津波外

力の大きさは最大浸水深よりタンクの径が大きく影響

し、鉛直波力と鉛直波力モーメントが支配的な外力で
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図 16 限界曲線上での各部材の応力状態 
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ある。限界状態に達する津波の最大浸水深は、内液比

率が低い場合は補強要素のアンカーボルトの垂直応力

度で、内液比率が高い場合はアンカーボルトのせん断

応力度によって定まる。基礎の洗掘を防止しタンク底

部に水が入り込まないようすることは、支配的外力の

基となる鉛直波圧を低減しタンクの移動防止策として、

特に内液比率が低い場合有効である。 

【3】想定浸水深に対する大型石油タンクの必要補強量 

想定浸水深に対するタンクの必要補強量を算定できる

補強設計用アルゴリズムを提案した。そのアルゴリズ

ムにより、タンクの形状、内液比率、津波浸水深を設

定すれば、限界状態に達しないための補強要素の必要

補強量が得られる設計チャートを提示した。 

補強設計用チャートから、津波浸水深が増すにつれて

アンカーボルトの必要断面積は増加すること、内液比

率が上がると内液重量による鉛直波力の打消し作用に

より必要断面積は低下し、内液比率がある限界を超え

るとせん断応力度で限界状態に達するため、補強要素

の必要断面積が一定となることを明らかにした。 

 

また、本研究成果の副次的効果として、タンクと補強

要素との接合方法を衝撃力および交番振動を吸収する仕

様へと展開できれば、津波に対する補強設計が耐震補強

としても有効となる可能性を有する。 

 

本研究を発展させるための研究方針を述べる。地震動

を受け、津波が到来するまで大型石油タンク基礎・地盤

がどれだけ損傷・破壊するかによって、津波を受けたと

きの初期条件が異なる。また第 1 波を受けた後の第 2 波

や引き波に対しても同様である。この初期条件は不確定

性を有し、津波外力評価とタンクの終局耐力に大きく影

響するため、今回、ある仮定下で使用限界状態に対して

補強設計を提案した。巨大津波に対する安全性の保証を

より強固にするために、タンク終局耐力を考慮した補強

設計へと展開する必要がある。また、耐力に基づく補強

設計と併せて津波外力を受けた際、タンクと内容物の動

きを考慮して限界状態を把握する研究が望まれる。 
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課題 1-9 超巨大災害発生時の避難勧告・指示の効果的情報伝達対策 
金沢工業大学 教授 

 土田 義郎 

 

防災放送 正常性バイアス 避難行動 

訓練システム 情報伝達  

 

1. 研究目的 
2011 年 3 月に発生した東日本大震災は未だ生々しい記

憶である。このような大きな災害が起きた時には様々な

チャンネルで津波への避難が呼びかけられる。防災放送

もその一つである。テレビやラジオなどの色々な情報伝

達の方法もあるが、特に農村、漁村など、情報機器を保

持せずに作業を行っているような場合に、直接的に呼び

かけられる情報伝達手段として、防災放送は未だに意味

を持っている。 

その放送音声は、所によってはやまびこなどのロング

パスエコーが生じ、時期によっては降雨音などによりマ

スキングされることで聞き取りにくくなっている。それ

により、情報伝達機能を十分に果たしていないことがあ

るのは大きな問題である。また、聞こえたとしても「意

味を理解できない」という状況も実際に生じており、行

動に移さない住民や的確な判断ができない住民が存在す

ることが明らかになっている 1）。これは、放送した内容

がスピーカを通してどのように住民に聞こえているのか、

もしくはどのように判断されるかを、放送する側が理解

できていないことが原因だと考えられる。その他にも、

マニュアルの説明を具体的な状況に置き換えずに、不適

切な放送をしてしまっていた事例も報告されている（図

1）。 

また、茨城県大洗町の東日本大震災での事例では 4 メ

ートルの津波に遭いながらも死者は 1 人もでなかった。

これは、防災放送をマニュアル通りに内容を読み上げる

のではなく、普段使わない命令調の表現や内容を差し替

えるなどの対応により、住民は強く危機感を感じ取って

避難したためだと考えられている。町長と消防が連携し

てアナウンスに工夫をしていたため、大きな災害に遭い

ながらも人的被害を阻止できたと考えられる 2）。 

災害発生時、命を守るためには避難勧告・指示といっ

た情報が確実に聞こえ、意味を理解し、避難行動につな

がることが必要である。超巨大災害が発生し、どのよう

に避難情報が伝達されるかは、行政システムという点や

ハードウエアの問題としては認識されているが、防災放

送に限った場合、その音響的側面については未だ課題が

多く残っている。典型的な問題が「正常性バイアス」で

ある（図 2）。正常性バイアスとは、避難しなくてはなら

ない状況においても、滅多なことは起きるはずがないと

思いこみ、実際に避難する行動が遅れるというものであ

る。人間の認知と行動のよく知られた効果である。 

本課題では、まず音声による避難情報の伝達経路につ

いて示し、確実な情報伝達のための基礎条件を明らかに

した。次いで正常性バイアスの実例を示し、それを回避

できた事例についても示した。偶然回避できた結果を生

かすべく、それを訓練システムとして構築する必要性を

示した。また、実際にアナウンスをシミュレートしたう

えでいくつかの実験を行い、避難意識を高めるアナウン

スについて明らかにする。さらに防災放送を聴取した時

の避難意識を高めるためのアナウンスを実現するため、

音のシミュレーションを含む実用的な訓練システムの開

発を目的としている。 

 

 

図 1 不適切な放送 

 

図 2 正常性バイアス 
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2. 伝搬シミュレーション装置の試作 
本格的な訓練システム構築の前に、簡易的な方法で音

の伝搬シミュレーション装置を試作した。防災放送の聴

取状況が災害時とほぼ同じになるように工夫しているが、

機器の制限により限定的な条件だけが実施できる。反射

音は時間差が一定間隔という制約があるため、経路差の

分布が 500m ずつと想定した（図 3,4）。 

このシミュレーション装置を活用し、録音した音声を

評価者に心理的な尺度で評価してもらう。 

 

図 3 伝搬のシミュレーションで想定した反射音の状況 

 

 

図 4 伝搬シミュレーション装置におけるエコータイム

パターン 

 

3. アナウンスの聴取実験 
3.1 実験目的 

防災放送の際、間の取り方や話者の緊迫感によって印

象が異なる。どのような声の表情、話し方で放送すると

避難をしようと感じるのか。防災放送に適した話し方は

どのようなものであるかを明らかにすることを目的とし

た。また、それを受けてアナウンスの訓練システムを構

築するが、そのプロトタイプにもなるような実験として

デザインしている。 

3.2 想定する状況 

2008 年に石川県で集中豪雨が発生し、金沢市浅野川の

堤防が決壊・氾濫した。この事例を参考にして状況を想

定し、放送文を作成した。避難指示が出た地域を北間町、

避難場所を浅野川小学校と想定した。浅野川小学校周辺

の地図を図 5 に示す。 

 

 

図 5 浅野川小学校周辺の地図 

 

3.3 放送の内容について 

表 1 に放送パターンを示し、表 2 に文体の別と実際の

放送内容を示す。アナウンスの声は男声と女声を用いる。

文体は敬体・常体・命令の 3 つを使用する。 間の取り方

は具体的に何秒とは指示せず、話者に任せている。また、

読みあげ方として緊迫感をつけているか、いないかとい

う組み合わせを考慮した。これらの全 24 パターンの放送

音声で検証実験を行う。 

 

表 1 放送音声の収録パターン 

 

性別 文体 間 緊迫感
敬体
常体
命令

男声・女声 有・無 有・無

 

 

表 2 放送の文体とその内容 

敬体 ただ今、北間町近辺の堤防が決壊しました。と

ても危険な状態です。北間町の住民は浅野川小

学校へ避難してください。時間がなければ、安

全な建物に避難してください。 

常体 ただ今、北間町近辺の堤防が決壊した。とても

危険な状態である。北間町の住民は浅野川小学

校へ直ちに避難せよ。 

命令 北間町近辺の堤防が決壊した。北間町の住民は

直ちに避難せよ。 
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3.4 実験手順 

金沢工業大学八束穂キャンパスの 69・222 室（一般ゼ

ミ室）を使用した。防災放送の音声（試験刺激）と環境

騒音（雨音）は独立に再生した。どちらも A 特性音圧レ

ベルは 48~49dB に収まるように設定した。試験刺激は、

それぞれ音圧レベルが異なるため、アテネーターを使用

して雨音と同じ音圧レベルに調整した。実験のシステム

図を図 6 に示す。 

 

 

図 6 システム図 

 

試験刺激を再生するスピーカは、屋外側に向けて音を

窓ガラスで反射させて、あたかも外から聞こえているよ

うな状況にした。実験機材やスピーカが被験者に見える

と外から聞こえているように認識できなくなる恐れがあ

るため、被験者とスピーカの間には移動式のホワイトボ

ードを設置し、機材を見えないようにした（図 7,8）。実

験中は、コントロールできない雑音源である空調は停止

した。 

 

 

図 7 実験環境（平面図） 

 

 

図 8 実験環境（断面図） 

 

上記のような実験環境において、被験者に試験刺激を

試聴させた。その音声について、緊迫感・聞き取りやす

さ・違和感・避難行動の誘起について SD 法で評価させた。

評価項目はそれぞれ 7 段階の尺度とした（図 7）。 

実験の進行とともに、放送を聞いているうちに徐々に

内容が分かるようになると、前半の評価のみが悪いもの

となってしまう。実験計画として、提示順序はランダム

にしているが、ばらつきをなるべく抑えるように実験前

にアナウンスの内容を下記の 2 点についてあらかじめ伝

えている。 

(1)北間町近辺の堤防が決壊したこと 

(2)浅野川小学校へ避難指示が出ていること。 

 

 

図 7 評価項目 

 

3.5 考察 

まず、それぞれの条件の主効果を検討した。その後、

条件間の交互作用を確かめるために分散分析を行った。 

3.5.1 文体 

（1）緊迫感 

緊迫感と文体の平均はほとんど変化が見られなかった。

全体的に 3 を少し上回る数値となった。 

（2）聞き取りやすさ 

聞き取りやすさと文体の関係は敬体が最も数値が高く、

常体の数値が最も低いが、ほとんど差がなかった。 

（3）違和感 

どの文体であってもほぼ同じ結果になった。全体的に

他の評価尺度（緊迫感・聞き取りやすさ・避難）の値と

比べるとやや高い数値となった。 

（4）避難 

どの文体も 3 を上回る結果となったが、文体によって

避難を意識するような違いはあまり見られない。 
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図 8 緊迫感・文体 

 

 

 

図 9 聞き取りやすさ・文体 

 

 

 

図 10 違和感・文体 

 

図 11 避難・文体 

 

 

3.5.2 間の有無 

（1）緊迫感 

間を取らない時の方が少し高い数値となった。また、

有意な差が見られた。 

（2）聞き取りやすさ 

どちらもあまり差はなく 3 程度の値となった。 

（3）違和感 

違和感に関しては、他の間の有無についての 3 つのグ

ラフより大きい数値となった。しかし、違和感と間の有

無に関して差はほとんど見られなかった。 

（4）避難 

避難と間の有無の関係は、間が無い時の方が高い数値

となった。また、5％以下となり有意差が見られた。 

 

 

 

図 12 緊迫感・間の有無 
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図 13 聞き取りやすさ・間の有無 

 

 

 

図 14 違和感・間の有無 

 

 

 

図 15 避難・間の有無 

 

 

3.5.3 緊迫感の有無 

（1）緊迫感 

緊迫感を付けた場合に主効果の有意差が 0.1％以下とな

った。 

（2）聞き取りやすさ 

緊迫感がない方が聞き取りやすい結果となった。どの

評価尺度よりも最も低い数値となった。 

（3）違和感 

結果にあまり差が見られなかったが、緊迫感有りの方

が大きな数値となった。 

（4）避難 

結果にあまり差が見られなかった。数値として、3 を少

し超えるぐらいの値となった。 

 

 

図 16 緊迫感・緊迫感の有無 

 

 

 

図 17 聞き取りやすさ・緊迫感の有無 

 

 

 

図 18 違和感・緊迫感の有無 
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図 19 避難・緊迫感の有無 

 

 

3.5.4 文体・声の交互作用 

（1）緊迫感 

女声の常体と男声の常体の試験刺激では女声の方が値

が大きくなった。これは、男性の声よりも女性の声の方

が高いため、緊迫感が伝わってきたのではないかと考え

られる。また、想定していた結果では、命令の方が緊迫

感を伝えると考えていたが、女声に関しては常体が一番

緊迫感を感じられた。 

（2）聞き取りやすさ 

男声の常体が一番低い結果となった。男声の常体の時

は、声がこもる・ポップノイズがかるなどの問題が多か

ったことから低い結果になったと考えられる。 

（3）違和感 

想定していた結果としては、命令が最も違和感を生じ

やすいだろうと考えたが、実際の結果では全てほぼ同じ

ような結果となった。 

（4）避難 

聞き取りやすさや緊迫感のグラフと似た形のグラフと

なり交互作用もほぼ同じとなった。このことから、避難

にはこの 2 つの要素が関係していると思われる。 

 

 

 

図 20 緊迫感・声・文体 

 

図 21 聞き取りやすさ・声・文体 

 

 

 

図 22 違和感・声・文体 

 

 

 

図 23 避難・声・文体 
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3.5.5 声・間の有無 

（1）緊迫感 

男声女声共に間の有無に主効果があった。どちらに関

しても間が無い時の方が緊迫感を感じている。 

（2）聞き取りやすさ 

背景音によって全体的に聞き取りづらく感じたと考え

られる。聞き取りやすさに間の有無は関係ないという傾

向がみられていることになる。 

（3）違和感 

全体的に大きい数値となっている。これは間の有無だ

けに関わらずに違和感があることがわかる。 

（4）避難 

女声男声共に間がない時の方が避難する気になる結果

となった。 

 

 

 

図 24 緊迫感・声・間の有無 

 

 

 

図 25 聞き取りやすさ・声・間の有無 

 

 

 

図 26 違和感・声・間の有無 

 

 

 

図 27 避難・声・間の有無 

 

 

3.5.6 声・緊迫感の有無 

（1）緊迫感 

女声の緊迫感を付けた時が最も緊迫感を感じられる結

果となった。女声は声が高いことから男声と同じように

緊迫感を付けてもより強く緊迫感を感じたと考えられる。 

（2）聞き取りやすさ 

緊迫感を付けないときの方が聞き取りやすい。男声の

場合は緊迫感を付けるときに少し滑舌が悪く、それも聞

き取りやすさに関係していたと考えられる。 

（3）違和感 

どの条件を比較しても全体的に値が大きい。これは間

の有無だけに関わらず、この防災放送自体に違和感があ

ることがわかる。 

（4）避難 

男声に関しては緊迫感を付けない時の方が避難する気

になり、女声に関しては緊迫感を付けた時の方が避難す

る気になる評価となった。緊迫感の有無と避難の関係に

ついても緊迫感と聞き取りやすさの項目が関係している

ことがわかる。 
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緊迫感を付けた時に標準偏差が大きいのは緊迫感を付

けると避難をする気になるが、アナウンスが聞き取りに

くくなり低い評価と高い評価に分かれたと考えられる。 

 

 

 

図 28 緊迫感・声・緊迫感の有無 

 

 

 

図 29 聞き取りやすさ・声・緊迫感の有無 

 

 

 

図 30 違和感・声・緊迫感の有無 

 

図 31 避難・声・緊迫感の有無 

 

 

3.6 まとめ 

男声では、常体が一番低い値で敬体と命令がほぼ同じ

値になったことから、常体を使用しない文体でアナウン

スをすることが良いという結果になった。また、男声は

緊迫感と間を付けずに敬体のアナウンスを行い、女声は

緊迫感を付け、間を取らずに常体でアナウンスをすると

避難する気になることがわかった。 

女声では、違和感以外に関して常体の評価が高く、違

和感は全てほぼ同じ結果である。このことから、女声は

常体の文体を使用したアナウンスをすることが良いとい

うことになる。 

この結果から男性と女性では異なるアナウンスをしな

ければならないことがわかる。 

また、違和感の評価についてはどれも差が見られなか

ったため、今回の検証実験から「違和感の有無」の評価

は訓練システムにおける適切さ評価には不要な項目であ

ると考えられる。 

4. 実用的な防災放送訓練システムの構築 
3 章に示したように、防災放送は話し方によって受ける

印象に差異が生じる。その放送の影響で何十人、何百人

の命が左右されることを考えると、話す側には相応の責

任がかかってくる。しかし、実際の場面で放送を担当す

るものは、決して放送になれているものばかりとは限ら

ない。むしろ、慣れていないものの方が多いのではない

かと考えられる。 

効果的な話し方ができるように、ある程度の訓練を何

度かは実施してくことが望まれるものと考えられる。し

かし、実機を使って放送をすることはむずかしい。そこ

で、自分の音声を聞き返すことで放送の訓練ができる訓

練システムを作成することとした（図 32）。その際には、

音声のひずみやエコーの影響など実際に受聴者が聞いて

いるものをシミュレートすることとした。 

3 章の実験において使用した音の伝搬シミュレータは、

2 章に示すようにディレイマシンやイコライザなどの複数
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の機器を使用して作成した簡易的なものであった。本課

題の目的達成には、より現実に即したシミュレーション

を行うことができ、操作の容易なものが望まれる。そこ

で PC の中ですべての処理を行うことのできるものを制作

することとした。 

 

 

図 32 災害時アナウンスの訓練システムの概念図 

 

 

4.1 要求仕様 

木ステムの基本的構成は図 33 のようになる。各種の条

件を入力して、受聴者の聞いている音を再現するものと

するが、長距離伝搬の完全なシミュレートは難しく、反

射物や音質の変化については、ある程度一般的な傾向か

ら代表的な特性を模擬するものにならざるを得ない。 

 

 

図 33 システムの基本構成 

 

 

 

図 34 システム構成図 

 

まず、プロトタイプとしてフリーウエアである

PureData を用いてシステムを構築する。その後、これに

基づいたより操作性の良いものを Max7 という市販ソフト

を用いて構築する。完成したソフトは、ランタイムモジ

ュールを用いることでどんな OS の下でも稼働可能である。 

4.2 音声入力部 

図 35 のパッチはアナウンスと背景音の設定のパネルで

ある。上の bang ボタン（○）はそれぞれデモアナウンス

音や録音、背景音と分けられている。その bang ボタンを

押すとファイルが開かれ、音を選択することで音をアレ

イに格納できるシステムがアナウンス音と背景音の設定

のパネルである。 

図 35 の中央の棒状のインジケータは VU メータとなっ

ている。リアルタイムで音の大きさを dB で表示すること

ができる。右側にある「図を開く」の bang ボタンを押す

と、距離減衰の状況設定の図が表示される。「録音」ボタ

ンを押すことで 10 秒間の音を録音することができる。プ

ログラムを変更することで任意の時間を録音することが

でき、再生や停止もできる。 

アナウンス音には、あらかじめ録音した音声とリアル

タイムで録音する音声を使用できる。録音済みの音声は

３つ保存することができる。背景音には、雨の音や工事

の音や交通音などあらゆる状況を想定した音を選択でき、

より現実的なシミュレーションを行うことができる。 

 

図 35 アナウンス音と背景音の設定のパネル 

 

 

4.4 条件入力部 

図 36 のパッチは反射音設定のパネルである。距離減衰

の状況設定で示したように直接音の大きさや防災スピー

カから受聴者までの距離、防災スピーカから反射物に反

射しての受聴者までの距離をそれぞれキーボード入力ま

たはスライダで設定することができる。周辺状況によっ

て反射物の数も変わり、それに応じて、設定するスライ

ダの数も変わってくる。最後に右上の bang ボタンを押す

ことで各反射音の時間遅れと距離減衰量を算出し、出力

することができる。 

図 37 に示すイコライザのパッチでは出力レベルの周波

数特性の調整ができる。スピーカ特性、伝搬途上の減衰

を総合的に再現し、アナウンスや背景音の周波数特性を

変化させ、より現実的な音を模擬できるようにした。 

反射音の状況については、簡単な補足説明の図を必要

に応じて示すことができる。スライダの値に応じて変わ
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るわけではなく、イメージを伝えるという意図のもと示

している。 

 

 

図 36 反射音設定のパネル 

 

 

図

図 37 伝搬音の周波数特性の変更用イコライザ 

 

 

 

図 38 反射音の補足説明図 

 

 

4.5 再生部 

再生部では設定した音を DA 変換して出力する。図 39

は再生設定のパネルである。左上の toggle ボタンを×に

すれば繰り返し再生ができるリピート効果がある。また、

黄色と紫色の bang ボタンでアナウンス音と背景音、録音

と背景音をそれぞれ組み合わせて同時に再生や停止する

ことができる。 

 

 

図 39 再生設定のパネル 

 

 

最終的にプロトタイプとして完成したシステムは、最

近の通常のスペックを有するものであれば、問題なく駆

動可能である。 

周辺機器としては、PC 本体に加えて、アクティブスピ

ーカがしっかりと再生するためには必要である。マイク

ロホンは本体備え付けのものでもよいが、外付けのマイ

クロホンがあるとよい。 

 

 

 

図 40 実際のシステムの様子 

 

さらに現在 Max7 で開発している実用版（図 41）では、

屋外モードと屋内モードを備え、受聴場所のバラエティ

が増えた。また、アナウンス前にサイレンやチャイムを

付加することもできる。本システムはランタイム・モジ

ュールをダウンロードしておけば、どのパソコンでも制

限なく使うことができる。 
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図 41 Max７によるシステム開発 

 

5 実効性のある提言 
本研究で開発されたシステムは、災害時のアナウンス

のみならず、公共的空間の通常での情報伝達に対するシ

ミュレーションにも適用できる。まずは、自治体などで

の実際への活用を図るため、今後、シンポジウムや学会

誌での公開などを通じて普及を図る。 

 

 

本研究における成果と今後の展開 
この課題では、実用的な防災放送訓練システムを研究

成果としている。ある県議会の興味を引き、研究所には

視察に来られた。当面市販予定はないが、今後自治体に

向けては web に情報公開することで利用を訴えてゆく。 

また自治体職員らの訓練だけでなく、一般市民に対す

るワークショップを実施することで、防災意識を向上す

る効果があることも見込まれる。来年以降に独自のワー

クショップを開催することを予定している。 
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課題 1-10 超巨大災害での地域行政と地域住民が連携した防災力の向上対策 
金沢工業大学 教授 

 木村 定雄 

 

地域防災計画 リスクコミュニケーション アカウンタビリティーの正統性 

カタストロフリスク 社会的実践研究 - 

 

1. 研究目的 
 

全国市町村の地域における防災活動を考えるとき，地

域特性に基づく個別性が存在する．当然，その個別性は

地域の防災力に大きく影響する．ここで，個別性とは，

人口・年齢構成，産業活動等に代表される社会活動特性，

自然ハザード強度(地震，台風，火山等)，地形・地象，

公共整備状況に代表される自然ハザード対応特性，なら

びに，行政組織の規模・財政，防災資機材整備，避難情

報伝達施設等に代表される防災特性などである．したが

って，防災対策基本法に基づいて市町村が実効性のある

地域防災計画を策定するためには，全国に共通する基本

的な計画事項とともに，個別性をも十分に把握し考慮す

る必要がある． 

また，防災力とは，地域行政，地域住民，防災関係機

関などの個々の地域コミュニティーが災害時に行動する

べき事項の事前の認識力と行動力とする．すなわち，本

研究における防災力とは，地域防災・減災活動において，

地域組織に内在する災害時の人的対応基礎力を意味する．

また，地域防災計画に示される事項について，個々の立

場のコミュニティー(以下，Actors)の①計画に基づく役

予防段階 応急段階 復旧・復興段階

被災経験
有り

被災経験
乏しい

防災
関係
機関

市民

地方自治体

地方自治体

防災
関係
機関

市民

前提

条件

原案

修正案

意見

前提

条件

原案

修正案

意見

前提

条件

原案

修正案

意見

Plan PlanPlan

Do DoDo

CheckCheckCheck

ActionActionAction

前提

条件

原案

修正案

意見

前提

条件

原案

修正案

意見

前提

条件

原案

修正案

意見

Plan PlanPlan

Do DoDo

CheckCheckCheck

ActionAction
Action

図 2 リスクコミュニケーション PDCAサイクルの概念 

 

内的構造

外的構造

防災関係機関

行政（市役所）

市民

図 1 アカウンタビリティーが要求される対象 
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割を取得する能力(役割認識能力)，②役割を実行する能

力(行動プロセス認識能力)の２つの指標によって，防災

力を表わすものと考える． 

本研究では，社会的実践研究
1)
として主に地域行政組織

の防災力を測定・評価する手法を構築することを目的と

する．この防災力の評価は地域防災計画の実行における

脆弱性をより具体的に明らかにすることができることか

ら，予防段階などの防災・減災活動における行政組織の

継続的改善を図るうえで重要な意味をもつ． 

 

2. 解決法 
 

(1) 行政行為のアカウンタビリティーの意義とその分析 

公的機関の行政行為におけるアカウンタビリティは重

要な意味を持つ 2)．地域防災計画を例にとると，そのアカ

ウンタビリティに要求される対象構造は図 1 に示す内的

構造と外的構造に分けられる．内的構造には行為主体と

なる行政内の個々の組織や人の役割認識が，また，防災

関係機関および市民から成る外的構造には行政の意思(地

域防災計画)の理解と個々の役割の認識が要求される．こ

のアカウンタビリティは，防災行為において重要となる．

すなわち，大地震や津波といった災害など，カタストロ

フ性を有するリスク 3)の対策行為では，科学技術のみなら

ず，リスクコミュニケーションの仕組みを組み込んだ社

会的受容(リスクコミュニケーション PDCA の行為と相互

理解)を可能にする地域活動が極めて重要となる．したが

って，地域防災計画に基づく防災・減災活動では，行政

のアカウンタビリティは地域を形成するすべての人々

(Actors)を主体とした防災力の継続的改善(PDCA サイクル)

を機能させるために不可欠である．他方，防災・減災活

動においては，被災経験の有無が Actors の役割認識の強

弱に影響する．図 2 に防災行為における PDCA サイクル

のあり方を示す．図 2 の矢印の実線は，既に行政活動と

して実施されている行為例 4）を示し，破線は不十分と考

えられる行為を示す．被災経験のある自治体においては，

予防，応急，復旧・復興の各々の段階を経験することに

よって防災・減災活動が適宜改善されると考えられる．

一方，被災経験が乏しい地域では実効的な PDCA サイク

ルが機能せず，予防段階における応急段階や復旧・復興

段階の学習も十分であるとは言い難い．すなわち，地域

防災計画に基づく行政行為のアカウンタビリティが地域

に受け入れられ難い可能性がある．予防段階における

Actors の役割認識を深める適切な PDCA サイクルの実施

は，災害発生前に，応急段階や復旧・復興段階の実効的

な学習に繋がり，その結果として，活動主体の役割認識

を高め，災害発生時の人的リスクを大きく改善する． 

そこで，とくに巨大災害発生時の応急段階に着目して

地域防災計画にかかわる行政組織のアカウンタビリティ

の正統性を分析する．  

地域行政と地域組織が行う防災行為は，地域防災計画

に基づくことが基本となる．なかでも，地域防災計画の

存在とその中に記される各コミュニティー，すなわち，

行政，地域住民，自主防災組織，防災関係機関等の個々

の役割は，個々に確実に周知させることが行政の重要な

役割であり，情報公開とその説明が行政には求められる．

このような行政行為の説明責任(アカウンタビリティー)に

アカウンタビィティの 

構造と評価視点 
満たすべき要件 

正 統 性 の 

構 造 

実用的 

正統性 
  行為が人々の利益に繋がるか 

道徳的 

正統性 

行為の結果に 

対する評価 
不利益者へのミティゲーションはなされているか 

行為の手続きに 

関する評価 

適切なルールで行なわれ、その過程の透明性が確保されて

いるか 

行為主体に 

対する評価 
評価者の能力や立場が適切か 

認識的 

正統性 

理解可能性 
行為の結果は予測可能か   

行為の内容と結果が分かりやすいか 

当然性 

行為がもたらす結果について十分に議論や検討がなされ、

社会的に当然のこととして受け入れられる程度に成熟した

か 

専門的知識の 

正統性 

技術的判断の厳密性を重視するか、利害関係者から見た妥

当性を受けいれるか 

 

表 1 行政行為のアカウンタビリティーの正統性の評価の視点 
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はその正統性を確保する必要がある．表 1 は，行政行為

のアカウンタビリティーの正統性の評価の視点を示した

ものである 2),5)．行政行為のアカウンタビリティーの正統

性は，実用的正統性，道徳的正統性，認識的正統性があ

る．行政が行う防災行為においては，とくに認識的正統

性のうち，理解可能性が課題となると考えられる．すな

わち，地域防災計画の内容を，予防段階において地域住

民や自主防災組織等が理解可能な形で説明を果たす必要

がある．そのためにも，まずは，防災・減災活動におけ

る行政組織内において，各部署や各個人が果たすべき役

割を熟知することが要請される．  

 

(2) 地域防災力の評価モデル 

 従前の行政が実施してきた地域防災計画に基づく防

災・減災活動では，リスクコミュニケーションPDCAの

あり方が明確ではない．むしろ，行政を主体，また住民

を客体として，主体から客体に伝えられる単方向コミュ

ニケーション
6)
となっているケースが多いと考えられる．

このため，住民からなる客体は主体の意思の理解および

自らの役割認識を改善することが難しい仕組みとなって

いる．リスクコミュニケーションPDCAとは，防災・減

災活動に関わるすべてのActorsを主体として，各々の役

割認識能力と行動プロセス認識能力を互いに共有化し高

めるための行為である．地域防災計画の実行におけるリ

スクコミュニケーションPDCAでは，地域に属するすべ

図 3 地域防災力の評価モデルの概要 

防災計画

防災資機材

の情報

防災活動運営

の情報

地域特性

人口的

な特性

地形的

な特性

産業的

な特性

③立場と役割の認識における評価

住民

アンケート
Actors
Tree

行政

アンケート

②実行可能性の評価

プロセスモデル

①地域が持つ特性の一元化

地域特性の

データベース

防災情報の

データベース

各評価結果の統合によるリスクコミュニケーションPDCAの評価

表 2 地域情報データベースの基本構成 
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ての人々を主体として双方向コミュニケーション
6),7)

を目

指すことが求められる． 

このような地域に属するActorsのリスクコミュニケーシ

ョンPDCA活動の道具となるのが，地域防災力の評価モデ

ルである．図3は地域防災力の評価モデルの概要を示した

ものである
8)
．地域防災力の評価は，主に以下に示す①～

③によって行う． 

 

① 地域特性の一元化情報の整備とその共有化 

② 地域防災計画に基づく災害時行動プロセスの  

可視化 

③ 各コミュニティー(Actors)の役割認識能力・行動プ

ロセス認識能力の測定 

 

①は，GIS を活用して表 2 に示す地域の基本情報を一元化

し共有化するものである 9)．②の災害時行動プロセスモデ

ルの可視化は，地域防災計画に明文化されている予防段

階，応急対応段階，復旧段階での各 Actors の役割と行動

の連携をアローとボックスを用いて可視化するものであ

る．地域防災計画は行政文書であり，その内容の理解は

住民には困難な場合が多い．また，災害の規模は地域の

特性にも大きく依存するが，それに対する行動規範を具

体的に文章化することは難しい．このため，各 Actors の

役割と行動を可視化することが行政と住民などの相互理

解に役立つものとなる．図 4 は以降に記す石川県珠洲市

の地域防災計画から作成した災害時行動プロセス(行政内

の応急段階)の基本的流れを示したものである．また，図

5 は災害時行動プロセスの可視化の作成手順を示したもの

図 4 災害時行動プロセスの可視化例(行政内の応急段階) 



141 

である．③は②で作成した災害時行動プロセスを

基本として，各 Actors の役割認識能力と行動プ

ロセス認識能力をアンケートによって，測定し評

価するものである．この結果が本研究で定義する

防災力を意味するものとなる． 

 

3. 方法の検証 
 

(1) 地域行政内の防災力の評価 

全国の市町村のような自治体では例外なく老齢

化が進んでいる．また，自治体規模が小さい場合，

防災・減災に係わる財政も厳しい状況にある．こ

のような地域では，身の丈にあった防災・減災活

動のあり方を模索しており，地域の行政，自主防

災組織および住民からなる各コミュニティーの日

頃の関係性がとくに重要となる．すなわち，地域

行政が策定する地域防災計画は策定した行政の規

模，財政力および地域環境・特性に応じた個別性

がある．さらに，地域ごとの被災履歴によって，

地域ごとの行政・住民の災害ハザードに対する認識は

様々であることなどから，地域防災計画を策定したとし

てもその実行可能性は不確定である．また，行政主体は

その内部組織に存在する脆弱性の実態を公開することに

否定的である場合が少なくない．本研究では災害ハザー

ドが比較的小さい石川県珠洲市と南海トラフ地震が想定

され災害ハザードが大きいとされる高知県東洋町から協

力を得て行政内の防災力を測定し評価する． 

 

(2) 行政内の防災力を評価する地域の概要 

石川県珠洲市は能登半島の先端に位置し,人口16,279人

の中小規模の都市である．能登沖地震(1993年)および能登

半島地震(2007年)の2 度の被災を経験している地域である．

人口構成は全体の約4 割が65 歳以上の後期高齢者であり，

居住形式は多くが木造一戸建てである.防災上考慮される

災害リスクは，地震，津波，火災，水害，雪害，土砂災

害，台風，高潮が挙げられる. 珠洲市の行政構造は職員約

図 5 災害時行動プロセスの可視化の作成手順 

図 6 地域特性マップの例 (珠洲市) 
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156名が在籍し，約12の課・室・委員会が組織され，平成

22年6月11日改訂版珠洲市地域防災計画(一般対策編，震災

対策資料編)を適用して防災・減災活動を展開している．

図6は一元化した珠洲市の地域特性マップの一例を示した

ものである.  

一方，近年緊張感が高まる南海トラフ巨大地震の発生

が想定される高知県東洋町は，高知県の最も東に位置し，

図 7 に示すように町役場等の行政機能や病院，学校，商

店等の町機能の多くが浸水範囲内に存在する．また，ほ

ぼ全数の住居も浸水範囲内に位置する地域である．東洋

町中心部に位置する生見(いくみ)海岸は全国有数のサーフ

ィンのメッカであり，一年を通して多くの観光客で賑わ

いをみせている場所であることから，地域住民のみなら

ず外部から訪れる者の避難についても配慮が必要な地域

である．南海トラフ地震による津波高は 30 ㎝(避難困難と

なる高さ)が予想され，津波到達時間はおよそ 5～20 分で

あるため，有事の際は住民や行政の迅速な行動が求めら

れる．東洋町の人口は約 3,390 人，そのうち 65 歳以上の

割合は 60%程度であり，過疎化ならびに高齢化が進んで

いる． 

珠洲市と東洋町の災害時の行政組織の構造は，表3に示

すとおりであり，職員数は市町の規模によって異なるが，

行政組織と各地域防災計画に記される業務担当班は基本

的に同じである．なお，東洋町では，町職員と

は別に広域消防が町行政と一緒になって消防部

を構成している． 

 

(3) 行政アンケートの回収状況 

 前述のとおり，防災力の評価は，行政組織内

の職員が，災害時に自身の行動プロセスを認

識・理解しているか否かをアンケートによって

確認するものである．アンケートの基本的な設

問事項を表4に示す．以下にはその回収状況を

示す． 

 

 a) 珠洲市の回収状況 

表5は珠洲市の行政アンケートの回収状況を

示したものである．表中の回答者は，行政内組

織を示したものである．アンケート実施期間が

人事異動時期と重複していたため，回答すべき

所属が曖昧な職員が生じ，平均回収率が46.8%

と低い傾向がある． 

 

 b) 東洋町の回収状況 
表6は東洋町の行政アンケートの回収状況を

示したものである．東洋町は珠洲市と比較して，

平均回収率が68.1%と高く，行政職員の防災に

関する認識が高い傾向にある． 

図 7 東洋町の津波予測 10)
 

東洋町

室戸市

奈半利町田野町

安田町
北川村

安芸市
馬路村

芸西村

香南市

香美市

南国市
高知市

大豊町
本山町

土佐町

大川村

いの町

日高村

土佐市
佐川町

越知町

仁淀川町

津野町
梼原町

四万十町

中土佐町

須崎市

黒潮町四万十市

宿毛市

三原村

土佐清水市大月町

 市町名 珠洲市 東洋町
職員数 156名 42名(町職員でない消防部は除く)

災害本部長 市長 町長
総務班 情報部

企画財政班 住民部
調査班 建設産業部
建設班 教育部

… …

災害時　班編成

表 3 珠洲市と東洋町の行政組織の例(地域防災計画書による) 

 表-1.行政アンケー

ト概要 

表 4 行政アンケートの設問の構成 
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(4) 行政組織の防災力の評価結果 

 行政組織の防災力の評価結果は，各人の行動プロセス

の役割認識能力および行動プロセス認識能力から評価す

る．すなわち，地域防災計画から策定した行動プロセス

モデルを基本に，災害発生時の各行政職員の役割認識能

力と行動認識能力を行動プロセスの信頼性と定義して防

災力を評価する．図8は主幹的な行動プロセスの信頼性評

価モデルを示したものであり，式1は行動プロセス実行可

能性を生起確率として表した信頼性の評価式である． 

したがって，式(1)による算定結果は，行政職員となる

個々のActorsが情報を受信して自身の行動に移る，または，

自身の判断により行動として発信する等の役割・行為を

表 5 行政アンケートの回収状況(珠洲市) 

 回答者 配布部数(部) 回収部数(部) 回収率(%)
情報部 17 17 100.0
住民部 14 12 85.7

産業建設部 7 5 71.4
教育部 4 4 100.0
消防部

(消防団、近隣の室戸

市消防職員で構成)

30 12 40.0

合計 72 50 68.1

表 6 行政アンケートの回収状況(東洋町) 

図 8 行動プロセスの信頼性評価モデル 

・・・・(1) 
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行動プロセスの中で完結する可能性の実行確率を表す． 

 このような災害時の行動の実行確率を算定した結果の

例(珠洲市・総務課)を図9に示す．図9は災害時に情報収

集・発信の総括的役割を担う総務課の結果であり，図中

下の表の左側に記した事項が災害時の行動プロセスから

定まる役割であり，赤枠で囲んだ数値がアンケートの有

効回答を母数とした各情報収集・発信過程の実行確率で

ある． 

 他方，図10は東洋町の情報部の情報収集・発信の実行

確率を算定した結果である．東洋町の情報部は，珠洲市

の総務課と同じ機能をもつ部署である． 

 図9では，アンケート回収の母数を職員全数とすると，

実行確率は相当に小さくなる．アンケートに対応する人

の意識は，解答可能なアンケートには対応するが，解答

不可能な場合には，回答しない意識も働くケースが見受

けられる．したがって，図9と図10を比較する場合，行政

職員のアンケート対応にかかわる意識が大きく影響する

ことが考えられる．また，図11は珠洲市と東洋町の情

図 9 情報収集・発信の実行確率の例(珠洲市・総務課) 

図 10 情報収集・発信の実行確率の例(東洋町・情報部) 
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報・伝達にかかわる役割認識能力と行動プロセス認識能

力とを比較した例である．ここで，珠洲市の実行確率の

算定では母数を部署の職員全数としている．この比較結

果が行政組織の防災力のすべてを評価するものではない

が，地域防災計画の実行において，どのような役割・行

動が弱点となっているかが明確になる．例えば，図11中

のc1(住民・自主防→情報部)をみると，珠洲市および東洋

町ともに，住民や自主防災組織からの情報をどのように

して収集するかについて，その手段が具体的に考えられ

ていないことがわかる．本報告では，災害発生・応急対

応時の行政職員の一部の役割認識能力と行動プロセス認

識能力を示したが，地域防災計画に基づいて行政が組織

する各部署(Actors)の脆弱性が明確になる． 

 このように，災害時の行政職員の役割認識能力および

行動プロセス認識能力から防災力を向上させようとする

場合，まずは，各人の防災にかかわる立場とより具体的

な役割認識を深める活動が重要となる． 

したがって，毎年行われる防災訓練などでは，とくに

課題となる脆弱的事項を明確にしてこれを確認すること

で，コミュニケーションPDCAの習慣が定着するものと考

えられる．また，災害は，いつ・ここで・どのような状

況の時に発生するかが不確定であり，行政職員も被災者

となる場合もある．このため，日頃から自身の行動規範

を反復学習することがとくに肝要となるものと考えられ

る． 

 

4. 実効性のある提言 
 

 本研究では，「超巨大災害での地域行政と地域住民が連

携した防災力の向上対策」を目的として，まずは，地域

防災計画に基づく行政職員の役割と行動について，その

状態測定と評価法を提案し，その活用法を示した．その

成果は，各地方行政の日頃の防災訓練に活用され，地域

のコミュニティーの防災・減災活動の脆弱性を改善する

実践行為に役立つものと考えられる． 

 他方，災害応急対策計画における行政職員の役割認識

を測定するためのアンケート調査を実施する行為そのも

のが，行政職員の地域防災計画の内容の学習となること

も明らかとなった． 

 今後，他の自治体の調査を行い，地域防災計画の実行

可能性を分析し，地域防災にかかわる具体的な脆弱性要

素を明らかにするとともにその改善を促す必要がある． 

 全国の市町村では例外なく老齢化が進んでいる．また，

自治体規模が小さい場合，防災に係わる財政も厳しい状

況にある．このような地域では，身の丈にあった防災活

動のあり方を模索しており，地域の行政，自主防災組織

および住民の各コミュニティーの日頃の関係性がとくに

重要となることは前述したとおりである．この関係性で

は地域の人々の主観と客観が混在し，全国の地域ごとの

自治体を対象とすると，一般性と個別性とを惜別する壁

が存在する．本研究はそれをより論理的に分別すること

を目指しており，さらに，行政組織の住民に対するアカ

ウンタビリティーの正統性のあり方をもあわせて検討対

象としている．この種の研究は社会的実践研究であり，

社会変化に対応して継続的に実施する必要があると考え

る．  

 

 

 

図 11 情報収集・伝達にかかわる実行確率の比較例 
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巨大津波に対する地下街及び地下鉄 

の防災対策 
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課題 2-1 巨大津波に対する地下街及び地下鉄の防災対策 
京都大学防災研究所 教授 

 牧 紀男 

 

南海トラフ地震 地下街 避難 

大阪市 ハリケーン・サンディー - 

 

1. 研究目的 1） 
 

東日本大震災の反省を踏まえ、想定される最大クラス

の津波についての被害想定が行われるようになっている。

大阪府でも津波の浸水想定の見直し が行われ、最悪、日

本最大規模の地下街が存在する梅田も津波による浸水被

害が予想されることなった。また、2012 年 10 月にはハリ

ケーン・サンディーによりニューヨークで高潮被害が発

生し、地下鉄への浸水被害が発生した。幸いにもハリケ

ーンの上陸に備え、地下鉄の運休・列車の高台への移動

等の対策 が講じられていたため大きな混乱・人的被害は

発生しなかったが長期にわたって運休する区間も発生し

た。地下街の浸水対策の重要性は、これまでも指摘され

てきたことであるが、南海トラフ地震の被害想定の見直

し、さらにニューヨークの事例を踏まえ、喫緊の防災課

題として捉えられるようになっている。 

大阪府の津波浸水想定は、内閣府「南海トラフの巨大

地震モデル検討会」が公表した 11 ケースから、大阪府域

に最も大きな影響を与え、考えられる 4 ケースを選択し

て、防潮堤の沈降、防潮施設の開閉状況に応じて 3 つの

シミュレーションの最悪条件を重ねあわせ浸水範囲、浸

水深の公表を行った（図 1）。その結果、大規模な地下街

が存在する梅田にまで浸水地域が拡大することが明らか

になった。 

大阪府の場合、1ｍの津波が到達するまでに、南部の岬

町で 54 分、大阪市内に影響を与えると考えられる大和川

河口、木津川水門にまで到達するまでには地震の発生か

ら 100 分以上の時間があり、安全な場所に避難するため

に十分な時間が存在する。 

この結果から大きな地下街が広がる梅田近隣の地域に

は堤防沈下により地震発生直後に浸水する地域は存在し

ないことが分かり、十分に避難は可能であるということ

が分かる。しかし、津波による浸水被害が想定されてお

り適切な避難行動をとらないと人的被害が発生する可能

はあり、以下、梅田地下街の浸水対策の現状について現

地調査に基づき報告する 

本原稿は地下街の防災対策について、防災対策進める

上での最重要課題である「命を守る」という観点から、1）

現状の防災対策の取り組み、2）地下街に対流する人々の

避難に対する認識、について現地調査にもとづき、地下

街における「命を守る」ための防災対策のあり方につい

ての検討することを目的とする。 

 

 

 

 

 

図 1 大阪の新津波浸水想定（出典：大阪府 2）） 

 

大阪府の津波浸水範囲が拡大した要因は想定される津

波水位の上昇（平成 15 年南海・東南海地震の想定でも

T.P.3-4m ）よりも、地震動により堤防が沈下し、さらに

越流された場合には破堤する、という条件で検討を行っ

た影響が大きい。大阪市には海面よりも低い 0ｍ地帯が多

く存在し、満潮時には堤防が沈下すると津波が到達しな

くても直後から海水の流入が始まる。大阪府の想定では

防潮堤の沈下に伴う浸水区域についての検討も行ってい

る（図 2）。 
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図 2 津波が到達するまでに防潮堤の沈下等により浸水

する区域（出典：大阪府南海トラフ巨大地震災害対策等

検討部会 3）） 

 

 

2. 解決法 
 

（1）止水板による浸水防止 

梅田地下街、ディアモールともに、止水装置が設置さ

れていない出入口が半数近くある。津波や高潮に備えて

の浸水防止対策は、従来通り「土嚢」を積む計画となっ

ているが、どのようにして人手を確保するかが課題とな

る。また、ディアモールの止水装置は、角落としとなっ

ており、さらに地下に止水板が収納されていることから、

夜間や休業時に 37 カ所の止水装置をどのようにして設置

するのかが課題となる。堂島地下街に堂島川に一番近い

ことから、浸水対策の意識が高く、角落としが半数弱あ

るが、主要な階段には、自動化した止水装置が設置され、

さらに内部に防水扉を設置されている。また、堂島地下

街の管理事務所は隣接のビルの上階に設けられている。

もっとも浸水対策が充実しているのは、国道２号沿いの

歩道階段でエレベーターを含む全ての出入口に止水装置

が設置されている。今後、止水措置の充実が求められる。 

 

（2）地下街滞在者の避難意識の向上 

地下街が津波や洪水で浸水するかもしれない、と思っ

ている人は 83％という高さであり、止水版と防水扉等の

浸水防止装置の設置場所を知っている人は 43％と、ほぼ

半数近い人が浸水への危険を意識していることがわかる。 

しかし、災害が起きた際の対処方法を考えているかと

いう問いに対し、常に非常口を確認しているのは、男性

8％、女性 4％、水害避難ビルに行くことを決めているの

は、男性 4％、女性 4％、特に何も考えていないのは、男

性 88％、女性 92％であった。また、避難誘導の標識の設

置を確認している人は平均 6％、水害避難ビルのあること

を知っている人は 4％しかない。 

また、地下街に居るときに浸水が起こった時の対策を

考えているかどうかを確認したところ、男女共に 88％以

上の人が何も考えていないという結果になり、年代別に

見ても 20 歳代では 100％、30 歳代で 75％、40～60 歳代

でも 90％以上の人が何も考えていないという結果になっ

た。 

大きな揺れを感じたら地上に避難するという意識付け

をおこなうことが重要であることが明らかになった。 

（3）地下街のテナントの防災意識の向上 

地下街テナント従業員の南海トラフの認知度について、

52.4％が聞いたことはあるがよくわからないと答えていて、

南海トラフ巨大地震については知っているが、どのよう

な被害が起こるのかまで理解できていないと思われる。

また、23.8％が知らないと回答しており地震災害に関する

知識が不足していることがうかがえる。 

しかし、南海トラフ巨大地震が発生した場合、規模に

よっては梅田地区まで津波の被害が発生すること知って

いるについては、津波被害が梅田地区まで来るかもしれ

ないと知っているが 57.1%と半数を超え、前段の南海トラ

フ巨大地震についてよく知らないけれども、津波が来る

ということは認識している。 

地震等が発生した場合に備えて、店舗にいるお客様の

避難誘導方法を決めているについては、作成していない

が、61.9％となり半数以上で地震等が発生した場合の避難

誘導方法を決めていないことがわかった。現在作成中が

14.3%、防火対策としては作成しているが 23.8％となった。 

地下出入り口等の一部に設置されている防水扉や止水

板など浸水防止対策の認知度について、聞いたことはあ

るがよくわからないが 42.9%、知らないが 42.9％で知って

いるは、わずか 14.3％という結果であった。 

また、ホワイティーうめだを管理する大阪地下街株式

会社にインタビューしたところ、平成 15 年度に『梅田地

下空間避難確保計画』を作成し、浸水時における東梅田

地区の地下街利用者の安全を確保するため、発災時の情

報収集・伝達体制、避難誘導体制、止水対策のマニュア

ル、防災教育・訓練計画を策定している。 

地下街滞在者の避難の意識が低いことから、現在は低

い水準にあるテナント従業員の意識の向上を行うことが

求められる。 

 

3. 方法の検証 
 

(1) 対策の前提の検証 

東日本大震災の反省を踏まえた防災対策の見直しが、
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様々な場所で進められている。対策の見直しを適切に行

うためには「東日本大震災の課題は何か？」ということ

を正しく把握する必要がある。戦後日本が経験したもう

一つの大災害である阪神・淡路大震災と東日本大震災を

比較すると、東日本大震災の特徴が明確になってくる。

表 1 は東日本大震災と阪神・淡路大震災の被害を示した

ものである。2 つの災害を比べて分かることは、１）東日

本大震災の死者は阪神・淡路大震災の 3 倍にのぼる、２）

災害から生活再建をしないといけない世帯（全半壊世帯

数）は阪神・淡路大震災の方が多い、３）災害で壊れた

モノの量（災害廃棄物）は阪神・淡路大震災の方が多い。

しかしながら、この被害統計には様々な問題も存在する。

例えば、全半壊建物数について、消防庁は「棟」、首相官

邸は「戸」という単位でデータを公表している。1 棟 200

戸のマンションということを考えれば分かるが、棟と戸

では全く意味が異なる。そのため、阪神・淡路大震災で

は、建物の被害「棟数」に加えて、被災世帯数も公表さ

れた。東日本大震災の場合、仙台市では１棟 200 戸のマ

ンションが被災するという事例もあるが、ほとんどは１

棟１戸の一戸建て住宅の被害であり、棟と戸の集計でそ

れほど大きな変化は無いと考える。また、経済被害額が

大きければ、復興予算額も大きくなることから経済被害

額を大きく見積られる傾向がある。財産への被害量であ

る災害廃棄物の量からすると、農林水産業に対する被害

（東日本 1.9 兆円、阪神 1 千億）、1995 年から 2011 年の

間の物価の変動、を考慮しても、阪神・淡路大震災と比

べると、東日本大震災の被害総額は過剰評価であると考

えられる。 

 

表 1 東日本大震災と阪神・淡路大震災 

 

 

いずれにしても、東日本大震災の最大の課題は、津波

により 2 万人近い人々の命が失われたことにあり、津波

災害による人的被害をいかにして軽減するのか、がポイ

ントであり、被災した人の生活再建、財産への被害（災

害廃棄物への量）という観点から見ると、阪神・淡路大

震災の方が大きな災害であった、というのが正しい認識

である。東日本大震災については、人口減少社会での復

興・被害地域の広域性、という問題はあるが、被災者の

生活再建、地域の再建という課題は、阪神・淡路大震災

以来の課題であって東日本大震災に特徴的な課題ではな

い。 

先進国日本で津波警報が出されていたのにも関わらず、

なぜ 2 万人もの人々が命を失ったのか、ということが、

東日本大震災が突きつけた課題である。明らかになった

課題は「全く想定外の津波が宮城県を襲った」というこ

とであり、宮城県の死者数は岩手県の 2 倍に及ぶ。図３

は宮城県名取市の災害前に配布されていた津波ハザード

マップと、実際の浸水エリアを示したものである。この

図から分かるように、宮城県名取市では全く想定されて

いない地域にまで津波が浸入している。図４は岩手県陸

前高田市の津波ハザードマップである。陸前高田では多

くの人々が亡くなっており、想定範囲を超えて浸水が発

生しているが、名取市と比較すると想定外の浸水範囲は

小さい。宮城県では学校に居た子供たちが津波で命を失

う、という事態が発生し、問題となっているが、岩手県

では学校管理下で命を失った児童・生徒はいない。事前

の津波浸水想定と実際にきた津波の浸水エリアが、それ

ほど大きく違わなかったことが、上手く避難することが

できた背景にあると考えられる。 

 

 

図３ 名取市（宮城県）のハザードマップと浸水範囲 

 

 

図４ 陸前高田市（岩手県）のハザードマップと浸水範

東日本大震災 阪神・淡路大震災3
地震の規模 Ｍ９（Ｍｗ） Ｍ７．３（ＪＭＡ）
死者 15,883人 6434人
建物被害 399,079戸 241,980棟
被災世帯（全半壊） ー 460,356世帯
がれき量1 2,758万トン 2,000万トン
             災害廃棄物 1,807万トン ー
             津波堆積物 956万トン ー
経済被害額2 16兆9千億円 9兆9千億円（兵庫県）

2013/11/26現在

３．阪神・淡路大震災については、兵庫県データによる。

１．東日本大震災のがれき量については、環境省廃棄物・リサイクル対策部、被
災３県沿岸市町村の災害廃棄物処理の進捗状況、平成24 年9 月7 日

２．東日本大震災の経済被害額については、内閣府（防災）、2011年6月発表資

日本地理学会 名取市ハザードマップ

日本地理学会 岩手県津波浸水予測図



152 

囲 

 

津波の来襲が予想され、避難勧告・指示が出されたの

に避難率は 10％であった、といったことがよく報道され

る。我々人間は、危機を危機として認識しない、という

性質を持った生き物である。避難勧告・指示が発令され

ても避難しないのに「津波が来ない」とされていた地域

に住んでいた人々が避難するはずがない。阪神・淡路大

震災では、建物の倒壊により人が亡くなったことから、

木造住宅の耐震改修が重点課題となった。東日本大震災

では、想定外の津波浸水区域を無くすことが、先ず取り

組むべき課題である。こういった背景を踏まえて行われ

たのが南海トラフで発生するマグニチュード 9 という考

えられる最大クラスの地震・津波の被害想定である。「命

を守る」という観点から、津波シミュレーション結果に

基づき、考えられる最大範囲の津波浸水エリアが示され、

浸水区域に居る人が避難しない場合には 32 万人の人が命

を失う、という想定が行われた。 

東日本大震災を踏まえて取り組むべき課題、課題は、

みんなが、浸水エリアに居る場合は、浸水エリア外に避

難をする・できる、ようにする、ということである。想

定していない事態に備えることは不可能であり、人的被

害に加えて、建物被害棟数や経済被害も想定されている

が、被害想定の見直しの本来の目的は、津波による死者

を減らすことにあるということに対する認識が重要であ

り、今回の検討について津波避難という観点から行うこ

とが妥当であるということが検証された。 

 

(2) 止水版設置状況と地下街への浸水 

M9 クラスの津波想定で浸水が予想される梅田の地下街

を対象に、現状調査を行った。調査対象地域は、①ホワ

イティ、泉の広場、プチシャンゼリゼ、地下鉄梅田駅周

辺（大阪地下街㈱管理区域）、②ディアモール（大阪市街

地開発㈱管理区域）、③堂島地下街、地下鉄西梅田駅周辺

（堂島地下街㈱管理区域）、④ハービス大阪、⑤国道 2 号

歩道＜ＪＲ線以北の地域は、すべてが民間事業所による

商業施設であることから、調査が困難なため、調査対象

から除外した。調査日程は平成 25 年月 12 月 1 日～平成

26 年 2 月 28 日であり、エクスプラス災害研究所に委託を

して現地調査を実施した。調査方法は以下の通りである。 

1)調査対象地下街出入口（階段・エレベーターの場所を地

図上で確認） ただし、道路や歩道に面しているビルの

外部から直接地下に降りる階段と、歩道上の独立の地下

入口や、地下駐車場等の地下への進入口を対象とし、路

面上のビルの入口を経由してからの地下への階段は対象

外とした。また、地下街から隣接のビルに進入できる通

路も除外した。 

2）地上における地下進入口の計測 

①間口の横幅、②止水装置の設置の有無、③止水装置の

ある場合は、止水高さ（角落しの場合はその横溝の高さ）、

④止水装置の操作方法（角落し、自動、スイング、起伏

式等）、⑥入口に止水装置のない場合の代替防水対策（防

水扉等）、⑦現状の写真撮影 図５に調査対象地域の概要、

図 5、6、7 に詳細な調査実施箇所を示す。 

 

 

図５ 調査対象地区 

 

梅田地下街（ホワイティ、泉の広場、プチシャンゼリ

ゼ）の合計では 27 カ所に止水装置が設置されているが、

設置率は出入口の 44％弱である。阪急百貨店側には 5 カ

所の防水扉があるものの、大阪駅前の海抜は 0.51ｍとい

うことから、最も面積の広いホワイティーの浸水対策は

急務ではあると考える。図９、１０に梅田地下街の出入

り口の止水対策の現状を例示する。 
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図６ 調査実施出入り口（梅田地下街：泉の広場・ホワ

イティ・プチシャンゼリゼ） 

 

図７ 調査実施出入り口（ディアモール、国道２号） 

 

 

図８ 調査実施出入り口（堂島地下街、ハービス大阪） 

 

 

図９ 梅田地下街の出入り口の止水装置（ホワイティー） 
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図１０ 梅田地下街止水装置（泉のひろば、プチシャン

ゼリゼ） 

 

ディアモールの出入口に関しては、路面から全体的に

マウンドアップされているが、止水装置のほとんどが 1ｍ

未満という高さであり、起伏式の操作が簡単な 1 か所を

除く、残り全てが角落しである。また、落とし板の収納

場所が地下に設けられていた。図 11 にディアモール出入

り口の止水装置の現状を示す。 

 

 

 

図 11 ディアモール止水装置 
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堂島地下街も同様に角落としが半数弱あり、さらに主

要な階段には、自動化した止水装置の設置と、途中に頑

丈な防水扉を設置されている。また、堂島地下街の管理

事務所は隣接のビルの上階に設けられ、浸水の危険もな

いことを含めて、堂島川に一番近く、浸水対策には意識

が高い。 

 

 

図 11 堂島・ハービス周辺止水装置 

 

 浸水対策を充実させているのは、国道２号沿いの歩道

階段で、国土交通省の直轄管理ということもあるのか、

エレベーターを含む全ての出入口に止水装置を設置され

ている。図 12 に国道２号沿い止水装置の例を示す。 

 梅田地下街、ディアモールともに、止水装置が設置

されていない出入口が半数近くある。従って、津波や高

潮に備えての浸水防止対策は、従来通り「土嚢」を積む

計画となっているが、どのようにして人手を確保するか

が課題となる。また、ディアモールの止水装置は、角落

としとなっており、さらに地下に止水板が収納されてい

ることから、夜間や休業時に 37 カ所の止水装置をどのよ

うにして設置するのかが課題となる。 

 また、大阪地下街株式会社は、平成 15 年度に『梅田地

下空間避難確保計画』を作成し、浸水時における東梅田

地区の地下街利用者の安全を確保するため、発災時の情

報収集・伝達体制、避難誘導体制、止水対策のマニュア

ル、防災教育・訓練計画を策定している。その目的は、

浸水時における地下街利用者の安全確保であり、想定と

しては、外水氾濫については H14.6 国交省公表の淀川浸

水想定区域、内水氾濫 1 時間に 100mm～150mm 降雨時

の地下街浸水を想定事象としている。対応の方針として

は淀川に堤防決壊による外水氾濫に対しては、地下街利

用者の円滑かつ迅速な避難の確保を中心し、何をおいて

も避難誘導を最優先させるための外水氾濫対策計画を策

定することとし、集中豪雨による内水浸水に対しては避

難の確保をはじめ止水対策等に資するための内水氾濫対

策計画を策定している。 

 

 

図 12 国道 2 号沿い止水装置 

 

 各地下街の浸水防止のための装置の設置状況を表 2 に

示すとおりである。今回の現状調査は、ＪＲ東海道本線

以南の地下街を対象として、路面から直接地下に進入で

きる出入口 151 カ所についての現状調査である。なお、

ビルの内部から地下への階段については、調査から除外

している。本調査結果によると、これらの出入口に対し

て、何らかの浸水防止対策を設備している場所は、82 か

所であり、その設置率は 54.3%である。 

 止水板が設置されていない入口が多いことから津波浸

水発生時には地下街への浸水が発生することは避けられ

ず、浸水することを前提とした地下街の避難対策が求め

られるころが検証された。 

  

出入り口ＮＯ Ｈ（高さ） Ｗ（幅） 種類 写真 

Ｃ-92 1230 2640 角落し 

  

Ｃ-93 1160 1720 角落し 

  

Ｃ-83   2610 なし 

  

Ｃ-84 2100 4000 防水扉 

  

Ｃ-80 1250 2180 自動 

  

Ｃ-84 2100 4000 防水扉 

  

Ｃ-80 1250 2180 自動 

  

Ｃ-80-02 1300 2340 自動 

 

Ｃ-80-03 2200 2100 防水扉 

  

Ｃ-72 1720 3160 自動（電動） 

  

Ｃ-69 990 1660 角落し 
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表 2 梅田における止水板の設置状況  
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（３）避難意識に関する調査 

1）調査の概要 

止水板が設置されていない箇所が多くあり、津波が梅

田の地下街に浸水可能は高く、南海トラフ地震発生時に

は適切な避難行動を行うことが不可欠であり、地下街の

滞留者に対してインタビュー調査を実施した。インタビ

ューの概要は以下の通りである。 

調査内容は、1）地下街利用者の浸水対策意識、2）地

下街テナントの浸水対策意識であり、梅田地区地下街及

びテナントでの調査員による聞き取り調査をエクスプラ

ス災害研究所が、平成 27 年 1 月 15 日から 1 月 31 日 午

前 8 時から午後 5 時にかけて実施した。調査数は、地下

街利用者の浸水対策意識調査：有効回答数 181 件、地下

街テナントの浸水対策意識調査：有効回答数 21 件である。 

2）地下街利用者意識調査 

a)避難誘導標識についての認識 

避難誘導灯などの標識についての意識を確認するため、

地下街利用時及び地下通路通行時に避難誘導標識や非常

口の標識などを確認しているか、梅田地区の地下街に設

置位置されている避難誘導灯や標識の例（図 13）を提示

して、4 項目の選択肢で、確認した。 

 

 

図 13 梅田地区地下街における避難誘導標識例 

 

今回の調査結果から、この避難誘導標識を毎回、確認

できているのは、わずか 5.5％しかなく、標識があること

は知っていても、どこにあるか確認したことはないが

85.0％、標識があることを知らない人は 2.2％となった。

避難誘導標識の認知度はあるが、実際にどこにあるか確

認する人は、低い結果となった。 

b）津波リスクの認識 

南海トラフによる地震が発生した場合に梅田地区の地

下街が津波によって浸水被害についての認識についての

質問を行った。 

南海トラフによる地震が発生した場合、梅田地区の地

下街が津波によって浸水すると思う人が 74.0%となり、多

くの人が津波による浸水被害を認識していると伺えた。 

浸水すると思う 134 74.0% 

浸水すると思わない 16 8.8% 

わからない. 31 17.1% 

津波被害の認知度について、回答者の属性別にクロス

集計を行ったが、性別、年代別による差異は特に見られ

ず、多くの人が浸水すると思っていることがわかる。利

用形態別にみると買い物客で若干「浸水すると思わない」

回答が若干多い。利用頻度別にみると週に 1 回程度の利

用者に「浸水すると思わない」回答が若干多い。避難誘

導標識の認知度と津波被害の認識の関係性を見たところ、

「避難誘導標識などを毎回確認する」と回答した人は、

全員浸水すると認識していることがわかった。また、「避

難誘導標識を知っているが、確認したことはない」と回

答した人のうち、10%程度の人が、浸水しないと認識して

いることが見えた。一方で「浸水すると思う」と回答し

た人の 84.6%が、「避難誘導標識を知っているが確認した

ことはない」と回答している。梅田地区の地下街が、浸

水すると思うが、利用時に避難場所や避難誘導標識を確

認することは少ないという結果となった。 

c）浸水防止装置の設置の認知度 

出入口や階段の途中に設置されている防水扉や止水板

の認知度を確認するため、5 項目の選択肢を挙げて質問し

た。設問にあたっては、梅田地区の地下街や地下通路の

一部に設置されている防水扉や止水板の写真（図 14）を

提示した。 

 

 

図 1４ 防水扉・止水板の設置例 

 

 回答のうち、45.9％がどちらも知らない、どちらも知

らないは 21.5％であった。防水扉は知っているが、24.3％、

止水板は知っているが 5.0％で、どちらかだけでも知って

いるのは 29.3％となった。止水板は、普段わかりづらく、

出入り口にそのような浸水対策が行われていることは、

多くの市民に知られていないことがうかがえた。 

梅田地区地下への出入り口の一部に写真のような浸水

防止対策があるのを知っていますか. 

どちらも知っている 39 21.5% 

防水扉は知っている 44 24.3% 

止水板は知っている 9 5.0% 

どちらも知らない 83 45.9% 

わからない 6 3.3% 

 

防水扉・止水板の認知度を回答者の属性別にクロス集

計を行った。性別にみると男性で 40.7%、女性で 52.8％の

人がどちらも知らないとなり、性別による差異は特に見

られない。年代別にみると、60 代では 44.4％が防災扉、

止水板どちらも知っていると回答しており、他の年代に

比べて多い。「防水扉を知っている」が、30 代で他に比べ
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若干多い利用形態別にみると通勤利用でも「どちらも知

らない」が最も多くなった。利用頻度別では、大きな差

異はなかった。浸水すると思っていても、浸水対策につ

いて知らないという結果であった。 

d)津波避難ビルについての認識 

梅田地区の地下街に面した富国生命ビルが大阪市北区

役所と協定を締結した津波避難ビルであるが、認知度は

どの程度であるか確認を行った。知っているのは、3.3%

と低い結果となり、ビル名を富国生命ビルと回答できた

のはそのうち半数であった。21.5％はあることは知ってい

るが、どこか知らないと回答しており、知らないが

71.3％と非常に多い結果となった。 

津波避難ビルの認知度について回答者の属性別にクロ

ス集計を行った。性別、年代別、利用形態別、利用頻度

別において、特に目立った差異は見られなかった。 

地下街の浸水被害の認識と避難ビルの認知度について

クロス集計したところ、浸水すると思っている人の一部

に津波避難ビルが認知されていることがわかるが、それ

でも多くの人が津波避難ビルを知らないという結果であ

った。 

 

図 15 富国生命地下入口に表示されている津波避難ビル

のマーク 

 

3)地下街テナント意識調査 

ホワイティーうめだ、ディアモール、堂島地下街にお

いて、店舗を訪問して聞き取り調査を実施し、有効回答

数は 21 件であった。回答した店舗の業種は、物品販売が

7 店舗、飲食店が 8 店舗、その他のサービス業として理容、

美容等 6 店舗である。 

南海トラフの認知度につい 52.4％が聞いたことはある

がよくわからないと答えていて、南海トラフ巨大地震に

ついては知っているが、どのような被害が起こるのかま

で理解できていないと思われる。また、23.8％が知らない

と回答しており地震災害に関する知識が不足しているこ

とがうかがえる。 

南海トラフ巨大地震が発生した場合、規模によっては

梅田地区まで津波の被害が発生すること知っているか確

認を行った結果、津波被害が梅田地区まで来るかもしれ

ないと知っているが 57.1%と半数を超え、前段の南海トラ

フ巨大地震についてよく知らないけれども、津波が来る

ということは認識しているようである。 

南海トラフによる地震が発生した場合、規模によって

は梅田地区まで津波の被害が発生することを知っていま

すか。 

  回答数 比率 

知っている 12 57.1% 

知らない 8 38.1% 

わからない 1 4.8% 

 

地震や津波に備えた店舗の対策作成状況を確認した。

作成していないが 85.7％と大半を占め、作成していると

いう回答が 1 店舗、現在作成中が 1 店舗と非常に低い回

答となった。 

 

地震や津波に備えた店舗等の対策を作成していますか。 

  回答数 比率 

作成している 1 4.8% 

現在作成中である 1 4.8% 

作成していない 18 85.7% 

その他 1 4.8% 

 

地震や津波が発生した場合に備えて、店舗の従業員の

避難について対策を作成しているか確認した。71.4％が作

成しておらず、作成しているという回答は 0 であった。

現在作成中である店舗が 1 つあり、防火対策としては作

成しているが 23.8％という結果であった。 

 

地震や津波などが発生した場合に備えて、店舗の従業

員の避難について対策を作成していますか。 

  回答数 比率 

作成している 0 0.0% 

現在作成中である 1 4.8% 

作成していない 15 71.4% 

防火対策としては作成している 5 23.8% 

 

地震や津波が発生した場合に備えて、お客様の避難や

安全管理について対策を作成しているか確認した。71.4％

が作成していないという結果であった。現在作成中が

9.5％あり、防火対策としては作成しているが 19.0％であ

った。 

 

地震や津波などが発生した場合に備えて、店舗にいる

お客様の避難や安全管理について対策を作成しています

か。 
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  回答数 比率 

作成している 0 0.0% 

現在作成中である 2 9.5% 

作成していない 15 71.4% 

防火対策としては作成している 4 19.0% 

 

地震等が発生した場合に備えて、店舗にいるお客様の

避難誘導方法を決めている確認した。作成していないが、

61.9％となり半数以上で地震等が発生した場合の避難誘導

方法を決めていないことがわかった。現在作成中が 14.3%、

防火対策としては作成しているが 23.8％となった。 

 

地震などが発生した場合に備えて、店舗にいるお客様

の避難誘導方法を決めていますか。(あてはまるもの 1 つ) 

  回答数 比率 

作成している 0 0.0% 

現在作成中である 3 14.3% 

作成していない 13 61.9% 

防火対策としては作成している 5 23.8% 

 

地震等を想定した避難訓練を定期的に行っているか確

認するため 5 項目の選択肢で確認した。一度も行ったこ

とがないが 57.1%と半数を超え、定期的に行っているとこ

ろはなかった。火災訓練については、33.3%が行っている。 

 

地震などが発生した場合を想定して、避難訓練を定期

的に行っていますか。 

  回答数 比率 

年に数回行っている 0 0.0% 

年に１回行っている 0 0.0% 

定期的には行っていない 2 9.5% 

一度も行ったことはない 12 57.1% 

火災訓練を行っている 7 33.3% 

 

従業員が店舗に一番近い非常口を把握しているか、確

認した。全員が把握できているが 57.1%と半数を超えた。

一部の従業員が把握できているが 38.1%あり、時間帯によ

っては把握していない従業員しか店舗にいない場合も考

えられる。非常口の確認については、全ての従業員にし

っかり把握してもらう必要がある。 

 

店舗に一番近い非常口を従業員は把握していますか。 

  回答数 比率 

全員把握できている 12 57.1% 

一部の従業員が把握できている 8 38.1% 

ほとんど把握できていない 1 4.8% 

誰も把握できていない 0 0.0% 

図 38 非常口の把握 

地下出入り口等の一部に設置されている防水扉や止水

板など浸水防止対策の認知度について確認した。聞いた

ことはあるがよくわからないが 42.9%、知らないが 42.9％

で知っているは、わずか 14.3％という結果であった。 

 

梅田地区地下の出入り口の一部に防水扉や止水板など

の 浸 水 防 止 対 策 が あ る の を 知 っ て い ま す か 。 

 回答数 比率 

知っている 3 14.3% 

聞いたことはあるがよくわからない 9

 42.9% 

知らない 9 42.9% 

 

今回の調査において、回答者から自由に地下街の防災

に対する意見を伺った。内容は以下のとおりである。 

・駅ビルは古い建物なので大地震が来た時にどうなるか

とても不安。どの程度の耐震性があるのか調べてほしい 

・いつも同じ従来の火災訓練では、この先起こりうる災

害に対処できない。複合災害に対応した色々なパターン

の訓練をしていただく事が出来れば、参加者のモチベー

ションも上がる 

・あまり防災に対して理解できていないので勉強してい

きたい 

（4）避難行動についての意識 

先に実施した大阪市の梅田地区周辺地下街利用者に対

する地震津波災害への意識踏査の追加として、「災害発生

時の対処方法を考えているか」についての聞き取り調査

を実施した。調査の概要は以下の通りである。地下街利

用者の浸水対策意識調査：利用者の性別と年代を聞き、

「災害が起きた際の対処方法」についての聞き取り調査

を実施。調査対象大阪市梅田地区地下街を通行する人。

調査方法：梅田地区地下街での調査員による聞き取り調

査、調査時期：平成 27 年３月 20 日から３月 24 日 午前

8 時から午後２時、調査数：調査人数 78 人、有効回答者

数 51 人。 

今回の追加調査は、5 日間の調査のため、目標を 50 人

として、前回同様通行人への聞き取り調査を実施した。

回答者は、51 人となり、男性 25 人、女性 26 人とほぼ同

数で、年代別では、５０歳代以上 16％、40 歳代 27％、30

歳代 24％、20 歳代 22％と、10 歳代 11％、前回よりやや

若い世代の回答が多くなった。 

「災害が起きた際の対処方法を考えているか」という

質問について、①常に非常口を確認しているのは、男性

8％、女性 4％、②水害避難ビルに行くことを決めている

のは、男性 4％、女性 4％、③特に何も考えていないのは、

男性 88％、女性 92％ 

自発的に率先して避難などの安全対策をとる人は少な

いということが分かり、いわゆる正常化の偏見なのだろ
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うか、地下街を通行中に津波や洪水の発生があっても、

被害を受けるという意識を持っておらず、緊急時の館内

放送等で避難の呼びかけなどがあれば避難できると思っ

ているのだろうか。不特定多数の利用者が緊急事態に整

然と安全な避難行動をとってもらうためには、個々の意

識を高めることはもちろんのことながら、地下街管理者

として的確な情報を伝える方法と、テナントを含む従業

員の避難誘導の役割を強化することが望まれる。 

 

4. 実効性のある提言 
 

 梅田の地下街における実態調査、調査結果の分析から

以下のような対策が重要であることが明らかになった。 

１．地下街の滞在者に大地震発生時には地上へ避難し、

さらに内陸へ移動することを周知する。 

2．テナント等に対して今後、2 時間をいう時間を考慮し

た地下街からの避難のあり方について検討を要請する。 

3．避難を判断するのに必要なトリガー情報を充実させる 

4．ハリケーン・サンディーの事例と参考に、地下街、地

下鉄の災害対応計画を作成する。 

 

参考文献 
1) 本報告の内容は、以下の論文を元に加筆を行ったもの

である。牧紀男、伊永勉、地下街からの水害時の避難

に関する基礎的考察-梅田地下街におけるアンケート

調査から-、地域安全学会工学集、No.36、pp.161-164、
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2）大阪府、津波浸水想定について、2013 

3）大阪府南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会、大阪

府域の被害想定について（人的被害・建物被害）、南海ト

ラフ巨大地震災害対策等検討部会第 4 回会議資料－１、
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 課題 2-2 

巨大地震と巨大津波の連動作用 

における構造物の耐震対策 
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課題 2-2 巨大地震と巨大津波の連動作用における構造物の耐震対策 
京都大学 教授 

 竹脇 出 

 

巨大地震 巨大津波 地盤液状化 

地震・津波連動   

 

1. 研究目的 
巨大地震と巨大津波の連動作用に対して如何に対応す

べきかを提言すること。 

 

(1) 地盤液状化時の杭の損傷評価法の提案 

(2) 巨大地震による地盤液状化と津波の連動作用が建物

や杭基礎に及ぼす影響の評価 

(3) 衝撃的な（パルス状）地震動に対する構造物の弾塑

性応答評価法の展開とその津波に対する応答評価法

への拡張 

 

 

図 1.  1995 年の兵庫県南部地震における杭基礎の被害例 

 

 

図 2.  2011 年の東北地方太平洋沖地震における地盤の液

状化と巨大津波の連動作用によると推測される被害例

（出典：日本建築学会調査速報, 2011,7） 

 

1964 年の新潟地震では地盤の液状化現象が建築構造物

の耐震設計上極めて重要な課題であることが明らかとな

り、1995 年の兵庫県南部地震では、それに起因する杭基

礎の被害が多数報告された（図 1）。さらに、2011 年の東

北地方太平洋沖地震では、東京湾岸や大阪湾岸などにお

いて長周期地震動による地盤の液状化や地盤と超高層建

物との共振現象など、これまで十分には認識されていな

かった現象が多く観測された。また、一部の地域では、

巨大地震による地盤の液状化と巨大津波の連動作用によ

ると推測される被害も報告されている（図 2）。このよう

な状況下では、構造物と地盤との動的相互作用や、杭と

地盤との動的相互作用を考慮した耐震設計法の構築が喫

緊の課題となっている。 

杭の地震時応答は、慣性の相互作用効果と運動学的相

互作用効果の 2 つに分類される。現状の杭の耐震設計で

は、この 2 つの効果を静的な方法で評価し、それを単純

和や 2 乗和平方根法により重ね合わせる方法が採用され

ているが、共振領域などをはじめとしてその精度・信頼

性は十分明らかとなっているとは言い難い。 

本研究の目的は、表層地盤の非線形増幅特性と杭周辺

地盤の非線形特性を考慮した上で、工学的基盤面で定義

される設計用地震動に対する杭応答最大値の簡易予測法

を提案することである。また、この評価法を地盤の液状

化を考慮した場合に拡張する。さらに、巨大地震による

地盤液状化と津波の連動作用の評価法の提案や、衝撃的

な（パルス状）地震動に対する構造物の弾塑性評価法の

展開とその津波に対する応答評価法への拡張についても

言及する。 

 

2. 解決法 
2.1 液状化地盤での杭の地震時挙動の簡易評価法 

 応答スペクトル法（地盤非液状化、液状化）と p-

multiplier 法を用いた杭の応答評価法を提案する。また、

多点入力モデルとの比較により、精度を検証する。 

 

2.2 地震動により地盤が液状化した直後に津波荷重を受

けた場合の解析 

 汎用解析プログラムでも、近似的な応答評価が可能で

あることを実証する。 

 

2.3 深い地盤構造の不確定性への対応 

 実地盤のデータを用いた解析により、深い地盤構造が

長周期地震動を受ける超高層建物の応答に重要な役割を

果たすことを実証する。 

 

2.4 パルス性地震に対する弾塑性応答簡易評価法の津波

に対する応答評価への適用 

 インパルスによる提案法が実際の衝撃的な地震動に対

する応答の良好な近似評価法であることを実証する。 

 

3. 方法の検証 
3.1 液状化地盤での杭の地震時挙動の簡易評価法 11, 12) 

液状化地盤のもとでの杭の挙動とその後に発生する津

波による杭の挙動は全く特性の異なるものであり、独立

に取り扱う必要がある。ここではまず、液状化地盤のも
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とでの杭の地震時挙動の簡易評価法について説明する。

その準備として、非液状化時の評価法の概要について説

明する。 

 

●運動学的相互作用効果の評価 

上部構造の慣性力が作用していない、自由地盤の変形

による運動学的相互作用に対する杭頭曲げモーメントの

応答は、上部構造及び基礎の質量が 0 であるとして評価

される。この慣性の相互作用による応答の解析において

は、竹脇らによって開発された「有限要素モデルに対す

る応答スペクトル法」を用いる。 

 

●慣性の相互作用効果（応答）の評価 

実務設計での杭の地震時応答の評価において、慣性の

相互作用効果は、基礎固定等の境界条件のもとで得られ

た上部構造のベースシアーを杭頭に作用させる静的な方

法が採用される場合が多いが、この方法の精度、信頼性

は定かではない。また、工学的基盤面や杭先端位置で設

定される地震動に対して直接応答を評価していることに

はなっていない。 

ここでは慣性の相互作用効果を total な応答と、剛な自

由地盤のモデルを用いて評価する方法を提案する。 

剛な自由地盤のモデル（図 3 中央）の杭頭最大せん断

力 rigidQ と曲げモーメント
rigidM を、竹脇らによる応答ス

ペクトル法を用いて求める。ここで、慣性の相互作用に

よる曲げモーメントとせん断力の最大値の比は、剛な自

由地盤のモデルのものと等しいと想定する。 ( ) 0KQ  , 

( )total IQ Q であるから、慣性の相互作用による最大杭頭

曲げモーメントは次式で評価することができる。 

  ( ) ( / )I rigid total rigidM M Q Q        (1) 
 

 

図 3. 運動学的相互作用と慣性の相互作用の杭頭曲げモー

メントの評価 
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図 4. 地盤モデル（左：Ground A, 右：Ground B） 

地盤としては Ground A, B の２つの地盤を考える（図 4）。

ここでは、逸散減衰と履歴減衰の和として相互作用ばねの減衰

を考える。上部構造として 2, 6, 10, 16, 20 層モデルを考え、

そのときの表層地盤と上部構造の１次固有周期の関係と対

応する減衰定数を図 5 に示す。ここでは損傷限界を考え、

表層地盤の１次固有周期は Ground A で 1.0s、Ground B で

0.6s である。杭径は 1.5m とする。 

図 6 には、上部構造 2, 10,層の損傷限界時の運動学的相

互作用、慣性の相互作用と全応答の最大曲げモーメント

とせん断力の深さ方向分布を示す。 

 

 

図 5. 表層地盤と上部構造の１次固有周期の関係と減衰 
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図 6. 損傷限界時の運動学的相互作用、慣性の相互作用と

全応答の最大曲げモーメントとせん断力の深さ方向分布 
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全限界時のものを示す。これまでの研究で、ある程度特性は明

らかとなっているものの、上部構造と地盤との共振域での特性

や工学的基盤で設定される地震動に対する解析的な応答の評価

方法については十分とはいえない。 
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図 7. 損傷限界時の運動学的相互作用と慣性の相互作用に

よる最大杭頭曲げモーメント 
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図 8. 損傷限界時最大杭頭曲げモーメントの運動学的相互 

作用と慣性の相互作用の単純和, SRSS と全応答値の比較 
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図 9. 安全限界時の運動学的相互作用と慣性の相互作用に

よる最大杭頭曲げモーメント 
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図 10. 安全限界時の最大杭頭曲げモーメントの運動学的

相互作用と慣性の相互作用の単純和、SRSS と全応答値の

比較（TG: 1.6s for Ground A, 1.2s for Ground B） 

 次に液状化を考慮した場合の評価法について述べる。

上記の応答スペクトル法において、液状化地盤の剛性を

p-multiplier 法を用いて低減させる。提案応答スペクトル

法と液状化層の剛性低下を評価するための p-multiplier 法

を組み合わせた単純かつ有効な方法を提案する。図 11 に

示す Model 1, 2 を考える。Ground A について液状化を考

慮した場合のせん断波速度の分布を図 12に示す。 

 

  

図 11. ２つの液状化モデル 

 

 

図 12. 液状化を考慮した場合の Ground A のせん断波速度

の分布 
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互作用効果、運動学的相互作用効果、および全体として

の杭曲げモーメント分布）を液状化モデル 1 と 2 につい

て、それぞれ図 13 と図 14 に示す。非液状化モデルとの

比較から、液状化した場合には、慣性の相互作用効果よ

りも運動学的相互作用効果が顕著となる。また、液状化

モデル 1 よりも液状化モデル 2 の方が慣性の相互作用に

よる効果が大きいことがわかる。 
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図 13. 杭曲げモーメント(Liquefaction model 1) 
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図 14. 杭曲げモーメント(Liquefaction model 2) 

 

図 15 には、2 層建物について、液状化モデル 1 と 2 お

よび非液状化モデルに対する杭の最大曲げモーメント分

布を示す。液状化モデル 1, 2 ともに非液状化モデルより

も数倍程度大きくなっている。また、液状化モデル 1 の

方が液状化モデル 2 よりも若干曲げモーメントの値が大

きくなっている。 
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図 15. 杭の最大曲げモーメント 

 

図 16 には、2 層建物について、液状化モデル 1 と 2 お

よび非液状化モデルに対する杭の最大せん断力分布を示

す。せん断力においては、液状化層の下端付近において

最大値をとっていることがわかる。これは液状化が発生

した場合には運動学的相互作用が支配的となって杭頭の

せん断力はほぼ 0 となり、杭頭付近で最大値が発生しな

いことに起因している。 
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図 16. 杭の最大せん断力 

 

●地盤ばねの弾塑性特性を考慮した多点入力によるモデル

との比較 10, 12) 

 地盤の等価線形化に基づく応答スペクトル法の液状化

層を含むモデルへの適用性を検討するために、地盤ばね

の弾塑性特性を考慮した多点入力によるモデル（図 17）

との比較を行う。多点入力モデルの自由地盤において、

液状化層の剛性は初期剛性を約 1/10 に減じて用いている

（p-multiplier method および日本建築学会基礎構造設計指

針等参照）。また、相互作用ばねの剛性も液状化層では初

期剛性を約 1/10 に減じている。 

 

 

図 17.  (a)単一点入力モデル    (b) 多点入力モデル 

 

 ここでは液状化モデル 1 を扱う。図 18 に杭の最大曲げ

モーメント分布を、図 19 に杭の最大せん断力分布を示す。

液状化による影響を純粋に検討するため、杭は弾性とし

ている。中間部において少し差が見られるものの、杭頭

などの最大値は精度よく予測できていると判断される。 
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図 18. 多点入力モデルと      図 19. 多点入力モデルと 

の比較（曲げモーメント）    の比較（せん断力） 

 

●地盤ばねの弾塑性特性を考慮した多点入力モデルを用い

た液状化時応答特性 10)
 

 多点入力モデルにより、液状化が発生した時（液状化

モデル 1）の地盤および杭の応答を検討する。 

 図 20 には、非液状化時の杭と自由地盤の最大変位を示

す。杭は弾性と弾塑性を仮定している。一方、図 21 には、

液状化時の杭と地盤の最大変位を示す。杭は弾性と弾塑

性を仮定している。杭の塑性化を考慮した場合には、液

状化層（GL-5〜-10m）の下端より少し上の位置まで杭は

自由地盤とほぼ同じ変位を生じ、その位置で急激に折れ

曲がりが生じていることがわかる。 

 
0

5

10

15

20

25

30

35

40
0 100 200 300

displacement (pile)
displacement (input)

displacement (mm)

d
e

p
th

 (
m

)

2-story (Ground A)

Pile: Elastic

 
0

5

10

15

20

25

30

35

40
0 100 200 300

displacement (pile)
displacement (input)

displacement (mm)

d
e

p
th

 (
m

)

2-story (Ground A)

Pile: Elastic-plastic

 
 

図20. 杭と地盤の最大変位（非液状化時） 
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図21. 杭と地盤の最大変位（液状化時） 

 

 
 

図 22. 杭頭と自由地表面の変位 

（液状化時，杭弾塑性） 

 

 図 22 には、液状化時の杭を弾塑性と仮定したときの杭

頭と自由地表面の変位を示す。杭の塑性化に伴い杭頭変

位には残留変位が生じている。 

  

3.2 地震動により地盤が液状化した直後に津波荷重を受

けた場合の解析 10) 

2 層建物と 10 層建物について、液状化の後に、津波荷

重（2 層建物では設計用浸水深=2.7m、10 層建物では設計

用浸水深=5.3m）が作用した解析を実施する。前述の通り、

ここでは、汎用解析プログラムでもこのような解析が実

行できることを示すために SNAP（構造システム）を用い

る。 

 津波荷重は津波波圧に基づき算定するものとし、構造

設計用の進行方向の津波波圧は下式により算定する。 

  ( 3 )xq g h z   …（1） 

xq ：構造設計の進行方向の津波波圧(
2kN/m ) 

 ：水の単位体積質量(
3ton/m ) 

g ：重力加速度(
2m/s ) 
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h：設計用浸水深( m ) 

z ：当該部分の地盤面からの高さ( m ) 

 図 23, 24 には 2 層および 10 層の建物モデルを、図 25

にはモデル化された津波荷重の時刻歴を示す。また、図

26 には地震動を受けて地盤が液状化した直後に津波荷重

を受けた場合のシナリオを示す。 

 

 
 

図 23. 2 層建物モデルと津波荷重 

 

 

図 24. 10層建物モデルと津波荷重 

 

 

図 25. 津波荷重のモデル化 

 

 

図 26. 地震動を受けて地盤が液状化した直後に津波荷

重を受ける場合のシナリオ 

 

図 27は杭頭曲げモーメントの時刻歴を、図 28には杭

頭相対回転角の時刻歴を示す。2 層建物では液状化によ

る影響が大きく、津波荷重はそれを上回ることはなかっ

た。 

図 29 は液状化のみが発生した場合と液状化に続いて

津波荷重が作用した場合の杭の最大曲げモーメントの比

較を示す。津波荷重が作用すると杭の曲げモーメントが

大きくなることがわかる。 

地盤特性には大きなばらつきが存在するため、それを

適切に考慮した評価法を展開することは重要である 5)。

図 30には、地盤の液状化を考慮しない場合のばらつき

解析の一例を示す 6)。地盤剛性と減衰のばらつきに伴い、

杭の曲げモーメントには少なからぬ影響があることが理

解される。今後、液状化を考慮した場合などにも拡張す

ることが考えられる。 

 

 

図 27. 杭頭曲げモーメント 

 

 

図 28. 杭頭相対回転角 
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図 29. 杭曲げモーメント分布 
 

 

図 30. ばらつき解析 
 

3.3 深い地盤構造の不確定性への対応 7, 8) 

2011 年の東北地方太平洋沖地震では、震源から 800km

以上も離れた大阪湾岸などにおいて、長周期地震動によ

る地盤と超高層建物との共振現象など、これまで十分に

は認識されていなかった現象が多く観測された。そこで

明らかとなった教訓は、長周期地震動を受ける超高層建

物の振動増幅は、深い地盤構造を考慮しなければ説明不

可能であるという点である。そこで、浅い地盤構造・深

い地盤構造の特性の不確定性を考慮した解析の必要性が

指摘されている。 

図 31 に、地震動の生成メカニズムを考慮した入力エ

ネルギー解析の概要を示す。また、図 32 には、大阪南

港に存在する超高層建物を簡易モデルにモデル化し、

Boore(1983)による地震基盤面地震動モデルを採用した

場合の建物への地震入力エネルギーの解析結果を示す。

赤線は種々のばらつき組み合わせに対する実現値を表し、

青線は提案された方法に基づく上限値を表す。この敷地

での深い地盤構造を考慮したときに現れる 6-8秒程度の

長周期における地震入力エネルギーの増幅が、2011 年

の東北地方太平洋沖地震における被害（非構造物）と対

応する結果となっていることがわかる。この敷地では、

南海トラフ地震において、液状化と津波の連動作用が生

じることが予想されるため、さらに詳細な検討がなされ

る必要がある。 

 

 

図 31. 地震動の生成メカニズムを考慮した入力エネルギ

ー解析 

 

 
図 32. 地震入力エネルギーの上限値 

 

3.4 パルス性地震に対する弾塑性応答簡易評価法の津波

に対する応答評価への適用 1, 2, 4) 

 津波解析では、浸水深を考慮した静的な荷重として津

波荷重を扱うことが一般的であるが、最近では、静的な

成分と動的な成分の両方を考慮することも行われつつあ

る。ここでは、衝撃的な（パルス状）地震動に対する構

造物の弾塑性応答評価法の展開と、その津波に対する応

答評価法への拡張について言及する。 

 衝撃的な（パルス状）地震動の代表例は、断層近傍に

おける地震動である。1994 年のノースリッジ地震、

1995年の兵庫県南部地震、1999年の台湾集々地震など

においてこのような地震動が発生している。そのような

地震動の簡易的なモデルとして、図 33 のような１サイ

クル正弦波や変形型の 1.5サイクル正弦波などが提案さ

れている。小島と竹脇 1, 2)は、これらを図 33のようなダ

ブルインパルス列とトリプルインパルス列でモデル化す

る新しい方法を提案している。ダブルインパルスが作用

したときの１自由度系の変形の概要を図 34に示す。 
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 インパルス間隔を変動させた場合の極限的なダブルイ

ンパルス（応答を最大化するもの）が作用したときの１

自由度系の変形状態と、それに対応するインパルスの関

係を図 35に示す。入力がインパルスになると、インパ

ルス間では自由振動としての取り扱いが可能となり、エ

ネルギー平衡の考え方を用いて閉形表現で最大応答を求

めることが可能となる。提案手法は、1960年頃から展

開されてきた Caughey や Iwan らによる等価線形化の考

え方とは全く発想の異なるものであり、構造物の等価線

形化などは行わずに弾塑性モデルそのものを扱い、入力

地震動をフーリエ振幅スペクトルの最大値の調整などに

よりモデル化している。すなわち、これまでの弾塑性応

答評価の概念を根底から覆す斬新な方法であるといえる。 

 図 36 のように実験等に基づき、構造物の１自由度完

全弾塑性モデルへの置換を行う。ここでは、一例として、

１次固有周期=1.0 秒、降伏変位=10cm、質量=100ton、

剛性= 64 10 (N/m)のモデルを考える。このとき Vy=0.63 

(m/s)となる。パルス速度を V=200kine とすると、V/Vy= 

3.2 となり、図 37 から塑性率は 6 程度と評価される。

建築基準法の安全限界にほぼ対応する V=50kine の場合

には塑性率は 2程度となる。 

 図 38には、ダブルインパルス列とトリプルインパル

ス列に対する極限応答を、対応する弾性モデルとともに

示す。トリプルインパルス列に対する極限応答は、多く

の入力レベルにおいてダブルインパルス列に対する極限

応答を上回っていることがわかる。 

 

 

図 33.  断層近傍地震動の簡易モデル化（断層平行方向の

Fling-step 入力と断層直交方向の Forward-directivity 入力） 

 

 

図 34. 住宅のパルス性地震に対する弾塑性応答を手計算

で評価可能 

 

 

図 35. エネルギー平衡：津波荷重のインパルスによる近

似評価の可能性 

 

 

図 36. 構造物の１自由度完全弾塑性モデルへの置換 

 

 

0t

gu

t

t

gu

gu

t

0t 0t

gu

t

t

gu

gu

t

Fling-step input Forward-directivity 
input

1st impulse 

free vibration

Maximum 

displacement

2nd impulse 

(zero restoring force)

free vibration

Maximum 

displacement

yd

yf

yf

f

uyd

max1u

max 2u
①

1st impulse 

①Maximum 

displacement
②

2nd impulse 
(zero restoring force)

③

③

④

free vibration

Maximum 

displacement

②

max1u

max 2u

gu

t

0t

gu

t

free vibration

④

yd

yQ

k

実験等

yf

f

ydmaxu

u

Input energy by

1st impulse  (mV2/2)
Strain energy

Velocity = 0

荷重

変形

0

5

10

15

0 1 2 3 4 5

u
max1

/d
y

u
max2

/d
y

u
max

/d
y

u
m

a
x
/d

y

V/V
y

CASE 1 CASE 2 CASE 3

u
max1

=u
max2

3.2

6

国際雑誌で公表
50kine

（基準法：安全限界）

2

0t

gu

t



171 

図 37. 津波荷重のインパルスによる近似評価の可能性

（住宅・ビル建物の津波に対する安全性の簡易評価を実

現） 
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図 38. ダブルインパルス（Fling-step 入力）とトリプルイ

ンパルス（Forward-directivity 入力）を受ける１自由度完

全弾塑性モデルの最大応答と弾性モデルの最大応答との

比較 

 

 

 

図 39 には、代表的な断層近傍地震動である Rinaldi 

Fault-Normal 成分（1994 年 Northridge 地震）と神戸大学波

NS 成分（1995 年兵庫県南部地震）の加速度波形とその一

部を１サイクル正弦波で近似した図を示す。また、図 40

には、それらの記録地震波に対する正負両振幅極限応答

とダブルインパルスに対する極限応答の比較を示す。こ

こでは、記録地震波は固定し、構造物の１次固有振動数

あるいは降伏変位を変動させることにより横軸のパラメ

ターを変動させている。以前に提案された Newmark らに

よる弾塑性応答スペクトルと同様の考え方に基づくと考

えることも可能である。これらの図より、良好な精度で

対応することがわかる。 
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図 39. 代表的な断層近傍地震動である Rinaldi Fault-

Normal 成分（1994 年 Northridge 地震）と神戸大学波 NS

成分（1995 年兵庫県南部地震）の加速度波形とその一部

を１サイクル正弦波で近似した図 
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図 40. Rinaldi Fault-Normal 成分（1994 年 Northridge 地震）

と神戸大学波 NS 成分（1995 年兵庫県南部地震）に対す

る正負両振幅極限応答とダブルインパルスに対する極限

応答の比較 

 

 

4. 実効性のある提言 
以下の提言を行う。 
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(1)2 層建物と 10 層建物について、液状化の後に津波荷重

（2 層建物では設計用浸水深=2.7m、10 層建物では設

計用浸水深=5.3m）が作用した解析を実施した。2 層建

物では液状化による影響が大きく、津波荷重はそれを

上回ることはなかったが、10 層建物では浸水深が増加

したこともあり、液状化による応答を大きく上回る結

果が得られた。建物層数が増えると避難にとっては好

都合であるが、浸水深が増加した場合に大きな力が杭

に作用することになるため、それに対する安全性に十

分注意する必要がある。すなわち、想定外の浸水深の

増加による杭径の検討を行う必要がある。 

 

(2)軟弱地盤に建設される超高層建物においては、南海ト

ラフ地震などが発生した場合に、地盤液状化による杭

の作用曲げモーメントの増大を考慮する必要があるが、

同時に深い地盤構造の不確定性に起因する上部建物と

の共振の可能性などについて十分注意する必要がある。 

 

(3)パルス性地震に対する弾塑性応答簡易評価法の津波に

対する応答評価への適用性については、さらなる検討

が必要である。この適用可能性が示されると、簡易的

な方法で津波の建物への荷重効果などを簡易的に評価

することが可能となり、複雑な計算を行わずにリスク

評価を行うことが可能となる。 
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巨大地震・巨大津波による過大荷重を 
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課題 2-3 巨大地震・巨大津波による過大荷重を受けた社会資本施設の維持管理対策 
金沢工業大学 教授 

 宮里心一 

 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物 ひび割れ 局部腐食 

脆性破壊 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ画像相関法 けい酸塩系含浸工法 

 

1. 研究目的 
巨大地震及び巨大津波により想定荷重を大きく超えた

外力が作用した道路橋等の社会資本設備の残存性能を，

合理的に評価・診断・対策する方法を開発する．特に，

巨大地震・巨大津波によりひび割れたコンクリート構造

物に対する実効性ある策を開発する． 

 

(1) 想定を超えた荷重を受けた部材の残存性能の評価法

の提案 

 

(2) 想定を超えた荷重を受けた部材の耐久性判断法の提

案 

 

(3) 耐久性能が不足する部材の補修方法の提案 

 

2. 解決法 
ここでは，前述 1.の(1)想定を超えた荷重を受けた部材

の残存性能の評価法の提案，(2)想定を超えた荷重を受け

た部材の耐久性判断法の提案，および(3)耐久性能が不足

する部材の補修方法の提案，に区分して記述する． 

 

(1) 想定を超えた荷重を受けた部材の残存性能の評価法 

 近年，社会資本施設の調査において，非破壊試験が実

用・開発されている 1)．そのひとつとして，画像解析によ

る計測方法があり，電子スペックル干渉法 2)，デジタル画

像相関法 3)，4)，格子法 5)が用いられている．ここで，電子

スペックル干渉法では，計測装置としてレーザー等の特

殊な光源を必要とする．したがって，大気のゆらぎや振

動に弱い．また，格子法では，予め対象物の表面に格子

状の標点を配置する必要がある．そのため，既設構造物

へは不適である．そこで本研究では，実構造物に対して

も適用が可能と考えられ，特別な装置を必要としない，

デジタル画像相関法に着目した． 

ところで，デジタル画像相関法を含む画像解析を用い

た既往の研究では，破壊性状の可視化や評価 6)，あるいは

ひび割れの分類 7)に関しては検討されている．しかしなが

ら，巨大地震や巨大津波による過大荷重を受けた鉄筋コ

ンクリートを対象に検討した事例はない． 

本研究では，鉄筋コンクリート梁に発生するひび割れ

を目視で確認できる以前に検出する方法を開発し，ひび

割れの発生しているあるいは発生する可能性の高い，残

留ひずみが生じている箇所を特定する解決法を提案する． 

具体的な検出方法を説明する．ここでは，検出に際し

て，鉄筋コンクリート梁に作用外力が生じたとき，表面

のひずみが増加することに着目した．すなわち，載荷前

（変形前）のコンクリートに対する撮影画像を基準画像

として，載荷により変形した後のコンクリート表面に対

する撮影画像を比較画像とする．これらを照合すること

により，コンクリート表面に生じた変位およびひずみを

算出する．デジタル画像相関法の解析手順を図 1 に示す．

はじめに，撮影された画像を加工する．次に，変形前の

基準画像と，変形後の比較画像を照合して，変位量を算

出する．さらに，変位量からひずみを算出する．最後に，

閾値を超えるひずみが生じている位置を特定して，ひび

割れの発生位置を予測する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.  解析手順 

 

具体的には第１ステップとして，撮影画像を加工する．

すなわち，測定点周辺のひずみ値を平均し，その値を測

定点のひずみ値として置き換える平均化処理 8)により，撮

影画像の中心と端部での歪みを補正した．また計測対象

物の三次元形状の剛体変形に伴う Z 軸方向のひずみの処

理を，既往の研究 9)により補正した． 

次に第 2 ステップとして，画像を照合した．すなわち，

表 1 にて，解析に関連する用語を説明する．本研究にお

ける画像の照合方法としては，残差二乗和相関を用いた．

図 2 に，変形前の基準画像と変形後の比較画像を示す．

これらは，上記の加工後における撮影画像の一部を画素

（1 pixel の大きさ）が確認できるレベルまで拡大したも

のである．はじめに，基準画像（図 2 の左図）について

説明する．任意の測定点 N0(x，y)を中心として，一辺が S 

コンクリート表面の写真撮影 

デジタル画像相関法 

 
画像を撮影する． 

ひずみを，変位から計算する． 

変形前後の画像を比較することにより， 

変位を計算する． 

閾値を超過するひずみの領域を特定する． 

ひび割れの発生する部位を予測する． 
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pixel となる正方形の微小領域を設定する．ここで，当該

正方領域を「サブセット領域」，その一辺の長さ S を「サ

ブセットサイズ」と定義する．さらに，画像の横方向を

X 軸，縦方向を Y 軸と定義する．点 N0(x，y)を中心とす

るサブセット領域内の輝度値を A(x，y)，同様に N0(x，y)

から右へ mx pixel，上へ my pixel 移動した比較画像（Fig. 2

の右図）で，Ndm(x+mx，y+my)を中心とするサブセット領

域内の輝度値を Adm(x+mx，y+my)とすると，残差二乗和に

よる相関値 r(x+mx，y+my)は式(1)により算出される． 

 

 

 

 (1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，相関値 r(x+mx，y+my)が最小となるとき，相関は

最も強いことを表している．画像照合の概要を図 3 に示

す．同図中の数値は画像輝度値のサンプルを示すもので

ある．このように，変形前のサブセット領域の輝度値の

分布と変形後のサブセット領域の輝度値の分布が最も類

している画素位置を，比較画像から求める．加えて，本

研究では応答曲面法によるサブピクセル処理によって計

測精度の向上も図っている． 

さらに第 3 ステップとして，変位量を算出する．すな

わち，上記に示した通り，図 2 の mx，my のように各軸方

向に比較画像中のサブセット領域を移動（スキャン）し

て，サブセット領域の輝度値 A(x，y)と Adm(x+mx，y+my)と

の相関値 r(x+mx，y+my)を算出する．この相関値 r(x+mx，

y+my)が最小となる点が，測定点 N0(x，y)の移動位置とな

り，その座標の差が変位量となる．  

1 つの測定点での移動量を算出後は，スキャンステップ

間隔 Δmp で次の測定点へ移動し，同様に変位量を算出す

る．この処理を，撮影した画像全体で行うことで，基準

画像と比較画像における全ての対応点における変位量を

算出し，変位分布を求める． 

最後に第 4 ステップとして，ひずみを算出する．すな

わち上記に示した変位分布から，ひずみを算出する．本

研究では図 4 に示すように 1 つのひずみ測定点 N0(x，y)に

対して，それを含む 4 つの測定点 Nk(k:0~3)の変位を用い

て算出した．したがって，測定点 Nk で計測される変位を

(uk，νk)とするとき，Nk(k:0~3)の中心点における X 軸ひず

み εxと Y 軸ひずみ εyは，式(2)にて算出される． 

 

(2) 

 

 

 

図3.  画像照合の概要 
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表 1.  画像解析に関する用語 

用語 説明 

残差二乗和

相関 

「変形前の画像の輝度値」と「変形

後の画像の輝度値」の差の二乗和に

よって計算され，「両者の画像の差」

を意味する．したがって，相関関係

が0であるときに，最も高い値とな

る． 

輝度値 

各々のピクセルの色が，数値によっ

て表示される．例えば，白は65535と

して，一方黒は0として表される． 

サブピクセ

ル処理 

標準的な画像処理は，1ピクセル単位

で行う．一方，サブピクセル処理

は，0.1ピクセル単位で行う． 

応答曲面法 

数値解析分野における最適化手法の1

つであり，最小二乗法により計算さ

れる． 
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図 2.  デジタル画像相関法による変位解析の概要 
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図 4.  ひずみ算出の概要 
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(2) 想定を超えた荷重を受けた部材の耐久性判断法 

 本研究では，塩害により劣化したモルタル梁供試体を

用い，巨大地震による過大荷重を受けてひび割れが生じ，

その後に巨大津波により塩分が供給されて鉄筋腐食が進

行した場合を想定して，腐食形態(局部腐食，全面腐食)お

よび腐食量が部材の曲げ性状に及ぼす影響を明らかにし

た．そのため，はじめに，腐食領域と腐食量に相違を設

けた鉄筋を用い，鉄筋単体の引張試験により力学性能を

実験的に検討した．その後，腐食形態と腐食量に相違を

設けたモルタル梁供試体を用い，曲げ試験により力学性

能を実験的に検討した． 

 

(3) 耐久性能が不足する部材の補修方法 

 コンクリート構造物に対する予防保全工法の一つとし

て，腐食要因物質の侵入を抑制する効果があり，かつ無

色透明で対策後の目視観察が可能な表面含浸材に注目が

集まっている．この表面含浸材の一つであるけい酸塩系

表面含浸材は，C-S-H ゲルの形成によりコンクリート表

層部を緻密化，あるいは微細ひび割れを閉塞させ，発錆

要因物質の侵入を抑制する． 

本研究では，けい酸塩系表面含浸材の塗布が，微細ひ

び割れ部の補修効果に及ぼす影響を実験的に評価した．

特に，ひび割れ内部に多くの成分を含浸させるための塗

布方法として，高い吸水性の布に予め表面含浸材を含ま

せ，それをひび割れ開口面に当て，けい酸塩を供試体内

部へ含浸させた．その後，ビッカース硬さ，透水係数，

および塩化物イオン浸透深さを測定すると共に，走査型

電子顕微鏡（SEM）で観察した．その結果を，無塗布の

結果と比較した． 

 
3. 方法の検証 

ここでも，前述 1.の(1)～(3)に区分して記述する． 

 

(1) 想定を超えた荷重を受けた部材の残存性能の評価法 

1) 実験手順 

① 供試体 

供試体概要を図 5 に示す．供試体の寸法は 80 × 140 × 

1460 mm とした．また，主鉄筋をかぶり 20 mm に埋設し

た．ここで，主鉄筋の定着部およびせん断補強筋の腐食

を防ぐため，主鉄筋の支間長 1260 mm 以外とせん断補強

筋の全周にブチルゴムテープを被覆した．さらに，コン

クリートの計画配合を表 2 に示す．  

 

② 劣化促進手法 

鉄筋の腐食を短期間で再現でき，腐食量の制御が可能

な電食により，供試体の劣化を促進することで，巨大津

波により塩害が生じた部材を模擬した．電食の概要を図 

6 に示す．濃度 3.0 %の NaCl 水溶液を供試体の半分の高さ

まで満たし，鉄筋を陽極側に，銅板を陰極側に接続し，

直流安定化電源から 0.6 A の電流を印加した 10)．また，異

なる腐食減量とすべく，表 3 に示す 3 水準の通電時間を

設けた．なお，この表 3 に示す主鉄筋の平均腐食減量は，

実験後の供試体から主鉄筋を取り出し測定した． 

 

③ 測定機器 

測定機器の設置状況を図 7 に示す．また，測定機器の

詳細を表 4 に示す．したがって，1 pixel の大きさは 0.149 

mm である．なお，画像照合においては，既往の研究 9)に

基づき，サブセットサイズ S は 151 pixel，スキャンステ

ップ間隔 Δmpは 10 pixel とした． 

 

 

 

 

 

 

図 5.  供試体概要 

 

表 2.  コンクリートの計画配合 

W/C 

[%] 

s/a 

[%] 
単位量[kg/m

3
] 

W C S G 

57.5 43.3 167 290 773 1040 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.  電食の概要 

 

表3. 実験ケース 

No 1 2 3 

通電時間 (時) 384 576 768 

鋼材の平均腐食減量 (g/cm
2
) 0.01 0.03 0.04 
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図7.  測定機器の設置状況 
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表 4.  測定機器の仕様 

デジタルカメラ 
Pixel 1020M 
Image pickup device 23.6 mm × 15.8 mm size 
Number of recording 
pixels 

3200 × 1200 pixel 

Shutter speed 1/5 s 

カメラレンズ 
Angle view 39.40´ 
Lens configuration Group-Sheet : 7-8 

ライト（照明） 
Voltage 100 V 
Power 500 W 
Irradiation angle 80° 

 

 

 

 

 

 

 

(1)Front view 

 

 

 

 

 

 

 

(2)Back view 

図8.  載荷・測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5.  目視でひび割れ発生を確認できた荷重 

ケース 荷重 [kN] 

No.1 14.8 

No.2 14.5 

No.3 13.8 

④ 載荷・測定方法 

載荷・測定方法を図 8 に示す．支間長が 1260 mm で，

等曲げ区間が 280 mm の 4 点曲げ載荷とし，中央変位を測

定した．また，載荷前および載荷中の 0.5，1.0，1.5，2.0，

5.0 kN の荷重において，デジタルカメラを用いて供試体

の表面中央部を撮影した．ここで，デジタル画像相関法

における分布図の原点は，図 8 (1)に示す位置とした． 

 

2) 結果 

① ひび割れの発生状況 

終局時のひび割れ状況を図 9 に示す．また，目視でひ

び割れの発生を確認できた載荷荷重を表 5 に示す．この

表 5 を踏まえて，5.0 kN の荷重時の状態を以降における

検討対象とした． 

 

② 変位分布 

 全ての実験ケースにおける，デジタル画像相関法によ

って得られた 5.0 kN の荷重時での鉛直方向の変位分布を

図 10 に，水平方向の変位分布を図 11 に示す．また，変

位計による実測およびデジタル画像相関法の解析によっ

て得られた荷重－中央変位曲線を図 12 に示す．これによ

れば，全ての実験ケースにおいて，変位計で得られた値

（実線）とデジタル画像相関法で得られた値（プロット）

は，同等であることが認められた．  

 

③ ひずみ分布 

すべての実験ケースにおける，5.0 kN での水平方向の

ひずみ分布を図 13 に示す．  

 

3) ひび割れの予測方法の提案と検証 

① ひび割れの発生位置を予測する方法 

 鉄筋コンクリートの載荷荷重の増大に伴い，梁下面の

引張ひずみは増加する．さらに破壊力学に基づけば 11)，

コンクリートの引張ひずみ限界を超えると，曲げひび割

れが発生する．この限界値についての文献を調査した結

果，コンクリートが標準の場合におけるひび割れが発生

するひずみは 650~800μとされている 12)．ここで，もし数

百μのひずみが生じている位置を未だひび割れが生じる

以前に特定できれば，さらに荷重が加わると，そこにひ

び割れが発生すると予測できる．したがって本章では，

100~600μの閾値を設定し，ひび割れ発生の兆候を検出で

きるかを評価する．ひび割れの発生位置を予測する方法

の具体例を図 14 に示す．すなわち，(1)に示す閾値以上の

ひずみ分布の形状から，(2)に示すひび割れが発生すると

予測される位置を特定した．なお，(1)の細線の丸枠で囲

む，下面から連続していないひずみは除外した． 
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図 9.  終局状態でのひび割れ発生状況 
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図 12.  荷重変位曲線 
(1) No.1 (2) No.2 (3) No.3 

 

 

 

 

 

(1) No.1 
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図 10.  5.0kN 時の水平方向の変位分布 
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図 11.  5.0kN 時の鉛直方向の変位分布 
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図 13.  5.0kN 時の水平方向のひずみ分布 

 

 

 

-200 -100 0 100 200

-60
-40
-20
0
20
40
60

 
X-axis　mm

Y
-a
x
is
　

m
m -4000

-2000

0

2000

4000



-200 -100 0 100 200

-60
-40
-20
0
20
40
60

 
X-axis　mm

Y
-a
x
is
　

m
m -4000

-2000

0

2000

4000



-200 -100 0 100 200

-60
-40
-20
0
20
40
60

 
X-axis　mm

Y
-a
x
is
　

m
m -4000

-2000

0

2000

4000



 
(1) 閾以上のひずみ箇所 

 
(2) ひび割れ検出の推定位置 

図 14.  ひび割れ検出の概要 
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② No.1 における閾値の評価 

 No.1 における 5.0 kN の載荷時の 100~600μ以上のひず

み分布を図 15 に示す．その結果，100~200μ以上のひず

みが生じた位置からは，7 本以上のひび割れが発生すると

予測される．しかしながら，図 9 によれば，実際に生じ

たひび割れ本数は，終局時でさえも 6 本程度であった．

したがって，100~200μを閾値として設定した場合では，

ひび割れ発生の兆候として検出された位置は過多である

と判断した．次に，300~500μ以上のひずみが生じた位置

からは，下面から連続していないひずみが確認された．

そのため，300~500μを閾値として設定した場合では，不

明確なひび割れ発生が検出されると判断した．一方，600

μ以上のひずみが生じた位置からは，4 本のひび割れが発

生すると予測される．これは，終局時に確認されたひび

割れの本数および位置と，概ね一致している．したがっ

て，閾値は 600μが適切であると評価した． 

 

 

 

③ No.2 における閾値の評価 

 No.2 における 5.0 kN の載荷時の 100~600μ以上のひず

み分布を図 16 に示す．その結果，100~400μ以上のひず

みが生じた位置からは，6 本以上のひび割れが発生すると

予測される．しかしながら，図 9 によれば，実際に生じ

たひび割れ本数は，終局時でさえも 4 本程度であった．

したがって，100~400μを閾値として設定した場合では，

ひび割れ発生の兆候として検出された位置は過多である

と判断した．次に，500μ以上のひずみが生じた位置から

は，下面から連続していないひずみが確認された．その

ため，500μを閾値として設定した場合では，不明確なひ

び割れ発生が検出されると判断した．一方，600μ以上の

ひずみが生じた位置からは 5 本のひび割れが発生すると

予測される．これは，終局時に確認されたひび割れの本

数および位置と，概ね一致している．したがって，閾値

は 600μが適切であると評価した． 
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(1) 100μ 以上のひずみ領域               (2) 200μ 以上のひずみ領域 

 

 

 

(3) 300μ 以上のひずみ領域               (4) 400μ 以上のひずみ領域 

 

 

 

(5) 500μ 以上のひずみ領域               (6) 600μ 以上のひずみ領域 

図 16.  No.2 における 5.0kN 時点で 100～600μ 以上のひずみ領域 
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(1) 100μ 以上のひずみ領域               (2) 200μ 以上のひずみ領域 

 

 

 

(3) 300μ 以上のひずみ領域               (4) 400μ 以上のひずみ領域 

 

 

 

(5) 500μ 以上のひずみ領域               (6) 600μ 以上のひずみ領域 

図 15.  No.1 における 5.0kN 時点で 100～600μ 以上のひずみ領域 
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④ No.3 における閾値の評価 

 No.3 における 5.0 kN の載荷時の 100~600μ以上のひず

み分布を図 17 に示す．これによれば，100~300μ以上の

ひずみが生じた位置は，5 本以上のひび割れが発生すると

予測される．しかしながら，図 9 によれば，実際に生じ

たひび割れ本数は，終局時でさえも 3 本程度であった．

したがって，100~300μを閾値として設定した場合では，

ひび割れ発生の兆候として検出された位置は過多である

と判断した．次に，400~500μ以上のひずみが生じた位置

からは，下面から連続していないひずみが確認された．

そのため，400~500μを閾値として設定した場合では，不

明確なひび割れ発生が検出されると判断した．一方，600

μ以上のひずみが生じた位置からは，3 本のひび割れが発

生すると予測される．これは，終局時に確認されたひび

割れの本数および位置と，概ね一致している．したがっ

て，閾値は 600μが適切であると評価した． 

 

⑤ 閾値の設定に関する総合評価 

 上記②~④の結果を統合して，ひび割れの事前検出が可

能な閾値を表 6 にて整理する．その結果，全ての実験ケ

ースにおいて満足できる閾値は 600μであることが認めら

れる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ ひび割れの目視観察結果との比較 

5.0 kNの載荷時において撮影された画像を図18に示す．

これによれば，ひび割れは発見できない．ここで，これ

らの写真は目視で調査された場合と仮定できる．したが

って，目視ではひび割れ発見が困難な場合においても，

デジタル画像相関法におけるひずみ分布図の閾値の範囲

を600μとすることにより，ひび割れ発生の兆候を検出で

きると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.  ひずみの閾値とひび割れ検出可能性の関係 
 

100 200 300 400 500 600 

No.1   △ △ △ ○ 

No.2     △ ○ 

No.3    △ △ ○ 

* ○ ひび割れの検出が可能な閾値. △ 不明確な閾値. 

ｹｰｽ 
閾値(μ) 

 

(1) 100μ 以上のひずみ領域               (2) 200μ 以上のひずみ領域 

 

 

 

 

(3) 300μ 以上のひずみ領域               (4) 400μ 以上のひずみ領域 

 

 

 

(5) 500μ 以上のひずみ領域               (6) 600μ 以上のひずみ領域 

図 17.  No.3 における 5.0kN 時点で 100～600μ 以上のひずみ領域 

(1) No.1 

 

 

 

 

(2) No.2 

 

 

 

 

(3) No.3 

図 18.  5.0kN 時点の外観 
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 (2) 想定を超えた荷重を受けた部材の耐久性判断法 

１) 鉄筋のみの引張に対する実験的検討 

① 供試体概要 

図19に示す，4種類の供試体を用いた．すなわち，局部

腐食を模擬したType A供試体とType C供試体，全面腐食を

模擬したType B供試体とType D供試体を用いた．ここで，

Type A供試体およびType B供試体は，丸鋼鉄筋(黒皮なし

のミガキ棒鋼，降伏点：320N/mm
2
，ヤング係数：199kN/ 

mm
2
，引張強さ：450N/mm

2
)のみを塩害環境下に暴露した．

一方，Type C供試体とType D供試体は，異形棒鋼(黒皮な

しのミガキ棒鋼，降伏点： 330N/mm
2
，ヤング係数：

200kN/mm
2
，引張強さ：550N/mm

2
)が埋設されたモルタル

を図20に示す方法で暴露した．その後，内部の鉄筋を取

り出してから，引張試験に供した． 

ここで，鉄筋腐食はコンクリートのひび割れやコール

ドジョイントなどが存在する場合には，腐食要因物質は

欠陥部より局所的に侵入する．この場合，塩化物イオン

濃度が高い領域，すなわち欠陥部で，アノード反応が起

こり局部腐食となる．一方，かぶり不足などがあった場

合では，腐食要因物質はコンクリート中に全面的に浸透

する．この場合，アノード反応は全面的に起こり全面腐

食となる．したがって本研究では，鉄筋軸方向の腐食分

布が局所化している場合を局部腐食，全面的な場合を全

面腐食と定義した．図21に供試体の腐食状況の写真とそ

れを図化したものを示す．これによると，Type A供試体お

よびType C供試体では局部腐食が生じ，Type B供試体およ

びType D供試体では全面腐食が生じた． 

a) Type A供試体 

 鉄筋は，直径が6mmで，長さが600mmの丸鋼(SR295)を

使用した．また，ひび割れ部やコールドジョイント部な

どにおいて局部的に生じるマクロセル腐食を模擬するた

め，中央の5mmの区間を腐食させた．そのため，後述の

乾湿繰返し環境に暴露した．すなわち，湿潤環境として，

中央の5mm区間にティッシュペーパーを巻いた上で，ス

ポイトにて10mlの塩水(3.0%)を注入し，6時間に亘り相対

湿度が90%の湿潤環境下に放置させた．さらに乾燥環境と

して，ティッシュペーパーを除去した後に，18時間に亘

り相対湿度が60%の乾燥環境下に放置させた．なお，腐食

を促進させるため，室温は50℃とし4ヶ月間の暴露を行っ

た． 

 

b) Type B供試体 

鉄筋は，Type A供試体と同様である．また，かぶり不足

などにより全面的に生じるミクロセル腐食を模擬するた

め，中央の50mmの区間を腐食させた．そのため，50mm

の区間以外をゴムテープで被覆した後に，6時間の塩水浸

漬と，18時間の乾燥(相対湿度:60%)が繰り返される環境下

に暴露した．なお，室温は50℃とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c) Type C供試体 

鉄筋は，公称直径が6.35mmで，長さが700mmの異形棒

鋼(SD295 A)を使用した．なお，鉄筋の両端50mmの範囲は

0.2A/m2  

3.0％NaCl水溶液 

鉄筋 

陽極 チタンメッシュ 

陰極 チタンメッシュ 

モルタル 

     

直流安定化電源 

       
Cl‐ Cl‐ Cl‐ Cl‐ Cl‐ Cl‐ Cl‐ 

供試体 
底面当た

り 

図 20. Type C・D試験体の暴露状況 

 

(1) Type A 試験体        (2) Type B 試験体 

 

 

 

 

 

(3) Type C 試験体     (4) Type D 試験体 
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図 19. 供試体概要 

 

 

(1) Type A 供試体 

(2) Type B 供試体 

(3) Type C 供試体 

(4) Type D 供試体 

図 21. 供試体の腐食状況 

 

：顕著な腐食箇所 
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ゴムテープにて被覆した．本研究で用いたモルタルの使

用材料を表7に示す．また，モルタルの配合とフレッシュ

性状を表8に示す．28日間の初期養生後，3点曲げ載荷に

より残留開口幅が0.1mmのひび割れを導入した．その後，

図20に示す方法で，供試体内部に塩分を浸透させた．す

なわち，図20に示すとおりNaCl水溶液中の塩化物イオン

(Cl
-
)は，陰イオンであるため，陽極側に強制的に引き寄せ

られる．また，通電期間を0.5日，7日，14日とし，鉄筋位

置の塩化物イオン量を変化させることにより，腐食程度

を変化させた．なお，この方法では鉄筋外部に電極を設

けて直流電流を流すため，鉄筋自身の分極程度は少ない

と考えられ，電食とは異なり実構造物における塩害によ

る腐食と同様な腐食が生じていると思われる． 

 

d) Type D供試体 

鉄筋，モルタルおよび養生・暴露方法はType C供試体と

同様である．ただし，かぶりを浅くし，またひび割れを

導入しなかった．さらに，通電期間は1日および14日とし

た． 

ここで図21に示すようにType C供試体およびType D供試

体では，鉄筋下面の断面減少が支配的であることが確認

された．なお，既往の研究
13)，14)

においても鉄筋下面の断

面減少が支配的となることが指摘されている． 

 

表7. 使用材料 
 種類 主な性質 

セメント OPC 
密度：3.16g/cm

3
 

比表面積：3270cm
2
/g 

水 水道水 ― 

細骨材 陸砂 

密度：2.59g/cm
3
 

F.M.：2.58 

吸水率：2.83％ 

 

表8. モルタルの配合とフレッシュ性状 
W/C S/C フロー値 空気量 

0.60 2.50 170 2.5％ 

 

② 測定概要 

所定の量まで腐食を進行させた鉄筋は，錆を除去した

後，腐食減量を計測し，引張試験を行った．引張試験で

は，ロードセルと伸び計(50mmの範囲が対象)を用いて，

降伏点，引張強さおよびヤング係数を算出した．なお，

腐食前の鉄筋断面積で除した応力を用いた場合を｢見掛け

の値｣とし，一方腐食後の鉄筋断面積で除した応力を用い

た場合を｢真の値｣とした．ここで腐食後の鉄筋断面積は，

最も腐食していた箇所の直径をノギスで測定した値を用

い算出した．なお，ノギスによる測定は，鉄筋のふしお

よびリブにおいてそれぞれ10箇所ずつ測定を行い，その

後20個の測定データの平均値を腐食後の鉄筋の直径とし

た． 

 

③ 腐食量の指標 

「腐食減量」を指標として，鉄筋の腐食量を評価した． 

腐食減量は，腐食対象範囲における試験前の質量M1 (g) 

と腐食生成物除去後の質量M2 (g) を測定し，式 (3) より

求めた． 

 

 

ここで，腐食対象範囲の設定は，鉄筋の引張試験にお

ける標点間距離50mmに対して，その1/10のみを腐食させ

たものを局部腐食とした．一方，標点間距離50mmを一様

に腐食させたものを全面腐食として定義した．すなわち，

局部腐食供試体(Type A，Type C)の場合に5mmの領域，全

面腐食供試体(Type B，Type D)の場合には50mmの領域を

腐食対象範囲とした．  

 

④ 実験ケース 

各供試体の暴露期間を変化させることにより，腐食量

に相違を設けた．実験ケースを表9に示す． 

 

  

表 9. 鉄筋腐食試験の実験ケース 

局部腐食試験体 全面腐食試験体 

No. 腐食減量 (%) No. 腐食減量 (%) 

A-1  0 B-1  0 

A-2  0 B-2  0 

A-3  0 B-3  0 

A-4  1 B-4 10 

A-5  1 B-5 11 

A-6 4 B-6 15 

A-7 5 B-7 18 

A-8 5 B-8 24 

A-9 5 － － 

A-10  9 － － 

A-11 14 － － 

C-1  0 D-1  0 

C-2  0 D-2  0 

C-3  0 D-3  0 

C-4  0 D-4  0 

C-5  1 D-5  0 

C-6  1 D-6  0 

C-7 20 D-7  10 

C-8 24 D-8 13 

C-9 25 － － 

C-10 27 － － 

C-11 29 － － 

C-12 32 － － 

 

(3) 10021(%)腐食減量
1


M

MM －
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⑤ 実験結果 

a) 応力－ひずみ曲線の例 

図22に，供試体No.A-10および供試体No.B-4における，

見掛けの応力とひずみの関係を示す．両供試体の腐食減

量はともに，約10%である．これによれば，腐食形態に拘

らず，腐食した鉄筋は健全時に比べ力学性能(降伏点，ヤ

ング係数，引張強さ)が低下している．これは，腐食の進

行に伴い断面が欠損し，終局に至るまでの破壊荷重が減

少したためと考えられる．さらに，腐食した鉄筋は最大

ひずみが減少していることが認められる．これは，既往

の研究
14)，15)

においても腐食量の増加に伴い鉄筋の破断伸

びが低下することが報告されており，本研究の結果はこ

れらと一致しているものと考えられる． 

b) 腐食した鉄筋の力学性能 

ここでは，全ての供試体における，腐食減量と健全時

に対する力学性能残存率の関係を整理する．図23は腐食

減量と真の降伏点残存率の関係を，また図24は腐食減量

と真のヤング係数残存率の関係を，さらに図25は腐食減

量と真の引張強さ残存率の関係を示す．これらによれば，

腐食形態や腐食減量に拘らず，降伏点，ヤング係数およ

び引張強さは同等であること認められる．これは，これ

らの図に示している応力が前述②に示した真の値，すな

わち腐食後の鉄筋断面積で算定しているためと考えられ

る．これらの結果は，おおむね岩波ら
16)
の研究成果と一致 
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図 23. 腐食減量と真の降伏点残存率の関係 

図 24. 腐食減量と真のヤング係数残存率の関係 図 25. 腐食減量と真の引張強さ残存率の関係 

図 26. 腐食減量と最大ひずみの関係 図 27. 腐食減量と見掛けの引張強さ残存率の関係 
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している．一方，図26は腐食減量と最大ひずみの関係を

示す．これによれば，腐食形態に拘らず，腐食減量の増

加に伴い，最大ひずみは減少することが認められる．こ

れは，a)に上述したとおり，腐食の進行に伴い断面が欠損

し，終局に至るまでの破壊荷重が減少したためと考えら

れる． 

なお，もし応力を腐食前の断面積で除した場合，例え

ば腐食減量と見掛けの引張強さは図27に示すとおりとな

る．すなわち，腐食減量の増加に伴い，引張強さは減少

することが認められる．したがって，図25と図27を比較

すれば，腐食の進行に伴い断面欠損が生じることにより，

鉄筋の力学性能は低下すると考えられる． 

 

 

2) 梁の曲げに対する実験的検討 

① 供試体概要 

供試体は，前章のType C供試体およびType D供試体にお

いて鉄筋端部に90°フックを設けた．また，モルタル梁供

試体に加え，図28に示すType E供試体およびType F供試体

を用いた．使用材料および配合等は，表7および表8と同

様である．ただし，Type E供試体およびType F供試体には，

鉄筋として丸鋼SR295 (降伏点：320N/mm
2
，ヤング係数：

199kN/mm
2
，引張強さ：450N/mm

2
)を用いた．ここで，既

往の研究
17)
によれば，鉄筋が腐食したコンクリート部材の

曲げ耐力の低下には，フックによる定着の影響が大きい

ことが明らかとなっている．したがって，腐食に伴う鉄

筋とモルタルの定着の影響を無視できるように全ての供

試体の内部鉄筋には，両端部で90°フックを設けた．また，

本研究では鉄筋の断面減少と部材耐力の低下傾向を顕著

にみるため，釣合鉄筋比5.8%に対して鉄筋比を0.36%とし

た．腐食形態の種類は，局部腐食と全面腐食の2水準とし

た．そのため，Type E供試体では，中央に厚さ0.5mm，高

さ50mmのろ紙を挿入し，さらにその近傍20mmの範囲で

は鉄筋にろ紙を巻き，肌離れ
18)

 も考慮して曲げひび割れ

を模擬した. 一方，Type F供試体では，練混ぜ水にモルタ

ル中で15kg/m
3
相当の塩化物イオンを，NaClとして添加し

た． 

 なお，後述の暴露試験84日間の腐食電気量密度分布を，

既往の研究
19)
を参考にして，同様の手順で作製された分割

鉄筋を埋設した供試体を用い測定した．結果を図29に示

す．これによれば，Type E供試体では，中央部のみにおい

て局部腐食が進行していることが確認された．一方，

Type F供試体では，中央部のみならず，鉄筋全体に渡り全

面腐食が進行していることが確認された．また，既往の

研究
20)
により図29の総腐食電気量密度と鉄筋の腐食減量は

良い相関性があることが明らかとなっており，Type E供試

体では中央部で鉄筋の断面減少が著しく進行し，Type F供

試体では鉄筋全体に渡り鉄筋の断面減少が進行している

ものと考えられる． 

 

② 塩害劣化の促進方法 

脱型後全ての供試体は水中(温度20℃)にて28日間の初期

養生を行った． 

 その後，Type C供試体およびType D供試体では，図20と

同様の方法で暴露を行った．なお，腐食量に相違を設け

るため，局部腐食の場合(Type C供試体)の暴露期間は，0.5

日間，7日間および14日間とした．一方全面腐食の場合

(Type D供試体)の暴露期間は，1日間および14日間とした． 

また，Type E供試体およびType F供試体に対しては，次

の2種の方法で塩害劣化させた． 

 

a) 暴露試験 

塩水浸漬(温度50℃，NaClaq3%) 2日間と乾燥(温度50℃，

湿度60％) 5日間を1サイクルとし，暴露試験を行った．ま

た，腐食量に相違を設けるため，暴露期間は，腐食形態

に拘らず，70日間，140日間および336日間とした． 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

-200 -150 -100 -50 0 50 100 150 200

総
腐

食
電

気
量

密
度

 (
C

/
ｃ
m

2 )
 

鉄筋の位置 (mm) 

Type E供試体 

Type F供試体 

Type E 供試体のひび割れ部 

図 29. 供試体の腐食箇所 

注) No.の頭文字が供試体の Typeを示す． 

[mm] 

(1) Type E供試体 

100 700 

(W/C：0.6) 

 
100 

ろ紙（厚さ0.5mm，高さ50mm） 

い） 

 

図28. 供試体概要 

 

被覆 

 

(2) Type F供試体 

100 700 

(W/C：0.6) 

 
100 

被覆 

 

 

鉄筋 

 

鉄筋 

 

モルタル 

 

10 

モルタル 

 

打設時にCl－を15kg/m3添加 

10 



186 

図 31. 曲げモーメントと曲率の関係の例 

(No.F-1)（  
 図-13 曲げ試験の概

要 

Ec Icr 

1 = 42.12×106  kN･

mm2 
ひび割れ断面 

全断面有効 

Ec Ig 

1 
ε2を測定したゲージ 

 

b) 電食試験 

3%の食塩水中にモルタル供試体を浸漬させた．さらに，

モルタル中の鉄筋を陽極，食塩水中に配置した銅板を陰

極とし，直流安定化電源を用いて約13.5mAの電流を通電

させた．また，腐食量に相違を設けるため，電食期間を

次に示すとおりとした．すなわち，局部腐食(Type E供試

体)の場合，3日間，5日間，9日間とした．一方，全面腐食

(Type F供試体)の場合，12日間，20日間，28日間とした． 

 

③ 実験ケース 

実験ケースを表10に示す．すなわち，腐食形態は供試

体中央部で著しく腐食が進行する局部腐食の場合と，部

材全体に渡り腐食が進行する全面腐食の場合の2水準を設

け，腐食減量を0～58%に変化させた． 

 

④ 曲げ試験方法 

 曲げ試験は，図30に示すとおり，支点間隔600mmの2点

単純支持の条件下で，載荷点間隔150mmの対称2点載荷を

行った．また，ロードセル，変位計，5つのひずみゲージ，

および3つのパイ型変位計を用いて，変形性状と破壊状況

を確認した．さらに，各荷重段階におけるひび割れ発生

状況も観察した．試験後には，腐食対象領域における腐

食減量を測定した．すなわち，局部腐食供試体ではひび

割れ部15mmの範囲の鉄筋を採取し，局部腐食による腐食

減量を測定した．一方全面腐食供試体では，等モーメン

ト区間150mmの範囲の鉄筋を採取し，全面腐食による腐

食減量を測定した． 

 

 

⑤ 曲げ剛性の定義 

 図31に曲げモーメントと曲率の関係の例を示す．ここ

で，曲率は次式により求めた． 

 

 

 

 

ここで，1：上面のひずみ，2：側面あるいは下面のひ

ずみ，X：上面から2までの高さ(mm)． 

これによると，ひび割れ発生前のM-関係は，全断面が

有効な曲げ剛性EcIgを勾配とする直線で表される．一方，

ひび割れ発生後のM-関係は，荷重の増加とともに，曲げ

剛性も小さくなり，ひび割れ断面の曲げ剛性EcIcrを勾配と

するM-関係に漸近していく．すなわち図31に示すとおり，

ひび割れ断面における曲げモーメントと曲率の勾配を計 
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図 30. 曲げ試験の概要 

表 10. 曲げ試験の実験ケース 

暴露方法 

腐食形態 

局部腐食   全面腐食   

No. 
腐食減量

(%) 
No. 

腐食減量

(%) 

通電暴露 

(図 20 

参照) 

C-1 0 D-1 0 

C-2 0 D-2 0 

C-3 1 D-3 0 

C-4 1 D-4 1 

C-5 9 D-5 7 

C-6 11 D-6 8 

C-7 25 － － 

C-8 28 － － 

暴露試験 

(乾湿 

繰返し) 

E-1 0 F-1 0 

E-2 0 F-2 0 

E-3 14 F-3 16 

E-4 23 F-4 20 

E-5 38 F-5 54 

E-6 40 F-6 58 

電食試験 

 

E-7 0 F-7 0 

E-8 0 E-8 0 

E-9 5 F-9 5 

E-10 8 F-10 9 

E-11 10 F-11 12 

E-12 15 F-12 12 

E-13 30 F-13 14 

E-14 40 F-14 20 
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図 33. 荷重-変位曲線の例 
(a) 局部腐食供試体 (Type  E) 

 

(b)  全面腐食供試体 (Type  F) 

図 34. 荷重‐ひび割れ開口幅曲線の例 

(a)  局部腐食供試体 (Type  E) 

図 35. 腐食減量と降伏荷重比の関係 図 36. 腐食減量と降伏変位の関係 

(b) 全面腐食供試体 (Type  F) 

供試体底面 

(a) 局部腐食供試体 (No.E-6) 

 

(b) 全面腐食供試体 (No.F-5 ) 

内部鉄筋 内部鉄筋 

供試体底面 

供試体底面 供試体底面 

：錆び汁 

最大腐食ひび割れ幅:0.55mm 最大腐食ひび割れ幅:1.2mm 

供試体底面 

図 32. 腐食状況の例 
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り曲げ剛性を求めた．なお，中央変位が急激に増加しは

じめた段階を梁の降伏とし，曲げ剛性は降伏時の値を算

出した． 

 

⑥ 実験結果 

a) 鉄筋の腐食状況と梁の力学特性 

図32に腐食状況の例を示す．これによると供試体の種

類に拘らず，腐食減量が30%以上になると鉄筋軸方向に腐

食ひび割れが発生していることが認められる．また，局

部腐食供試体では供試体中央部で錆び汁の滲出が多くみ

られ，腐食ひび割れ幅も供試体中央部で最も大きかった．

一方全面腐食供試体では，供試体全体に渡り大きなひび

割れが発生しており，かぶりコンクリートの浮きもみら

れた．ここで図33に荷重-変位曲線の例を，図34に荷重-ひ

び割れ開口幅曲線の例を示す．これらによれば，鉄筋が

腐食した場合，腐食形態に拘らず，曲げ破壊荷重は低下

している．また，腐食減量が30%以上(No.E-6，No.E-14，

No.F-5，No.F-6)では，曲げ破壊荷重の低下が著しく，同

一荷重におけるひび割れ開口幅が広いことが認められる． 

 

b) 梁の降伏時の状態 

 図35に腐食減量と降伏荷重比(健全時に対する腐食時の

降伏荷重の割合，なぜならば，Type C･D供試体とType E･

F供試体に用いた鉄筋の降伏点が異なるため)の関係を，ま

た図36に腐食減量と降伏変位の関係を，さらに図37に腐

食減量と曲げ剛性の関係を示す．これらによると，腐食

減量の増加に伴い，降伏荷重および曲げ剛性が低下し，

降伏変位が増加することが認められる．特に腐食減量が

20%以上の場合には，曲げ剛性が著しく低下し，変形量も

大きい．すなわち，同一荷重が作用した場合，健全時の

ものに比べ，鉄筋が腐食したものは変形量が大きくなる．

これらは，前章の結果より，腐食により鉄筋の断面積が

減少し，内部鉄筋の降伏点およびヤング係数が低下した

ためと考えられる．なお，全面腐食あるいは実構造部材

を対象とした研究
21),22)

においても同様な傾向が示されてい

る． 

以上のことから，鉄筋が腐食した梁の降伏時において，

腐食量が増加すると，曲げ剛性が低下し，変形量が増加

した．すなわち，曲げ変形が容易になることが明らかと

なった．しかしながら，腐食形態の相違が梁部材の降伏

荷重および曲げ剛性に及ぼす影響については明瞭な差は

確認されなかった． 
 

c) 梁の終局時の状態 

終局時の破壊モードは，全ての供試体において鉄筋の

降伏が先行する曲げ引張破壊であり，鉄筋の破断あるい

は破断直前まで載荷を行った．図38に腐食減量と終局荷

重比(健全時に対する腐食時の終局荷重の割合，なぜなら

ば，Type C･D供試体とType E･F供試体に用いた鉄筋の引

張強さが異なるため)の関係を，図39に腐食減量と終局変

位の関係を，図40に載荷によるひび割れ性状の例を示す．

これらによると，腐食形態に拘らず，腐食量の増加に伴

い終局荷重が低下し，終局変位が大きくなることが認め

られる．さらに，ひび割れ性状はひび割れ本数が少なく

なり，局部腐食の場合にはスパン中央に1本のひび割れが

発生し，全面腐食の場合にはひび割れ間隔が狭くなる結
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図 37. 腐食減量と曲げ剛性の関係 図 38. 腐食減量と終局荷重比の関係 

図 39. 腐食減量と終局変位の関係 
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果となった．特に局部腐食の場合には腐食箇所に応力が

集中するためひび割れが分散しなかったものと考えられ

る． 

特に図33(a)に示すとおり，局部腐食で腐食減量が約40%

の場合(No.E-6，No.E-14)には，終局時において急激な破

壊が生じた．一方図33(b)に示すとおり，全面腐食で腐食

減量が約60%の場合(No.F-5，F-6)には，終局荷重は低下し

たものの，終局時においても急激な破壊は生じずに，最

大荷重を保持することが認められる．これは，腐食が全

面的であったため，鉄筋全体で応力に抵抗したものと考

えられる． 

ここで，終局変位がType C･D供試体とType E･F供試体

に差が生じている理由は，前述のとおり鉄筋の引張強さ

が異なる(Type C･D供試体では550N/mm
2
 ，Type E･F供試

体では450N/mm
2
)こと，さらにType C･D供試体には異形鉄

筋を用い，一方 Type E･F供試体では丸鋼を用いたためと

考えられる．すなわち，前者は後者よりもモルタルと鉄

筋間の付着力が大きいため，終局変位が増加したとなっ

たと考えられる． 

以上のことから，鉄筋が腐食した梁部材では腐食量が

増加すると終局耐力が低下することが明らかとなった．

すなわち，腐食減量が40%以上になると，終局荷重の低下

が著しく，終局変位も大きい．局部腐食では腐食減量が

約40%の場合，一方全面腐食では腐食減量が約60%の場合，

それぞれ終局荷重が健全時の約50%に低下した．特に局部

腐食のような鉄筋に局所的な断面減少が生じる場合には，

脆性的な破壊となり，極めて危険な状態になることが示

唆された． 

 

3) 耐久性能が不足する部材の補修方法 

① 供試体概要 

供試体を図41 に示す．JSCE-K-572 に準拠した，微細な

ひび割れ(平均開口幅0.1mm)を有するW/C55%のモルタル

供試体を用いた．また，けい酸ナトリウム・カリウム系

表面含浸材を，塗布面が湿潤状態にて塗布した．塗布後

は，定期的に散水しながら28 日間に亘り湿潤養生を行っ

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 実験ケース 

実験ケースは，表面含浸材を塗布していないケース(以

後「BL」とする)，刷毛で表面含浸材を塗布したケース(以

後「A」とする)，および湿布で表面含浸材を塗布したケ

ース(以後「B」とする)の計3 水準とした．ここで，Bの

塗布方法を説明する．はじめに，高い吸水性の布を

φ75mmに切出し，そこへ表面含浸材を含ませた．これを

塗布面に貼り付け，24 時間に亘り静置した．その結果，

塗布前後の質量差から算定された塗布量は，0.63kg/m
2で

あった．また，Aの塗布量は，0.12kg/m
2とした． 

 

③ 測定方法 

ビッカース硬さ試験は，JIS-Z-2244 に準拠した．表面

含浸材により改質された深さを推定するため，供試体を

ひび割れと垂直に切断し，切断面の深さ10mm まで露出

し，ビッカース硬さを測定した．ビッカース硬さ試験と

同様に前処理し，切断面の深さ10mm までを露出し，走

査型電子顕微鏡(SEM)によりひび割れ近傍を観察した．透

水試験は，JSCE-K-572 に準拠した．供試体塗布面に漏斗

を設置し，2 週間に亘り透水量を測定した後，透水係数

を算出した．塩化物イオン浸透試験は，JSCE-K-572 に準

拠した．供試体を濃度3.0%のNaCl 水溶液中に28 日間に

亘り暴露した．その後，供試体をひび割れと垂直に切断

し，切断面に0.1mol/Ⅼの硝酸銀水溶液を噴霧し，切断面

の塩化物イオン浸透深さを測定した．同様に，ひび割れ

面で割裂し，ひび割れ面の塩化物イオン浸透深さを測定

した． 

 

2) 実験結果および考察 

図 42 にビッカース硬さ分布を示す．これによれば，BL

に比べ A では，7mm 以浅のビッカース硬さが高く，一方

7mm 以深においては同等になることが確認できる．このこ

とから，A の改質深さは 6mm 程度であると推定される． 

a) 健全 

ｃ) 全面腐食(F-6 腐食減量 58%) 

b） 局部腐食(E-14 腐食減量 40%) 

図 40. 載荷によるひび割れ性状の例 

（  
 図-13 曲げ試験の概

要 

Φ75

5
0

単位：mm

塩化ビニル管

エポキシ樹脂

塗布面微細ひび割れ

図 41. 供試体概要 
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図 42. ビッカース硬さ分布 

 

 

 

 

 

 

(1) 改質部のイメージ    (2) BLの SEM観察 

 

 

 

 

 

 

(3) Aの SEM観察      (4) Bの SEM観察 

図 43.  改質部のイメージと SEM観察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 44. 透水係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 45. 塩化物イオン浸透深さ 

 

同様に，B の改質深さは，8mm 程度であると推定される．

したがって，湿布で塗布することで，刷毛での塗布に比べ，

改質深さは深まったと考える． 

ビッカース硬さにより得られた考察の裏付けとして，

ひび割れ部のSEM 観察を行った．図43(1)は，ひび割れ

と垂直に深さ10mm まで切り出した供試体のイメージを

示す．図中の赤線はAの改質部を，青破線はBの改質部を

示す．また，図43(2)はBLのSEM 観察を，図43(3)はAの

SEM 観察を，図43(4)はBのSEM 観察を示す．これによ

れば，図43(2)に比べ図43(3)および図43(4)では，C-S-H

ゲルの形成により表面が滑らかになっており，ひび割れ

近傍では無ひび割れ部で改質された位置より深部でも，

緻密化されていることが確認された． 

図44 に透水係数を示す．これによれば，BLに比べAで

は，透水性を40%程度に抑制することが確認された．また，

BLに比べBでは，透水性を15%程度に抑制することが確認

された．したがって，表面含浸材を塗布することで，遮

水性が向上した．さらに，湿布で塗布することで，刷毛

での塗布に比べ，改質効果が高まったため，遮水性は向

上したと考える． 

図45 に塩化物イオン浸透深さを示す．これによれば，

切断面およびひび割れ面において，BLに比べAでは，塩

化物イオン浸透深さを50%および35%程度に抑制すること

が確認された．一方Bでは，0%および14%程度に抑制する

ことが確認された．したがって，湿布で塗布することで，

刷毛での塗布に比べ，改質効果が高まったため，遮塩性

は向上したと考える． 

 

4. 実効性のある提言 

 

1) 想定を超えた外力を受けた部材の残存性能を評価する

ため，デジタル画像相関法を用いて，巨大津波により

塩害が進行した鉄筋コンクリート梁を対象に，曲げ載

荷に伴い発生するひび割れを，目視で確認できる以前

に検出する方法を提案できた。すなわち，巨大地震に

よる過大荷重を受けたことで，ひび割れが生じる可能

性の高い位置を特定する方法を構築できた。 

 

2) 想定を超えた荷重を受けた部材の耐久性を判断するた

め，腐食量を変化させたモルタル梁供試体を用いて，

腐食形態(局部腐食，全面腐食)が部材の曲げ性状(荷重-

変位曲線，降伏荷重，降伏変位，曲げ剛性，終局荷重，

終局変位)に及ぼす影響を，実験的に明らかにした．そ

の結果，①腐食量が増加すると，梁の降伏荷重，曲げ

剛性，および終局荷重が低下し，変形が容易になるこ

と，②局部腐食では腐食減量が約 40%の場合，一方全

面腐食では腐食減量が約 60%の場合，それぞれ終局荷

重が健全時の約 50%に低下，全面腐食と比較して局部

腐食では，終局時に急激な破壊に至り，極めて危険な

状態になること，③腐食減量が約 30%以上になると，

腐食形態に拘らず，使用状態において降伏荷重および

曲げ剛性が著しく低下し，変形量が増加すること，が

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

BL A B

透
水

係
数

(m
l/

h
)

実験ケース

0

2

4

6

8

10

12

14

16

BL A B BL A B

切断面 ひび割れ面

塩
化

物
イ

オ
ン

浸
透

深
さ

(m
m

)

実験ケース

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

H
V

塗布面からの深さ(mm)

BL

A

B

10

塗布面

8
6

ひび割れ

ビ
ッ

カ
ー

ス
硬

さ
の

測
定

位
置

(単位：mm)

改
質

深
さ

500μm 

500μm 

500μm 

(2)の撮影 

(3)の撮影 

(4)の撮影 



191 

明らかになった．したがって，巨大地震によりひび割

れが発生した後に巨大津波で局部腐食が進行した鉄筋

コンクリートは極めて安全性が損なわれると推察でき

る． 

 

3) 耐久性能が不足する部材の実効性ある補修方法とし

て，微細ひび割れ内部へけい酸塩系表面含浸材を塗

布する方法を提案できた．特に吸水性の高い布に予

め表面含浸材を含ませ，それをひび割れ開口面に当

ててけい酸塩を供試体内部へ含浸させる策は．発災

後の現場においても簡易に補修できる方法として実

効性が高い． 
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課題 2-4 救援・支援活動に使用する幹線道路の防災対策 
金沢工業大学 教授 

 川村國夫 

 

南海トラフ地震  救援・支援 緊急輸送道路 

道路ネットワーク  耐震信頼度 整備優先度 

1. 研究目的 
 

日本海側から南海トラフ巨大地震被災地の太平洋側へ

救援・支援する幹線道路、特に、北陸地方の緊急輸送道

路の主要機能確保のため、その道路構造物の耐震性能や

道路ネットワークの健全度を以下について検討する。 

 

図１ 北陸地方から救援支援は期待される東海北陸自

動車道 

 

(1) 地震時における緊急輸送道路の耐震健全度とそのネ

ットワーク機能の確保および耐震化優先度の決定ロジッ

クに関する提案 

(2)  南海トラフ巨大地震に対して救援支援活動を担う

東海北陸自動車道の現況耐震健全度(小矢部ＪＣＴ～白川

郷ＩＣ区間)と今度の耐震整備区間優先度の決定 

 

2. 解決法 
 

2.1  耐震整備優先度設定の基本方針 

2007 年 3 月能登半島地震や 2011 年 3 月東日本大震災

では、緊急車両などが通行可能となる緊急輸送道路の早

期啓開の重要性が認識され、道路の耐震化整備が図られ

てきた１）－１２）。 

石川県が管理する緊急輸送道路の整備に当たり、その

延長約 1,000km（管理道路総延長 2,400km ）を一度に一

律に耐震化性能を達成することはできない。限られた予

算の中で効果的な耐震化整備計画、つまり、道路構造物

や区間の耐震化優先度設定を客観的手法から進めたい。 

現行の石川県「地域防災計画」13）では、計画的な緊急

輸送道路ネットワーク整備を重視しており、ここではネ

ットワーク全体の耐震化健全度を指標として整備計画を

検討した。 

周知のように、実務版規準「道路震災対策便覧（震前

対策編）平成 18 年度改訂版」14）でも、ネットワークの耐

震性として多重性、代替性の確保が記述された。特に、

対象の奥能登地域がもつ多くの断層 13）の存在に対しては、

リダンダンシー確保により道路機能の低下を招かないよ

う特記している。このネットワーク全体で健全度評価す

ることは正鵠を射ていると言ってよい。 

具体的には、健全度評価と耐震化整備優先度の決定は、

「未整備の既存道路構造物や区間を耐震化することで、道

路ネットワーク全体の耐震化信頼度が最も向上する整備

を最優先とする」と定める。ネットワーク健全度は後述

の道路構造物や区間の耐震化によって高まる信頼度のネ

ットワーク連結信頼度から評価した。また、緊急輸送道

路では一次、二次などの次数、その機能と交通量などか

ら「ネットワーク中のリンク（区間）や路線の重要度」

を優先度重みと設定した耐震化整備優先度についても検

討する。 

 

2.2 道路ネットワークの連結信頼度の感度分析手順 

2 つの地点（例えば、図 2 の OD 間）でつながるネットワ

ーク連結信頼度はその移動可能な全ルート（全 OD ペア間）

とそれを構成する各ノード間のリンク信頼度から算定す

る。リンク信頼度は通行可能の確率で指標化し、この OD

間をネットワーク全体の各ノード間に適用してやれば、

道路ネットワークの連結信頼度が定義できる 15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 道路構造物の耐震整備優先度設定フロー 
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ネットワーク上のどの構造物やリンクを耐震化するこ

とで、ネットワーク連結信頼度がどれ程増加するかを図 3

の以下の手順で感度分析して、耐震化の整備優先度を決

定する。 

①次節で述べる道路構造物の震度階別不通率を用いて、

耐震化による通行信頼性の指標として道路構造物の

連結信頼度を計算する。 

②一つのリンクは複数の道路構造物の直列システムで

あるとみなし、リンク上にある道路構造物群の連結

信頼度からリンクの連結信頼度を計算する。 

 ③複数のリンクで構成されるネットワークの連結信頼

度を計算する。 

④各道路構造物を耐震化整備（耐震化の信頼度 100 パ

ーセント）した条件で、②から③を繰り返し、それ

ぞれのネットワーク連結信頼度を計算する。 

➄耐震化した構造物の中で道路ネットワーク連結信頼

度を最も向上させる耐震化整備を最優先順位とする。

以下、次順位、次々順位を決定する。 

 

 

図 3 道路構造物の耐震化整備優先度設定フロー 

 

なお、以上の手順に関して、リンク（区間）単位で耐

震化を考慮して、ネットワーク連結信頼度を算定すれば

区間の整備優先度が求まる。 

さらに、対象ネットワーク範囲を行政課題に対応させ

れば、その課題に即した整備計画が得られる。例えば、

主要拠点間として輪島～珠洲（飯田）の通行所要時間制

約を入れてネットワークを組み、そこで検討すれば、拠

点病院搬送や拠点消防応援などに関する耐震化整備優先

度が決定できる。 

 

2.3 道路構造物の震度階別不通率 

地震時に被災した道路構造物による道路閉鎖を示す震

度階別不通率、つまり、既存構造物の耐震性能は、構造

物の構造特性や地盤条件等から整理されるべきものであ

る。しかし、現時点では橋梁や盛土など個々の構造物に

ついての耐震化性能の研究や実績は行われているが、そ

れら構造物全体を同レベル上で安定評価した手法はいま

だ確定されていない。 

そこで、本報告では、平成 19 年 3 月に発生した能登半

島地震の発生震度分布図を用いて、発生震度域内の道路

構造物の被災箇所数を精査して、その構造物の母数から

震度階別の被災構造物による道路不通率を求めた（図 7）。

その地域が実際に被災した実績を基に道路不通率を計上

した。 

図 4 の結果から、石川県奥能登総合土木事務所管内の

緊急輸送道路では、道路構造物 18,793 箇所の内、116 箇

所が被災した（軽微な被災は除く）。これを構造別、また、

一部示方書改訂に準じて、①橋梁（1996 年以前施工）、②

橋梁（1997 年以降施工）、③トンネル・シェッド、④自然

斜面・切土、⑤盛土、の５種類に注目し、実際の震度 5

弱から 6 強までの各構造物の震度階別不通率を表 1 でま

とめた。 

表 1 から、能登半島地震の被災は 1996 年以前の橋梁お

よび斜面・切土や盛土など土構造物に多く発生し、1997

年以降の橋梁やトンネル本体は被害を受けていない。注

目すべきは、損害保険料算出機構が 1995 年兵庫県南部地

震による震度別各構造物被災による道路不通率を算定し、

それを幾つかの都道府県が採用した結果 16）と比較して

みると、表 1 の能登半島地震の斜面・切土および盛土の

不通率がやや低い値を示した。機構の算定被災率が上回

ったことは、対象とした地震規模が大きく、被災が都市

密集地域に集中したこと、さらには損害保険料に関わる

算定であること、などが理由に挙げられるが、表 1 の不

通率に有意な差は認められず、ここでの採用に到った。 

なお、震度 7 の不通率は、能登半島地震では発生しな

かったので表 1 に示していないが、例えば、生産工程の

製品故障などの確率で用いるワイブル分布から外挿して

予測できる。当然ながら、道路構造物の耐震化の信頼度

は（1－不通率）として計算する。 
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表 1 能登半島地震における道路構造物の不通箇所数 

構造物 

種別 
橋  梁 トンネル 

・ 

シェッド 

斜 面 

・ 

切 土 

盛 土 
示方書

年 

1996 

以前 

1997 

以降 

震度 5

弱 

0/39 

(0.00) 

0/3 

(0.00) 

0/1 

(0.00) 

0/34.6 

(0.0000) 

2/35.4 

(0.0565) 

震度 5

強 

0/199 

(0.00) 

0/26 

(0.00) 

0/12 

(0.00) 

2/161.2 

(0.0124) 

12/169.7 

(0.0707) 

震度 6

弱 

2/379 

(0.53) 

0/58 

(0.00) 

0/35 

(0.00) 

39/311.9 

(0.1250) 

41/336.3 

(0.1219) 

震度 6

強 

5/519 

(0.96) 

0/66 

(0.00) 

0/42 

(0.00) 

54/404.9 

(0.1334) 

57/448.4 

(0.1271) 

 
※1 上段：橋梁・トンネル 被災箇所数／施設箇所数、斜

面切土・盛土 被災箇所数／施設延長(km) 
※2 下段：（不通率） 

 

2.4 リンクの連結信頼度 

図 2 に示す一つのリンクには様々な道路構造物が複数

存在している。リンク内のどれか一つの構造物が損傷し

ても、リンクが通行止めとなり道路機能を失う。したが

って、リンクの連結信頼度は、そのリンク内の道路構造

物による直列システムと捉え、式(1) から各道路構造物

の信頼度で算定する 17） 。 

 

 

 

                     （１） 

                        

ここに  ：リンク内の道路構造物の連結信頼度 

 

2.5 道路ネットワークの連結信頼度 

図 2 で記したように、ネットワーク上の全ノードを経

由する各リンクの通行確保がネットワーク全体の健全性

を示す。このため、任意のノードから他の全てのノード

に到達できる条件をネットワーク上の全ノードへ適用し、

ネットワークが通行可能リンクで連結している状態の信

頼度で表わす。 

ネットワーク信頼度の計算方法については、若林，飯

田 18）は、ミニマルパス、カットを用いた信頼度の厳密解

法ではブール演算を伴うことからネットワーク規模によ

り膨大な計算量が必要となることに対し、一部のミニマ

ルパス・カットの計算を用いて信頼度の上下限値とその

交点を近似解として求める方法（交点法）を示した。さ

らに、若林ら 19）は、従来用いられている直接的なサンプ

リングによる直接モンテカルロ法は計算精度を上げるた

めには試行回数が増大することから、サンプリング領域

を信頼度の上下限値に限定することで推定信頼度の分散

を減少でき効率が良い限定サンプリングによるモンテカ

ルロ法の適用を検証し、シミュレーション精度は交点法

より優れ実用的であるが、ネットワークの拡大にともな

って作業時間が厖大化することを指摘している。 

筆者らは、一つの道路構造物の耐震化整備が道路ネッ

トワーク全体の信頼性に与える影響度合いを指標にする

こととした。そのため、あるリンクの連結信頼度を微小

に変更して近似解で解析した場合、変更の影響なのか、

計算誤差の変動範囲なのかが分からなくなる可能性があ

ることから厳密解により算出することとした。表 2 に厳

密解による計算手順を示す。 

そこでは、各ノードの連結状態を隣接行列を用いて記

述し、各リンク間の連結・非連結の組み合わせを全て発

生させ、その中で、連結している場合を判定し、その発

生確率を集計することで、ネットワークの連結信頼度を

算定する。 

全ノード間リンクの連結・非連結の判定で、対角要素 

を 1 にした判定行列を n-1（n：ノード数）乗にした行列

値の中で値が 1 ならば連結していると判定する 20）。全ノ

ード間に関して連結と判定されたリンク連結信頼度の組

み合わせ合計値が「全ノード間連結信頼度」となり、こ

れをネットワークの連結信頼度と見做す。つまり、表 2

の全点間で連結と判定された組み合わせパターンの発生

確率の合計値「全点間連結信頼度」をネットワークの全

体信頼度とする。 

 

2.6 リンクの重要度 

緊急輸送道路の中でも、その路線や区間によって重要

度は異なる。対象地域で第一次緊急輸送道路から第三次

緊急輸送道路まで区別されていることは、その社会性、

経済性、緊急性など多機能の重みに関わっている。 

したがって、当然、公共としての緊急輸送道路整備は

その重要性を考慮して計画することになる。 

 ここでは、緊急輸送道路の重み付けを試み、それに基づ

く耐震化整備優先度を検討し、その重みに対する感度 

 

図 4 能登半島地震の震度分布と道路構造物の被災箇所 





i

i

i321

X＝　　　　　　　　　　

・・・ＸＸＸ＝Ｘリンクの連結信頼度Ｒ
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表 2 全点間の連結・非連結判定の手順 

① 隣接行列の作成 

隣接行列(A)は、各ノードの接続状態を示す行列

であり、ノードが連結している場合を１、非連結の

場合を 0 と表記する（下記参照）。 

② 各リンクの連結・非連結の組み合わせパターンに

おける連結・非連結の判定 

各リンクの連結・非連結の組み合わせにおいて、

隣接行列 A の対角を 1 と置き換えた判定行列 H を

作成し、H
n-1

 において 0 の項がある場合、全点間は

「非連結」と判定する２０）。 

③ 全点間連結信頼度の算定 

全点間が連結と判定された組み合わせパターンの

発生確率を合計する。 

 

などについても言及する。 

取上げた重み付けは、石川県橋梁長寿命化計画で採用

した橋梁の重要度係数 21）との整合を基本に、また、道路

交通網に対する通行の影響度合いを加味して、式(2) の

ようなリンク重要度指標 LPI で提案した。結果を表 3 で

まとめた。  

 

 
100

Wi

Wipi
LPI 







 （％）  (2) 

ここに pi：各項目について、該当する場合 1.0、該当

しない場合 0.0 

Wi：重み係数（表 3） 

 

表 3 リンクの重要度の重み係数 

重要度

指標 
重み 具体的な項目 

項目別重

み係数 Wj 
適 用 

路線 60 

緊急輸送道路 30 

緊急輸送道路（1 次） 30 

緊急輸送道路（2 次） 20 

緊急輸送道路（3 次） 10 

広域ネットワー

ク路線 
15 

ダブルラダー道路 15 

地域連携道路 10 

観光周遊道路 5 

国道・主要地

方道・県道の

別 

15 

国道・主要地方道 15 

県道 10 

交通量 40 日交通量 40 

20,000台以上／日 40 

4,000台以上 20,000 台未満

／日 

30 

1,500台以上 4,000台未満

／日 

25 

1,500台未満／日 20 

合   計 100  

 

3. 方法の検証 
 

3.1 石川県奥能登地域緊急輸送道路ネットワークのリンク

とノードの設定 

石川県土木部奥能登土木総合事務所管内の緊急輸送道

路ネットワークを対象にして（図 5）、既存の道路および 

 

構造物情報から表 2 を用いて、この地域全体の震度 6

強に対するネットワークの各リンク連結信頼度を図 6 の

ように計算した。なお、震度 6 の設定は 2007 年能登半島

地震で一部地域がすでに経験しており、加えて 2013 年改

訂の石川県「地域防災計画」津波災害対策編には能登半

島周辺の津波震源地震が日本海東縁部地震 (M7.99), 能

図 5 石川県奥能登地域緊急輸送道路 

ネットワークのリンクとノードの設定 
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登半島東方沖地震 (M7.58), 能登半島北方沖地震(M7.66) 

などを想定して作成された。これらの地震規模は震度 6

の発生が十分に予想できるため、この設定に到った。  

 

ネットワーク上の既設構造物は、橋梁、トンネル、シ

ェッド、盛土、斜面および切土で、総数 8,739 ヶ所にな

る。このときの構造物耐震化整備前の各リンクの連結信

頼度は 0.003（リンク 8）～0.853（リンク 26）で、対象

ネットワーク全点間連結信頼度は 1.93201×10－9であった。 

 

3.2耐震化整備優先度の結果と評価 

構造物の整備優先順位は、表 3 の重要度を考慮せずに、

ネットワーク全点間連結信頼度で順位決定した場合と、

路線の特性を反映させてその重要度を考慮した場合との 2

ケースについて、それぞれ優先度 1 位から 500 位までの

耐震化優先構造物位置の結果を図 7、図 8 にそれぞれ表示

した。 

 

 

 

(1) 道路の重要度を考慮しない優先度 

図 7 から、整備優先構造物が集中しているリンクは、

そのリンクが切断した場合に代替路線の迂回距離が長い 

リンクである傾向が伺え、整備優先度 1 位から 500 位ま

での耐震化する構造物は対象エリア全体に分布している。

また、距離が短いリンクにある構造物の優先度が高くな

る傾向をもつが、これはリンク内の構造物総数が少ない

ことから、耐震化による構造物の信頼度向上がネットワ

ーク全体の連結信頼度に高く感応することに起因する。  

 

(2) 道路の重要度を考慮した場合 

図 8 に示すように、道路の重要度の影響が強く反映さ

れ、1 位から 500 位までの整備優先構造物の位置は全て第

１次緊急輸送道路に集中した。 

 

 

注目すべきは、リンク 1、リンク 2 およびリンク 23 に

ある構造物の整備優先度が重要度の考慮あり、なしに拘

わらず高いことが示された。このことは、これらの区間

の構造物を優先的に耐震化整備すべきことを表している。

また、これら優先度の高い構造物は主に盛土や斜面・切

土など土構造物に集中した。表 1 に示す土構造物の震度

不通率は高く、これらの耐震化がネートワークの連結信

頼度向上に強く影響するためである。 

ちなみに、リンク 1 とリンク 2 は穴水と輪島を、また、

リンク 23 は穴水と珠洲飯田を結ぶ幹線道路であり、今ま

で道路線形の改修や拡幅が行われ、現在も道路改良中の

区間である。行政のこれまでの経験と実態に基づく整備

優先度が、今回の道路管理システムから立ち上げたネッ

トワーク連結信頼度による整備優先度とほぼ同じ結果を

得たことになる。つまり、これまでの行政施策の客観性

を示したに他ならない。 

 

(3) ネットワーク連結信頼度の向上 

道路構造物の整備過程で、ネットワーク連結信頼度が

向上していく状態を図 9に示す。 

道路の重要度を考慮しない場合の整備優先度１位はリ

ンク 30 の斜面・切土の耐震化整備で、ネットワーク連結 

図 7 構造物耐震化整備優先度結果(重要度考慮なし) 

評価関数＝ネットワーク連結信頼度 R 

「１位－５００位」の位置を表示 

 

図 6 ネットワーク各リンクの連結信頼度 

 

図 8 構造物耐震整備優先度計算結果(重要度考慮)

り) 

評価関数＝ネットワーク連結信頼度 R×重要度 P 

「１位－５００位」の位置を表示 
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信頼度は整備前から 1.38173×10 － 10 だけ向上して

2.07019×10－9 になる。優先 500 箇所の耐震化整備後のネ

ットワーク連結信頼度は 5.85858×10－5に向上した。 

一方、道路の重要度を考慮した場合の整備優先度１位

はリンク 2 の斜面・切土で、この整備によりネットワー

ク信頼度は 9.59782×10－11だけ向上して 2.02799×10－9に

なり、優先 500 箇所整備後のネットワーク連結信頼度は

1.51843×10－6 の向上に留まる。何故なら、道路の重要度

を考慮した場合には、優先順位が重要度に強く影響され、

ネットワークの連結信頼度を最大向上させる箇所や区間

ではなく、道路の重要度の高い箇所や区間の構造物が選

択されるからである。ただし、仮に、優先順位 500 箇所

までの整備計画であれば、道路の重要度に応じた便益や

損出が加わるため、費用便益からは合目的的な結果を得

ることは言うまでもない。 

 

 

 

(4) 整備優先の決定要素とこれまでの行政実績との検証 

これまでの検討から、耐震化整備優先順位の決定は以

下の 5要素が考えられる。 

① リンクの接続：起終点ノードの接続リンク数が多

いリンクを切断するとネットワーク連結信頼度を

大きく低下させることから、このリンクの整備が

優先される。 

② 構造物の種類：構造物の種類別の感度は、斜面・

切土（震度 6 に対して信頼度 0.8666）、盛土

（0.8729）、橋梁（0.9904：1996 以前）の順番に

なることから、信頼度の低い構造物の耐震化が優

先される。 

③ 土構造物（斜面切土、盛土）の延長：斜面切土や

盛土の延長が長い方が一箇所当たりの信頼度が低

くなるため、これらの耐震化整備でネットワーク

の連結信頼度の向上感度が高くなり、整備優先度

は上位になる。 

④ リンク内の構造物量：斜面・切土や盛土の総延長

が短いリンクや橋梁数が少ないリンクは、構造物

1 箇所の耐震化整備によりリンクの連結信頼度が

大きく向上するので整備優先度が高くなりやすい。 

⑤ リンクの重要度：リンクの重要度を考慮すると、

ネットワーク連結信頼度の向上感度より重要度の

高いリンク感度が反映され、そこでの整備が優先

的に決定される。 

2007 年 3 月能登半島地震発生時にその地域の緊急輸送

道路は機能を十分果たせず、大きな反省と課題を残した
24)-26)。本検討では，この事実を教訓にして、緊急輸送道

路の「最大活用」、「長寿命化」および「維持管理の高度

化・効率化」を図るため、地震時および災害時の緊急輸

送道路機能を確保する道路管理マネジメントとして、特

に、橋梁、トンネル、土構造物などの道路構造物で構成

される緊急輸送道路ネットワークの耐震化信頼度および

耐震化優先度の決定法について提案した 22) 23)。 

以上の成果を、現在、奥能登地域にて実施された、ま

たは実施されている道路管理の実状と比較すれば、 

①  実務上の道路管理業務にて蓄積された保守点検結果

（構造物のクラック発生など）や履歴状態を持つ構造

物の危険度察知や評価と一致した。なお、事故や火

災に対しても通行規制箇所や迂回区間などの指定が、

現場業務の支援機能と合致している。 

② 関係市町発信の各種自然災害ハザードマップや緊急

時に対する通行車両の避難経路や避難所などに関し

て、本報告の成果はそれらの妥当性を示す結果であ

り、災害時の予防計画や応急計画でも支援できるこ

とが判明した。 

③ 耐震化整備優先度計画を提案した。特に、緊急輸送

道路ネットワーク信頼度評価に不可欠な各種道路構

造物の震度別被災率が能登半島地震の膨大な被害実

態から整理でき、この整備計画対象とした石川県奥

能登地域の道路耐震化や冗長性の活用に関して、行

政のこれまでの経験と実態に基づく整備優先度とほ

ぼ同じ結果を得た。つまり、これまでの行政施策の

妥当性と客観性を示したおとになる。 

④ また、この耐震化整備優先度計画は、これまで行政

の経験と意思から決められてきたが、本報告の成果

から、今後、より客観的指標の提示と論理的な意思

決定を可能にした。特に、地域住民への説明責任が

果たせ、決定根拠理由として有効になると考えられ

る。 

⑤ 石川県奥能登地域の緊急輸送道路ネットワークに関

する耐震化整備優先度の妥当性を受け、次章では、

本報告の大きなミッションである南海トラフ巨大地

震時に救援・支援が強く期待される「東海北陸自動

車道」の現状の耐震化信頼度および耐震化に向けて

の優先区間や優先箇所への適用を図る。  

図 9 道路構造物耐震整備と連結信頼度の向上 
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4. 実効性のある提言 
 

前述した２章、３章の緊急輸送道路の耐震化信頼度の

算定および耐震化優先度決定の成果を、本目的のひとつ

である東海北陸自動車道に適用した。 

周知のように、太平洋岸が南海トラフ巨大地震にて甚

大な被害を受けた際、北陸地方からの救援、支援がもっ

とも期待される緊急輸送道路としては、この東海北陸自

動車道となるからである。 

図 10 は、東海北陸自動車道の北陸地方区間、南から順

に白川郷 IC、五箇山 IC、福光 IC そして終点小矢部 JCT

を対象に、本自動車道の各種道路構造物の現状を示した。 

 

 

図 10 東海北陸自動車道白川郷 IC～小矢部 JCT 

区間の道路構造物 

 

いま、南海トラフ巨大地震マグニチュード９クラスの

発生は、この北陸地方までの距離や中部山岳地帯に分布

する堅固な飛騨片麻岩地帯の存在から、最大で震度５強

クラス程度の影響を受けることになる。 

図 11, 図 12 は、この震度影響下における白川郷 IC～

五箇山 IC 間および福光 IC～小矢部 JCT 区間、それぞれの

各種道路構造物の位置と、区間の耐震化信頼度を示した。

この信頼度の算定は、前述２章の能登半島地震の被災実

績に基づく結果である。例えば、図 11 の白川郷 IC～五箇

山 IC 間では山岳地帯の線形を反映して、トンネル５箇所、

橋梁２０箇所、切土および斜面と盛土それぞれ数十箇所

の道路構造物があり、震度５に対して耐震信頼度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震整備優先度 

 

図 11 白川郷 IC～五箇山 IC 間の耐震化信頼度と構造物

耐震化優先度 

 

８．０×１０－３の値を得た。一方、図 12 から、福光 IC～

小矢部 JCT 間はほとんどで平野地帯を通過する。このこ

とから、盛土を中心とした道路構造物となり、この区間

の信頼度は４．５×１０－６に止まる。この信頼度の低さ

は第２章で示した盛土の地震時損傷度がトンネルや橋梁

などに比して大きく、しかも、このそれらが直列に存在

するためである。 

ﾄﾝﾈﾙ :  9 箇所 (2.1%)  
橋梁   : 31 箇所 (7.4%) 

切土   : 82 箇所 (19.5%) 

盛土   : 298 箇所 (71.0%) 

ﾄﾝﾈﾙ ５ヶ所  
橋梁 20 ヶ所   

切土 ４６カ

所 盛土 ５８ヶ所  

白川郷ＩＣ 

↕ 

五箇山ＩＣ 

耐震化最優先度区間 

 白川郷ＩＣ – 小矢部 JCT 

想定震度 

震度５強 

区間延長    :  23049.90m 

耐震化信頼度 : 8.013×10－３ 
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＊耐震整備優先度は 

図 11 を参照 

 

図 12 福光 ICから小矢部 JCT 区間の耐震化信頼度と 

構造物耐震化優先度 

 

さらに、図 11, 図 12 それぞれには白川郷 IC から小矢

部 JCT まで区間全体に対する各道路構造物の耐震化優先

度１位から５００位までが記されている。その順位は 

図 11 下の凡例に示した。それらの決定結果から、以下に

述べる実効性ある提案が可能となった。 

① 耐震化優先度順位の高い構造物のほとんどが白川郷

IC～五箇山 IC 間に集中した。いま、全区間を IC 間

の区間ごとで整理すれば、この白川郷 IC から五箇

山 IC 間が耐震化優先度の最も高い区間と判明した。

このことは、この IC 区間にあるトンネルや橋梁が

ほとんど南海トラフ巨大地震に対して（震度５強に

対して）安定を保つと考えられ、この IC 区間の盛

土や切土など土構造物の耐震化が東海北陸自動車道

（北陸地方区間）全体の耐震化信頼度を大きく押し

上げることに起因している。 

② 一方、福光 IC～小矢部 JCT 間では、盛土構造物の

直列区間であり、それらのほとんどは東海北陸自動

車道全体に対する耐震化優先度の順位が低い。つま

り、この IC 区間の盛土構造物を中心とした耐震化

を図っても、本自動車道全体の耐震化信頼度の向上

に強く反映しない結果となった。 

③ 図には示さなかった五箇山 IC～福光 IC 間の構造物

耐震化優先度も考慮しての結論は、この救援、支援

が期待される東海北陸自動車白川郷 IC～小矢部 JCT

区間から観た道路構造物の耐震化優先順位が、最優

先区間に白川郷 IC～五箇山 IC 間、次に五箇山 IC～

福光 IC 間、そして、最後に福光 IC～小矢部 JCT 間

となり、帰しくも本自動車道の南から北への IC 区

間順で優先的となることが判明した。 

④ 実務的には、現在、NEXCO 中日本が東海北陸自動車

道の一宮 JCT から白川郷 IC 南に位置する清見 IC

（高山 IC）までが既に４車線化を完成している。 

この道路４車線化事業は、地震時に機能確保でき、

最も有効な耐震化性事業と言って過言ではない。

写真 1, 2 でも示すように、このことは最近の地震

に対しての実績からも実証できる。地震時直後の

４車線をもつ緊急輸送道路では、緊急車両や工事

車両の通行止めはほとんどなく、あってもきわめ

て短期間であった事実が示すとおりである。 

したがって、ここでは、清見 IC から先の白川郷 IC

への４車線化を迅速に進めることこそが、南海ト

ラフ巨大地震に対する東海北陸自動車道の耐震化

信頼度を向上させるきわめて有効な事業となり、

強く期待できる。 

本報告で得た耐震化信頼度および道路構造物の耐

震化優先度の成果が、実務面からの４車線化事業

の工程と全く一致したことは興味深い。そのため、

救援、支援活動が期待される緊急輸送道路として

の東海北陸自動車道は現状暫定２車線区間を南か

ら北へ速やかに４車線化を図ることを強く提案し

たい。 

以上のように、本報告の大きな成果は、実際の道路現

場に即した耐震化に向けて、緊急輸送道路の行政管理シ

 福光ＩＣ 

小矢部ＪＣＴ 

区間延長    :  23282.80m 

耐震化信頼度 : 4.5×10－6 

盛土 168ケ所（91％） 

橋梁 16ケ所 (9%) 
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ステムを構築できたことになり 27)、緊急輸送道路の重要

性が問われている現在、本報告の成果の活用を強く望み

たい。 
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研究テーマ 2 

 課題 2-5 

超巨大災害時の自然エネルギー利用 

による地域の創電・節電対策 
 

 

 

 

金沢工業大学 垂水弘夫 教授 
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課題 2-5 超巨大災害時の自然エネルギー利用による地域の創電・節電対策 
金沢工業大学 教授 

 垂水弘夫 

 

超巨大災害 避難施設 自然エネルギー利用 

創電・節電 太陽光発電 コージェネレーション設備 

 

1. 研究目的 
超巨大災害時には電力の復旧には長時間を要するため、

被災地で確保できる電力は当面の間、自然エネルギーに

限定される。直接電力の得られる太陽光発電を中心とし

たローカルエネルギー群である。一方、避難施設におい

て最低限必要とされる電力は、食事に必要な加熱・給

湯・冷蔵用、冬期であれば暖房用、夏期であれば熱中症

を防ぐための扇風器・エアコンの運転用、給水・シャワ

ーを使用するためのポンプ動力用、状況把握や外部との

情報のやりとり、自治活動を行うためのＴＶ・パソコ

ン・プリンタ用などである。 

本研究では、巨大災害時に避難施設となる学校建築を

対象に、避難者の最低限の生活に必要なエネルギー需要

に対し、太陽光発電と不足分を補う小型コージェネレー

ション設備等の適用を検討することで、避難機能を有効

に発揮できる学校建築のエネルギー設備機器・整備指針

を提示することを目的とする。 

 

2. 避難所施設に関する調査 
(1) 検討対象地域の選定 

本研究を進めるにあたっては、現実の様々な制約条件

を反映させるべく、具体的な地域を選定してモデル化と

検討を行うこととした。選定した地域は、兵庫県洲本市

である。政府は平成 26 年 3 月に、「南海トラフ地震防災

対策推進地域」に 707 の市町村を指定した。中でも沿岸

部の地域のうち津波による影響を受け易いと判断された

139 市町村が、「津波避難対策特別強化地域」にも指定さ

れ、洲本市はこれに該当する地域の一つである。淡路島

は 3 つの市から成っており、何れも沿岸部を有している

が、南部の洲本市と南あわじ市が同特別強化地域に指定

されており、明石海峡大橋のある北部の淡路市は指定さ

れていない。太平洋から大阪湾に繋がる地域では、和歌

山県、徳島県を含め、両県以南の沿岸部の市町村は全て

同特別強化地域に指定されているが、大阪府、兵庫県の

沿岸部市町村の中で、同特別強化地域に指定されている

のは洲本市と南淡路市の 2 自治体のみである。本研究で

は、そうした立地条件にある洲本市を具体的なモデル化

適用対象地域に取り上げ、上記の検討を進める。 

洲本市長に文書で調査への協力依頼を行い、快諾を得

たのが平成 26 年 1 月、市役所を訪問し避難所となる学校

施設の図面や現有設備のデータを入手したのが平成 26 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

海

被災予想マップと各施設の位置関係

洲本消防署

洲本第三小学校

洲本市役所

洲本第二小学校

洲本第一小学校

被災地において最低限必要とされる電力は、

食事の準備に必要な

加熱用や

食事の保存用

生活に必要な

照明や暖冷房
外部との連絡
に必要な情報
通信用

電力の復旧には時間を要するため電力を得るには

避難所敷地内で確保できる太陽光発電による

自然エネルギー利用を図る必要がある

本研究目的

避難所となる学校建築に最大限の太陽光発電を適用し

1)避難・復旧施設のエネルギー充足レベル評価

背景と目的

2)必要なエネルギー供給設備の設置容量を解析・提示

選定した地域は、兵庫県洲本市

洲本市は、政府の定める
「南海トラフ地震防災対策推進地域」かつ
「津波避難対策特別強化地域」に指定されている。

都道府県 兵庫県
総人口 約45,000人
面積 182.48k㎡

人口密度 約250人/k㎡
平均気温 15.6℃

年最高気温 35.9℃
年最低気温 ‐2.1℃
年降水量 1650mm

対象地域紹介
図 1 目的と背景のフロー図 

図 2 検討対象地域とした洲本市 

図 3 被災予想マップと防災関連主要施設 

 



204 

4 月、大学院生とともに現地の小学校施設等の現地調査

を行ったのが平成 26 年 7 月であった。図 1 に研究目的

と背景のフロー図を、図 2 に検討対象地域として選定し

た洲本市の位置を示す。人口は約 45,000 人である。図 3

は洲本市役所から提供を受けた被災予想マップに、調査

対象とした洲本市立第三小学校の他、洲本市役所と消防

署を含めて表示し、海との位置関係を明示したものであ

る。旧市内には第一から第三まで 3 つの小学校があるが、

第三小学校が最も海から遠く、海抜も高いため、ここを

検討対象施設とした。 

(2) 洲本市立第三小学校 

 図 4 のうち 1）と 2）は、調査に歩いた第一および第

二小学校の外観写真である。3）～6）が校長先生および

教頭先生に内部をご案内頂いた第三小学校の外観および

教室・廊下・体育館である。体育館は天井が張られてお

らず、屋根面からの輻射熱を直接人体が受けるため、7

月末の調査当日は数分間の滞在が限度と云うくらいの高

温暑熱の温熱環境であった。発災時期が夏や冬のケース

では、避難スペースとして教室あるいは広々と設計され

ている廊下部分を使用する必要があると判断された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洲本市実地踏査 洲本第一小学校 洲本市実地踏査 洲本第二小学校

対象小学校（洲本第三小学校）外観写真② 対象小学校（洲本第三小学校）内観写真①

対象小学校（洲本第三小学校）内観写真② 対象小学校（洲本第三小学校）内観写真③

図 4  洲本市内実地調査（平成 26 年 7 月撮影） 

1） 洲本第一小学校 2） 洲本第二小学校 

3） 洲本第三小学校 

5） 洲本第三小学校（教室） 

4） 洲本第三小学校（廊下） 

6） 洲本第二小学校（体育館） 
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(3) 太陽光パネル設置可能面積と発電出力 

 入手した配置図・平面図・立面図等を元に太陽光パネ

ルを設置可能な面積を、水平面および鉛直面について検

討した。図 5 および図 6 にその概算結果を示す。屋根面

および窓を除く外壁面のうち着色した部分のさらに 3 分

の 2 を設置可能面積としたところ、約 1795 ㎡となった。

太陽光パネルにおける出力を平方メートル当たり 150W と

見込むと、洲本第三小学校の太陽光発電出力は約 270kW

と推計される。 

 

3. 屋根面及び鉛直面における太陽光発電 
   量の解析 
 わが国の気象観測における日射量の観測地点は思いの

外少なく、洲本市に最も近い観測点は四国の高松気象台

となる。それも全天日射量が観測されているだけなので、

屋根面や外壁面に太陽光パネルを適用した場合の発電量

を推定するためには、提案されている日射の直散分離の

式などを用いる必要がある。そこで本研究では、方位別

や傾斜角別に観測を実施している金沢工業大学の観測デ

ータと、日射観測地点としては最も近い福井気象台の全

天日射データの直散分離結果を突き合わせ、その推定精

度を確認した上で、高松気象台の日射観測データを洲本

第三小学校に適用することにした。 

 (1) 金沢工業大学における日射及び太陽光発電観測 

 鉛直面日射・太陽光発電観測システムの外観を図 8 に

示す。図には、8 方位（S、SW、W、NW、N、NE、E、

SE）の鉛直面に設置した日射計（以下、鉛直面日射計）

の一部が見られるほか、観測に用いた全天日射計につい

ても提示した。5 階建の屋上に設置しており地上からの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各面における太陽光パネルの設置可能面積の算出
*図の赤く囲まれた部分を表面積として計算し設置可能面積を算出
*現段階では施工面調査不足のため、設置可能面積を
各表面積の約2/3としている。

①屋根面設置可能面積
校舎：（32×13.5+41.5×13.5+9.8×31.3）×2/3＝866.0[㎡]
体育館：40×21×2/3＝560.0 [㎡] 図 6 太陽光パネル壁面設置可能面積の検討 

 
図 5 太陽光パネル水平面設置可能面積の検討 

 

洲本第三小学校 南東立面図

2100

36500
93100

32000 9200 15400

1300

15001300

②南東方向の壁面設置可能面積（校舎のみ）
（3.4×36.5+1.3×32×3+1.5×9.2）×2/3＝175.1 [㎡]
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105000

51800 8500 11800 22500

3000

3000
3000

3000
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洲本第三小学校 南西立面図

③南西方向の壁面設置可能面積
校舎：（6×22.5+3×22.5÷2+6×11.8+3×8.5）×2/3＝176.7 [㎡]
体育館（0.7×51.8）×2/3＝24.2 [㎡]

図 9 30°南傾斜面に設置した日射計と太陽光発電パネ

ル 

 

表 1 観測機器の型番等 

 

（a）鉛直面日射

計 

（b）全天日射計 

図 8 鉛直面日射・太陽光発電観測システムと各日射計 

 

体育館校舎 合計

屋根

南東

南西

壁
面

866.0㎡ 560.0㎡ 1420.0㎡

175.1㎡ ー 175.1㎡
176.7㎡ 24.2㎡ 200.9㎡

洲本第三小学校における太陽光パネルの設置可能面積

出力の算定

太陽光モジュールにおける
定格出力は150[W/㎡]として算出

最大出力約270kW

図 7 太陽光発電による電力供給サイドの検討 
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日射計の高さは 22.5m で、周囲にこれよりも高い建物は

無い。敷地は石川県ソフトリサーチパークの一角で、そ

の周囲には水田が広がっている。日射計（Kipp&Zonen 製）

及び太陽光発電パネル（三菱電機製）の型番と測定時間

間隔を表 1 に整理した。また、図 9 には、鉛直面で得ら

れる日射量及び発電量との比較に用いる 30°南傾斜面に

設置した日射計と太陽光発電パネルの様子を示す。同一

建屋の南方向に 30m 離れた 4 階屋上に設置しており、日

射計の仕様及び測定時間間隔は鉛直面日射計と同様であ

る。表 2 は、日射量と太陽光発電量の観測データについ

て 2 年間の月別有効日数(データ欠損の無い日数)を整理し

たものである。月別の数値を算定する場合、2 年間の有効

データを用いて該当月の日平均値を求め、それに月日数

を乗じている。 

 

(2) 快晴日における日射観測データ 

日射観測データについて、春分・夏至・秋分・冬至の

近くの快晴日を対象にグラフを作成した。図 10 に、上述

の鉛直面 8 方位と水平面、30°南傾斜面における時系列

データを示す。（1）の春分近くの快晴日における日射量

の特徴をまとめると次の様になる。 

1）観測データのうち 30°南傾斜面の日積算日射量が約

7.7kWh/（m
2・日）と最も大きく、これに水平面の約 6.5 

kWh/（m
2・日）、南鉛直面の約 5.2 kWh/（m

2・日）と続く。 

2）南東鉛直面が約 5.1 kWh/（m
2・日）、南西鉛直面が約

4.9 kWh/（m
2・日）で、この時期、南鉛直面の値とほぼ同

等レベルにあり、水平面の 8 割程度の値である。 

3）東鉛直面の約 4.1 kWh/（m
2・日）、西鉛直面の約 3.8 

kWh/（m
2・日）は、水平面のおよそ 3 分の 2 の値である。 

4）北東鉛直面の約 2.3 kWh/（m
2・日）、北西鉛直面の

2.1kWh/（m
2・日）は、水平面のおよそ 3 分の 1 の値であ

る。 

5）北鉛直面は約 1.2 kWh/（m
2・日）で、水平面のおよそ

5 分の 1 の値である。 

次に、（2）の夏至近くの快晴日における日射量の特徴

をまとめると次のとおりである。 

1）観測データのうち水平面の日積算日射量が約 8.5 kWh/

（m
2・日）と最も大きく、これに 30°南傾斜面の約

7.7kWh/（m
2・日）が続く。南鉛直面は約 2.8 kWh/（m

2・

日）まで小さくなっている。 

2）南東鉛直面が約 4.0 kWh/（m
2・日）、南西鉛直面が約

4.3 kWh/（m
2・日）で、水平面の半分程度となっている。 

  
表 2 日射及び発電量観測における月別有効日数 

 

(3) 秋分近くの快晴日 

図 10 鉛直面等の日射観測データ 

(1) 春分近くの快晴日 

(2) 夏至近くの快晴日 

(4) 冬至近くの快晴日 
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3）東鉛直面の約 4.8 kWh/（m
2・日）、西鉛直面の約 5.0 

kWh/（m
2・日）は、水平面の 6 割弱程度の値である。夏

至近くの快晴日の日射量は、南東及び南西鉛直面よりも、

東及び西鉛直面の方が大きい。 

4）北東鉛直面及び北西鉛直面ともに 4.0kWh/（m
2・日）

となっており、これは水平面のおよそ半分程度の値で、

南東及び南西鉛直面に近い値を呈している。 

5）北鉛直面は約 2.5 kWh/（m
2・日）で、水平面のおよそ

4 分の 1 の値である。他の時期と異なり、北鉛直面でも 6

時や 18 時をピークに直達日射を受ける時間帯があるため、

春分や秋分のおよそ 2 倍の値となる。 

（3）の秋分近くの快晴日における日射の特徴は、（1）

の春分の日近くのデータとほぼ同様であるため、ここで

は割愛する。（4）の冬至近くの快晴日における日射量の

特徴をまとめると次のとおり。 

1）観測データのうち南鉛直面の日積算日射量が約 6.0 

kWh/（m
2・日）と最大で、これに 30°南傾斜面の約

5.3kWh/（m
2・日）が続く。水平面は約 3.0 kWh/（m

2・日）

まで小さくなっている。 

2）南東鉛直面が約 4.6 kWh/（m
2・日）、南西鉛直面が約

4.4 kWh/（m
2・日）で、水平面の 1.5 倍前後の値になって

いる。 

3）東鉛直面の約 2.2 kWh/（m
2・日）、西鉛直面の約 2.0 

kWh/（m
2・日）は、水平面の 7 割弱程度の値である。冬

至近くの快晴日の日射量は、東及び西鉛直面と比較して、

南東及び南西鉛直面の値が約 2 倍となっている。 

4）北東鉛直面及び北西鉛直面ともに 0.7kWh/（m
2・日）

で、北鉛直面の約 0.6 kWh/（m
2・日）とともに、他の面

と比べても小さな数値となっている。 

 

(3) 日積算日射量に関する解析 

表 3 に、日積算日射量の月及び年平均値を鉛直面 8 方

位、水平面及び 30°南傾斜面について整理した。表中の

網掛けを施したセルは、30°南傾斜面の年平均値 3.92 

kWh/（m
2・日）の 50％以上の日射量が得られる部分を表

している。年平均値がこれに該当する方位等は、数値の

大きいものから順に、水平面（3.62）、南鉛直面（2.53）、

南西鉛直面（2.49）、南東鉛直面（2.46）、西鉛直面（2.11）、

東鉛直面（2.08）であった。また、月平均値についてみる

と、網掛けの月数が多い方位等において年平均値も大き

くなる傾向が読み取れる。鉛直面 8 方位の比較では、最

大となる南鉛直面の 2.53 kWh/（m
2・日）に対して、最小

は北鉛直面の 1.17 kWh/（m
2・日）で、これは南鉛直面の

46％に相当している。 

図 11 は月間と年間の日射量を表している。月間値の上

位 2 ヵ月（差が 1kWh/（m
2・日）以内の場合は 3 ヵ月ま

で）に丸印、下位 2 ヵ月に四角印を付した。30°南傾斜

面及び水平面については、上位 2 ヵ月が 8 月と 7 月、下

図 11 鉛直面 8方位の月別・年間日射量 

 

 

表 3 鉛直面 8 方位等の日積算日射量の月平均及び年平

均値 

 

表 4 水平面と 30°南傾斜面に対する各鉛直面の日射

量の割合 
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位 2 ヵ月が 12 月と 1 月に集中している。これに対して鉛

直面では、これらの月に上位・下位の数値が 

現れる場合が多いものの、北西・北・北東の鉛直面では 6

月にも上位の数値が見られること、南西・南東の鉛直面

では 9 月に、南鉛直面ではさらに 10 月にも上位の値が出

現するなどの特徴がある。太陽高度の他に、地域の天候

条件が影響した結果である。 

年間の日射量は、30°南傾斜面で 1,432 kWh/（m
2・年）、

水平面で 1,322 kWh/（m
2・年）であった。気象庁が全天

日射量を観測している気象台のうち、本サイト（石川県

白山市）に最も近いのは福井である。公表されている福

井の日積算全天日射量の年平均値は 1,276 kWh/（m
2・年）

であり、本サイトとの観測値の差は 3％台とごく僅かであ

った。 

鉛直面 8 方位の年間日射量は、南の 925 kWh /（m
2・年）

から順に、南西 909、南東 898、西 771、東 761、北東 556、

北西 547、北 426 kWh /（m
2・年）となっており、これら

は各々、30°南傾斜面の 65％（南）、63％（南西）、63％

（南東）、54％（西）、53％（東）、39％（北東）、38％

（北西）、30％（北）に相当する数値である（表 4）。南東、

南、南西の各鉛直面で、30°南傾斜面のおよそ 63～65％

の年間日射量が得られることが、通年実測結果から明ら

かとなった。 

 

(4)  日射量と太陽光発電量との対応関係 

図 12 及び図 13 に、単位面積当たりの年間日射量と年

間発電量について、鉛直面方位別レーダーチャートを提

示する。それぞれ 3 ヵ月ごとに区切った春夏秋冬の内訳

と年間値を表示している。日射量における南鉛直面の季

節別内訳は、秋 278、夏 240、春 223、冬 183kWh／

（m
2・年）で、その構成割合は、秋が 30％、夏が 26％、

春が 24％、冬が 20％となっている。このときソーラーパ

ネルの年間発電量 104kWh／（m
2・年）について、南鉛直

面の季節別内訳をみると、秋 31、春 27、夏 25、冬 22kWh

／（m
2・年）の順で、構成割合は秋が 30％、春が 25％、

夏が 24％、冬が 21％となっている。日射量と太陽光発電

量の季節別内訳の検討から、日射量では夏が春を上回る

ものの、発電量では春が夏を上回っており、これはソー

ラーパネルの発電特性（高温時に低下）が影響した結果

と考察される。南西鉛直面と南東鉛直面でも、同様の傾

向がみられる。 

鉛直面 8 方位の年間太陽光発電量は、南の 104 k Wh /

（m
2・年）から順に、南東 100、南西 100、東 86、西 83、

北東 63、北西 59、北 51 kWh /（m
2・年）となっている。

東西で比較すると、日射量の割に東側の方が、僅かでは

あるが高い数値になっていることが分かる。東側は外気

温度が低い午前中に発電を行うためと考えられる。また、

30°南傾斜面に対する鉛直面の発電割合を知るために表 5

を作成した。30°南傾斜面の年間の太陽光発電量は、

144kWh／（m
2・年）であった。これに対する各鉛直面の

値は、各々、72％（南）、69％（南東）、69％（南西）、

60％（東）、58％（西）、44％（北東）、41％（北西）、

35％（北）となっている。南東、南、南西の各鉛直面で、

30°南傾斜面のおよそ 69～72％の年間発電量となる実測

図 12 鉛直面 8方位の年間日射量 [kWh/(㎡･年)] 

 
表 5 30°南傾斜面に対する各鉛直面の発電量の割合 

図 13 鉛直面 8方位の年間発電量 [kWh/(㎡･年)] 
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結果が得られた。この値が前節の末尾に記した日射量に

関する 63～65％という数値と比較して大きくなっている

のは、 30 °南傾斜面における発電効率が約 10 ％

（144/1432×100）と、 

各鉛直面の 11％程度（例えば南鉛直面で 104/925×100）

に比較して小さくなった影響である。現状のソーラーパ

ネルでは、日射量が大きくなるように設置するほど日射

熱によってパネル自体が高温化し、発電効率が低下する

という実態が反映されたものと思われる。 

以上、これまで一般的に行われている屋上の 30°南傾

斜面に設置するケースと比較して、南東～南～南西向き

の鉛直面に設置するケースで、70％前後の発電量が得ら

れることが明らかになった。 

 

4. 避難時における電力需要量推定 
 発災時初期に 400 人が避難する想定となっている洲本

第三小学校における電力需要量は、表 6 のように推定し

た。情報通信機器については、ノートパソコン 4 台、イ

ンクジェットプリンター2 台、42 型液晶テレビ 12 台、携

帯電話（充電）30 台の使用を見込んだ。照明については、

1 人当たり 3.3 平方メートル（通路部分含む）の所用面積

に対し、5W/㎡（平常時の半分程度）で 12 時間点灯する

ものとした。冷暖房設備は、扇風機が 4 人に 1 台ずつの

使用（50W）、冷房時が 100 W/㎡、暖房時が 50 W/㎡の電

力消費を見込んだ。かなり低目の数値であり、例えば猛

暑日には冷房設定温度 28℃に保つのは通常の学校建築の

熱性能では難しいレベルである。衛生設備については、

洗濯機・乾燥機を 5 台ずつ、掃除機 5 台、簡易シャワー5

台、給湯器、給水ポンプなどを見込んだ。シャワー利用

は 2 日に 1 回で、15℃の水を 50℃まで加熱し、配管ロス

により実際には 42℃で 30L 供給する電力を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

台数 消費電力量 計算式

ノートパソコン 4台 50[W]   4[台]×50[W]×3[h]

インクジェットプリンター 2台 20[W]   2[台]×20[W]×0.5[h]

42型液晶テレビ 12台 120[W]   12[台]×120[W]×15[h]

携帯電話（充電時） 30台 15[W]   30[台]×15[W]×0.6[h]

蛍光灯 － 5[W/㎡]   5[W/㎡]×400[人]×3.3[㎡/人]×12[h]

扇風機 100台 50[W]   100[台]×50[W]×24[h]

エアコン(冷房) － 100[W/㎡]   100[W/㎡]×1320[㎡]×9[h]

エアコン（暖房） － 50[W/㎡]   50[W/㎡]×1320[㎡]×15[h]

洗濯機・乾燥機 5台 1300[W]   5[台]×1300[W]×9[h]

掃除機 5台 1000[W]   5[台]×1000[W]×6[h]

簡易シャワー 5台 50[W]   50[W]×400[人]×0.16[h]

給湯器 － －   35[℃]×6000[L]×1[kWh /kcal]÷860

［kcal］
給水ポンプ 1台 350[W]   350[W]×15[h]

電気ポット 4台 1000[W]   1000[W/5人]×400[人]×2[回]

１升炊き炊飯器 4台 250[Wh/回]   250[Wh/回]×20[回]×3[食]

冷蔵庫 10台 0.63[kWh/日]   10[台]×0.63[kWh/日]

　シャワー時は42℃のお湯を1人30L使用

　（シャワーは2日に1回、供給時のロスを考え50℃まで温める）

電気機器（台数） 避難所の使用状況

　昼間3時間使用（使用しない時は消す）

　印刷時起動する(1日30分程度)

　6：00～21：00　（消灯は22：00）

　朝・昼・晩に10台ずつ充電する。（1回の充電40分）

衛生設備

情報通信機器

日積算電力需要量

0.6[kWh/日]

0.02[kWh/日]

2.16[kWh/日]

0.27[kWh/日]

照明

　夜間の１２時間運転、必要数は平常時の半分(3.3[㎡/人]とする)

　真夏は２４時間運転とする。（４人で１台使用）

　真夏は昼間9時間運転とする。
　（真夏でなければ、昼間扇風機のみ使用。昼間扇風機と併用あり）

　真冬は15時間運転とする。（夜間停止）

冷暖房設備

79.2[kWh/日]

120[kWh/日]

1188[kWh/日]

990[kWh/日]

2.8[kWh/日]

6.3[kWh/日]

15[kWh/日]

58.5[kWh/日]

30[kWh/日]

3.2[kWh/日]

245[kWh/日]

5.25[kWh/日]

調理器具

　1日15時間稼働(１分間に180L給水可能)

　朝・晩に味噌汁200ｃｃを提供する。

　炊飯は0.5[合/毎食・人]とする。

　450Ｌの一般的な冷蔵庫を10台としたとき

　8：00～17：00

　9：00～11：00、13：00～17：00(昼食時2時間を除く)

　1人10分利用水量30L
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表 6 避難時における電力需要想定値  

 

図 14 電力需要時系列変化  

 

図 15 避難施設内生活者の推移 

（1）夏期 

 

（2） 冬期  
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調理関係では、電気ポット 4 台、１升炊き炊飯器 4 台、

冷蔵庫 10 台を見込んだ。表 6 の右欄に、各機器使用によ

る日積算電力需要量を記した。最も数値が大きいのは、8

月発災などで使用する冷房用電力の 1188kWh/日であり、

これに冬期の発災で必要となる暖房用電力の 990 kWh/日

が続く。電力需要で 3 番目に多いのがシャワー給湯の 245 

kWh/日で、扇風機使用の 120 kWh/日、照明の 79.2 kWh/日、

洗濯機・乾燥機使用の 58.5 kWh/日などと続いている。炊

飯やＴＶ等の情報通信機器関係の電力消費はかなり小さ

い。何と云っても目立つのは冷暖房用の電力消費であり、

夏期や冬期に発災した場合は、厳しいエネルギー需給に

なると考えられる。 

 以上の電力消費機器の運転時間帯から、避難所におけ

る 24 時間の電力需要パターンを求めた結果が図 14 であ

る。冬期暖房時よりも、夏期冷房時の方が日中の電力需

要の値が大きくなることが示されている。 

 

5. 発災時期による電力需給評価 
(1) 発災時期による時間帯別電力需給 

 これまで示してきたように、太陽光発電による電力供

給サイドだけでなく、避難者の生活を支える電力需要サ

イドにおいても、夏期・冬期・中間期でその数値は大き

く異なる。 

 そこで、図 15 に示す東日本大震災の折の避難所施設内

生活者数の推移を織り込んだ、洲本第三小学校における

時間帯別電力需給グラフを発災時期（夏期 8 月、中間期

10 月、冬期 1 月）ごとに作成した。図 16 は太陽光発電と

コージェネレーション設備、蓄電池の連携系統と設定条

件を示している。図 17 が夏期 8 月、図 18 が中間期 10 月、

図 19 が冬期 1 月発災の、各月 1 日から 31 日までの電力

需給データである。緑線が毎時の太陽光発電量、赤線が

電力需要量、ベージュ色の線が蓄電量を表わしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 8 月発災では、最初の 10 日間くらいは太陽光発電量が

電力需要量に追い付かない様子が明確であるが、11 日以

降の晴天日には、避難所の生活者数自体が減少傾向とな

るため、日中は需要を満たせる日が多くなることが示さ

れている。 

 10 月発災のケースでは、冷暖房の必要がなく、電力需

要自体が小さいため、ほぼ自然エネルギー利用の太陽光

発電のみで需要をカバーできている。 

 洲本市の 1 月発災では、冬期に晴天が続き日中は太陽

光発電で需要を満たせているが、夕方以降、蓄電池に蓄

えた蓄電量が急激に減少して、コージェネレーション設

備の運転が必要になることが示されている。 

 

(2) 太陽光発電・コージェネレーション設備・蓄電池 

  の能力別電力供給内訳 

 太陽光発電、コージェネレーション設備、蓄電池の３

者の組合せを対象に、発電出力や蓄電池容量を数段階に

設定した場合の電力供給について、自然エネルギー利用

による割合を把握し、電力供給全体に占める自然エネル

ギー利用を高めるための各設備の性能設定について明確

にするために解析を行った。 

 その算定結果の冬期１月発災の例を表 9 に示す。太陽

光発電出力は 270kW、180 kW、90 kW の 3 段階、コージ

ェネレーション設備の発電出力は 180 kW、120 kW、60 

kW の 3 段階、蓄電池容量は 180 kWh、120 kWh、60 kWh、

ゼロの 4 段階で、計 36 通りの性能設定に対応した消費電

力の内訳を示している。月間の電力需要を全て賄える性

能設定には編み掛けを施した。（太陽光発電出力 270 kW＋

コージェネレーション設備出力 120 kW＋蓄電池容量 180 

kWh）のとき、電力需要の 62％を太陽光発電で賄え、他

の組合せケースと比べて最も高い自然エネルギー利用割

合となることが示されたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パワーコンディショナー

直流交流

*変換による損失：交流×0.1

off site

CGS
CGS発電量

*放電効率：0.9
太陽光発電
オンサイト使用量

*負荷に対して太陽光発電での不足分を発電

on site

蓄電池

蓄電量
*充電効率：0.9

太陽光発電

毎時電力需要

①太陽光パネルの変換効率は17%として算出している。

②パワーコンディショナーによる直流から交流へ変換時に生じる電力損失は10％とする。

③余剰分は蓄電池に蓄電される。ここでは、充電効率を0.9として計算している。

④蓄電池に蓄電される電力は熱エネルギーに変換され常に損失する。ここでは1時間当たりの損失を蓄電量の1％とした。

⑤太陽光発電における電力供給が不足している場合、不足分は蓄電池より供給される。その時の放電効率を0.9とした。

太陽光発電による電力供給算出条件の提示

図 16 太陽光発電・蓄電池・コージェネレーションの連携系統 
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図 17 夏期（8月）における太陽光発電の発電量と蓄電量推定 
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図 18 中間期（10月）における太陽光発電の発電量と蓄電量推定 
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図 19 冬期（1月）における太陽光発電の発電量と蓄電量推定 

0

100

200

300

0

100

200

300

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日

蓄
電
量
［

k
W

h
］

電
力
需
要
・
供
給

[k
W

]

蓄電量 太陽光発電量 避難所電力需要量

0

100

200

300

0

100

200

300

11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日

蓄
電
量
［

k
W

h
］

電
力
需
要
・
供
給

[k
W

]

蓄電量 太陽光発電量 避難所電力需要量

0

100

200

300

0

100

200

300

21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日

蓄
電
量
［

k
W

h
］

電
力
需
要
・
供
給

[k
W

]

蓄電量 太陽光発電量 避難所電力需要量



214 

 

 図 20 では、8 月発災における各設備の能力・容量組合

せケースごとに、太陽光発電で賄える割合を表示した。

（太陽光発電出力 270 kW＋コージェネレーション設備出

力 120 kW＋蓄電池容量 180 kWh）のときに、電力需要を

太陽光発電で賄える割合は 53％となっており、１月発災

に比較して 9 ポイントほど低下している。冷房運転によ

る電力需要の大きさを、太陽光発電でカバーし切れてい

ない状況を反映した結果と考察される。 

 

6. まとめ 
 研究目的に対応した解決法、方法の検証、実効性ある

提言をまとめると次のとおり。 

(1) 解決法 

避難時のエネルギー需要と自然エネルギー（太陽光発

電）供給のバランスを評価するエネルギー需給モデルを

開発し、避難者数の経時変化、発災時期想定など、実際

に近い条件設定の下に学校建築に必要な太陽光発電・蓄

電池・コージェネレーション設備の容量を提示する。  

(2) 方法の検証 

電力需要側では避難者の季節による生活行為・スケジュ

ールを反映させた時刻別エネルギー需要量を、また電力

供給側では季節・天候・太陽の運行を反映した時刻別エ

ネルギー供給量を用い、開発したエネルギー需給モデル

における算定結果の精度を確保した。 
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図 20 8月発災時における太陽光発電・

CGS・蓄電池容量の能力別電力供給特性  

表 9 1月発災時における太陽光発電・CGS・蓄電池容量の能力別電力供給内訳  
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(3) 実効性ある提言 

 発災時に避難施設なる学校建築について、避難者の最

低限の生活を保障するエネルギー供給設備の設置能力及

び設置容量を提示した。南海トラフ地震防災対策推進地

域で津波避難対策特別強化地域にも指定されている洲本

市において、400 人の避難者を収容する場合、１月発災で

電力需要の 60％以上を自然エネルギー利用とするために

は、（太陽光発電出力 270 kW＋コージェネレーション設備 

出力 120 kW＋蓄電池容量 180 kWh）のエネルギー供給設

備を設置する必要があることなどが明確となった。 

本研究により、学校建築への設置が進められている

10kW 程度の太陽光発電では、避難者数 400 人を想定して

いる多くの小学校等において、そのエネルギー供給能力

が全く不足することを示すとともに、必要な太陽光発

電・蓄電池・コージェネレーション設備の各設置容量を

提示できた。避難所機能を備える新たな学校建築につい

て、自然エネルギー（太陽光）の利用割合を判断指標と

して、エネルギー供給設備の構成を決定できる研究成果

を提供したものである。 
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課題 2-6 超長期滞在避難所及び仮設住宅での生活環境改善対策 
金沢工業大学 准教授 

 円井基史 

 

避難所 応急仮設住宅 生活環境 

温熱環境 アンケート調査 屋外熱環境実測 

 

1．研究目的 
1-1．研究の背景 

地震発生後の被災者の避難所（収容避難場所）での滞

在における生活環境に関わる諸問題は、これまで阪神・

淡路大震災（兵庫県南部地震、1995 年 1 月）、新潟県中越

地震（2004 年 10 月）、新潟県中越沖地震（2007 年 7 月）、

東日本大震災（東北地方太平洋沖地震、2011 年 3 月）等

を経て指摘されている 1～5）。冬季においては、厳しい寒さ

（防寒）の問題が大きく、それに付随して感染症等の健

康問題が挙げられる。夏季では暑さ、熱中症に加え、食

中毒、ハエ・臭い等の衛生問題が指摘される。またトイ

レ、着替え、プライバシーに関わる不満・ストレスも大

きい。被災者は避難所から応急仮設住宅へ移るケースも

多いが、仮設住宅の生活環境も、必ずしも良いとはいえ

ない 6～10）。南海トラフ巨大地震及び巨大津波により生じ

る超巨大災害では、これまで経験したスケールを遥かに

超えることから、超長期間の避難生活を過ごすことにな

り、新たな対応が必要となる。 

1-2．研究の目的 

本研究課題では、長期滞在避難所および応急仮設住宅

における生活環境の実態を把握することと、その改善に

ついて提言することを目的とする。具体的には以下の内

容を行う。1）まず、巨大地震発生後の被災者の生活環境

実態について、既往調査を整理する。ここでは主に環境

工学、特に温熱環境の視点よりアプローチし、今後予想

される南海トラフ地震における避難所と仮設住宅のあり

方を提言するに資する指針を得る事に重点を置き調査を

進める。また同時に東日本大震災で被災した地域の応急

仮設住宅の概観調査と被災地の現状視察を行い、本研究

での調査対象地を選定する。2）次に、避難所における長

期滞在被災者の生活環境を調査すると共に、その不快な

環境の改善策を検討する。ここでは、居住・生活におけ

る温熱環境および不快感・ストレス、またそれに関する

避難所運営と温熱環境改善策に着目する。さらに、仮設

住宅での生活環境調査も並行して進め、課題抽出とその

改善策の検討を行う。具体的には東日本大震災での応急

仮設住宅の建設数が最大級である宮城県石巻市の仮設開

成・大橋団地の 2 団地を対象に、住民へのアンケート調

査を行う。3）これらの調査分析を踏まえ、東日本大震

災・石巻での避難所および応急仮設住宅における生活環

境の実態を整理し、その改善指針を提示する。特に仮設

開成・大橋団地における、最も一般的といえる平屋・長

屋・軽量鉄骨プレハブ型の応急仮設住宅の集合体（団地）

における屋外熱環境の実測とアンケート調査を通して、

立地と配置の観点より温熱環境改善について課題と改善

策を提示する。 

1-3．関連する既往の調査結果・取組みの整理 

（1）被災者の住まいの移行（避難所と仮設住宅の位置付

け） 

大規模災害が発生し被災者が安全に住める住宅を失っ

た場合、多くは図 1 に示すように、まずは体育館等で避

難生活を送るケースが多く、次に仮設住宅（みなし仮設

を含む）へ移り住み、その後、災害公営住宅または自立

再建住宅にて被災前に近い生活に戻ることになる。東日

本大震災において、避難者数はピーク時で 40 万人超とさ

れる。内閣府作成による東日本大震災の避難所生活者数

および避難所数の推移 11）を図 2、表 1 に示す。国土交通

省住宅局は、着工・完成した仮設住宅の推移グラフ 12）を

図 3 のように作成し、2013 年 4 月時点で 53,537 戸と発表

している 13）。なお、内閣府中央防災会議は、想定される

南海トラフ巨大地震の被害について、避難所避難者数の

最大を、約 240～500 万人（地震発生 1 週間後）と推定し

ている 14）。 

被災者の生活環境の問題や愁訴について、既往調査よ

り主要なものを図 1 中に示した。避難所については、地

震発生直後（地震後 72 時間）では、主にトイレや食糧の

問題が顕在化し、その後は入浴、保健・衛生、プライバ

シー、スペースの狭さなど、居住権とも言える内容が目

立ちだす。このあたりは内閣府の阪神・淡路大震災教訓

情報資料集 15～17）に詳しい。仮設住宅については大きく、

供給数、立地、居住性能の問題が挙げられる。生活環境

について、高齢者や身体障害者に関わるバリアフリー、

外部環境（建物外皮、屋外空間）、コミュニティ等に係る

課題も指摘されている。2014 年、プリツカー賞を受賞し

た坂ら 18）は、国内外の被災地において、仮設住宅の建設

や避難所の間仕切り等の提供に取り組んでいることで知

られる。宮城県女川町では輸送用コンテナを利用した多

層型の仮設住宅を建設している。 

東日本大震災における最後の避難所は、埼玉県加須市

の旧騎西高校の福島県双葉町の避難所であり、発災後 2

年 9 か月経ち、2013 年 12 月に閉鎖された 19）。仮設住宅の

貸与期間は基本的には 2 年以内と定められているが、
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2014 年 3 月、震災から 3 年経った時点で、約 26 万人の被

災者が仮設住宅（みなし仮設住宅を含む）に住んでいる

とされる（表 2）。避難所から仮設住宅、仮設住宅から災

害公営住宅への環境移行について、避難者のストレスや

生活の質の一時的な低下なども指摘されている 20）。 

（2）避難所 

（a）収容避難場所の位置付けと課題 

避難所とは、収容避難場所のことを言う。収容避難場

所は、災害によって避難生活を余儀なくされた場合に一

定期間の避難生活を行う施設のことで、地域の学校の体

育館が指定されている場合が多い。なお、一時避難場所

は、災害時の危険を回避するために一時的に避難、また

は帰宅困難者が一時的に待機する場所のことで、公園等

が指定される場合が多い。広域避難場所は、「地震などに

よる火災が延焼拡大して地域全体が危険になったときに

避難する場所」のことを指し、大規模な広場（オープン

スペース）が指定される。避難生活をする場所としての

位置づけは、収容避難場所（避難所）となる。 

都市部のような人口密集地域においては、避難所（収

容避難場所）の収容人数は限りがある。先述したように

内閣府中央防災会議は、南海トラフ巨大地震の被害想定

について、避難所生活者数の最大を約 240～500 万人（地

震発生 1 週間後）としている 14）。阪神・淡路大震災では、

収容避難場所以外に、企業等が提供した避難場所、テン

ト、一時的な宿泊施設、旅客船などの事例がみられた。

収容人数の観点において今後想定される巨大地震に向け

た課題としては、震災時に有効に機能する避難所を確保

するため、既存避難所の耐震化と機能確保・向上が挙げ

られる。また、応急仮設住宅の早期供給、既存の住宅の

大規模災害（地震等）
↓

避難所（収容避難場所）

↓

応急仮設住宅

↓
・災害公営住宅
・自立再建

トイレ、食糧
↓
入浴、保健・衛生、
プライバシー、広さ
（居住権）

東日本大震災
最大時で40万人以上
（南海トラフ予測：500万人）

・供給数
・立地
・居住性能

バリアフリー、
外部環境、コミュニティ

東日本大震災
50,000戸以上

図 1 被災者の住まいの移行と主な課題 

 

図 1 被災者の住まいの移行と主な課題 

 

図 2 東日本大震災の避難所生活者数の推移（発災より 7 か月後まで）11） 

 



221 

耐震化、ライフラインの耐震化なども課題とされる。 

（b）既往の調査および取組み 

避難所の生活環境、温熱環境に関する既往調査は、仮

設住宅のそれに比べるとそれほど多くない。生活環境に

ついて、例えば内閣府資料 1）によると、地震発生時のト

イレ不足、入浴、食事、更衣室や授乳室の設置、保健・

衛生環境に関する課題を挙げている。また特別な配慮が

必要な人として、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、病

弱者等としている。内閣府の阪神・淡路大震災教訓情報

資料集 15～17）では、地震発生後初期 72 時間、4 日～3 週間、

4 週間～6 ヶ月と時期を分けて課題が報告されており、そ

のうち生活環境に関わるものを表 3 にまとめた。 

永幡ら 3）は、新潟県中越地震（2004 年 10 月）の際の避

難所の生活環境について、山古志村の仮設住宅に在宅の

95 人（有効回答 87 名）を対象にアンケートとインタビュ

ーの調査を行っている。その調査結果の一部を表 4 に示

す。ここでは体育館（大空間）と校舎・教室といった小

型施設に分けて集計されている。体育館における避難生

活者の愁訴としては、生活空間の広さ（73.5％）、音

（60.0％）、プライバシーの確保（59.3％）、避難所の温度

（58.0％）、トイレ（57.1％）、風呂（55.1％）が高く、半

数以上の人が問題を指摘している。体育館のような大空

間と教室等の小型施設において愁訴の差がついたものは、

におい、トイレ、その他設備、プライバシーの確保であ

り、いずれも小型施設の方が、愁訴率が低かった。羽賀

ら 2）は、同じく新潟県中越地震における避難所の使われ

方の実態について、旧長岡市の指定避難所を事例に、聞

き取りとアンケートより調査している。今後の避難所の

計画における改善点と課題として、地震直後のトイレ対

応（事前に水の獲得手段を確保、水の必要がない簡易ト

イレを備蓄）、プライバシーの問題（間仕切りなどで大空

間を仕切る、空き教室を積極利用、町内会単位、家族単

位で室の利用）、寒さの問題（室温調整しやすい室に、要

介護者の優先利用）を提言している。 

新潟県中越沖地震（2007 年 7 月 16 日）では、夏場に避

難所生活を送ることになり、暑さ対策が大きな課題とさ

れた。国立教育政策研究所の資料 21）によると、新潟県

中越沖地震の避難所の暑さ対策について、米軍からエア

コンの寄付（日中はほとんど効果なし）、氷柱（気温低下

はあまりない。涼感。飲み物の冷却）、冷却ジェルシー

ト・飲料の配布、日除けカーテンの設置などが報告され

ている。また、プライバシー用の間仕切りは風が通らな

くなるので使用できないとの教訓も示された。 

厚生労働省は報道資料として東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災）の翌日、報道資料 22）として避難所の長

期化が見込まれる場合の対策を示している。そこでは①

1週間後 1ヶ月後 4ヶ月後 7か月後
東日本大震災
（2011年3月）

2,182 2,344 536 73

阪神・淡路大震災
（1995年1月）

1,138 961 500 0

新潟県中越地震
（2004年10月）

527 94 0 0

表 1 避難所数の推移（東日本大震災、阪神・淡路

大震災、新潟県中越沖地震）11） 

 

図 3 東日本大震災の応急仮設住宅着工・完成戸数の推移 

（2011 年 3 月 19 日～2012 年 3 月 19 日）12） 
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畳・マット・カーペット等の整備、②間仕切り用パーテ

ィションの設置、③冷暖房機器の設置、④仮設洗濯場・

簡易シャワー・仮設風呂等の設置、⑤仮設トイレの設置

（高齢者、障害者等が使いやすい洋式トイレ）の 5 点が

示されている。 

避難所運営を考えるための一つの手法として、静岡県

西部危機管理局が 2007 年度に開発した避難所運営を模擬

体験するゲーム「避難所 HUG」23,24）（HUG は、Hinanzyo

避難所 Unei 運営 Game ゲームの頭文字）が存在する（図

4）。避難所運営の大きなテーマの一つに、害時要援護者

の対策が挙げられ、この HUG でも乳幼児、高齢者、障害

者、病人などが登場する。森ら 25）は、避難所として使わ

れる体育館の赤外線放射カメラの熱画像等とこの HUG を

用いて、厳冬期における避難所の運営手法について考察

している。 

（2）応急仮設住宅 

（a）東日本大震災における応急仮設住宅の供給・入居 

仮設住宅とは、地震や自然災害によって住宅が全壊な

どの被害を受け、自力では住居を確保できない被災者に

対して、行政が貸与する仮の住宅をいう。「応急仮設住宅」 

地震発生後【初期72時間】

・避難者が殺到し、1人当たりのスペースが1畳に満たない場合もあり、横になることもでき
ないほど
・高齢者や要介護者に配慮されず、むしろ厳しい環境に置かれたケースがあった

地震発生後【4日～3週間】

・火災の恐れや電気容量の問題から暖房器具が使えなかった
・高齢者は、寒さによる肺炎
・プライバシーによるストレス、照明の問題、空気汚染
・仮設トイレ、仮設シャワー、洗濯機の設置

地震発生後【4週間～6ヶ月】
・被災者の生活の場としての環境確保、リフレッシュ対策、プライバシー確保の対策
・寒さ対策にかわり、梅雨・暑さ対策が必要に

岩手県 宮城県 福島県 全国
避難者数 [人] 34,847 89,882 85,589 267,419

仮設住宅入居戸数 
[戸]　（※みなし仮設

住宅も含む）
15,038 37,283 37,696 104,050

災害公営住宅完成戸
数 [戸]

587 1,403 357

自立再建者向け宅地
完成数 [戸]

291 698 399

表 3 阪神・淡路大震災における避難所の生活環

境に関わる教訓情報（内閣府阪神・淡路大震災教

訓情報資料集 15～17）より抜粋） 

 

表 2 東日本大震災 3 年経過時点での避難者

数、仮設住宅入居者戸数などの概算（2014 年 3

月 10 日朝日新聞等のデータより作成） 

 

表 4 新潟県中越地震における体育館避難者と小

型施設避難者における生活環境要素に対する愁訴率

（対象：山古志村の仮設住宅に在宅の 95 人）3） 

図 4 避難所 HUG の説明の抜粋（静岡県

西部危機管理局）23,24） 
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とも呼ぶ。災害救助法に基づく被災者支援策の一つとし

て、都道府県が建設する。原則として、災害発生日から

20 日以内に着工され、貸与期間は 2 年以内と定められて

いるが、災害の状況によって延長される場合がある。応

急仮設住宅等の供給フレーム 26）を図 5、東日本大震災に

おける応急仮設住宅等の供給・入居の状況 26）（2012 年 3

月資料）を図 6 に示す。 

先述したように、東日本大震災では発生から 3 年経っ

た 2014 年 3 月で約 26 万人が民間賃貸住宅借上げによる

仮設住宅（みなし仮設住宅）を含む仮設住宅で生活して

いるとされる。約 4 年が経つ 2015 年 2 月末時点で、岩手、

宮城、福島 3 県において、発表されたデータを統計する

と応急仮設住宅（建設分）の入居戸数は約 38,000 戸で、

約 80,000 人が生活している。 

（b）生活環境に関する既往の調査や取組み 

仮設住宅およびその生活環境に関する既往調査は、避

難所のそれに比べると多い。以下に一部を紹介する。

2000 年 2 月号の建築雑誌（日本建築学会発行）では、「仮

設住宅の生活」という特集が組まれている。その中で牧 27）

は仮設住宅の変遷について、1791 年（寛政 3 年）～1999

年（平成 11 年）の年表を示している。卜部 28）は 1 年間の

仮設生活を実際に経験した中での仮設住宅の暮らし方を

紹介している。仮設住宅の生活と問題点について、坂本、

塩崎、重村、内藤、中林らによる座談会の内容 6）も掲載

されている。また伊村、石川 29）は研究では、災害の特性

を生かした応急仮設住宅のあり方についてアンケートに

より自治体の考え方を調査している。自治体が重視する

項目として、仮設住宅の計画については「建設用地」「入

居後のケア」「入居選考」の回答数が多い。地域性を考慮

した仮設住宅の供給計画については「高齢者対策」「気候」

「地域の住環境」の回答割合が多かった。 

表 5 陸前高田市と住田町に建設された応急仮設住宅の事業者タイプ別の比較 30） 

 

図 5 応急仮設住宅等の供給のフレーム 26） 

図 6 応急仮設住宅等の供給・入居の状況（2012 年）26） 
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田村、山本らは、東日本大震災後の陸前高田市を対象

に研究を進めている。一連の研究より、応急仮設住宅の

供給事業者タイプ別の比較（表 5）30）、間取りタイプ（図

7）31）、住宅性能に関する居住者評価（図 8,9）32）を示す。

近年仮設住宅を供給する主体はプレハブ建築協会である

が、ここにも示されているように、東日本大震災の仮設

住宅において、早期に着工、地場木材の使用、被災地で

の雇用確保等で注目されたのが住田町の木造戸建住宅で

ある。陸前高田市と住田町で行われたアンケート調査に

よると、住田型（木造/戸建）の仮設住宅は、他の仮設住

宅（プレハブ建築協会の企画建築部会・住宅部会、公募

の木造/長屋）に比べ、満足度、居住性、安心感、快適性、

子育て環境、子どもの暮らし、高齢者の暮らしの全項目

において評価が高かった（図 8）。ただし住田型は腰高窓

のため、採光・通風・避難に関する評価は低かった。な

お、東日本大震災で建設された仮設住宅における木造の

割合は、林野庁の平成 23 年度森林・林業白書 33）による

と、岩手県で 26.7％、宮城県で 13.0％、福島県で 42.6％、

全国平均で 25.6％とされている。 

東日本大震災の仮設住宅における生活環境、温熱環境

に関する主な既往調査や取組みを以下に示す。株式会社

日建設計のボランティアチームが中心に手掛ける「ソク

セキ断熱/納涼プロジェクト」35）は、簡単、ローコスト、

実用的で効果的な仮設住宅環境改善のアイデアをフリー

ペーパーにまとめている。その取組みは日本建築学会大

会でも発表されている例えば 35）。岩佐（新潟大）らは、

新潟中越地震の際の仮設住宅における住みこなしをまと

め、「仮設のトリセツ ―もし、仮設住宅で暮らすことに

なったら」（主婦の友社）33）の出版や、「仮説のトリセツ 

- 仮 設 住 宅 を 住 み こ な す た め の 方 法 - 」

（http://kasetsukaizou.jimdo.com）34）というウェブサイトを

立ち上げ、資料を公開している。趙、西出ら 36）は、応急

仮設住宅団地内の外部（共用）空間における使われ方の

変化について調査・考察している。他にも、南側窓周辺

の活用（窓の分類、踏み台、活用方法）、舗装状況、植栽

設置、外部空間への働きかけといった類似の研究も見ら

れる。これ以外にも、室内実測（冬季、夏季）、数値シミ

ュレーション（気温、湿度、空気質等）の研究が行われ

ている。 

 

2．解決法 
避難所および仮設住宅の生活環境改善に向けて、1）東

日本大震災の被災地の現地視察および仮設住宅の概観調

査、2）アンケート調査による避難所生活の実態把握、3）

プレハブ長屋型仮設住宅の温熱環境調査の方法について、

以下に記す。特に、石巻市仮設開成・大橋団地を対象と

したプレハブ長屋型仮設住宅の温熱環境改善について、

夏季夜間の冷気流および川風による屋外熱環境改善に着

目する。 

2-1．東日本大震災の被災地の現地視察および仮設住宅の

概観調査 

東日本大震災から 2 年半ほど経過した 2013 年 8 月と 12

月に、被災地である宮城県石巻市から岩手県宮古市の沿

岸部を中心に現地視察および仮設住宅の概観調査を行な

った。さらに 2015 年 2 月に宮城県女川町、2015 年 3 月に

福島県郡山市、川内村、広野町、いわき市、南相馬市、

2015 年 8 月に岩手県陸前高田市小友町の仮設住宅の視察

を行なった（図 11）。 

（1）石巻～陸前高田（2013 年 8 月） 

2013 年 8 月に視察した仮設住宅および仮設団地につい

て、主要なものを視察順に説明する。海岸より 2km ほど

離れた石巻市の市街地のほとんどは更地や瓦礫などはな

く、通常の市街地のようにみられた。ただし、街なかの

空き地や社有地、運動公園などに仮設住宅の団地（仮設

団地）を見ることができた。図 12 は大橋地区（県合同庁

舎用地を含む）の仮設団地で、市内最大級の大きさで、

戸数は 500 戸以上、2013 年 10 月時点の入居者数は 1000

人を超えていた。石巻の仮設住宅の多くはプレハブで規

格化された同様のものが多く、折半屋根が多く見受けら

れた。また風除室も多く見られた（図 13）。玄関先の植木

鉢等も確認できる。 

南三陸町は石巻市と違い、被災の爪痕がまだ大きく感

じられた。津波の被害を受けた町の中心部はほとんどが

更地であった（図 14）。建物はほとんどなく、壊滅的被害

を受けながらも残された RC 造か鉄骨造の建物が確認でき

図 7 仮設住宅の 2DK の間取りタイプ 30） 

図 8 応急仮設住宅

における居住全般に

関する評価 31） 

 

図 9 供給主体別

にみる仮設住宅の

性能評価 31） 
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た。町の中心部に人の生活はなく、瓦礫集積所に大型の

ダンプや機械が動き、道路を大型のダンプやトラックが

行き交うのが目立った。沿岸から山間に少し入ると、仮

設の商店街が現れる（図 15）。さらに山間に進むと津波の

被害を受けていない集落となる。災害公営住宅建設のた

めの高台の開発も進んでいた（図 16）。 

気仙沼は、高台の被害は少ないように見えたが、低地

では津波の被害が大きく、鹿折地区では港から 750m 内陸

まで津波で流された大型漁船「第 18 共徳丸」も確認でき

た（図 17）（ただし、2013 年 12 月に現地に入ったときに

は、その漁船は解体され姿はなかった）。 

陸前高田も、低地の沿岸部の津波の被害は大きく、建

物が流された跡の更地が広がっていた。標高が少し高い

位置の小学校の校庭などに仮設住宅が建設されていた。

市役所の庁舎も応急的なプレハブであった。庇に特徴の

ある仮設住宅を図 18 に示す。ここまで視察した仮設住宅

は規格的なプレハブがほとんどであった。 

（2）気仙沼～宮古（2013年 12月） 

次に 2013 年 12 月に視察した被災地と仮設住宅の様子

を説明する。まずバス移動中に撮影した陸前高田市の集

合住宅を図 19 に示す。5 階建てのうち 4 階までのベラン

ダとガラス戸が破壊されており、津波の高さとその威力

が見て取れる。大船渡市の高台の小学校の校庭に建てら

れた仮設住宅を図 20 に示す。8 月に視察した石巻～陸前

高田では見られなかった木造・切妻屋根である。既往調

査でもいわれているが、仮設住宅が建てられるのは小中

学校の校庭や公園などが多いことが、今回の視察でも確

認できた。図 21 は先述の既往研究での取り上げた住田型

の仮設住宅（木造・戸建）である。太陽熱温水器が屋根

に設置されているのも特徴の一つである。 

岩手県では外壁に特徴のある仮設住宅もいくつか見ら

れた。図 22 は外壁パネルが貼られた事例で、8 月に石巻

～陸前高田で視察した仮設住宅とは意匠的に異なる。図

地図データ@2013 Google ZENRIN

陸前高田

南三陸

郡山 いわき

石巻・女川

宮古

南相馬

気仙沼

住田

福島第一原
子力発電所

図 11 被災地および応急仮設住宅の視察調査 図 12 石巻市大橋地区の応急仮設住宅団地（市内

最大級の仮設団地。2013 年 10 月時点で 500 戸以

上、入居者数は 1000 人超） 

図 13 石巻トゥモロービジネ

スタウンの応急仮設住宅団地

（折半屋根、風除室、玄関先

の植木鉢などが確認できる）

（2013 年 8 月撮影） 

図 14 建物がほとんど

残っておらず更地が広が

る南三陸町（左（南）に

400m ほど行くと海）

（2013 年 8 月撮影） 

2013 年 8 月：［石巻・南

三陸・気仙沼・陸前高田］ 

2013 年 12 月：［大船渡・

住田・釜石・大槌・山田・宮

古・田老］ 

2015 年 2 月：［女川］ 

2015 年 3 月：［郡山・川

内・いわき・南相馬］ 

2015 年 8 月：［陸前高田

小友］ 

図 15 南三陸の中心には人

の営みはないが、1.5km ほど

山側に進むと仮設商店街（南

三陸さんさん商店街）が現れ

る（2013 年 8 月撮影） 

図 16 沿岸部の山沿いでは災

害公営住宅の建設に向けた宅

地開発が進んでいる（南三

陸）（2013 年 8 月撮影） 

図 17 港から 750m 内陸まで

流された漁船「第 18 共徳丸」

（気仙沼）（2013 年 8 月撮影）

（2013 年 12 月の視察時には解

体され姿はなかった） 

図 18 仮設住宅の庇

（陸前高田）（2013 年

8 月撮影） 

背景地図は Google より 
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23 は写真では見にくいが、外壁が濃い緑色に塗られてい

る。2013 年 12 月の視察の最後である田老では、防潮堤と

「たろう観光ホテル」を視察した（図 24,25）。 

（3）女川、郡山、いわき、南相馬、陸前高田（2015年） 

福島県の応急仮設住宅、また福島第一原子力発電所に

よる避難指示区域を視察した。さらに東日本大震災の特

徴の一つとされる仮設住宅の種類のバリエーションとし

て、女川の貨物用コンテナを用いた 3 階建ての仮設住宅、

陸前高田のオートキャンプ場に建てられた戸建て仮設住

宅（住田型）について視察した（アンケート調査も行な

った）。概観写真の一部を図 26,27 に示す。例えば郡山の

若宮前、いわきの鬼越の団地は、一つの団地内に構造や

形式の異なる複数種類の仮設住宅が建設されている点も

特徴である。 

（4）東日本大震災における応急仮設住宅の特徴 

東日本大震災における応急仮設住宅の種類と特徴を大

きく分類 37）すると次のようになる。（1）（社）プレハブ

建築協会傘下のプレハブメーカーが建設、（2）（社）プレ

ハブ建築協会傘下のハウスメーカーが建設、（3）地元業

者を活用した木造住宅（岩手県住田町のいわゆる住田型

等）、（4）2～3 階建て（郡山のプレキャストコンクリート

パネルによる 2 階建て、女川の輸送用コンテナによる 2,3

階建て）（図 28）、さらに（5）寒さ暑さ対策等の追加対応

（風除室、断熱壁、二重サッシの増築等）。 

2-2．アンケート調査による避難所生活の実態把握 

東日本大震災での避難所生活の実態把握のため、宮城

県石巻市の仮設開成・大橋団地における仮設住宅に住ま

う方々を対象にアンケート調査を行った。なお本アンケ

ートは、開成・大橋団地の仮設住宅の屋外熱環境実測お

よび温熱環境に関するアンケート調査と合わせて実施し

た。仮設住宅の居住者は、避難所生活を経て仮設住宅に

移り住むケースがほとんどであり、避難所および仮設住

図 19 津波の被害を受け

た集合住宅（4 階までのベ

ランダとガラス戸が破

壊。津波の高さと威力が

見て取れる）（陸前高田）

（2013 年 12 月撮影） 

図 20 大船渡市立盛小学校

校庭に建てられた仮設住宅

（石巻～陸前高田では見ら

れなかった木造・切妻屋

根）（2013 年 12 月撮影） 

図 21 住田町の木造・

戸建の仮設住宅（屋根

に太陽熱温水器）（2013

年 12 月撮影） 

図 22 外壁パネルが貼られた仮設住宅の例

（山田町）（2013 年 12 月撮影） 

図 23 外壁が緑色の仮設住宅

（宮古市）（2013 年 12 月撮

影） 

図 24 海面より 10m の高さ

がある防潮堤も津波により

破壊（写真奥）（宮古市田

老）（2013 年 12 月撮影） 

図 25 震災遺構として

保存されるたろう観光

ホテル（宮古市田老）

（2013 年 12 月撮影） 

図 26 同一団地内で複数の種類

の仮設住宅が建設された事例

（いわき市）（2015 年 3 月撮影） 

図 27 福島県沿岸部の避難

指示区域（国道 6 号線付近）

（2015 年 3 月撮影） 
図 28 2,3 階建ての仮設住宅

（左：郡山、右：女川）37） 
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宅での居住快適性の変化を調査するためでもある。 

アンケートは仮設住宅の生活環境調査と合わせて、

2014 年 11 月に実施した。質問項目は、基本属性として性

別・年代・避難先施設・滞在期間等、そして避難（被災）

直後と数週間後経過後の変化、暑さ・寒さ等の温熱環境、

就寝スペース、体調、プライバシー（人目）などに関す

るものとした。具体的内容を聞きだすため、自由記述で

回答をもらう設問を多く設定した。アンケート用紙は仮

設住宅に関する質問と合わせて A3 用紙両面 2 枚である。

切手を貼った返信用封筒とボールペンを同封し、開成・

大橋団地の玄関ポストに計 1000 部配布した。調査結果は

「3．方法の検証」の部分で述べる。 

2-3．プレハブ長屋型仮設住宅の温熱環境調査 

応急仮設住宅の生活環境、特に温熱環境の実態を把握

し、その改善に向け問題点を抽出し、提言を行うため、

石巻市仮設開成・大橋団地において、アンケート調査と

屋外熱環境実測を行う。仮設開成・大橋団地は、プレハ

ブ建築協会傘下のプレハブメーカーおよびハウスメーカ

ーが建設したプレハブ長屋型で、最も一般的な仮設住宅

タイプといえる。なお、このアンケートは、先述した避

難所生活に関するアンケートと同時に行なった。 

（1）仮設開成・大橋団地の概要 

開成・大橋団地の概要を図 35,36 に示す。石巻市は宮城

県の中で最も応急仮設住宅の着工戸数が多く、その石巻

市の中で開成団地群（第 1～14 団地）と大橋団地は最も

着工戸数が多い団地の一つである。ともにおよそ東西に

長い長屋の平屋プレハブで、メーカーは開成が D 社、大

橋は S 社である。間取りはともに北側に玄関・台所、南

側に居間であるが、開成は南側に 2 室で腰高窓、大橋は

南側に 1 室で掃き出し窓となっている。建設後しばらく

して断熱改修、風除室の増築などが行われた。 

周辺環境として、開成団地は北東・北西に比高約 170m

の丘陵、大橋団地は北側が河川（旧北上川）に面してい

る。これらが本団地の選定理由の一つである。つまり並

行して行った夏季夜間実測で、開成では斜面緑地に近い

部分で冷気流、大橋では河川に近い部分で川風による冷

却効果が確認された。それらの影響をアンケートで確認

するのも、本調査の目的の一つである。 

（2）アンケート調査の方法 

応急仮設住宅の生活環境、中でも温熱環境の現状把握

に向け、質問項目を設定した。基本属性として性別、年

代、被災前の住居形態、仮設住宅の入居時期、そして、

「被災前の住居」「避難所」「仮設住宅入居当初」「現在」

における温熱環境（快適性）について質問した。仮設住

宅の入居当初と現在を聞くのは、「仮設のトリセツ」33,34）

にあるような増築やカスタマイズ、住みこなしの影響を

調査するためである。さらに、夏期・中間期・冬期、立

地・周辺環境（山や川）、仮設住宅の改善事項について質

問を用意した。具体的内容を聞きだすため、選択式設問

の後に、その理由や工夫したことを記述する欄を設けた。 

アンケート用紙は、切手を貼った返信用封筒と合わせ

て、2014 年 8 月に 120 戸、11 月に 1000 戸の計 1120（開

成 660、大橋 460）戸の玄関ポストに配布した。1 戸につ

き、8 月は 2 部、11 月は 1 部を配ったので、アンケート

の配布部数の合計は 1240 部となる。11 月については、避

難所に関するアンケートも合わせて行なった。返信用封

筒には ID を記し、団地の差異、立地、周辺環境に関する

分析を行う。 

（3）屋外熱環境実測の方法 

測定項目・方法を表 20、図 40 に、測定日時を表 40 に

示す。室内外の気温変動および、冷気流や川風の影響を

把握するため、2014 年 8 月 11～21 日の間、仮設住宅の空

き住戸の室内外に温度計を設置し、室温・外気温を測定

した。団地内の暑熱環境および冷気流や川風の影響を把

握するため、既往研究と過去の石巻の風向データを参考

に、自転車を用いた移動実測（気温、風向風速）を、基

本的に晴天日の午前 0,2,4 時、午後 12,16 時に行なった。 

 

3．方法の検証 
3-1．避難所生活の実態に関するアンケート調査結果 

アンケート調査概要を表 6 に示す。回収数は 166 部

（人）で回収率は 16.6％であった。回答者の年齢層の分

布と男女の内訳を図 29 に示す。50 代が 33 人、60 代が 38

人、70 代が 43 人で、50～70 代が回答者全体の約 7 割で

あった。避難先の施設は、学校等の体育館、体育館以外

の学校施設（教室等）、公民館、幼稚園、会社、温泉療養

施設、親族・知人宅などがみられた。公民館にしばらく

滞在し、その後体育館に移ったなど、複数の施設で避難

生活を送った人も確認された。学校施設（体育館・教室

等）、学校以外の施設（公民館、幼稚園、会社等）、親

族・知人宅の 3 つに分類し、そこでの滞在期間の内訳を

示したものが図 30 である。延べ人数で、学校施設に 85

人、学校以外の施設に 62 人、親族・知人宅に 46 人であ

った（ただし 21 人が避難先無記入）。 

（1）時間経過に伴う生活の変化 

地震直後の混乱の中にある避難所と、数週間経った避

難所では生活にどのような変化があったか、また温熱環

境の快適性は変化したか、についての質問を行なった。

避難直後～3 日、4 日～3 週間、4 週間以降の分け方は、

内閣府 15～17）の調査を参考にした。生活の変化に関する自

由記述の一部を表 7 に示す。食糧や飲み物の不足につい

てのコメントが目立つ。数日～数週間で物資が届きだす

という回答と、しばらく物資の不足が改善されなかった

という回答の両方が見られ、避難場所による差異がみら

れる。 

（2）温熱環境（快適・不快）、寒さの状況と対策 



228 

一連の研究では温熱環境を一つの軸にしている。学校、

学校以外、知人宅に分類した上での時間経過別における

温熱環境（快適・不快）の 5 段階評価結果を図 31 に示す。

また学校・体育館において、その理由や状況を訊ねた自

由記述内容の抜粋を表 8 に示す。 

避難場所は回答したが、温熱環境の快・不快を回答し

ていない人も多い。それでも体育館を含む学校施設で、

「不快」「やや不快」と答えた人の割合は大きい。知人宅

発災・調査時期 発災：2011年3月、アンケート：2014年11～12月

質問内容のキー
ワード

滞在期間（避難直後～3日、4日～3週間、4週間以降）、温熱環境（暑い、寒
い）、就寝スペース、体調の変化、プライバシー（人目）、一番困ったこと、事前準
備・対策

対象者 宮城県石巻市仮設開成・大橋団地の応急仮設住宅住民（1000部配布）
回収率・回答数 16.6％、166人（男：74人　女：86人　未回答：6人）

年齢層 60代以上：94人　40代～50代：51人　20代～30代：15人　無記入：6人

避難場所
・体育館など学校施設：54人　・学校以外の施設（公民館：18人　幼稚園・保育
園：2人　会社：2人　その他：11人）：33人　・知人宅：26人 ・これらの複数に滞
在：35人　・無記入：21人

避難期間 3日以内：21人、4日～3週間：38人、4週間以上：76人、無記入：31人

・食べ物は直後から2日目は何もないに等しかったが3日目以降は支援物資が届き人数にいき
わたるほどになった。1週間目以降と4週間以降はあまり変わらない。（男性、40代、中学校、4ヶ
月）
・公民館だったので顔見知りの人との生活でした。3日までは食事の都合のため遠くの体育館へ
移動した。その後3週間くらいまではボランティアの方々が食事を提供してくれた。4週間以降は
市の方が弁当を届けてくれるようになった。（女性、70代、公民館、6ヶ月）
・変化はあった。震災直後4日後から食べ物と水が届き始めた。その後は食事のルール、掃除の
ルール、トイレの使用方法等避難所での決まりができた。各教室でルールを決めて、その時にお
世話になった人とは今でもつながりがある。（男性、70代、教室・体育館、2ヶ月）
・4週間以降くらいから物資が届き始め、気持ちが楽になった。また、ストーブなども入り寒さは日
が経つごとにやわらぎました。炊き出しなどで温かい食べ物も口にできるようになりました。（女性、
40代、体育館、7ヶ月）

人間関
係

・近所の人と親しくなっていくにつれて生活の変化があった。毛布などを周りから借りられるように
なっていった。（男性、80代以上、学校・施設・知人宅、3ヶ月・一年半・3ヶ月）

人数増
加

・当初は人が少なかったので楽でしたが、3週間位で体育館がいっぱいになり混雑していました。
そのような状況で地元の方々がまとめてくれたので良かった。（男性、50代、体育館、6ヶ月）

ガソリ
ン不足

・直後の期間は食糧不足に困りました。4週間以降は精神的に安定してきました。全ての期間で
問題だったのはガソリン不足であり、長期間それが続きました。（男性、70代、体育館、5ヶ月）

復旧は
3ヶ月

後

・風呂、パイプライン、電気、水道、電話、メディア、医療、布団が回復し始めるのは3ヶ月後くらい
でストレスがたまってくる。（女性、50代、施設、3ヶ月）

・水もない、食べる物もないで長時間大変だった。唯一変わったのは教室内の人数。（男性、50
代、学校、5ヶ月）

・変化はない、通して物がない、交通手段もない、不自由な事だらけ。そもそも肌身に着ていたも
のしか持ち合わせていないので不満は言えない。（女性、50代、駐車場・避難所、5日・1ヶ月）
・どの期間でも食べ物、水、衣類が足りない状態で寒かった。（女性、60代、高校のトレーニング
室、5ヶ月）
・学校側や市の対応がダメで、どの期間でも食料が回ってこなかった。（女性、20代、中学校、
5ヶ月）
・食べ物が足りなかった。全ての期間でその状態が続いた。（女性、70代、公民館・知人宅、2ヵ
月・4ヶ月）

絶望
・体育館に避難直後～3日間は寒さと空腹、その後は様々なうわさで頭がおかしくなりそうだっ
た。誰とも連絡が取れず、絶望的だった。（女性、40代、体育館・会社・実家、3日・5日・15日）

物資支
給

変化な
し（不
足）

（a）避難直後～3日間
やや
快適

・毛布が配給されたので快適だった。また、他の避難所とは違ってごはんを口にできた
ので空腹になることもなかった。（女性、50代、体育館、5ヶ月）
・体育館にブルーシートを敷いていたが、当初は寒さや痛い等は何も感じなかった。感
覚がマヒしていた。（男性、50代、体育館、6ヶ月）
・首まで海水に浸かってしまい、ずぶ濡れのまま過ごしていた。着替えの服もなかった
ので風邪をひいてしまった。（女性、70代、小学校・公民館、3ヶ月・4ヶ月）
・津波で衣服が濡れているにも関わらず、着替えが無くとにかく寒かった。たき火で暖を
とった。（男性、40代、中学校、9ヶ月）
・寒さで具合を悪くした。食べ物、飲み物がわずかしかないので辛かった。着るものがな
い。（女性、70代、学校・知人宅、15日・1ヵ月）

（b）4日～3週間
やや
快適

・電気が復旧したので届いたストーブが使用可能になり、少し快適になった。（男性、
40代、中学校、4ヶ月）
・引き続き毛布等の配給がなく寒かった。（男性、70代、体育館・知人宅、15日・6ヶ
月）
・直後～3日後と同じ環境で、暖房設備の不足と水・食料不足、毛布が不足していた
（男性、70代、体育館、5ヶ月）
・第一はトイレで寒さ問題は二の次だった。（女性、60代、小学校・親戚の借家、10
日・7ヶ月）

（c）4週間以降
やや
快適

・ストーブが入り少し寒くなくなった。（カ11-6-3、男性、40代、アパート、体育館・施
設・学校、2ヵ月・2ヵ月・1週間）
・ダンボールが本格的に届いたりしてきたので、それを敷いた。まだ不快（女性、60代、
中学校、6ヶ月）
・この期間に教室から体育館に移動したが、こっちの方がやや寒かった（暖房器具があ
るのに）　そして風邪をひいてしまいました。避難所から仮設住宅に移動する間の期間
に自宅（ほぼ全壊）の2階部部分で何とか生活していた。（男性、70代、高校、40日）
・厚さ2～3cmの畳が一枚ずつ支給されたものを利用した。他にダンボールを使って寒
さをしのいだ。（女性、60代、学校・体育館、7ヶ月・6ヶ月）

（d）寒さの状況や対策

・教室はさほど寒くなかったが、体育館は寒かった。（女性、70代、学校、7ヶ月）

・カーテンを外し、4人～6人で包まって寝た。時間が経ってからは2人で1枚の毛布が配られ
たが寒かった。（女性、60代、高校トレーニング室、5ヶ月）

不快

不快

不快

・とにかく外からの風を食い止めるのが大変だった。ダンボールを使って通風口を塞いだ（男
性、50代、体育館、6ヶ月）

・体育館でどの場所でも寒かった。工夫できることはなかった。（女性、40代、体育館・会社・
実家、3日・5日・15日）

・支援の毛布にくるまって寝たが寒かった。津波で濡れてしまった人が低体温で亡くなるケー
スもあり対策が必要だと感じました。（男性、70代、教室・体育館、合わせて2ヶ月）

表 6 避難所アンケート調査の概要（石巻市） 

図 29 アンケート回答者の年齢層と性別 

図 30 避難施設別の滞在期間の内訳 

表 7 時間経過に伴う避難生活の変化（自由記述の抜粋） 
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不明

 [人] 

※複数カウントで集計 

※避難施設無記入：21 人 

図 31 避難施設・滞在期間別の温熱環境 

（快適・不快）評価結果 

表 8 温熱環境の理由や状況（自由記述・学校施設） 
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（c）親族・知人宅 

 避難 

 不快  やや不快 
 普通 

 やや快適  無記入 

※複数の施設に滞在し
た場合、最初の施設を
カウントした 
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に避難した人について、ここでの快・不快を回答した人

は少ないが、「快適」「やや快適」と答えた人の割合は、

他の施設より高い。 

（3）温熱環境（寒さ）以外の不快な事項 

・2日目までは、座って寝たが3日目からは十分に寝るスペースができた。（男性、40代
中学校、4ヶ月）

・人がいっぱいで座る場所を確保するので精一杯だった。寝るスペースははっきり言って
なかった。（男性、70代、体育館、15日）

・横になるスペースなんてなかった。各々が体を細め、これ以上教室内の人数が増え
ないことを祈るばかりであった。（男性、60代、学校、5日）

・座ったまま仮眠をとっていた。横になるスペースはなかった。（男性、60代、学校・親
戚の家、2週間・3ヶ月）

・寒い時期だったので、しもやけやエコノミー症候群になり大変でした。毛布で暖めた
り、こまめに手足の曲げ伸ばしをしていました。（男性、50代、学校、5ヶ月）

・部屋が狭くあまり動くことがなかった為、足が悪くなってリウマチになった。後に杖を
使用する原因になった（男性、60代、体育館、6ヶ月）

・体調を悪くしてぜんそく、また栄養失調になり3カ月入院した。（男性、70代、教室・
体育館、2ヶ月）

・夏季はとにかく暑くて風邪をひいた。水分を多くとり、近くの大型モール店（冷房がき
いている）に通っていた。（女性、50代、体育館、5ヶ月）

・病気がちな娘がストレスで体調を崩し、仮設に入ってからもその状態が続いた。26
年7月に亡くなりました。（女性、60代、学校・避難所、3ヶ月・2ヶ月）

・仕切りがない場所で用を足さなければならない時に、すぐ横でやらなければ
いけませんでした。工夫する方法はなかった。（女性、40代、体育館・会社・
実家、3日・5日・15日）
・新聞紙で用を足していると便所が詰まってしまう為、バケツに新聞紙を捨て
ていた。匂いが酷かったし恥ずかしかった。（男性、70代、施設・知人宅、1ヵ
月・2ヶ月）
・大いにあり、ダンボールで囲ったが着替えでとにかく人目が気になった。（女
性、50代、施設、3ヶ月）
・着替えをする場所がなかった。とにかくいつも誰かに見られている気がした。
（女性、40代、体育館・知人宅、3ヶ月・4ヶ月）
・皆お風呂に入れないので汚い、不衛生な感じ。洗濯もできず大変だった。
プライバシーがないので人目を気にする余裕もなかった。（男性、80代、学
校・施設、3ヶ月・一年半）
・着の身着のまま避難してきたので自分の匂いが気になった。（女性、60代、
民間アパート、5ヵ月半）
・小さい子供が騒ぐので周りに迷惑をかけていないか気になった。（女性、40
代、体育館、7ヶ月）
・赤ちゃんがお腹の中にいて、周りに迷惑はかけられないので隠していた。
（女性、20代、小学校、2日）
・仕切る壁もなかったし人目は気になった。その中で食料の分配量は特に気
になった。周りの人と差がないように支給時に確認が行われた。（男性、60
代、中学校、3ヶ月）
・食事には気を遣った。皆と同じ物だけならまだしも、他に持ってきた物を食
べているときは特に。（男性、50代、中学校、2日）
・人目が気になる余裕もない。（男性、20代、学校、2週間）
・人目を気にする余裕もなかった。命が助かっただけよかった。（女性、60
代、高校のトレーニング室、5ヶ月）

余裕なし

トイレ

着替え

不衛生

子供

食糧

・リーダーを決めることと、周りの人が協力的であることが避難所運営では重要だと思いま
す。またルールを作ってそれを守ることも重要。（女性、50代、施設、3ヶ月半）

・避難所ではリーダーの存在が大きい。（女性、70代、知人宅・避難所、50日・1ヵ月）

・避難所だけではなく自宅にいた人も多かったので、平等に支援物資が配布できるような
マニュアルがあるといいと思う。また、食糧についても公平な配分が必要。やはり日常の
訓練が大事であり、思いやりの気持ちがあれば助け合えると思います。地域レベルでは
リーダーシップを発揮できる存在が大きい。（男性、50代、知人宅、2ヶ月）

・管理者、指示者の避難時に関する知識向上のためにも行政側は普段からの訓練・マ
ニュアル作りを徹底するべき。（男性、60代、学校、5日）

発災・調
査時期

発災：2007年7月、ヒアリング：2014年12月

対象者 当時の町内会長（70代男性）とその妻（70代女性）の2名
避難場
所・期間

体育館・10日間

避難者の
様子

・避難直後～3日後では約300人、滞在4日後～では約100人（仮設住宅に移る人）
がいた。　・60代、70代以上の高齢者が多かった。　・男女は同じくらいいた。
・避難所では起床時間は自由だが、就寝時間は21時30分だった。
・電気は3日後には復旧したが、ガス、水道の復旧には1か月かかった。

時間経過
による変

化

発災4日後～
・避難者の数が減り、落ち着いた。市の体制ができはじめ、仮設のトイレ・風呂の物資
が届いてきた。　・生活に慣れて余裕がでてきた。　・体育館内に通路ができ始めた。

暑さの変
化

発災直後～3日後
・クーラーはないが数日後に扇風機（通路に扇風機を置いた）が10台ほどきた。それ
でも暑すぎて汗がすごかった。
・アルカリ飲料水、氷柱、熱さまシート、団扇が配布されたので熱中症対策はできてい
たと思う。
4日後～
・人数が減ってきたので涼しくなってきた。
・海岸に近かったため体育館より外の方が涼しかったので暑いときは外に出た。

体育館内
の場所と

暑さ

・窓際のほうが涼しかった。体育館の真中は非常に暑かった。
・避難所に避難してきた直後はこの場所は暑いとは言えないため、お年寄りや妊婦で
も体育館の真中で過ごしていた。3日後には通路が確保されてきたため、お年寄りや
妊婦をできるだけ窓際で過ごす配慮はあった。
・プライバシーのために間仕切りがあったが、そのせいで風通しが悪くて、暑かった。

就寝ス
ペース

・避難直後～3日間は人が多すぎて、横たわることが困難で寝ることができなかった。
・間仕切りが邪魔だった。

物資

・食事では避難直後はパンが多かった。数日後にはおにぎりや炊き出しなどが出た。
避難所にいないが、食事だけもらいにくる人がいて食事に関しては足りなかった。
・出入りが激しく、人数の把握はできなかった。朝昼晩に物資を配布する人数は確認
した。（帯同した市職員の発言）
・日常品では歯ブラシや水やタオルや懐中電灯などが全員分あった。日常品に関し
ては3日後にはだいたいあった。

今後の対
策

・市の役員に任せっきりにするのでなく、地域の一人一人が協力することが大事。
・避難所運営のマニュアルを市は作り、それを地域の人が知った方が避難所生活でも
困らない。
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図 32 寒さ以外による不快な事項 

（自由記述内容を確認し期間ごとに集計） 

表 9 就寝スペースに関する回答の抜粋 

表 10 体調の変化に関する回答の抜粋 

表 11 プライバシー（人目）に関する回答の抜粋 

図 33 避難生活で最も困った事項（自由記述回答より作成） 
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衣類の不足
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トイレ

回答数（人）男 女 不明

 
トイレ…水が流れない、匂いが酷い

等の回答を含める 
 

その他…騒音問題や人間関係のト

ラブル、感染症等の少数回答

を含める 
 

※複数カウントで集計 

表 7 今後の事前準備や現場での対策に関する回答の抜粋 

表 13 ヒアリング結果概要（新潟県中越沖時地震、柏崎） 

図 34 阪神・淡路大震災と東日本大震災における

食糧・水不足の比較 
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（a）阪神・淡路大震災 （b）東日本大震災 

※原田らの文献 4 にお
けるアンケート調査結果
より食事・飲料水のデー

タを抜き出して作成 

※本報アンケート調査で、寒さ以
外の不快に関する自由記述より
作成した図 4 のデータを集計 
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先の自由記述欄では温熱環境以外の不快な事項の記述

も目立った。温熱環境（寒さ）以外の不快な事項につい

て、自由記述欄よりその内容を確認し、期間ごとに集計

したものを図 32 に示す。トイレ問題を含む不衛生な状況、

食糧・飲み水の不足などの数が多く確認された。食糧・

飲み水については、避難直後より、4 日後～3 週間の方が、

コメント数が多い結果となった。 

（4）就寝スペース 

就寝スペースについて自由記述式で質問した。不満の

有無で分類したところ、有効な記述があった 62 人中 53

人が、不満があったと答えた。自由記述の一部を表 9 に

示す。避難者数が多く、横になるスペースが無かったと

いう記述が多い。 

（5）体調の変化 

体調の変化について自由記述式で質問した。有効な記

述は 52 人で、35 人が体調の変化があったと回答した。そ

の内訳の上位は、風邪 13 人、体の痛み 5 人、血圧上昇 4

人、何らかの重い症状 4 人であった。自由記述の一部を

表 10 に示す。 

（6）プライバシー（人目） 

避難生活で人目が気になったかを自由記述形式で質問

した。回答記入のあった男女別では、男性は 16 人中 14

人が、女性では 22 人中 21 人が、人目が気になったと答

えた。自由記述の一部を表 11 に示す。 

（7）最も困った事項 

避難生活で一番困ったことについて自由記述形式で質

問した。内容を複数カウントで分類したものを図 33 に示

す。トイレ、食糧、飲み水の回答が多い。自由記述にあ

った対策の工夫としては、トイレの水や生活用水につい

て、プールの水を使った、雪をとかしたなどの記述があ

った。 

（8）今後の対策 

今後の対策について自由記述形式で質問した。複数カ

ウントで集計すると、備蓄の準備に類する回答が、記述

した 84 人中約半数の 40 人と、群を抜いて多い結果とな

った。さらに備蓄と答えた人の内容をみると、水（27 人）、

食糧（24 人）が上位であった。自由記述では避難所の運

営に関するコメントが目立った。その抜粋を表 12 に示す。 

3-2．プレハブ長屋型仮設住宅の温熱環境調査結果 

（1）仮設住宅の温熱環境に関するアンケート調査結果 

アンケート調査概要を表 14 に示す。回答があったのは

188 人（部）で、回収率は 15％であった。回答者の年齢

層は、27％が 70 代、22％が 60 代、20％が 50 代であった。 

（a）住まいの変化と温熱環境（快適・不快） 

被災前の住居、避難所、仮設住宅の入居当初、仮設住

宅の現在、の 4 つについて、それぞれ温熱環境（暑さ・

寒さ、快適性）を 5 段階で評価してもらい、またその様

子を自由記述で答えてもらった。5 段階評価の結果を図

37、仮設住宅の入居当初と現在についての自由記述の抜

粋を表 15 に示す。なお避難所における生活環境について

は、別途の報告に具体的に記載している。 

5 段階評価の平均値としては、被災前の住居は「やや快

適」、避難所は「やや不快」、仮設住宅の入居当初と現在

（アンケート回答時）はほぼ同じで「普通」と「やや不

快」の中間という結果になった（図 37）。自由記述をみる

と、仮設住宅の入居当初は避難所に比べて快適という意

見、現在について、断熱材、二重サッシ、風除室の増設

で快適になったという意見もみられる。5 段階評価結果に

ついては、避難所から仮設住宅への移行前後の相対的な

評価も影響していると推察される。 

（b）夏期・中間期・冬期における温熱環境（快適・不快） 

夏期・中間期（春や秋）・冬期別に生活・温熱環境を 5

段階で評価してもらい、その理由や工夫したことを自由

記述で答えてもらった。団地別の結果を図 38(a)、自由記

述の一部を表 16 に示す。中間期に比べて夏と冬の評価が 
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仮設開成団地

500m出典：Google map
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団地概要（＊は 2014 年 8 月データ） 
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図 35 仮設開成団地と仮設大橋団地の概要 

図 36 仮設開成・大橋団地の様子（写真は 2014年撮影） 
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低いのは共通だが、すべての期間で開成の評価が低い結

果となった。一つの理由として、メーカーの違いが挙げ

られる。自由記述にもあるように、開成団地の仮設住宅

は気密性が低いと考えられる。これは実際に筆者が室内 

発災・調査時期 発災：2011年3月、アンケート：2014年8月、11月

質問内容のキー
ワード

基本属性（性別、年代、被災前の住居形態、仮設住宅の入居
時期）、「被災前の住居」「避難所」「仮設住宅（入居当初・現
在）」における温熱環境（快適性）、夏季・中間期・冬季の生活
環境、立地・周辺環境（山や川）の影響、仮設住宅の改善点

アンケート用紙 A3両面1枚
対象 宮城県石巻市仮設開成・大橋団地の応急仮設住宅

配布・回収方法
切手を貼った返信用封筒と合わせて玄関ポストに配布　（※11
月は、避難所生活に関するアンケート用紙も合わせて配布し
た）

配布数
8月に120戸（1戸に2部）、11月に1000戸（1戸に1部）。計
1120（開成660、大橋460）戸、1240部

回収率 開成：19.8％、大橋：12.4％
回答者数 188人（男性84人、女性93人、性別無記入11人）

年齢層
60代以上：106人　40代～50代：58人、20代～30代：13
人、年齢無記入：11人

（a）入居当初
・風徐室がなかったため、外気が直接部屋に入り冷える。（開成）
・結露がひどく、毎朝天井からシャーベットが落ちてくる。(開成、
南が開けている)
・床がカーペットだけだったので寒かった。(開成、北が駐車場)
・避難所の雑魚寝に比べると、とても快適。（開成、角部屋）
・やっと一人の生活に戻れてほっとした。（開成、角部屋）
・避難所に比べたらマシ。（開成、角部屋）
・ハエが飛びまわり環境が非常に悪かった。精神的にきつかった。
(開成）
・四方に囲まれているので生活音が出せずノイローゼ。ストレスが
溜まり入院した。(開成）
・入居当初は隣人がいなかったが、入居者が来てからは足音とか
鳴き声とかを気を付けるようになって親も子供もストレスでイライラ
していた。（大橋、南が駐車場）

（b）その後（現在）
・ニ重サッシと断熱材をいれてから部屋の暑さ、寒さがまるで違っ
た。（開成、角部屋、東が大通り）
・天井に断熱材、窓に二重サッシ、風徐室を設けエアコンが入っ
たことでだいぶ良くなった。（開成、角部屋、山に隣接）
・畳、窓もニ重になり、風徐室もついてかなり改善された。（開成）
・みんなの要望で直してもらったところ：①玄関の戸を2重に。②
窓ガラスを2重に。③天井裏と側面に断熱材を入れてもらう。④
風呂に追い炊き装置を取り付け。⑤エアコンを取り付け。⑥畳を
敷いてもらう。（開成、北が駐車場）
・住家を与えてもらったことには感謝しているが、床続きのため両
隣の床を踏む音が気になる。棟が狭くあまり日当たりが良くない。
南北には風が通らない。（開成）
・暑さ寒さで生命の危機を感じることがある。（開成）
・冬はいいが、夏は特にひどく、外気温に影響される。（開成）
・入居当初と変わらない。（開成）
・今では支援無料バスが来て買い物が少し楽になった。（開成、
南が駐車場）
・畑をかり、生きがいとなっている。（開成）
・隣同士も仲良くなり行事などにも参加し、快適に過ごしている。
（開成）
・精神的に落ち着き、今は普通に生活している。（開成、南が開け
ている）

温熱以外
（不快）

・狭い。物を置く場所が少ない。買い物が不便。（開成）

温熱以外
（快適）

不快

温熱以外
（快適）

不快

快適

温熱以外
（不快）

（a）夏季
・エアコンがあるため十分に過ごせる。（大橋）
・川が近くにあり涼しい。（大橋、川に近い）
・エアコンが一部屋にしかなく、娘が部屋にいて熱中症になった。（開
・夕方帰宅すると室内温度が35℃以上になっている。冷房つけても気
温高すぎて涼しさを感じない。【工夫】→外に水を撒く（開成）
・屋根からの熱が天井に伝わり、天井が熱くなる。【工夫】→グリーン
カーテン(プランター)とすだれの設置。換気ファンを24時間回す。（大
・風が通らず、屋根も低く暑かった。【工夫】→エアコン、換気扇の使
・狭い部屋と窓が少ないため熱がこもりやすい。窓を開けても意味な
し。（大橋、南が駐車場）
・虫、ねずみ、ナメクジの浸入。【工夫】→薬をまく。とにかく取る。（開
成、角部屋、南が開けている、大通りに隣接）
・一カ月間留守にしていたらカビが生えた。（開成、北が開けている）

（b）中間期
・前が広く日も風もよく入る。（大橋、南が駐車場）
・温度差がなければ住みやすい。【工夫】→換気扇を一日中回してお

（c）冬季
・四方が囲まれていることで暖かく感じる。（開成）
・部屋が狭いのですぐに暖まる。【工夫】→壁と窓に断熱シートを張っ
た。（開成、角部屋、東が大通り）
・気密性が高く至って快適。（大橋、南が駐車場）
・あまりの寒さに夜中目を覚ますことがある。底冷えがすごい。 【工夫】
→絨毯の下に新聞紙、マットを敷く。（開成）
・前の棟の日陰になり日光が入らない。（開成、角部屋）
・窓際が寒く結露がひどい。カーテンにすぐカビが生える。【工夫】→窓
際の寒さ、結露対策に断熱材を置いたら3～5℃室温が上がり、カーテ
・ニ重サッシでも簡易的な物なので寒い。（大橋）

快適

快適

不快

快適

不快

温熱以
外（不
快）

（a）開成団地
・すぐ西に山があるためガスが発生しやすい。自然環境が良い。
（開成）
・周りが山に囲まれて環境は良い（開成）

山（虫） ・山が近く、虫が多い（開成、角部屋）

山（強風）
・山と山に囲まれているため、北風が強風になり寒い。（開成、北
が開けている）

住棟間隔（日
光）

・冬季は建物の間隔が狭いために、部屋に日が当たらなくなる時
間が早くなった。（開成）

建物密度（弱
風）

・建物が密集しているので風が入らない。（開成）

立地（強風） ・角の家なので風がすごい。（開成、角部屋、北が開けている）
・外の風通しが良すぎて洗濯物を干せない事がある。（開成、北が
駐車場）
・海からの風と山からの吹き下ろしの風があるので、風が強い。（開
成、南が駐車場）

（b）大橋団地
・北上川があり自然環境は良い。（大橋、川に近い）
・近くに川があるため夏は涼しいが冬は寒さが厳しい。（大橋、川に
近い）
・川を背にしているので風が冷たい。（大橋、川に近い）

川・山（眺望） ・北には川、山があり眺めは快適。（大橋）

立地（日光）
・一番前にある棟なので明るく洗濯物のよく乾く。（大橋、南が駐車
場）

山（良い）

強風

川

発災・調査時期 発災：2011年3月、アンケート：2014年8月、11月

質問内容のキー
ワード

基本属性（性別、年代、被災前の住居形態、仮設住宅の入居
時期）、「被災前の住居」「避難所」「仮設住宅（入居当初・現
在）」における温熱環境（快適性）、夏季・中間期・冬季の生活
環境、立地・周辺環境（山や川）の影響、仮設住宅の改善点

アンケート用紙 A3両面1枚
対象 宮城県石巻市仮設開成・大橋団地の応急仮設住宅

配布・回収方法
切手を貼った返信用封筒と合わせて玄関ポストに配布　（※11
月は、避難所生活に関するアンケート用紙も合わせて配布し
た）

配布数
8月に120戸（1戸に2部）、11月に1000戸（1戸に1部）。計
1120（開成660、大橋460）戸、1240部

回収率 開成：19.8％、大橋：12.4％
回答者数 188人（男性84人、女性93人、性別無記入11人）

年齢層
60代以上：106人　40代～50代：58人、20代～30代：13
人、年齢無記入：11人

（a）入居当初
・風徐室がなかったため、外気が直接部屋に入り冷える。（開成）
・結露がひどく、毎朝天井からシャーベットが落ちてくる。(開成、
南が開けている)
・床がカーペットだけだったので寒かった。(開成、北が駐車場)
・避難所の雑魚寝に比べると、とても快適。（開成、角部屋）
・やっと一人の生活に戻れてほっとした。（開成、角部屋）
・避難所に比べたらマシ。（開成、角部屋）
・ハエが飛びまわり環境が非常に悪かった。精神的にきつかった。
(開成）
・四方に囲まれているので生活音が出せずノイローゼ。ストレスが
溜まり入院した。(開成）
・入居当初は隣人がいなかったが、入居者が来てからは足音とか
鳴き声とかを気を付けるようになって親も子供もストレスでイライラ
していた。（大橋、南が駐車場）

（b）その後（現在）
・ニ重サッシと断熱材をいれてから部屋の暑さ、寒さがまるで違っ
た。（開成、角部屋、東が大通り）
・天井に断熱材、窓に二重サッシ、風徐室を設けエアコンが入っ
たことでだいぶ良くなった。（開成、角部屋、山に隣接）
・畳、窓もニ重になり、風徐室もついてかなり改善された。（開成）
・みんなの要望で直してもらったところ：①玄関の戸を2重に。②
窓ガラスを2重に。③天井裏と側面に断熱材を入れてもらう。④
風呂に追い炊き装置を取り付け。⑤エアコンを取り付け。⑥畳を
敷いてもらう。（開成、北が駐車場）
・住家を与えてもらったことには感謝しているが、床続きのため両
隣の床を踏む音が気になる。棟が狭くあまり日当たりが良くない。
南北には風が通らない。（開成）
・暑さ寒さで生命の危機を感じることがある。（開成）
・冬はいいが、夏は特にひどく、外気温に影響される。（開成）
・入居当初と変わらない。（開成）
・今では支援無料バスが来て買い物が少し楽になった。（開成、
南が駐車場）
・畑をかり、生きがいとなっている。（開成）
・隣同士も仲良くなり行事などにも参加し、快適に過ごしている。
（開成）
・精神的に落ち着き、今は普通に生活している。（開成、南が開け
ている）

温熱以外
（不快）

・狭い。物を置く場所が少ない。買い物が不便。（開成）

温熱以外
（快適）

不快

温熱以外
（快適）

不快

快適

温熱以外
（不快）

（a）夏季
・エアコンがあるため十分に過ごせる。（大橋）
・川が近くにあり涼しい。（大橋、川に近い）
・エアコンが一部屋にしかなく、娘が部屋にいて熱中症になった。（開
・夕方帰宅すると室内温度が35℃以上になっている。冷房つけても気
温高すぎて涼しさを感じない。【工夫】→外に水を撒く（開成）
・屋根からの熱が天井に伝わり、天井が熱くなる。【工夫】→グリーン
カーテン(プランター)とすだれの設置。換気ファンを24時間回す。（大
・風が通らず、屋根も低く暑かった。【工夫】→エアコン、換気扇の使
・狭い部屋と窓が少ないため熱がこもりやすい。窓を開けても意味な
し。（大橋、南が駐車場）
・虫、ねずみ、ナメクジの浸入。【工夫】→薬をまく。とにかく取る。（開
成、角部屋、南が開けている、大通りに隣接）
・一カ月間留守にしていたらカビが生えた。（開成、北が開けている）

（b）中間期
・前が広く日も風もよく入る。（大橋、南が駐車場）
・温度差がなければ住みやすい。【工夫】→換気扇を一日中回してお

（c）冬季
・四方が囲まれていることで暖かく感じる。（開成）
・部屋が狭いのですぐに暖まる。【工夫】→壁と窓に断熱シートを張っ
た。（開成、角部屋、東が大通り）
・気密性が高く至って快適。（大橋、南が駐車場）
・あまりの寒さに夜中目を覚ますことがある。底冷えがすごい。 【工夫】
→絨毯の下に新聞紙、マットを敷く。（開成）
・前の棟の日陰になり日光が入らない。（開成、角部屋）
・窓際が寒く結露がひどい。カーテンにすぐカビが生える。【工夫】→窓
際の寒さ、結露対策に断熱材を置いたら3～5℃室温が上がり、カーテ
・ニ重サッシでも簡易的な物なので寒い。（大橋）

快適

快適

不快

快適

不快

温熱以
外（不
快）

（a）開成団地
・すぐ西に山があるためガスが発生しやすい。自然環境が良い。
（開成）
・周りが山に囲まれて環境は良い（開成）

山（虫） ・山が近く、虫が多い（開成、角部屋）

山（強風）
・山と山に囲まれているため、北風が強風になり寒い。（開成、北
が開けている）

住棟間隔（日
光）

・冬季は建物の間隔が狭いために、部屋に日が当たらなくなる時
間が早くなった。（開成）

建物密度（弱
風）

・建物が密集しているので風が入らない。（開成）

立地（強風） ・角の家なので風がすごい。（開成、角部屋、北が開けている）
・外の風通しが良すぎて洗濯物を干せない事がある。（開成、北が
駐車場）
・海からの風と山からの吹き下ろしの風があるので、風が強い。（開
成、南が駐車場）

（b）大橋団地
・北上川があり自然環境は良い。（大橋、川に近い）
・近くに川があるため夏は涼しいが冬は寒さが厳しい。（大橋、川に
近い）
・川を背にしているので風が冷たい。（大橋、川に近い）

川・山（眺望） ・北には川、山があり眺めは快適。（大橋）

立地（日光）
・一番前にある棟なので明るく洗濯物のよく乾く。（大橋、南が駐車
場）

山（良い）

強風

川

表 14 アンケート調査の概要 

図 37 被災前・避難所・仮設住宅における

温熱環境（快適性）評価 
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表 15 仮設住宅入居当初と現在の温熱環境（抜粋） 

図 38 季節別の温熱環境評価 

表 16 季節別の温熱環境（自由記述の抜粋） 
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南側が開けていない住戸

（１０２戸）

南側が開けている住戸（２６戸）
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南側が開けている住戸（11戸）

川が近い住戸（17戸）

真ん中にある住戸（25戸）

夏期   中間期  冬期 夏期   中間期  冬期 

南側が開けてい

る住戸（26 戸） 

南側が開けていな

い住戸（102 戸） 

南側が開けてい

る住戸（11 戸） 

川に近い住戸

（17 戸） 

中央の住戸（25 戸） 

[人] 

（a）団地別 （b）南側の影響（日

当たり等）（開成） 

（c）住戸の位置 

（大橋） 

表 17 立地や周辺環境が温熱環境に与える影響 

（自由記述の抜粋） 
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を視察したことと、自由記述にあるように虫が室内に入

ってくる等からある程度裏付けられよう。また並行して

行っている実測では、天井部分の断熱がうまくなされて

いない部分も確認している。 

（c）立地、周辺環境 

先の夏期・中間期・冬期の温熱環境の結果について、

南側が駐車場等で開けているか（日当たり等）、大橋団地

の場合は、川に近いか（川風の影響等）に着目して分析

した。結果を図 38(b,c)に示す。また立地、周辺環境によ

る温熱環境に関する自由記述回答の一部を表 17 に示す。 

開成団地において、南側が開けている住戸はすべての

地域で評価が高い。特に夏期と中間期で顕著である。大

橋では、夏期と中間期において、南側が開けている住戸、

川が近い住戸、どちらでもない（中央にある）住戸の評

価はほとんど差がない。冬期では、南側が開けている住

戸の評価が高い。冬期について、大橋団地の南側が開け

ている住戸の評価が高いのは、住棟（長屋）が開成に比

べて東西に連続して長く、南側が開けていない住戸の日

当たりがより悪いためだと考えられる。 

（a）開成団地
・仮設住宅の生活が楽しく、現状で満足している。（開成）
・設計に関しては今のままでよい。（開成）
・壁を厚くして隣の声が聞こえないようにしてほしい。（開成）
・暑さ寒さよりも防音対策が必要。（開成、南が駐車場）

住棟間隔 ・棟と棟の間が狭いく圧迫感がある。（開成、角部屋、山に隣接）
収納 ・収納スペースを増やして欲しい。（開成、角部屋、南が開けている）

窓（採光） ・窓が少なく暗いため昼間でも電気をつけている。（開成、角部屋）
街灯 ・周辺の街灯が少ない。（開成、角部屋）

・防音、収納、窓にひさしをつけてほしい。（開成）
・プレハブではなく木造の方がいいと思う。（開成）
・出来れば一戸建てが良い。壁を厚くして欲しい。（開成）
・防犯のためドアの開けっ放しができない。（開成）

（b）大橋団地
・近隣からの音を少しでも軽減する工夫が必要。それだけでかなり落ち着い
て生活できる。 （大橋）
・雨音が小さくなるように。（大橋、角部屋）

住棟間隔
・仮設住宅の間をもう少し開けるといいと思う。風通しがわるい。（大橋、北が
開けている）

子供
・隣同士がお互いに気を遣わなくてもよい環境が一番良い。例えば子持ちの
家族は同じ棟などにする。（うちの棟は自分のところだけ子持ちなため気を遣
う）（大橋、南が駐車場）

コミュニ
ティ

・前に住んでいた地域同士の人たちで集合した方が良い。（大橋）

その他

満足

防音

防音

6.7%
5.1%

5.6%
6.7%

8.4%
9.0%
9.0%
9.0%

10.1%
11.8%

12.4%
19.1%

19.7%
20.8%
20.8%

26.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

風除室の不満

虫の侵入

湿気

カビの発生

天井が低い

隣棟間隔が狭い

収納が少ない

日当たりが悪い

風通りが悪い

隙間風

間取り

騒音

結露の発生

部屋の寒さ

部屋の暑さ

※算出方法

アンケートの回答で頻出した単語の数

（1つのアンケートに複数書かれていて

も1つと数える）を返信されたアンケート

の総数で除した

・仮設住宅は建物によって差がありすぎると思う。選んで入居できるわけ
ではないので一定であってほしい。（大橋）
・仮設住宅のメーカーによって間取りや材質に大きな差がありすぎる。短
期間のことなら仕方ないと思えるが、3年以上生活している今現在では部
屋の広さや収納がほしいと思っている。（大橋、角部屋、南が開けている、
大通りに隣接）
・ハウスメーカーやプレハブ協会により格差があります。施工には一定の基
準を設けるべきである。仮設団地内の主要道路は道路交通法の基準が
満たせるような形にして、二次災害時にスムーズに避難できるようにす
る。（大橋、南が駐車場）
・大橋団地の風呂はつくりが悪い。台所の流し台がせまくメーカーによって
善し悪しが変わってくる。また、震災後に気管を悪くして咳が止まらなかっ
た。今も空気が悪くてその症状が続いている。（大橋）
・やはり仮設住宅だけあって造りが雑すぎます。長期間暮らす仮設住宅
なので、もう少し住む人の気持ちになって立ててほしかったです。（開成、
南が駐車場）
・仮設は隣のトイレのドアが閉まる音も聞こえるしプライバシーがない。仮設
住宅に住み始めてからまもなく3年半が経ちますが他に行くところがありま
せん。何もかもが嫌になることが多々ありますが、まだ仕事の方に集中す
ることで気を紛らわせることができます。（大橋、角部屋）
・我慢も時期が長くなるとトラブル、ストレスの原因になります。公営住宅の
見通しも見えてこないのでお先真っ暗。（開成、南が駐車場）

ペット

・今回の震災では多くのペットも犠牲になりました。私の知り合いはペットを
連れて避難所まで行きましたが「外に置いていけ」と言われ、津波にのま
れて亡くなりました。今後はとりあえず犬も中に入れて、落ち着いたらペット
専用の部屋を確保したらいいと思います。予測される南海トラフ地震の時
は決してこのようなことがないようにしてください。（開成、角部屋）

メーカー
による

差

造り

先が見
えない

ストレス

日付 天気
最低気

温
最高気

温
移動実測時
刻（夜間）

移動実測時
刻（日中）

その他

8月12日 曇・雨 20.6℃ 26.6℃
0-1時、2-3

時

8月13日 晴・曇 20.7℃ 27.7℃
0-1時、2-3
時、4-5時

12-13時、
16-17時

14-15時：WBGT（大
橋）

8月19日 晴・曇 21.9℃ 26.9℃
12-13時、
16-17時

8月20日 晴 22.9℃ 30.6℃
0-1時、2-3
時、4-5時

12-13時、
16-17時

14-15時：WBGT（開
成第12団地、大橋）

8月21日 晴・曇 23.7℃ 31.7℃
0-1時、2-3
時、4-5時

※定点気温測定は8月11日15:30～21日14:20で行なった。赤外線カメラ撮影は適宜行なった。

（a）定点気温測定（空き住戸の室内外）
測定項目 測定装置 測定方法・備考

気温
データロガー付き温度計（T&D社製、
TR51S、測定精度：±0.3℃）

冷気流と川風の影響を把握するため、開成は
空家2戸室内・室外4ヶ所、大橋は空家2戸室
内外2ヶ所に設置。日射の当たる場所では日
射遮蔽。測定間隔は2分。

（b）移動実測（屋外の気温、風向風速の分布）
測定項目 測定装置 測定方法・備考

気温
データロガー付き温度計（T&D社製、
TR52i、測定精度：±0.3℃）

自転車に取り付けた通風管にセンサーを入れ
測定。測定間隔は5秒。気温移動実測の所要
時間は、大橋で10分、開成で20分程度。

位置情報
GPS（GARMIN社製、eTrex、測定精度：
10mRMS未満）

測定間隔は5秒。

風速
風速計（KANOMAX社製、6004、測定精
度：±（指示値の5％±0.1）m/s）

各測定地点（開成15か所、大橋13ヶ所）で30
秒毎に瞬時値を3回記録

風向
細く裂いたビニールひも、コンパス（方位磁
石）

風向は16方位で判別。風速と同地点で30秒
毎に3回記録。

（c）短期集中的な測定（WBGT、表面温度分布）
測定項目 測定装置 測定方法・備考

湿球黒球温
度（WBGT）

熱中症指標計（京都電子工業社製、
203B、測定精度：WGBT±2℃、気温1℃、
相対湿度±5％、黒球温度±2℃）

周辺環境に慣らした後、各測定点でWBGT、気
温、相対湿度、黒球温度を記録（手動）。

表面温度分
布

赤外線放射カメラ（日本アビオニクス社製、
G100m、測定精度：±2℃）

仮設住宅の壁面・屋根面、地表面の温度分布
を撮影（手動）

データロガー付き気
温度計

GPS

腕章
名札
反射たすき
(夜限定)

コンパス
ナイロン付棒

風速計

通風管

（a）開成団地
・仮設住宅の生活が楽しく、現状で満足している。（開成）
・設計に関しては今のままでよい。（開成）
・壁を厚くして隣の声が聞こえないようにしてほしい。（開成）
・暑さ寒さよりも防音対策が必要。（開成、南が駐車場）

住棟間隔 ・棟と棟の間が狭いく圧迫感がある。（開成、角部屋、山に隣接）
収納 ・収納スペースを増やして欲しい。（開成、角部屋、南が開けている）

窓（採光） ・窓が少なく暗いため昼間でも電気をつけている。（開成、角部屋）
街灯 ・周辺の街灯が少ない。（開成、角部屋）

・防音、収納、窓にひさしをつけてほしい。（開成）
・プレハブではなく木造の方がいいと思う。（開成）
・出来れば一戸建てが良い。壁を厚くして欲しい。（開成）
・防犯のためドアの開けっ放しができない。（開成）

（b）大橋団地
・近隣からの音を少しでも軽減する工夫が必要。それだけでかなり落ち着い
て生活できる。 （大橋）
・雨音が小さくなるように。（大橋、角部屋）

住棟間隔
・仮設住宅の間をもう少し開けるといいと思う。風通しがわるい。（大橋、北が
開けている）

子供
・隣同士がお互いに気を遣わなくてもよい環境が一番良い。例えば子持ちの
家族は同じ棟などにする。（うちの棟は自分のところだけ子持ちなため気を遣
う）（大橋、南が駐車場）

コミュニ
ティ

・前に住んでいた地域同士の人たちで集合した方が良い。（大橋）

その他

満足

防音

防音

・仮設住宅は建物によって差がありすぎると思う。選んで入居できるわけ
ではないので一定であってほしい。（大橋）
・仮設住宅のメーカーによって間取りや材質に大きな差がありすぎる。短
期間のことなら仕方ないと思えるが、3年以上生活している今現在では部
屋の広さや収納がほしいと思っている。（大橋、角部屋、南が開けている、
大通りに隣接）
・ハウスメーカーやプレハブ協会により格差があります。施工には一定の基
準を設けるべきである。仮設団地内の主要道路は道路交通法の基準が
満たせるような形にして、二次災害時にスムーズに避難できるようにす
る。（大橋、南が駐車場）
・大橋団地の風呂はつくりが悪い。台所の流し台がせまくメーカーによって
善し悪しが変わってくる。また、震災後に気管を悪くして咳が止まらなかっ
た。今も空気が悪くてその症状が続いている。（大橋）
・やはり仮設住宅だけあって造りが雑すぎます。長期間暮らす仮設住宅
なので、もう少し住む人の気持ちになって立ててほしかったです。（開成、
南が駐車場）
・仮設は隣のトイレのドアが閉まる音も聞こえるしプライバシーがない。仮設
住宅に住み始めてからまもなく3年半が経ちますが他に行くところがありま
せん。何もかもが嫌になることが多々ありますが、まだ仕事の方に集中す
ることで気を紛らわせることができます。（大橋、角部屋）
・我慢も時期が長くなるとトラブル、ストレスの原因になります。公営住宅の
見通しも見えてこないのでお先真っ暗。（開成、南が駐車場）

ペット

・今回の震災では多くのペットも犠牲になりました。私の知り合いはペットを
連れて避難所まで行きましたが「外に置いていけ」と言われ、津波にのま
れて亡くなりました。今後はとりあえず犬も中に入れて、落ち着いたらペット
専用の部屋を確保したらいいと思います。予測される南海トラフ地震の時
は決してこのようなことがないようにしてください。（開成、角部屋）

メーカー
による

差

造り

先が見
えない

ストレス

6.7%
5.1%

5.6%
6.7%

8.4%
9.0%
9.0%
9.0%

10.1%
11.8%

12.4%
19.1%

19.7%
20.8%
20.8%

26.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

風除室の不満

虫の侵入

湿気

カビの発生

天井が低い

隣棟間隔が狭い

収納が少ない

日当たりが悪い

風通りが悪い

隙間風

間取り

騒音

結露の発生

部屋の寒さ

部屋の暑さ

※算出方法

アンケートの回答で頻出した単語の数

（1つのアンケートに複数書かれていて

も1つと数える）を返信されたアンケート

の総数で除した

（a）定点気温測定（空き住戸の室内外）
測定項目 測定装置 測定方法・備考

気温
データロガー付き温度計（T&D社製、
TR51S、測定精度：±0.3℃）

冷気流と川風の影響を把握するため、開成は
空家2戸室内・室外4ヶ所、大橋は空家2戸室
内外2ヶ所に設置。日射の当たる場所では日
射遮蔽。測定間隔は2分。

（b）移動実測（屋外の気温、風向風速の分布）
測定項目 測定装置 測定方法・備考

気温
データロガー付き温度計（T&D社製、
TR52i、測定精度：±0.3℃）

自転車に取り付けた通風管にセンサーを入れ
測定。測定間隔は5秒。気温移動実測の所要
時間は、大橋で10分、開成で20分程度。

位置情報
GPS（GARMIN社製、eTrex、測定精度：
10mRMS未満）

測定間隔は5秒。

風速
風速計（KANOMAX社製、6004、測定精
度：±（指示値の5％±0.1）m/s）

各測定地点（開成15か所、大橋13ヶ所）で30
秒毎に瞬時値を3回記録

風向
細く裂いたビニールひも、コンパス（方位磁
石）

風向は16方位で判別。風速と同地点で30秒
毎に3回記録。

（c）短期集中的な測定（WBGT、表面温度分布）
測定項目 測定装置 測定方法・備考

湿球黒球温
度（WBGT）

熱中症指標計（京都電子工業社製、
203B、測定精度：WGBT±2℃、気温1℃、
相対湿度±5％、黒球温度±2℃）

周辺環境に慣らした後、各測定点でWBGT、気
温、相対湿度、黒球温度を記録（手動）。

表面温度分
布

赤外線放射カメラ（日本アビオニクス社製、
G100m、測定精度：±2℃）

仮設住宅の壁面・屋根面、地表面の温度分布
を撮影（手動）

データロガー付き気
温度計

GPS

腕章
名札
反射たすき
(夜限定)

コンパス
ナイロン付棒

風速計

通風管

日付 天気
最低気

温
最高気

温
移動実測時
刻（夜間）

移動実測時
刻（日中）

その他

8月12日 曇・雨 20.6℃ 26.6℃
0-1時、2-3

時

8月13日 晴・曇 20.7℃ 27.7℃
0-1時、2-3
時、4-5時

12-13時、
16-17時

14-15時：WBGT（大
橋）

8月19日 晴・曇 21.9℃ 26.9℃
12-13時、
16-17時

8月20日 晴 22.9℃ 30.6℃
0-1時、2-3
時、4-5時

12-13時、
16-17時

14-15時：WBGT（開
成第12団地、大橋）

8月21日 晴・曇 23.7℃ 31.7℃
0-1時、2-3
時、4-5時

※定点気温測定は8月11日15:30～21日14:20で行なった。赤外線カメラ撮影は適宜行なった。

表 18 仮設住宅の改善点に関する自由記述（抜粋） 

表 19 その他の自由意見（抜粋） 

図 39 自由記述欄より導出した仮設住宅生活

での不満点の頻出割合 

表 20 測定項目・方法 

図 40 移動実測の様子 

表 21 測定を行なった日時 
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自由記述では、開成は風が強いというコメントが目立

った。角部屋や南または北が開けている住戸は、プライ

バシーや日当たりの点で良いが、強風の影響を受けやす

いことが考えられる。 

（d）仮設住宅の改善点、不満の頻出割合など 

仮設住宅の改善点（もし自分が設計するとしたら）に

ついての回答の抜粋を表 18 に示す。また、その他の要望

について表 19 にまとめた。さらに、アンケートの自由記

述欄すべてを対象に、仮設住宅での生活の不満に関する

キーワードを抽出し、頻出の割合を求めたものを図 39 に

示す。 
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図 41 夏季夜間の移動実測による気温分布

と風向風速（開成団地） 

図 42 夏季夜間の移動実測による気温分布と風向風速 

（大橋団地） 

図 43 夜間における冷気流の影響の概念図

と定点気温データ（開成） 

図 44 夜間の川風の影

響の概念図（大橋） 
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図 45 河川からの距離と気温と

の関係分析（大橋・夜間） 

図 46 斜面緑地端部からの距離

と気温との関係（開成・夜間） 

図 47 日中の移動実測による気温分布と風向風速（大橋） 

 

風速[m/s] 

0  1  2  3  4  5 

図 48 住棟間通路の様子とそこでの暑熱環境の概念図（大橋） 

図 49 住棟間通路とそれ以外での気温差（大橋・日中） 
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これまでの回答結果やここで指摘された改善点におい

て、住棟間隔が狭いという意見がいくつか見られる。別

途行なった夏季実測において、狭く長い通路部分では、

風が弱く、その他の部分に比べて夏季日中の気温が 2℃ほ

ど高いことが確認されている。これは、設計時点ではな

かった風除室を建設後に増築したため、住棟間の通路幅

（住棟間隔）がより狭くなったものと考えらえる。今後

の仮設住宅群を設計する際に考慮すべき点である。その

他、遮音やメーカーによる居住性能の差異に対する不満、

そして、災害公営住宅の建設が遅れ、先が見えないスト

レス等の心理状況が示されている。 

自由記述欄における不満点の頻出割合（図 39）につい

て、本アンケートは温熱環境を中心に質問しており、暑

さ寒さが頻出するのは当然といえる。温熱環境以外で挙

がった騒音（遮音性能が乏しい）、間取り（狭さ等）に関

しては、有意な不満であり、今後の大きな改善事項とい

える。 

またアンケート配布中に一部の住民に、現地視察の中

で気になっていたことを聞くことができた。例えば玄関

先や南面外部に植木鉢等の植栽がみられる住戸も多かっ

たが、これは暑熱環境の緩和が目的でなく、園芸が趣味

だとか、緑に癒されるという回答であった。畑が生きが

い等の記述もアンケート内に確認されている。 

（2）仮設住宅の屋外熱環境実測結果 

移動実測（気温、風向風速）について、夜間に 11 回、

日中は 6 回行なった。開成団地の夜間実測結果の一例を

図 41、大橋団地の夜間・日中の実測結果例を図 42,47 に

示す。なお、日中は南からの海風が卓越し、対して夜間

は風が弱く、若干北風（陸風）が多い傾向にあった。実

測結果より、長屋間の狭く長い通路では風が弱く、気温

が高い傾向が把握できた。また夜間では、斜面緑地およ

び河川近くの気温が低い傾向が見られた。その概念図を

図 43,44 に示す。これを裏付けるため、斜面緑地または河

川からの距離と気温との関係、住棟間とそれ以外での気

温について分析した。結果の一部を図 45,46,49 に示す。 

大橋団地における長屋間の通路の気温は、他の場所と

比べて、日中で 1～2℃、夜間で 0.3℃ほど高いことが明ら

かとなった。東西に長い住棟の間隔（通路幅）は建設当

初 4m であったが、その後風除室等の増築により通路幅は

2.3m 程度に狭くなっている。室外機からの排熱や通路内

を風が通らないことが原因と考えられる。この住棟間隔

の狭さは、冬季では日当たりの悪さの要因となることも

別途確認しており、計画段階からの見直し改善が必要で

あると考える。 

周辺環境の影響、具体的には夜間の川風と冷気流につ

いて、大橋団地では狭い通路間を除いて河川に近いほど

気温が低く、160m 離れると 0.2～0.9℃程度の気温差が認

められた。これは川からの冷風によるものと考えられる。

開成団地では、冷気流の影響として、緑地に近いほど気

温が低い傾向にあり、緑地付近と緑地から離れた団地中

央では約 0.5℃の気温差を確認した。定点の気温では、団

地の南北 600～800m 間で、1～2℃の気温差が生じていた。

ただし、これらの夏季夜間の川風と冷気流の気温低減効

果は、仮設住宅の長屋の住棟が密集している部分では限

定的であり、住棟間通路は気温が比較的高い状況が続い

ていた。 

 

4．実効性のある提言 
本研究では、東日本大震災での応急仮設住宅の建設数

が最大級である宮城県石巻市の仮設開成・大橋団地の 2

団地を対象に、住民を対象としたアンケートにより避難

所と仮設住宅の生活環境を調査し、また同時に屋外熱環

境実測により、仮設住宅（プレハブ平屋長屋タイプ）の

主に温熱環境の課題を抽出した。そこから見出せる実効

性のある提言についてまとめると以下のようになる。 

4-1．避難所生活について 

避難所生活に関するアンケートについて、1000 部配布

し、166 の回答を得た。避難場所・時間経過による温熱環

境の違い、就寝スペース、体調変化、プライバシー等に

ついて、当時の状況を把握し、被災者の具体的なコメン

トを得ることができた。 

（1）物資（水、食糧） 

今回石巻で行なったアンケート調査では、一番困った

事項の上位に食糧・飲料水不足、また事前対策では備蓄

がトップで、具体的にはやはり水と食糧であった。図 32

では、食糧・水不足は発災直後より、4 日～3 週間の期間

区分でコメント数が多かった。このことについて、阪

神・淡路大震災での調査結果 4）と比較したのが図 34 であ

る。 

阪神・淡路大震災での神戸市における避難所 58 ヶ所を

対象に行われたアンケート 4）によると、地震後 1 週間経

つと、食事または飲料水が不足と答えた人の割合は 2～3

割となっている。対して、本研究の調査結果では、食

糧・飲み水不足について、4 日～3 週間の期間区分が最も

不足と答えた人が多く、回答記述した人の中での割合は

約 5 割であった。これは、東日本大震災が太平洋沿岸部

で広域（長距離）に渡り被災し、ガソリン不足によりト

ラックが被災地に入れない等もあり、発災後 4 日～3 週間

の期間でも、外部からの支援物資が十分に届かなかった

ためだと推測される。 

（2）温熱環境 

東日本大震災でのアンケートによると、低体温症によ

る重篤な症状が一部あったが、全体的には温熱環境（3,4

月の寒さ）よりも物資不足などがより大きな問題として

挙げられる傾向にあった。 

一方で、避難所における夏季の暑さに関する課題や改
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善については、石巻の今回の調査では、データとして不

十分であった。参考までに、別途、夏季に発生した新潟

県中越沖地震で最も被害が大きかった柏崎市において、

避難所でリーダー的立場であった当時の町内会長（男性）

とその妻にヒアリングしており、その結果の概要を表 13

に示す。夏季の暑さについて、アルカリ飲料水、氷柱、

冷却シート、団扇の配布や、間仕切りが通風を阻害する

ことは、既往調査でも確認されている。夏季の体育館で、

中央部分が暑く、窓際が涼しいという内容は、既往調査

ではあまり指摘されていない点である。 

（3）物資不足への備え 

今回のアンケートで、避難場所・時間経過による温熱

環境の違い、就寝スペース、体調変化、プライバシー等

について具体的な内容（愁訴）や課題を把握できた。し

かし、その解決法は多岐にわたる。中でも、東日本大震

災で最も顕在化した問題は、食糧、飲み水を中心とした

物資不足が、過去の災害に比べて長期間続いたことであ

る。これは物資を輸送するトラックが、被災地のガソリ

ン不足により現地に入れないことが大きいと指摘されて

いる。南海トラフ地震でも同様のことは十分に起こりえ

る。巨大災害時、ガソリンの輸送体制を確保する手法は

難しく、そのため、収容避難場所（避難所）だけでなく、

個人や家族、企業の単位で、必要とされる備蓄を用意し

ておくことが最も確実な方法であろう。 

本調査では既往の調査と比べて新しい知見は少ないが、

ひとりひとりが、本調査で得られた避難所生活での実体

験や問題等を見聞きし、日頃からその備えをしておくこ

とに尽きるといえる。 

4-2．応急仮設住宅の温熱環境について 

アンケート調査と実測の結果を踏まえ、仮設開成・大

橋団地のプレハブ長屋型仮設住宅での生活環境（主に温

熱環境）に関する課題の抽出と、その改善に資する実効

性のある提言について、以下に述べる。 

（1）2年を大きく超える入居期間とそこでの問題 

仮設住宅の入居当初と居住して 3 年後の生活環境の変

化について、アンケート結果の差はほとんど見られず、

平均値は「普通」と「やや不快」の中間であった。入居

直後の変化に着いて、自由記述では、断熱材、二重サッ

シ、風除室の増設で快適になったという意見もみられた。

本来仮設住宅の居住期間は 2 年間であり、震災より 4 年

以上が経過してもまだ 6～7 割の人が仮設住宅で生活を続

けている。仮設住宅の経年劣化も指摘されだしている。

行政による災害公営住宅の建設あるいは災害公営住宅へ

の転居が遅れているため、先が見えないストレスを訴え

る人もおり、早急な対策が望まれる。 

（2）仮設住宅の種類（メーカー）の差 

夏期・中間期・冬期のすべてにおいて、アンケートに

よる大橋団地の温熱環境（快適性）評価が開成団地に比

べて高い結果となった。これは仮設住宅の建設メーカー

の違いが考えらえる。開成団地では、虫やネズミが侵入

するというコメントもあり、気密性が低いと考えらえる。

他の地域の仮設住宅においても、仮設住宅の種類（メー

カー）による不公平感が指摘されている。仮設住宅の供

給を考えると簡単ではないが、地域性を考慮した上で、

一定の居住性能を担保した仮設住宅が提供される体制づ

くりが望まれる。 

なお、アンケートの自由記述欄における不満の頻出割

合では、温熱環境以外で、騒音（遮音性能が乏しい）、間

取り（狭さ等）、結露が上位に来ている。特に隣の音が聞

こえる、防音対策をしてほしい、というコメントは多い。

温熱環境への愁訴は大きいが、それと同時に、他の仮設

住宅における調査でも聞かれる遮音性能、部屋の広さへ

の不満は、今後の仮設住宅の供給に際し、配慮すべき点

といえる。 

（3）立地条件（住戸の位置および周辺の自然環境を含め

て）の考慮 

アンケート調査により、南側が駐車場等で開けている

住戸は、季節別で、開成団地では全期間、大橋団地では

夏期以外で温熱環境評価が高い結果となった。この理由

として、東西に長い長屋形式で住棟間隔が狭いため、中

央の住戸だと、日当たりが悪い、空気がよどむなどが自

由記述からも推察できる。これは実測でも裏付けられて

いる。 

周辺の自然環境（山や川）の影響として、夏季夜間、

川風や冷気流による気温低減効果を団地内の実測で確認

した。具体的には、大橋団地の南北 160m の間で 0.2～

0.9℃、開成団地の南北約 800m で約 2℃の気温差（川風や

冷気流の冷却効果）が確認された。ただし、仮設住宅の

長屋の住棟が密集している部分では、その効果は限定的

であった。 

室内環境に影響を与える屋外熱環境の観点で、周辺の

自然環境の影響、および住戸の位置を含む立地条件を考

慮することは重要であり、今後の仮設住宅団地の配置計

画で検討すべき点である。 

（4）狭い住棟間隔の見直し 

上述したように、開成および大橋団地の東西に長い住

棟の間隔（通路幅）は建設当初 4m であったが、その後風

除室等の増築により通路幅は 2.3m 程度に狭くなっている。

夏季日中、通路内の気温は、他の場所に比べて 1～2℃高

い傾向にあった。このことはアンケート調査でも意見が

見られる。これは室外機からの排熱や通路内を風が通ら

ないことが原因と考えられる。夏季夜間でも、比較的低

温の川風および冷気流による気温低減効果は、その狭く

長い住棟間通路ではみられない。この住棟間隔の狭さは、

冬季では日当たりの悪さの要因となる。これは太陽高度

およびアンケート結果より裏付けられている。 
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限られた仮設住宅の建設用地により多くの仮設住宅を

建て、より多くの被災者を受け入れる意図であると考え

るが、今回、当初計画になかった風除室を増築したこと、

そしてそれが冬季の日照、夏季の暑熱環境の観点から、

さらに 4 年以上の長期に渡って居住することを考えれば、

住棟の間隔（通路幅）は見直すべきであろう。建設の前

段階から、風除室、配置計画、日照・通風計画、温熱環

境を考慮して、見直し改善が必要である。具体的な数値

を挙げるなら、東西に長い長屋平屋形式であれば、冬至

で 4 時間の日照を確保する観点より、南北の住棟間隔は

最低でも 6m は空けるべきである。 

4-3．今後の展望 

本研究助成期間内においては、東日本大震災での応急

仮設住宅の建設数が最大級である宮城県石巻市の仮設開

成・大橋団地の 2 団地を対象に、住民へのアンケート調

査および夏季・冬季の熱環境実測を通して、立地と配置

の観点より仮設住宅の生活環境改善について分析と提言

を行なった。今回の研究対象は、最も一般的といえる長

屋形式の平屋・鉄骨プレハブ造の仮設住宅群であるが、

東日本大震災では、2 章で述べたように木造戸建てや、プ

レキャストコンクリートパネルによる 2 階建て、貨物用

コンテナによる 3 階建てなど、いくつかの種類の仮設住

宅が建設された。異なった構造や形式の仮設住宅におけ

る生活環境に関する分析は今後取り掛かる予定である。。 

また、福島第一原子力発電所事故による避難の問題

（避難所、応急仮設住宅）は、地震・津波といった自然

災害による避難とは性質が異なる部分があり、同列に議

論することが難しい。原発事故に係る避難所、仮設住宅

での生活について、真摯に向き合うことが必要と考えら

れ、この部分も今後の課題としたい。 
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